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 １．本債券内容説明書（以下「本説明書」といいます。）において記載する「第３回独立行

政法人大学改革支援・学位授与機構債券」（以下「本債券」といいます。）は、独立行政

法人大学改革支援・学位授与機構法（平成15年法律第114号。以下「機構法」といいます。）

第19条に基づき、文部科学大臣の認可を平成31年1月23日に得て、独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構（以下「当機構」といいます。）が発行する債券です。 

 

 ２．本債券は、政府保証の付されていない公募債券（財投機関債）です。 

 

 ３．本債券については、金融商品取引法（昭和23年４月13日法律第25号）第３条が適用され

ることから、同法第２章の規定は適用されず、その募集について同法第４条第１項の規定

による届出は必要とされません。 

   本説明書は、本債券に対する投資家の投資判断に資するために、当機構の業務、財務の

内容等について当機構が任意に作成したものであり、金融商品取引法第13条第１項に基づ

く発行届出目論見書ではありません。また、本説明書法人情報の部中の財務諸表について

は、金融商品取引法第193条の２第１項に規定される監査証明は受けておりません。 

   なお、その他本債券の詳細については、本説明書の募集要項を併せてご覧下さい。 

 

 ４． 当機構の財務諸表は、「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」、

  独立行政法人大学改革支援・学位授与機構に関する省令（平成15年文部科学省令第59号）

等に基づき作成され、独立行政法人通則法（平成11年７月16日法律第103号。以下「通則法」

といいます。）第38条第１項及び第２項により、毎事業年度の終了後三月以内に、監査報

告及び会計監査報告を付した財務諸表を文部科学大臣に提出してその承認を受けなければ

ならないとされています。 

 

 ５．本説明書は、以下の場所に備え置き閲覧に供しています。 

   独立行政法人大学改革支援・学位授与機構  

国立大学施設支援センター（管理部国立大学施設支援課） 

                   東京都千代田区一ツ橋二丁目１番２号 

                   学術総合センター１０階 （竹橋オフィス） 
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第１ 募集要項 

１．新規発行債券 

銘 柄 
第３回独立行政法人大学改革 

支援・学位授与機構債券 
債券の総額 金5,000百万円 

振 替 法 の 

適 用 

本債券は、社債、株式等の振替

に関する法律（平成13年法律第

75号）の規定の適用を受けるも

のとし、同法第120条で準用す

る同法第67条第１項の規定に

より本債券の証券は発行しな

い。 

発 行 価 額 の 

総 額 
金5,000百万円 

各 債 券 の 

金 額 
1,000万円 申 込 期 間 平成31年２月８日 

発 行 価 格 
各債券の金額100円につき 

金100円 
申込証拠金 

各債券の金額100円につき金100円 

とし、払込期日に払込金に振替充当

する。申込証拠金には利息をつけな

い。 

利 率 年0.030％ 払 込 期 日 平成31年２月28日 

利 払 日 毎年３月20日及び９月20日 
申 込 取 扱 

場 所 

別項引受金融商品取引業者の本店

及び国内各支店 

償 還 期 限 平成36年３月19日 振 替 機 関 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋茅場町二丁目

１番１号 

募集の方法 一般募集 

利息支払の

方 法 及 び 

期 限 

１．本債券の利息は、発行日の翌日から本債券を償還すべき日（以下「償還期日」と

いう。）までつけ、平成31年９月20日を第１回の利払期日としてその日までの分を

支払い、その後毎年３月20日及び９月20日の２回に各その日までの前半か年分を支

払う。 

２．発行日の翌日から平成31年３月20日までの期間につき利息を計算するとき及び 

償還の場合に半か年に満たない利息を支払うときは、半か年の日割をもって計算

する。 

３．利息を支払うべき日が銀行休業日に当たるときは、その支払は前銀行営業日に繰

り上げる。 

４．償還期日後は、利息をつけない。ただし、償還期日に本債券の償還を怠った場

合には、償還期日の翌日から実際に当該償還が行われた日までの日数につき別記

「利率」欄に定める利率により計算される金額（以下「経過利息」という。）を

支払う。経過利息は、半か年の日割をもって計算する。 
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償還の方法 

１．償還金額 

各債券の金額100円につき金100円 

２．償還の方法及び期限 

(1) 本債券の元金は、平成36年３月19日にその総額を償還する。 

(2) 償還期日が銀行休業日に当たるときは、その支払は前銀行営業日に繰り上げる。 

(3) 本債券の買入消却は、別記「振替機関」欄記載の振替機関が定める社債等に関す

る業務規程その他の規則等で別途定める場合を除き、いつでもこれを行うことがで

きる。 

担 保 

本債券の債権者（以下「本債権者」という。）は、機構法の定めるところにより、当

機構の財産について、他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受ける権利を有す

る。 

財 

務 

上 

の 

特 

約 

担 保 提 

供 制 限 

該当事項なし 

（本債券は一般担保付であり、財務上の特約は付されていない。） 

そ の 他 

の 条 項 
該当事項なし 

摘 要 

 

１．信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供された信用格付 

本債券について、当機構は株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。）

からAAの信用格付を平成31年２月８日付で取得している。 

R&Iの信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や

個々の債務等が約定どおりに履行される確実性（信用力）に対するR&Iの意見であ

る。R&Iは信用格付によって、個々の債務等の流動性リスク、市場価値リスク、価

格変動リスク等、信用リスク以外のリスクについて、何ら意見を表明するもので

はない。R&Iの信用格付は、いかなる意味においても、現在・過去・将来の事実の

表明ではない。また、R&Iは、明示・黙示を問わず、提供する信用格付、又はその

他の意見についての正確性、適時性、完全性、商品性、及び特定目的への適合性

その他一切の事項について、いかなる保証もしていない。 

R&Iは、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じてい

るが、これらの情報の正確性等について独自に検証しているわけではない。R&Iは、

必要と判断した場合には、信用格付を変更することがある。また、資料・情報の

不足や、その他の状況により、信用格付を保留したり、取り下げたりすることが

ある。 

利息・配当の繰り延べ、元本の返済猶予、債務免除等の条項がある債務等の格付

は、その蓋然性が高まったとR&Iが判断した場合、発行体格付又は保険金支払能力

とのノッチ差を拡大することがある。 
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摘 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本債券の申込期間中に本債券に関してR&Iが公表する情報へのリンク先は、R&I

のホームページ（https://www.r-i.co.jp/rating/index.html）の「格付アクショ

ン・コメント」及び同コーナー右下の「一覧はこちら」をクリックして表示され

るリポート検索画面に掲載されている。なお、システム障害等何らかの事情により

情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。 

R&I:電話番号03-6273-7471 
 
 

２．募集の受託会社 
 

 (1) 機構法第19条第５項に基づく本債券の募集の受託会社（以下「受託会社」とい

う。）は、株式会社三井住友銀行とする。 
 

 (2) 受託会社は、本債権者のために弁済を受け、又は本債券に基づく債権の実現を

保全するために必要な一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有する。 
 

 (3) 受託会社は、本債券の発行要項（以下「発行要項」という。）各項のほか、法

令及び当機構と受託会社との間の平成31年２月８日付第３回独立行政法人大学改

革支援・学位授与機構債券募集委託契約証書（以下「委託契約」という。）に定め

る義務及び権限を有する。 
 
 

３．期限の利益喪失事由 

本債券の期限の利益喪失事由は、次の各号に掲げるものとする。 
 

 (1) 当機構が別記「利息支払の方法及び期限」欄又は別記「償還の方法」欄第２項

の規定に違背し、５営業日以内に履行又は治癒されないとき。 
 

 (2) 当機構が発行する本債券以外の債券若しくはその他の借入金債務についての期

限の利益を喪失し、又は期限が到来しても５営業日以内にその弁済をすることがで

きないとき、又は当機構以外の債券若しくはその他の借入金債務に対して当機構が

行った保証の債務について履行義務が発生したにもかかわらず、５営業日以内にそ

の履行をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が５

億円を超えない場合は、この限りではない｡ 
 

 (3) 法令により、本債券の償還期日前に当機構が解散することが決定され、かつ、

本債券の債務が承継されないことが明らかとなったとき。 
 

 (4) 法令若しくは裁判所の決定により、当機構又は当機構が解散して本債券の債務

を承継した法人に対して、株式会社における会社更生、特別清算その他これらに準

ずる倒産処理手続に相当する手続が開始されたとき。 
 
 

４．公告の方法 

当機構又は受託会社は、本債券に関し、本債権者に通知する場合は、法令又は委

託契約に別段の定めがあるものを除き、官報並びに東京都及び大阪市で発行される

各１種以上の新聞紙にこれを掲載する。ただし、受託会社が、本債権者のために必

要でないと認め、その旨を当機構に通知したときは、官報又は新聞紙への掲載を省

略することができる。 
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摘 要 

５．債券原簿の公示 

当機構は、その竹橋オフィスに本債券の債券原簿を備え置き、その営業時間中、

一般の閲覧に供する。 
 
 

６．発行要項及び委託契約の公示 

発行要項及び委託契約の謄本は当機構の竹橋オフィス及び受託会社の本店で、そ

の営業時間中、一般の閲覧に供する。 
 
 

７．発行要項の変更 
 

 (1) 当機構は、本債権者に不利益を与えない事項については、受託会社と協議のう

え、発行要項を変更することができる。 
 

 (2) 前号に基づき発行要項が変更されたときは、当機構はその内容を公告する。た

だし、当機構が受託会社と協議のうえ不要と認めた場合は、この限りではない。 
 
 

８．本債券の債権者集会 
 

 (1) 本債券の債権者集会（以下「債権者集会」という。）は、当機構又は受託会社

がこれを招集するものとし、会日より少なくとも３週間前に債権者集会を開く旨及

び会議の目的たる事項を公告する。 
 

 (2) 債権者集会は、東京都において行う。 
 

 (3) 本債券の総額の10分の１以上に当たる本債権者は、その保有する本債券の額を

証明する書面並びに会議の目的たる事項及び招集の理由を記載した書面を受託会

社に提出し、債権者集会の招集を請求することができる。 
 
 

９．募入方法 

応募超過の場合は、本募集要項「２．債券の引受け及び債券発行事務の委託」欄

記載の引受人の代表者が適宜募入額を定める｡ 
 
 

10．発行代理人及び支払代理人 

別記「振替機関」欄の振替機関が定める業務規程に基づく本債券の発行代理人業

務及び支払代理人業務は、株式会社三井住友銀行においてこれを取り扱う。 
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２．債券の引受け及び債券発行事務の委託 
 

債

券

の

引

受 

引受人の氏名又は名称 住   所 引受金額 引受けの条件 

みずほ証券株式会社 
東京都千代田区大手町 

一丁目５番１号 

百万円 

 

 

3,000 

１. 引受人は、本
債券の全額
につき、共同
して引受並
びに募集の
取扱いを行
い、応募額が
その全額に
達しない場
合には、その
残額を引き
受ける。 

２. 本債券の引
受手数料は
各債券の金
額100円につ
き金22.5銭
とする。 

大和証券株式会社 
東京都千代田区丸の内一

丁目９番１号 

 

 

 

2,000 

計  5,000 

債

券

発

行

事

務

の

委

託 

募集の受託会社の名称 住   所 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 
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３．新規発行による手取金の使途 
 

（1）新規発行による手取金の額 
 

払込金額の総額 発行諸費用の概算額 差引手取概算額 

5,000百万円 15百万円 4,985百万円 

（注）発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

 

（2）手取金の使途 

上記差引手取概算額4,985百万円は機構法第16条第１項第２号に定める施設費貸付事業のう

ち、国立大学の附属病院の医療設備の設置に必要な資金貸付の一部並びに機構法第19条第２項

に定める債券の償還資金の一部に平成31年３月末までに充当する予定です。 

なお、平成30年度の医療設備の設置に必要な資金の貸付計画額は19,759百万円であり、債券

の償還予定額は5,000百万円となっています。 
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第二部 法人情報 
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第１ 法人の概況 
 

1. 主要な経営指標等の推移 
独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（以下「当機構」という。）は、平成28年４月１日に設

立されました。従って以下の主要な経営指標等においては、当機構の平成28年度以降（平成28年４月

１日から平成30年３月31日までの期間）の法人単位及び各勘定に関して記載しています。 

 

【大学改革支援・学位授与機構】 

 ○法人単位           （単位：百万円） 

区   分 平成28年度 平成29年度 

経常費用 15,643 12,970 

経常収益 15,652 12,457 

経常利益     ※１ 10 △    513 

臨時損失 0 0 

臨時利益 0 0 

当期純利益   ※２ 10  △    513 

機構法第18条 
積立金取崩額 ※３ 

- 543 

当期総利益   ※４ 10 30 

資本金       ※５ 8,781 8,781 

純資産額     ※６ 29,051 28,414 

総資産額 791,854 785,002 

自己資本比率 ※７ 3.67% 3.62% 

業務活動による 
キャッシュ・フロー 

19,948 6,267 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

3,467 8,248 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

△  18,854 △   6,009 

現金及び現金同等 
物の期末残高 

19,654 19,850 

役職員数     ※８ 180(2) 150(2) 

（注）当機構は「独立行政法人大学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律（平成27年法律第27

号）」附則第２条第１項及び第２項に基づき、平成28年４月１日に、国が承継する資産を除き、

独立行政法人国立大学財務・経営センターの一切の権利及び義務を承継しました。 

※独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法（平成15年７月16日法律第114号）は、以下「機

構法」という。 
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 (1)一般勘定          （単位：百万円） 

区   分 平成28年度 平成29年度 

経常費用 2,490 2,099 

経常収益 2,494 2,129 

経常利益     ※１ 3 30 

臨時損失 0 0 

臨時利益 0 0 

当期純利益   ※２ 3 30 

当期総利益  3 30 

資本金       ※５ 8,781 8,781 

純資産額     ※６ 6,863 6,768 

総資産額 7,826 7,717 

業務活動による 
キャッシュ・フロー 

136 206 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

△    215 △      62 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

△      14 △      14 

現金及び現金同等 
物の期末残高 

684 814 
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 (2)施設整備勘定        （単位：百万円） 
区   分 平成28年度 平成29年度 

経常費用 13,153 10,871 

経常収益 13,159 10,328 

経常利益     ※１ 6 △    543 

臨時損失 - - 

臨時利益 - - 

当期純利益   ※２ 6 △    543 

機構法第18条 
積立金取崩額 ※３ 

- 543 

当期総利益   ※４ 6 0 

資本金       ※５ - - 

純資産額     ※６ 22,188 21,645 

総資産額 784,029 777,284 

業務活動による 
キャッシュ・フロー 

19,812 6,061 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

3,682 8,310 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △  18,841  △   5,995 

現金及び現金同等 
物の期末残高 

18,970 19,036 
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【旧国立大学財務・経営センター】 

参考として、旧国立大学財務・経営センター（以下「旧センター」という。）の平成24年度から平

成27年度（平成24年４月１日から平成28年３月31日までの期間）における主要な経営指標等を法人単

位並びに各勘定毎に記載しています。 

※独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法附則第10条の規定による廃止前の独立行政法人国立

大学財務・経営センター法は、以下「旧センター法」という。 

 ○法人単位            （単位：百万円） 

区   分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

経常費用      24,961      25,208      19,064      17,061 

経常収益      22,674      26,621      16,693      14,684 

経常利益     ※１  △   2,287       1,413  △   2,371 △   2,377 

臨時損失          13          －          －          0 

臨時利益          2          1         －         － 

当期純利益   ※２  △   2,299       1,414  △   2,371  △   2,377 

前中期目標期間 
繰越積立金取崩額 
        ※９ 

         21 

 

 

         － 

 

 

         － 

 

 

         － 
 
 

旧センター法第15条 
積立金取崩額 ※10 

      2,288 

 

         － 

 

      2,371 

 
      2,400 
 

当期総利益   ※11          10       1,414      0          23 

資本金       ※５       1,372       1,372       1,372       1,372 

純資産額     ※６      27,065      28,443      25,561      23,167 

総資産額     858,375     843,179     819,463     804,211 

自己資本比率 ※７      3.15％      3.37％      3.12％      2.88％ 

業務活動による 
キャッシュ・フロー 

     25,562 

 

     22,316 

 

     18,940 

 

     11,424 

 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △   2,991 

 

 △   4,990 

 

     2,161 

 

 △   1,800 

 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △  26,157 

 

 △  16,029 

 

 △  20,665 

 

 △  12,736 

 

現金及び現金同等 
物の期末残高 

      2,997 

 

      4,295 

 

      4,732 

 

      1,619 

 

役職員数     ※８   16（2）人  18 （2）人   20（2）人   18（2）人 
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 (1)一般勘定                 （単位：百万円） 

区   分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

経常費用        261        253        276        276 

経常収益        262        619        276        299 

経常利益     ※１          1        367          0         23 

臨時損失         13         －         －          0 

臨時利益         2         1        －        － 

当期純利益   ※２  △     11        368         0        23 

前中期目標期間 
繰越積立金取崩額              

※９ 

        21 

 

 

        － 

 

 

        － 

 

 

        － 

 

 

当期総利益   ※11         10        368         0        23 

資本金       ※５      1,372      1,372      1,372      1,372 

純資産額     ※６      1,159      1,491        980        986 

総資産額      1,550      1,526      1,050      1,137 

業務活動による 
キャッシュ・フロー 

        73 
 

        16 
 

  △   459 
 

        54 

 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

       934 
 

         0 
 

  △    2 
 

        － 
 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △  1,078 
 

        － 
 

        － 
 

        － 
 

現金及び現金同等物
の期末残高 

       504 
 

       521 
 

        60 
 

       113 
 

（注）旧センター法第14条の規定による区分経理により、旧センターの運営に必要な経費を一括し

て経理していました。 
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 (2)施設整備勘定             （単位：百万円） 

区   分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

経常費用     24,699     24,956     18,788     16,785 

経常収益     22,411     26,002     16,417     14,385 

経常利益     ※１  △  2,288      1,046  △  2,371      2,400 

臨時損失        －        －        －        － 

臨時利益        －        －        －        － 

当期純利益   ※２  △  2,288      1,046  △  2,371  △  2,400 

旧センター法第15条
積立金取崩額 ※10 

     2,288 
 

        － 
 

     2,371 
 

     2,400 
 

当期総利益   ※11        －       1,046           －          －  

資本金       ※５        －          －          －          －   

純資産額     ※６     25,906      26,952      24,581      22,182  

総資産額    856,825     841,654     818,414     803,074  

業務活動による 
キャッシュ・フロー 

    25,490  
 

    22,300  
 

    19,400  
 

    11,370  
 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △  3,925 
 

 △  4,990 
 

     2,163 
 

 △  1,800 
 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △ 25,078 
 

 △ 16,029 
 

 △ 20,665 
 

 △ 12,736 
 

現金及び現金同等物
の期末残高 

     2,493 
 

     3,775 
 

     4,672 
 

     1,506 
 

（注）旧センター法第13条の業務のうち、施設費貸付事業及び施設費交付事業に係る経理、同法第 

16条に規定する施設費貸付事業に必要な費用に充てるための長期借入金の経理、同法附則第 

11条に規定する承継債務償還業務の経理及び承継された財産の処分に係る経理を施設整備勘

定としていました。 
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【旧大学評価・学位授与機構】 

参考として、旧大学評価・学位授与機構（以下「旧機構」という。）の平成24年度から平成27年度

（平成24年４月１日から平成28年３月31日までの期間）における主要な経営指標等を記載しています。 

             （単位：百万円） 
区   分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

経常費用 1,533 1,649 1,827 1,934 

経常収益 1,533 1,766 1,910 1,994 

経常利益     ※１ － 117 84 61 

臨時損失 － － 10 0 

臨時利益 － － 10 0 

当期純利益   ※２ － 117 84 61 

当期総利益 － 117 84 61 

資本金       ※５ 7,471 7,471 7,471 7,471 

純資産額     ※６ 6,045 6,028 5,863 5,680 

総資産額 6,913 7,000 6,561 6,691 

自己資本比率 ※７ 87.44％ 86.11％ 89.36％ 84.89％ 

業務活動による 
キャッシュ・フロー 

58 62 38 371 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

△ 25 △ 121 △ 250 △ 23 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

△ 17 △ 17 △ 12 △ 13 

現金及び現金同等 
物の期末残高 

629 552 328 664 

役職員数  ※８  120（2）人  133（2）人  135（2）人 142（2）人 
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 〔指標等の説明〕 

 ※１：経常利益＝経常収益－経常費用 

  ※２：当期純利益＝経常利益－臨時損失＋臨時利益 

※３：機構法第18条積立金取崩額 

     ＝機構法第18条第４項に基づく積立金取崩額 

 ※４：当期総利益＝当期純利益＋機構法第18条積立金取崩額 

 ※５：資本金＝政府出資金 

※６：純資産額＝自己資本＝政府出資金＋資本剰余金＋利益剰余金 

※７：自己資本比率＝純資産／総資産×100 

※８：役職員数＝年度末時点の役職員数（教員を含む）。括弧内は非常勤役員数で外数。 

※９：前中期目標期間繰越積立金取崩額 

     ＝旧センター法第15条第１項に基づく積立金取崩額  

※10：旧センター法第15条積立金取崩額 

     ＝旧センター法第15条第４項に基づく積立金取崩額 

 ※11：当期総利益＝当期純利益＋前中期目標期間繰越積立金取崩額 

                              ＋旧センター法第15条積立金取崩額 

 ＊旧センター法第15条積立金は、現在の機構法第18条積立金です。 

 

 

2. 沿革 
【大学改革支援・学位授与機構】 

 

平成28年４月 ○大学評価・学位授与機構及び国立大学財務・経営センターを統合し、大 
学改革支援・学位授与機構となる 

 
【旧国立大学財務・経営センター】 

 
平成４年４月 ○文部省に、国立学校財務センターの業務等に関する連絡協議等を行うた 

め、関係局（部）課による連絡協議会が発足 
 ○文部大臣裁定により、国立学校財務センターの創設準備組織要領が制定 

され、放送教育開発センターに国立学校財務センター創設準備に関する
事務を処理するため、創設準備室を設けることが決定 

○創設準備室を文部省内に設置 
 

 
平成４年５月 ○「国立学校財務センター」の設置を内容とする「国立学校設置法及び 

国立学校特別会計法の一部を改正する法律」（平成４年法律第37号）が
公布 

 

 
平成４年７月 ○国立学校財務センター設立 
 

 
平成15年７月 ○｢独立行政法人国立大学財務・経営センター法｣（平成15年法律第115 

号）が公布 
 

 
平成16年４月 ○独立行政法人国立大学財務・経営センター設立 
 

 
平成27年５月 ○「独立行政法人大学評価・学位授与機構」との統合及び「独立行政法 

人大学改革支援・学位授与機構」の設置を内容とする「独立行政法人大
学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律」（平成27年法律第27号）
が公布 
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【旧大学評価・学位授与機構】 
 
平成２年６月 ○総合研究大学院大学に学位授与機関創設調査室及び学位授与機関創設 
  調査委員会を設置 
 

 
平成３年４月 ○「学位授与機構」の設置を内容とする「国立学校設置法及び学校教育 

法の一部を改正する法律」（平成３年法律第23号）が公布  
 

 
平成３年７月 ○学位授与機構設置 
 

 
平成11年４月 ○学位授与機構に大学評価機関（仮称）創設準備室及び大学評価機関（仮 

称）創設準備委員会を設置 
 

 
平成12年３月 ○学位授与機構から大学評価・学位授与機構への改組を内容とする「国立 

学校設置法の一部を改正する法律」（平成12年法律第10号）が公布 
 

 
平成12年４月 ○学位授与機構から大学評価・学位授与機構に改組 
 

 
平成15年７月 ○｢独立行政法人大学評価・学位授与機構法｣（平成15年法律第114号）が 

公布 
 

 
平成16年４月 ○独立行政法人大学評価・学位授与機構設立 
 

 
平成17年１月 ○大学、短期大学及び専門職大学院のうち法科大学院の評価を行う認証 

評価機関として、文部科学大臣より認証を受ける 
 

 
平成17年７月 ○高等専門学校の評価を行う認証評価機関として、文部科学大臣より認証 

を受ける 
 

 
平成27年５月 ○「独立行政法人国立大学財務・経営センター」との統合及び「独立行政 

法人大学改革支援・学位授与機構」の設置を内容とする「独立行政法人 
大学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律」（平成27年法律第27号）
が公布 
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3. 事業の内容 
 
(1) 設立の背景 

 
当機構は、平成25年12月24日に閣議決定された「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」

に基づき、独立行政法人大学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律（平成27年法律第27号）

の公布・施行により、平成28年４月１日付けで独立行政法人国立大学財務・経営センターと独立

行政法人大学評価・学位授与機構が統合し、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号、以下「通

則法」という。）及び機構法の定めるところにより設立された法人です。 

 
(2) 設置の趣旨・目的 

 
当機構は、大学等（大学、短期大学、高等専門学校並びに大学共同利用機関をいう。以下同じ。）

の教育研究活動の状況についての評価等を行うことにより、その教育研究水準の向上を図るとと

もに、国立大学法人等（国立大学法人、大学共同利用機関法人並びに独立行政法人国立高等専門

学校機構をいう。以下同じ。）の施設の整備等に必要な資金の貸付け及び交付を行うことにより、

その教育研究環境の整備充実を図り、あわせて大学以外で行われる高等教育段階での様々な学習

の成果を評価して学位の授与を行うことにより、多様な学習の成果が適切に評価される社会の実

現を図り、もって我が国の高等教育の発展に資することを目的として、次の業務を行います。 
 

① 大学等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について評価を

行い、その結果について、当該大学等及びその設置者に提供し、並びに公表すること。 
② 国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土地

の取得、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の貸付け（以下「施設費貸付

事業」という。）を行うこと。 
③ 国立大学法人等に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土地の取得、施設の設置若し

くは整備又は設備の設置に必要な資金の交付（以下「施設費交付事業」という。）を行うこと。 
④ 学校教育法に定めるところにより、学位（学士、修士、博士）を授与すること。 
⑤ 大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する調査研究及び学位の授与を行うため

に必要な学習の成果の評価に関する調査研究を行うこと。 
⑥ 大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する情報及び大学における各種の学習の

機会に関する情報の収集、整理及び提供を行うこと。 
⑦ 文部科学省の国立大学法人評価委員会からの要請に基づき、国立大学及び大学共同利用機関

の教育研究活動に関する評価を行い、その結果について、国立大学法人評価委員会及び当該

評価の対象となった国立大学又は大学共同利用機関に提供し、並びに公表すること。 
⑧ 国立大学法人から納付される金銭を徴収し、承継債務の償還及び当該承継債務に係る利子の

支払（以下「承継債務償還」という。）を行うこと。 
⑨ 承継債務償還及び施設費交付事業に充てるため、旧センターが承継した財産のうち機構が承

継するものの管理及び処分を行うこと。 
※⑧及び⑨は「当分の間」行う業務 
 

(3) 国との関係について 
 
【当機構固有の国との主な関係】 
 

① 主務大臣 
当機構の主務大臣は、文部科学大臣とされています。（機構法第24条） 

 
② 国の施設整備計画に従った国立大学等の施設整備の推進 

国立大学等の施設は、創造性豊かな人材養成，独創的・先端的な学術研究の推進など国立大
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学法人等の使命を果たすための基盤となっています。 

当機構においては、旧国立学校特別会計の業務を引き継ぐものとして、国立大学等の施設の

整備に必要な資金の貸付け及び交付を行う施設費貸付事業及び施設費交付事業を行っています

が、国立大学等の施設整備の重要性に鑑み、これら２つの事業は、国の施設整備計画に従い事

業を推進するため、文部科学大臣の定めるところにより、事業を行うこととされています。（機

構法第16条第１項第２号及び第３号） 
 

③ 旧国立学校特別会計の財産及び負債の承継 

当機構は、上記②のとおり、国立大学等の施設の整備に必要な資金の交付を行う施設費交付

事業を行っていますが、この施設費交付事業の財源に充てるため、当機構の前身の１つである

旧センターは、独立行政法人化（以下独立行政法人化、国立大学法人化及び大学共同利用機関

法人化をそれぞれ「法人化」という。）に際して旧国立学校特別会計が有していた特定学校財産

（※）、積立金、決算剰余金等を承継しています。 

また、旧センターは、旧国立学校特別会計の財政投融資資金からの負債1,004,737百万円を一

括して承継しています。この負債は、従来の各国立大学の病院整備等のためのものであること

から、当機構が直接債務を負担する3,750百万円を除き、国立大学法人法（平成15年法律第112

号）附則第12条第１項により、文部科学大臣が定めた43の国立大学法人が当機構に対し文部科

学大臣が定めた額を負担することとされており、当機構がこれを取りまとめて財政融資資金に

対し償還を行っています。（機構法附則第13条第１項） 

 

※特定学校財産・・・廃止前の国立学校設置法に規定されていたもので、国立学校財産のうち、 

移転、施設の高層化等により不用となったもので処分収入額が100億円 

を超える財産のうち、文部科学大臣が財務大臣と協議して指定した財産 

 
④ 長期借入金及び債券 

当機構は、文部科学大臣の認可を受けて、長期借入金をし、又は独立行政法人大学改革支援・

学位授与機構債券（以下「債券」という。）を発行することができるとされています。（機構法

第19条第１項） 

また、当機構は、毎事業年度、長期借入金及び債券の償還計画を立てて、文部科学大臣の認

可を受けなければならないとされています。（機構法第21条） 

 
⑤ 追加出資及び政府保証 

政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において当機構に追加して

出資することができるとされています。（機構法第５条第２項） 

また、政府は、当機構の長期借入金又は債券に係る債務について、国会の議決を経た金額の

範囲内で保証することができるとされています。（機構法第20条） 

 

⑥ 会計検査院の検査 

当機構に対しては、会計の検査を目的とした会計検査院による検査が行われています。当該

検査の観点は以下のとおりです。（会計検査院法（昭和22年法律第73号）第20条、第22条第５号） 

・決算が予算執行の状況を正確に表示しているか。（正確性）  
・会計経理が予算や法令等に従って適正に処理されているか。（合規性） 
・事務・事業が経済的、効率的に行われているか。（経済性、効率性） 
・事業全体が所期の目的を達成し効果を上げているか。（有効性） 
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【独立行政法人固有の国との主な関係】 
 

① 役員の任命・解任 

当機構の機構長及び監事は、文部科学大臣が任命します。また、文部科学大臣は、機構長及

び監事を解任することができるとされています。 

なお、当機構のその他の役員は機構長が任命、解任しますが、その時は遅滞なく文部科学大

臣に届け出るとともに、これを公表しなければならないとされています。（通則法第20条及び第

23条） 

 
② 業務方法書 

当機構は、業務開始の際、業務方法書を作成し、文部科学大臣の認可を受けなければならな

いとされています。なお、これを変更するときも同様とされています。（通則法第28条第１項） 

 

③ 独立行政法人評価制度委員会 

文部科学大臣による当機構の中期目標期間終了時に見込まれる業務実績に関する評価結果の

通知を受け、必要があると認められる場合、同大臣に意見又は勧告をすることができる独立行

政法人評価制度委員会（以下「委員会」という。）が総務省に置かれています。（通則法第12条、

第12条の２） 

 

④ 中期目標 

文部科学大臣は、３年以上５年以下の期間（当機構においては、平成26年４月から平成31年

３月までの５年間を第３期の中期目標の期間としている。）において当機構が達成すべき業務運

営に関する目標（以下「中期目標」という。）を定め、これを当機構に指示するとともに、公表

しなければならないとされています。これを変更したときも、同様とされています。また、文

部科学大臣は、中期目標を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、委員会の

意見を聴かなければならないとされています。（通則法第29条第１項、第３項） 

 

⑤ 中期計画 

当機構は、通則法第29条第１項の指示を受けたときは、中期目標に基づき、文部科学省令で

定めるところにより、当該中期目標を達成するための計画（以下「中期計画」という。）を作成

し、文部科学大臣の認可を受けなければならないとされています。これを変更しようとすると

きも、同様とされています。また、当該認可を受けたときは、遅滞なく、その中期計画を公表

しなければならないとされています。（通則法第30条第１項、第４項） 

 

⑥ 年度計画 

当機構は、毎事業年度の開始前に、中期計画に基づき、文部科学省令で定めるところにより、

当該事業年度の業務運営に関する計画（以下「年度計画」という。）を定め、これを文部科学大

臣に届け出るとともに、公表しなければならないとされています。これを変更しようとすると

きも、同様とされています。（通則法第31条第１項） 

 

⑦ 各事業年度に係る業務の実績に関する評価 

当機構は、毎事業年度の終了後、各事業年度における業務の実績について、文部科学大臣の

評価を受けなければならないとされています。 

なお、文部科学大臣は、当該評価の結果に基づき必要があると認めるときは、当機構に対し、

業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずることができるとされています。（通則

法第32条第１項、第６項） 
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⑧ 中期目標期間に係る事業報告書及び業務の実績に関する評価 

当機構は、文部科学大臣の評価を受けようとするときは、文部科学省令で定めるところによ

り、中期目標の期間の終了後三月以内に、当該中期目標期間に係る業務の実績及び当該事項に

ついて自ら評価を行った結果を明らかにした報告書を文部科学大臣に提出するとともに、公表

しなければならないとされています。（通則法第32条第２項） 

当機構は、中期目標の期間における業務の実績について、文部科学大臣の評価を受けなけれ

ばならないとされています。 

文部科学大臣は、中期目標期間終了時に見込まれる業務実績に関する評価を行ったときは、

遅滞なく、当機構及び委員会に対して、当該評価の結果を通知しなければならないとされてお

り、委員会は、必要があると認めるときは、文部科学大臣に対し、意見を述べなければならな

いとされています。（通則法第32条第１項乃至第５項） 

 

⑨ 中期目標の期間の終了時の検討 

文部科学大臣は、中期目標期間終了時に見込まれる業務実績に関する評価を行ったときは、

中期目標期間の終了時までに、当機構の業務の継続又は組織の存続の必要性その他その業務及

び組織の全般にわたる検討を行い、その結果に基づき、業務の廃止若しくは移管又は組織の廃

止その他の所要の措置を講ずるものとされています。また、文部科学大臣は、検討の結果及び

講ずる措置の内容を委員会に通知するとともに、公表しなければならないとされています。 

なお、委員会は、通知された事項について、必要があると認めるときは、文部科学大臣に意

見を述べなければならない、また、当機構の主要な事務及び事業の改廃に関し、文部科学大臣

に勧告をすることができるとされています。（通則法第35条第１項乃至第４項） 

 

⑩ 財務諸表等 

当機構は、毎事業年度、財務諸表を作成し、当該事業年度の終了後三月以内に文部科学大臣

に提出し、その承認を受けなければならないとされています。（通則法第38条第１項） 

 

⑪ 会計監査人の監査 

当機構は、財務諸表、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書について、監

事の監査のほか、会計監査人の監査を受けなければならないとされています。（通則法第39条） 

なお、会計監査人は文部科学大臣が選任するとされています。（通則法第40条） 

 

⑫ 財源措置 

政府は、予算の範囲内において、独立行政法人に対し、その業務の財源に充てるために必要

な金額の全部又は一部に相当する金額を交付することができるとされており、当機構の一般勘

定に対し、その運営に必要な経費は、運営費交付金として交付されています。（通則法第46条第

１項） 
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(4) 組織図 
（平成31年１月現在） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※国立大学施設支援センターの事務は、 審議役、調査役及び国立大学施設支援課が行っています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

機 構 長 評 議 員 会 

運 営 委 員 会 

企 画 室 理 事 （ ２ ） 

監 事 （ ２ ） 

顧 問 ・ 参 与 

審 議 役 

研 究 開 発 部 

総 務 企 画 課 

会 計 課 

国立大学施設支援課 

学 位 審 査 課 

評 価 企 画 課 

評 価 支 援 課 

国 際 課 

国立大学施設支援センター事務室 

大学ポートレートセンター事務室 

監 査 室 

管 理 部 

評 価 事 業 部 

国立大学施設支援センター 

大学ポートレートセンター 

情 報 企 画 支 援 室 

 

大学機関別認証評価委員会 

高等専門学校機関別認証評価委員会 
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国立大学教育研究評価委員会 
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学位授与事業に関する諸会議 

学位審査会 
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(5) 事業の概要 
 
【一般勘定】 

当機構は、機構法第17条及び附則第13条第４項により、一般勘定と施設整備勘定に勘定を区分

していますが、一般勘定においては、運営費交付金及び大学等認証評価手数料及び学位授与審査

手数料及び自己収入を財源として、以下のような業務を行っています。 

 
① 評価事業 

 
i) 認証評価 

国・公・私立大学及び高等専門学校は、その教育研究水準の向上に資するため、教育研究、

組織運営及び施設整備の総合的な状況に関し、７年以内ごとに文部科学大臣が認証する評価機

関（認証評価機関）の実施する評価を受けることが義務付けられています。また、専門職大学

院（法科大学院等）を置く大学は、当該専門職大学院の設置の目的に照らし、教育課程、教員

組織その他教育研究活動の状況に関し、５年以内ごとに認証評価機関の実施する評価を受ける

ことが義務付けられています（学校教育法第109条及び同法第123条並びに学校教育法施行令第

40条）。当該制度の下、当機構は認証評価機関として事業を実施しています。 

なお、機関別認証評価事業については、平成25年度から国費を投入せず手数料収入により事

業を実施しています。 

 
ii) 国立大学教育研究評価 

文部科学省に設置された国立大学法人評価委員会からの要請を受け、国立大学法人及び大学

共同利用機関法人の中期目標期間における業務の実績のうち、教育研究の状況についての評価

を実施しています。なお、国立大学法人評価委員会が、中期目標における業務の実績の全体に

ついて総合的な評定を行うに当たっては、この評価結果を尊重することとされています。 
 

② 学位授与事業 
短期大学及び高等専門学校の卒業者など、高等教育機関において一定の学習を修め、その「ま

とまりのある学修」の成果をもとに、さらに大学の科目等履修生制度などを利用して所定の単位

を修得し、かつ当機構が行う審査の結果、大学卒業者と同等以上の学力を有すると認められた者

に対し、学士の学位を授与しています。また、大学以外の教育施設に置かれた課程（各省庁大学

校）のうち、大学の学士課程、大学院の修士課程及び博士課程に相当する水準の教育を行ってい

ると当機構が認定した課程の修了者に、学位取得の途を開いています。 
 

 

③ 質保証連携事業 

 
i) 情報収集・整理・提供 

大学等の評価に関する情報や教育研究活動等に関する情報を体系的に収集し、大学関係者等

のニーズに応じた情報提供を行っています。 
また、生涯学習社会において学習機会を適切に選択できるように、大学等における各種の高

等教育レベルの学習の機会に関する情報を収集し、冊子及びインターネットを通じて利用しや

すい形で学習者や高等教育機関及び研究者に対して提供しています。 
 

ii) 国際連携 
国際的な動向を踏まえた高等教育の質保証活動に資するため、諸外国の質保証に係る制度情

報や動向についての収集・整理・提供を行うとともに、我が国の高等教育への国際的な信頼性

の維持と向上のため、国際的な質保証活動に参画し、関係機関と協力して活動を展開していま

す。 
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④ 調査研究事業 
我が国の大学等が質の確保及び教育研究活動等の社会への説明責任を果たすことを支援するた

め、国際通用性のある質の高い評価システムの在り方に関する調査研究を行うとともに、当機構

の実施する大学等の評価を実証的に検証しています（評価研究）。 
また、学位の質の確保及び多様な学習機会への社会の要請に応えるため、学位授与の要件とな

る学習の成果の評価に関する調査研究を行うとともに、当機構の実施する学位授与を実証的に検

証しています（学位研究）。 
さらに、高等教育の質保証の確立に資するため、高等教育の質保証に係る情報の活用、大学等

における質保証システムの構築及び国際的な質保証と学位・単位の通用性に関する調査研究を行

っています（質保証研究）。 
これら調査研究の成果については、事業の改善等に活用するとともに、当機構のウェブサイト

等を通じて積極的に公表しています。 
 
 
【施設整備勘定】 

当機構は、施設整備勘定においては、以下のような業務を行っています。 
 

① 施設費貸付事業 

 
i)  概 要 

従来、旧国立学校特別会計においては、国立大学等の施設の整備の促進を図るため、附属病

院の施設整備事業、移転のための施設整備事業等については、長期借入金を整備財源とするこ

とができるとされており、当該長期借入金は国の財政事情が厳しい中、計画的に国立大学等の

施設整備の促進を図っていく上で貴重な財源となっていました。 

国立大学等の法人化後は、国立大学等の施設整備は、基本的には国からの施設整備費補助金

で措置されるものです。しかしながら、施設の老朽・狭隘化の改善が最重要の課題とされる中、

国立大学等の施設整備を引き続き着実に実施するためには、長期借入金を活用することが不可

欠であります。このため、国立大学法人及び大学共同利用機関法人には、長期借入金の制度が

整備されています。 

当機構は、このような長期借入金制度に対応するため、国立大学法人及び大学共同利用機関

法人を対象として、附属病院整備及びキャンパス移転整備について、土地の取得、施設の設置

若しくは整備又は設備の設置に必要な資金を貸し付ける施設費貸付事業を行っています。 

なお、当機構の施設費貸付事業は、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の施設整備の重

要性に鑑み、国の施設整備計画に従い事業を推進するため、機構法第16条第１項第２号により、

文部科学大臣の定めるところにより、行うこととされています。 
 

ii)  財 源 
財源は当機構が財政融資資金から借り入れた長期借入金及び債券の発行により市場から調達

した資金です。 
 

iii) 担 保 
施設費貸付事業に係る資金の貸付けに当たっては、償還確実性を確保する観点から、貸付け

の対象となる施設又はその敷地を担保に徴するとともに、第一順位の抵当権を設定登記するこ

ととしています。 
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（参考） 
○ 施設費貸付事業の仕組み 
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② 承継債務償還 

 
i)  概 要 

当機構の前身の１つである旧センターは、平成16年４月１日の法人化の際、旧国立学校特別

会計が財政融資資金に対し負っていた債務1,004,737百万円を一括して承継しました。従来は、

このうち附属病院整備に係るものの償還財源は、関係国立大学の附属病院収入でしたが、借入

自体は旧国立学校特別会計が行っており、関係国立大学が直接債務を負っていたものではあり

ませんでした。国立大学等の法人化に当たっては、これらの経緯を踏まえ、当該長期借入金債

務を旧センターが一括して承継するとともに、附属病院を有する国立大学が附属病院整備に係

る債務の相当額を旧センターに対し負担することとされました。 

このため、この承継額のうち附属病院整備に係るもの以外の3,750百万円は、旧センターが国

から承継した財産等を財源として償還するとともに、附属病院整備に係る残りの1,000,987百万

円については、国立大学法人法附則第12条第１項により、文部科学大臣が定めた43の国立大学

法人が当機構に対し文部科学大臣が定めた額を負担することとされており、当機構がこれを取

りまとめて財政融資資金に対し償還を行っています。 

 
ii)  国立大学法人による保証 

当機構の承継した債務の償還確実性を確保するため、国立大学法人法附則第12条第３項によ

り、文部科学大臣が定めた額を負担することとなった国立大学法人は、当機構の承継した債務

を保証しています。 
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（参考） 
○ 承継債務償還の仕組み 
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③ 施設費交付事業 

 
i)  概 要 

国立大学等の施設は、学術研究や人材育成のための活動拠点であり、科学技術創造立国を目

指す我が国にとって、不可欠な基盤ですが、老朽化・狭隘化が進むなど、その改善が最重要の

課題とされています。 

当機構は、このような状況に対応するため、国立大学法人等を対象として、土地の取得、施

設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金を交付する施設費交付事業を行っています。 

なお、当機構の施設費交付事業は、国立大学等の施設整備の重要性に鑑み、国の施設整備計

画に従い事業を推進するため、機構法第16条第１項第３号により、文部科学大臣の定めるとこ

ろにより、行うこととされています。 
 

ii)  財 源 
当機構の前身の１つである旧センターは、施設費交付事業の財源に充てるため、法人化に際

して、旧国立学校特別会計が有していた特定学校財産（21頁の「※特定学校財産」をご参照く

ださい。）、積立金、決算剰余金等総額58,687百万円の財産を国から承継しています。 

また、各国立大学法人等が国から出資された土地を売却した場合は、施設費交付事業の財源

に充てるため、当該売却収入のうち文部科学大臣が定める一定割合（原則100分の50）を当該国

立大学法人等から当機構へ納付してもらう仕組みとなっています。 

 
 
④ 旧特定学校財産の管理処分 

 
当機構の前身の１つである旧センターは、施設費交付事業の財源に充てるため、旧国立学校

特別会計が有していた特定学校財産を国から承継しており、当該特定学校財産の管理処分業務

を行っています。 
当機構は、国から承継した特定学校財産を処分するとともに、得られた収入は、当機構が実

施する施設費交付事業の財源に充てることとしています。 
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（参考） 
○ 施設費交付事業の仕組み 
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4. 関係会社の状況 
該当事項はありません。 
 
 

 
5. 役職員の状況 
 
【平成30年3月31日現在】 

役 員 3（2）人     

職 員 147     人     

計 150（2）人     

    ※括弧内は、非常勤役員数で外数です。 
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第２ 事業の状況 
1. 業績等の概要 

以下は、当機構の平成29年度（平成29年４月１日～平成30年３月31日）における、一般勘定及び、

今後、債券により調達した資金を管理することとなる施設整備勘定の業務の実績について記載して

います。 

 

【一般勘定】 
 

(1) 評価事業の実績 

認証評価については、平成29年度は、機関別では14大学、４高等専門学校、分野別では６法科大

学院を対象に書面調査及び訪問調査を実施し、評価結果を確定後、当機構ウェブサイトに公表しま

した。 

なお、機関別認証評価事業については、独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22

年12月７日閣議決定）も踏まえ、評価制度全体の改善に資するための先導的な取組に関する部分を

除き、平成25年度から国費を投入せず手数料収入により事業を実施しています。 

また、平成31年度から実施予定の大学機関別認証評価の３巡目に係る評価基準、評価方法等につ

いて策定し、公表を行いました。 

 

さらに、当機構では、認証評価とは別に、大学の個別の機能に着目した評価（大学機関別選択評

価）を実施しています。平成29年度は、２大学について選択評価事項Ｂ「地域貢献活動の状況」に

係る評価を実施しました。 

 

国立大学教育研究評価については、平成28年度に実施した全国86国立大学法人及び４大学共同利

用機関法人の第２期中期目標期間における評価について、平成29年度には評価結果を確定し、文部

科学省国立大学法人評価委員会に提供したほか、当機構のウェブサイトに公表しました。 

 

(2) 学位授与事業の実績 

短期大学や高等専門学校卒業者等の単位積み上げ型の学習者に対する学位の授与については、４

月期及び10月期の年２回に分けて実施しています。申請をいただいた専攻の区分ごとに、修得単位

が当機構の定める基準を満たしているか、また、提出があった学修成果（レポート・作品等）に基

づいて小論文試験又は面接試験を実施し、当該専攻に係る学士の学力の水準を有していると認めら

れるかについてそれぞれ審査を行い、平成29年度は合格と判定された836人（４月期245人、10月期

591人）に学位を授与いたしました。なお、機構があらかじめ審査し認定した短期大学及び高等専門

学校の専攻科の修了者に対しては、単位積み上げ型の特例として、学修成果と試験に代えて専攻科

での学修の成果に基づく審査を行い、平成29年度は合格と判定された1,630人（４月期12人、10月期

1,618人）に学位を授与いたしました。 

また、各省庁大学校の修了者については、単位修得及び課程修了に係る証明に基づいて審査を行

い、合格と判定された1,085人に対して学士の学位を授与し、修士及び博士については、単位修得及

び課程修了に係る証明に基づく審査に加えて、論文の審査と面接による口頭試問を実施し、合格と

判定された修士74人及び博士26人に対して学位を授与いたしました。 

 
(3) 質保証連携事業の実績 

国内の大学等の高等教育質保証に関する情報に関しては、大学等における評価活動や教育研究活

動等の改善に資するため、国公立大学・公立短期大学から提供された大学基本情報について、機構

ウェブサイトを通じ、平成29年度までの直近６年間の情報を提供しています。 

 

海外の高等教育質保証に関する情報に関しては、国際会議参加等の幅広い手段で情報収集を行い、

最新の記事や刊行物にまとめ、国際連携ウェブサイト等で発信しています。平成29年度は、「諸外国

の高等教育分野における質保証システムの概要」のフランス版とオランダ版について、それぞれ第
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２版を刊行したほか、アジア地域の高等教育質保証についてまとめたブリーフィング資料の台湾版

を改訂しました。また、「大学質保証フォーラム」は、「教員と職員：学生のための大学をつくる」

をテーマとして開催し、300名を超える聴衆が集まる中、英国、米国、オーストラリアの大学におい

て大学運営に携わってきた経験を持つ海外専門家を招き、学生の視点に立った大学づくりを念頭に

置きながら、大学における教員と職員の役割をどのように分担すべきかについて講演や意見交換が

行われました。広報活動については、国際連携ウェブサイトや刊行物普及のための広報ちらしを作

成し、積極的に活動を行ったところ、同ウェブサイトのアクセス数は月平均で26,221件となり、前

年度を上回りました。さらに、日本の高等教育質保証に関する情報発信として、機構の事業ニュー

スを英文記事にして掲載し、海外機関誌等への寄稿を行いました。そのほか、平成29年度において

は、外国学習履歴の国際的な認証を促進するための教育情報整理に向けて、関係機関等との連携の

下、日本の教育制度及び高等教育機関一覧について調査しました。 

 

当機構では、国公私立の大学等の教育情報を公表・活用する共通的な仕組みとして構築した大学

ポートレートを日本私立学校振興・共済事業団と連携して運用しています。大学ポートレートでは、

大学等が社会に対して説明責任を果たすとともに、進学希望者の適切な進路選択支援をするために

大学等の教育情報を統一の様式で広く社会一般に公表しています。平成30年３月末日の参加大学数

は、国立大学86校、公立大学76校、公立短期大学13校、株式会社立大学３校で、参加割合は91.8％

でした。なお、国公私立全体での参加割合は96.2％となっています。平成29 年４月１日から平成30 

年３月末日までのアクセス件数は、640,642件、新規訪問者数は200,966件でした。日本私立学校振

興・共済事業団の運用ページを含めた国公私立全体でのアクセス件数は3,604,296 件です。 

また、日本の大学教育全体に対する国際的な信頼性の確保に資するため、英語による発信を行う

国際発信システムの構築を行いました（平成30年10月16日に公表開始）。さらに、大学ポートレート

システムを通じ各大学に提供している教育研究データについて、各大学におけるＩＲ（インスティ

チューショナル・リサーチ）等での活用促進のため、国公立大学・短期大学の大学ポートレート担

当部署及び国立大学の法人評価担当部署へ「大学における情報活用ガイドブック―大学ポートレー

ト関連データの利用法」を平成30年３月に提供しました。 

 

さらに、質保証に関わる人材の能力向上のための活動としては、大学の評価関係者等を対象とし

た研修等の実施や、質保証人材の育成に資する研修プログラムの開発等のほか、平成29年度に「大

学質保証ポータル」を立ち上げ、大学等における教育研究の質保証に関する情報を広く提供してい

ます。 

 

国内の質保証機関等との連携・協力に関しては、認証評価機関13機関により組織される認証評価

機関連絡協議会に参画し、他の認証評価機関と連携・協力して我が国の高等教育の質の保証と認証

評価の充実に向けた関係者の意識の醸成を図るとともに、評価結果や大学等の優れた取組等の積極

的な発信、職員育成のための研修の実施等の取組を行っています。 

また、現在当機構では、海外14の質保証機関等と連携協力のための覚書を締結しています。これ

らの覚書締結機関を中心として、人材交流やセミナー、共同プロジェクト等の活動を展開していま

す。 

平成29年度においては、中韓２カ国の質保証機関との連携をはじめとした覚書締結機関との連携

を行いました。 

中韓２カ国の質保証機関との連携では、平成22年３月に発足した日中韓質保証機関協議会の下、

中国教育部高等教育教学評価センター（HEEC）及び韓国大学教育協議会（KCUE）との間で、相互理

解、共同の質保証の取組、人材交流の活動を展開しています。特に、日中韓政府による質の保証を

伴った大学間交流を推進するための「キャンパス・アジア」構想において、学生交流プログラムに

おける優れた取組の抽出等を行うモニタリング活動を実施しています。平成29年度は、平成27年度

に実施した日中韓の質保証機関による共同モニタリングの経験を基に、共同ガイドラインを３カ国

合同で作成しました。また、国内外の会議において、積極的に共同モニタリングやガイドライン等

について成果発表を行いました。さらに、平成28年度より本格実施した「キャンパス・アジア」第

２モードのモニタリング手法に関する協議を日中韓の質保証機関間で行いました。このモニタリン
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グ事業については、「キャンパス・アジア」モニタリングウェブサイトにて発信しています。加えて、

日中韓３カ国の共同の取組が評価され、2018 APQNクオリティ・アワードを受賞しました（質保証に

おける国際協力賞）。 

その他の覚書締結機関との連携では、マレーシア資格機構（MQA）との比較調査プロジェクトの成

果として、質保証の成果の信頼にかかる共同声明への署名を取り交わしました。また、豪州高等教

育質・基準機構（TEQSA）や台湾高等教育評鑑中心基金会（HEEACT）とのスタッフ交流の実施など、

様々な活動を行いました。 

さらに、高等教育質保証機関国際ネットワーク（INQAAHE）、アジア太平洋質保証ネットワーク（APQN）

をはじめ、国際的なネットワークの活動に参画し、日本の高等教育質保証の取組について発表する

とともに、海外の質保証の動向や取組に関する情報交換や議論を行っています。平成29年度は米国

高等教育アクレディテーション協議会国際質保証グループ（CIQG)との覚書を新たに締結しました。 

その他、平成29年度には、国立大学法人の教育研究情報と財務情報を連携させた大学経営手法の

モデルを開発する共同研究の実施に向けて、そのフレームを検討するためのワーキンググループを

開催し、「教育研究情報・財務情報連携による大学経営手法に関する共同プロジェクトのフレーム案」

を取りまとめました。この取りまとめに基づく機構と国立大学法人との共同プロジェクトの実施に

向け、複数の大学との間で意見交換を行っています。 

 
(4) 調査研究事業の実績 

平成29年度は、評価事業に関連する調査研究として「大学等の教育研究の評価の在り方に関する

研究」及び「機構の実施する教育研究活動等の評価の有効性に関する調査研究」の２つのプロジェ

クトを、また、学位授与事業に関連する調査研究として「学位の要件となる学習の体系性に関する

研究」及び「機構の実施する学位授与の教育的・社会的機能に関する調査研究」の２つのプロジェ

クトを、さらに、質保証連携事業に関連する調査研究として「高等教育の質保証に係る情報の活用

に関する研究」、「大学等における教育研究の質保証及び質保証システムの構築に関する研究」、「高

等教育の国際的な質保証と学位・単位の国際通用性に関する研究」の３つの横断的・融合的なプロ

ジェクトを推進しました。  
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【施設整備勘定】 
 

(1) 施設費貸付事業の実績 

 
① 一般概況 
 平成29年度は、施設費貸付事業に係る文部科学大臣の定めに基づき、35の国立大学法人の79事

業に対し、附属病院収入による債務の償還を前提として、当該国立大学法人の附属病院の施設整

備等に必要な資金として、67,060百万円の貸付けを行いました。 

  
② 貸付条件 
 施設費貸付事業の貸付条件は、事業区分別に以下のとおりでした。貸付条件は、貸付財源の主

要な調達先であった財政融資資金からの借入条件とほぼ一致しています。なお、設備の設置に必

要な資金の貸付金利については、財政融資資金借入金利に債券発行に係る手数料等の調達コスト

及び46頁に記載の金利リスク相当分を上乗せしています。 

区  分 貸付期間 据置期間 償還期間 貸付金利 

施設の設置又は整備に必要な

資金（施設整備費） 
25年 ５年 20年 

財政融資資金借入金利と

同率 

設備の設置に必要な資金 

（病院特別医療機械整備費） 
10年 １年 ９年 

財政融資資金借入金利 

＋上乗せ金利（0.04％） 

 

 

③ 担 保 

 施設費貸付事業に係る資金の貸付けに当っては、償還確実性を確保する観点から、貸付けの対

象となる施設又はその敷地を担保に徴するとともに、第一順位の抵当権を設定登記することとし

ています。 

 このため、平成29年度に貸付けを行った35の国立大学法人からは、附属病院に係る土地等を担

保として提供を受けています。 

 
④ 貸付実績 

平成29年度の貸付実績は、35法人79事業で67,060百万円（前年度繰越額含む）でした。 

⑤ 調達実績 

平成29年度の調達実績は、以下のとおりです。      

          (単位：百万円) 

区  分 

調 達 額 

財政融資資金  
債 券 

発行額 
計 画 額 繰 越 額 

施 設 整 備 費 30,791 4,213 － 

病院特別医療機械整備費 22,605 4,958 4,493 

合 計 53,396 9,171 4,493 

※債券発行額は既発行債券の償還分(507百万円)を除いた額です。 
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⑥ 貸付金の回収状況及び借入金の償還状況 

平成29年度の貸付金の回収状況及び財政融資資金等への償還状況は、以下のとおりです。 

           （単位：百万円） 

区 分 

債 務 償 還 の 状 況 債 権 回 収 の 状 況 

前年度末 

債務残高 
借 入 額 

前年度繰 

越借入額 

元 金 

償 還 額 

年 度 末 

債務残高 

利 子 

支払額 

元 金 

回 収 額 

年 度 末 

債 権 額 

利 子 

回 収 額 

財政融資資金 534,388 53,396 9,171 30,891 566,064 3,284 

35,384 591,064 3,518 債券 25,000 5,000 － 5,000 25,000 39 

合 計 559,388 58,396 9,171 35,891 591,064 3,323 

 ※国立大学法人からの元金回収額と財政融資資金への元金償還額の差額は、旧センター債券償還 

財源に充当しています。 

※国立大学法人からの利子回収額と財政融資資金への利子支払額の差額は、旧センター債券に係る

利子支払額及び債券発行諸費用に充当しています。 

※債権回収率は100％です。 

※なお、平成30年３月末において貸倒懸念債権等は存在しません。 

 
 

(2) 承継債務償還 

 

① 一般概況 

当機構の前身の１つである旧センターは、平成16年４月１日に法人化する際、旧国立学校特別

会計が財政融資資金に対し負っていた債務を一括して承継しています。 

 当該債務は、国立大学法人法附則第12条第１項により、文部科学大臣が定める国立大学法人が

当機構に対し文部科学大臣が定める額を負担することとされており、当機構がこれを取りまとめ

て財政融資資金に対し償還を行っています。 

 

② 国立大学法人による保証 

 当機構の承継した債務の償還確実性を確保するため、国立大学法人法附則第12条第３項により、

文部科学大臣が定める額を負担することとなった国立大学法人は、当機構の承継した債務を保証

しています。 
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③ 承継債務の償還状況 

平成29年度の承継債務の償還実績は以下のとおりです。 

             （単位：百万円） 

 

 

区    分 

承 継 債 務 償 還 の 状 況 債務負担金債権の回収状況 

債務承継額 
前年度末 

債務残高 

元 金 

償還額 

年 度 末 

債務残高 

利 子 

支 払 額 

元 金 

回 収 額 

利 子 

回 収 額 

附 属 病 院 整 備 

に 係 る 債 務 
1,000,987 201,875 37,658 164,218 3,330 37,658 3,330 

附 属 病 院 整 備 

以外に係る債務 
3,750 － － － － － － 

合 計 1,004,737 201,875 37,658 164,218 3,330 37,658 3,330 

※承継債務のうち「附属病院整備以外に係る債務」は、平成16年度で全ての償還が終わりました。 
※債権回収率は100％です。 

※なお、平成30年３月末において貸倒懸念債権等は存在しません。 

 

 

(3) 施設費交付事業 

 

① 一般概況 

 平成29年度は、施設費交付事業に係る文部科学大臣の定めに基づき、90の国立大学法人等の

91の事業に対し、施設整備等に必要な資金として、3,783百万円を交付しました。 

 なお、交付に当っては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第

179号）及び施設費交付事業費交付規則（平成28年３月31日制定）等に基づき、適正に実施しま

した。 

 
② 交付財源 

ア. 旧センター設立当初に旧国立学校特別会計から承継した財産 

区  分 種 類 承継日 承継額 

旧国立学校特別会計の積立金 現 金 H16.４.１        72億円 

旧国立学校特別会計の特別施設整備資金 現 金 H16.４.１        26億円 

旧国立学校特別会計の決算剰余金 現 金 H16.７.１       229億円 

旧特定学校財産 土地等 H16.４.１       297億円 

合  計         624億円（※） 

※当該承継額は、平成16年度において通則法第44条第１項本文の規定による整理を行 

った後、翌事業年度以降の交付事業の財源に充てるため、旧センター法第15条積立金 

（平成28年度からは機構法第18条積立金）として計上され、平成29年度末現在、 

216億円となっています。 

 

イ. 国立大学法人等からの財産処分収入納付金 

国立大学法人等が国から出資された土地を処分した場合、その処分収入の一定割合（原則100

分の50）を当機構へ納付してもらう仕組みとなっています。 

平成29年度は、16国立大学法人等から1,576百万円が納付されました。 
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③ 交付実績 

平成29年度の交付実績は、以下のとおりです。 

           

（単位：百万円） 

区 分 交 付 決 定 額 支 払 済 額 

営 繕 事 業 費 
 (90法人) 

 (91事業)3,783 

 (90法人) 

 (91事業)3,783 

不動産購入費  
 

－ 

 

－ 

施 設 整 備 費 
 

－ 

 

－ 

合 計 
 (91法人) 

 (91事業)3,783 

 (91法人) 

 (93事業)3,783 

 

 

(4) 旧特定学校財産の管理処分 

 

①  当機構の前身の１つである旧センターは、法人設立当初、施設費交付事業の財源に充てるた

め、旧国立学校特別会計から、以下の財産を承継しました。 

 

区   分 面 積 評価額 状   況 

大阪大学医学部等跡地 

（大阪市北区中之島） 
126㎡ ７百万円 平成17年度売却済み。 

広島大学本部地区跡地 

（広島市中区東千田町） 
68,334㎡ 98億円 

平成16年度に２万２千㎡を売却。 

平成23年度にセンターの５千㎡と広島

大学の３千㎡の土地交換を行った。 

平成25年度に広島市へ６千㎡譲与する

と共に、残りの全所有地３万８千㎡を民

間事業者へ売却済み。 

東京大学生産技術研究所 

跡地（港区六本木） 
29,975㎡ 199億円 

平成19年度から段階的に売却しており、

平成29年度現在２万６千㎡売却済み。未

売却の土地は国立新美術館用地として

貸付け中。 

 

②  上記財産の平成29年度における管理処分状況は、以下のとおりです。 

  

東京大学生産技術研究所跡地の状況 
東京大学生産技術研究所跡地については、平成19年度より独立行政法人国立美術館に措置

される予算の範囲内で、分割して持分売却を行っているところであるが、平成29年度は、５

月に土地全体面積（29,974.81㎡）のうち3.05%（914.57㎡）を2,010百万円で売却した。これ

により、土地全体面積の86.90％（26,049.30㎡）の売却が完了し、未売却の土地は13.10％

（3925.51㎡）となった。未売却の土地については、独立行政法人国立美術館と使用契約を締
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結し、６月に使用料(※)を徴収した。売却完了時期については、予算額や土地価格の変動に

左右されるが、平成33年度に完了する見込みである。 

※土地使用料には、当該土地に係る固定資産税相当分が含まれています。 

 
 

(5) 損益の状況 

施設整備勘定において、純利益が発生した場合は、機構法第18条第４項に規定する積立金に繰

り入れ、翌年度以降の施設費交付事業の財源とすることとされています。他方、処分用資産売却

収入や施設費交付金収益などの収益が施設費交付金の額に満たない場合は、積立金を取り崩して

施設費交付事業の財源に充当するという制度設計となっています。 

平成29年度の施設整備勘定の経常損失は、約５億円となっていますが、積立金を取り崩して施

設費交付事業の財源に充当したことにより、損益は均衡しています。 

 

（施設整備勘定）                             （単位：百万円） 

 平成29年度           

経常費用 10,871           

経常収益 10,328           

経常損失（△）    △  543           

当期純損失（△）    △  543           

大学改革支援・学位授与機構法第18条積

立金取崩額 
543           

当期総利益 0           

 

 

(6) 財産状態 

施設整備勘定の平成29年度末の総資産額は、777,284百万円となっています。このうち、施設費貸

付金が591,064百万円、承継債務負担金債権が164,218百万円です。承継債務負担金債権は、国立

大学法人法附則第12条第１項により、旧センターが、国立大学法人に対し有していた債権です。 

 

（施設整備勘定）                              （単位：百万円） 

 平成29年度 

資産の部           777,284 

 
 
 

負債の部            755,639 

純資産の部             21,645 

負債純資産合計           777,284 

 

 
2. 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 

 

当機構は、中期目標・中期計画により、全ての業務の確実な実施が求められています。 

（当機構の中期目標・中期計画は283頁「第６ 法人の参考情報」に掲載しています。） 

 さらに、施設費貸付事業及び施設費交付事業については、以下のような課題があります。 

 
(1) 国立大学等の施設整備 

法人化後の国立大学等の施設整備の仕組みは、国からの施設整備費補助金を基本とし、それを
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補完するものとして当機構からの施設費貸付金（附属病院等の整備を対象）及び施設費交付金が

あります。 

第５期科学技術基本計画（平成28年１月22日閣議決定）においては、｢大学及び公的研究機関の

所有する研究施設・設備は、あらゆる科学技術イノベーション活動を支える重要なインフラであ

る。このため、国は、大学及び公的研究機関の研究施設・設備について、計画的な更新や整備を

進めるとともに、更新・整備された施設・設備については各機関に共用取組の実施を促しつつ、

その運転時間や利用体制を確保するための適切な支援を行う。特に、国立大学法人等の施設につ

いては、国が策定する国立大学法人等の全体の施設整備計画に基づき、安定的・継続的な支援を

通じて、計画的・重点的な施設整備を進める。｣とされています。 

当機構においては、国の施設整備計画に従い施設費貸付事業及び施設費交付事業を行うことに

より、教育研究環境の整備充実並びに財務及び経営の改善を支援しています。 

 

(2) 国立大学附属病院再開発整備等 

国立大学の附属病院は、現在、42国立大学法人に45病院が設置されており、我が国における医

療水準の最先端に位置し、また、地域における医療体制の中核として、住民等への医療提供の中

心的役割を果たしています。 

国立大学の附属病院の施設整備は、国立大学の法人化前から、財政融資資金からの借入金を財

源として行われてきました。法人化後においては、当機構が施設費貸付事業として、従来同様、

財政融資資金から一括して資金を借り入れるとともに、債券の発行を行い、それらの資金を財源

として、各国立大学へ貸し付けることとしています。 

国立大学の附属病院は、医療機器の増大、医療制度・社会の変化に伴う患者ニーズの多様化に

より施設が狭隘となってきており、また、施設の老朽化や機能劣化により、近年の医学の進歩に

伴う医療の専門化・高度化への対応が困難な状況となってきています。 

このため、国は、将来の国立大学附属病院の在り方や教育・研究・診療の活性化状況を踏まえ、

21世紀にふさわしい高度先進医療を行うことのできる病院として再生するよう、既存施設の点

検・評価を行った上で、病院全体の再開発計画を立案し、これに基づき着実な整備を進めていま

す。 

 

（参考） 

 

○ 附属病院の運営費交付金について 

文部科学省では、当機構の施設費貸付事業の貸付先であり、かつ、国からの承継債務の負担

者でもある国立大学法人の附属病院に対して、病院の診療機能に支障を来たさないよう、自己

償還比率の10%を超える金額を予算措置しています。 
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（参考） 

国 立 大 学 附 属 病 院一 覧 

1 北海道大学病院 

2 旭川医科大学病院 

3 弘前大学医学部附属病院 

4 東北大学病院 

5 秋田大学医学部附属病院 

6 山形大学医学部附属病院 

7 筑波大学附属病院 

8 群馬大学医学部附属病院 

9 千葉大学医学部附属病院 

10 
東京大学医学部附属病院 
東京大学医科学研究所附属病院 

11 
東京医科歯科大学医学部附属病院 
東京医科歯科大学歯学部附属病院 

12 新潟大学医歯学総合病院 

13 富山大学附属病院 

14 金沢大学附属病院 

15 福井大学医学部附属病院 

16 山梨大学医学部附属病院 

17 信州大学医学部附属病院 

18 岐阜大学医学部附属病院 

19 浜松医科大学医学部附属病院 

20 名古屋大学医学部附属病院 

21 三重大学医学部附属病院 

22 滋賀医科大学医学部附属病院 

23 京都大学医学部附属病院 

24 
大阪大学医学部附属病院 
大阪大学歯学部附属病院 

25 神戸大学医学部附属病院 

26 鳥取大学医学部附属病院 

27 島根大学医学部附属病院 

28 岡山大学病院 

29 広島大学病院 

30 山口大学医学部附属病院 

31 徳島大学病院 

32 香川大学医学部附属病院 

33 愛媛大学医学部附属病院 

34 高知大学医学部附属病院 

35 九州大学病院 

36 佐賀大学医学部附属病院 

37 長崎大学病院 

38 熊本大学医学部附属病院 

39 大分大学医学部附属病院 

40 宮崎大学医学部附属病院 

41 鹿児島大学医学部・歯学部附属病院 

42 琉球大学医学部附属病院 
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3. 事業等のリスク 
ここでは、当機構の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性があると考えられる主な事項を記載しています。 
なお、以下のリスクには、将来に関する事項が含まれていますが、特に記載のない限り、当該事

項は、当機構が判断したものです。 
 

(1) 国の政策及び外部評価制度に伴うリスク 
当機構は、大学等の教育研究活動の状況についての評価等を行うことにより、その教育研究水

準の向上を図るとともに、国立大学法人等の施設の整備等に必要な資金の貸付け及び交付を行う

ことにより、その教育研究環境の整備充実を図り、あわせて大学以外で行われる高等教育段階で

の様々な学習の成果を評価して学位の授与を行うことにより、多様な学習の成果が適切に評価さ

れる社会の実現を図り、もって我が国の高等教育の発展に資することを目的とした機関であり、

特に国立大学法人等の施設の整備に関しては、国が定める施設整備計画に従い事業を推進してい

ます。このため、国の政策の変更が、当機構の業務、業績に影響を与える可能性があります。 
主な国の政策において、旧センター及び旧機構へ影響のあったものにつきましては、以下のと

おりです。 
 

○独立行政法人整理合理化計画について   

平成19年12月24日に閣議決定した「独立行政法人整理合理化計画（以下「整理合理化計画」

という。）」において、当機構の前身である旧機構及び旧センターは統合することとされまし

たが、平成21年12月25日に閣議決定された「独立行政法人の抜本的な見直しについて」にお

いて、「整理合理化計画」に定められた事項については、当面凍結し、独立行政法人の抜本的

な見直しの一環として再検討することとされました。 

 

○行政刷新会議における事業仕分けの結果を受けて 

行政刷新会議における検討を踏まえ、平成22年12月７日に「独立行政法人の事務・事業の

見直しの基本方針」が閣議決定されています。 

なお、当該閣議決定の（別表）「各独立行政法人について講ずべき措置」における旧機構及

び旧センターに係る記載は以下のとおりです。 
 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７日閣議決定） 
 

【独立行政法人大学評価・学位授与機構】 

＜事務・事業の見直し＞ 

・民間評価機関による事務の実施に向けて、関係者の意見調整を図り、考え方を整理

する。平成23年度から評価手数料を引き上げ、他の事業との経費を区分して収支を

明らかにすることで、民間評価機関とのイコールフッティングを図る。 

・民間評価機関を含む関係者による公開の検討の場を設け、対応を検討し、結論を得 

る。 

・機構が業務を独占しない評価の在り方について対応を検討する。 

・運営体制の見直し（人員減）等により事業費を縮減する。 

・省庁大学校の課程修了者に対する学位授与については、国費を投入しない。 

・引き続き事業の効果的・効率的な実施を図る。 

・既存の大学情報データベースについては廃止する。 

＜資産・運営等の見直し＞ 

・国立特別支援教育総合研究所、物資・材料研究機構、教員研修センター、国立高等

専門学校機構の事務所等を集約・共用化することとし、国立大学財務・経営センタ

ーとともに本法人が保有する学術総合センターの一部を提供する。 
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【独立行政法人国立大学財務・経営センター】 

＜事務・事業の見直し＞ 

・施設費貸付事業及び承継債務償還については、将来的に廃止を検討するが、国立大

学附属病院が直面する施設設備整備の必要性と資金調達の現状にかんがみて当面継

続する。 

・施設費交付事業及び旧特定学校財産の管理処分については、将来的に廃止を検討する 

が、国立大学法人が直面する施設整備の必要性と資金確保の困難性等にかんがみて当   

面継続する。 

・財産管理・処分・有効活用に関する協力・助言を廃止する。 

・高等教育に係る財政及び国立大学法人等の財務・経営に関する調査及び研究を廃止す 

る。 

・財務・経営の改善に資するための情報提供、協力・助言を廃止する。 

＜資産・運営等の見直し＞ 

・独立行政法人整理合理化計画に基づき、平成21年度より管理・運営業務を廃止し、

平成23年度末までの間の経過措置として東京工業大学及び大阪大学が管理・運営業

務を行っているキャンパス・イノベーションセンター（東京及び大阪）については、

経過措置終了後に建物の売却や他機関への移管等を行うための準備を進める。 

・学術総合センターの１、２階にある講堂・会議室等について、自治体・民間に売却

することを含め、年度内を目途に結論をまとめる。 

・国立特別支援教育総合研究所、物質・材料研究機構、教員研修センター、国立高等

専門学校機構の事務所等を集約・共用化することとし、大学評価・学位授与機構と

ともに本法人が保有する学術総合センターの一部を提供する。 

・国立大学財務・経営センターについては、当面継続される上記事業にふさわしい実

施主体の在り方やセンター債券の扱い等所要の事項に関する検討を行い、その結論

を得た上で、廃止する。 

 

○独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針について 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」に基づく取り組みを踏まえ、平成24年

１月20日には「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」が閣議決定されました。 

当該閣議決定の（別紙）「各独立行政法人について講ずべき措置」における旧機構及び旧セ

ンターに係る記載は以下のとおりです。 
 

「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成24年１月20日閣議決定） 
 

【大学入試センター、日本学生支援機構、大学評価・学位授与機構及び国立大学財務・

経営センター】 

・大学入試センター及び大学評価・学位授与機構については統合し、大学連携型の成

果目標達成法人とする。 

・国立大学財務・経営センターについては廃止し、その業務のうち当面継続されるも

のについては、統合後の法人に移管する。 

・統合後の法人については、学位授与に係る手数料の引上げ等により、自己収入比率を

高め、将来的に運営費交付金に頼らない構造での運営を目指す。 

・日本学生支援機構については、その機能を整理した上で、統合後の法人への統合、

事務・事業の他の主体への一部移管等、その具体的な在り方について平成24年夏ま

でに結論を得る。 

なお、売却を進めている国際交流会館等のうち、やむを得ない事情により売却が困

難なものについては、廃止の進め方について現行中期目標期間終了時までに結論を

得る。 
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○平成25年度予算編成の基本方針について 

平成25年１月24日に「平成25年度予算編成の基本方針」が閣議決定され、その中で「独立

行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成24年１月20日閣議決定）は、それ以前よ

り決定していた事項を除いて当面凍結されることになりました。 
 

「平成25年度予算編成の基本方針」（平成25年１月24日閣議決定） 

     注記２ 

特別会計及び独立行政法人の見直しについては、「特別会計改革の基本方針」（平

成24年１月24日閣議決定）及び「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」

（平成24年１月20日閣議決定）は、それ以前より決定していた事項を除いて当面凍

結し、平成25年度予算は、現行の制度・組織等を前提に編成するものとする。特別

会計及び独立行政法人の見直しについては、引き続き検討し、改革に取り組む。 

 

○独立行政法人改革等に関する基本的な方針について 

平成25年12月24日には「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」が閣議決定されまし

た。当該閣議決定の（別紙）「各法人等について講ずべき措置」における旧機構及び旧センタ

ーに係る記載は以下のとおりです。 
 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定） 
 

【大学評価・学位授与機構、国立大学財務・経営センター】 

上記２法人を統合し、中期目標管理型の法人とする。 
 
また、「各法人の統廃合等に係る措置」の実施時期については、「平成27年４月以降可能な

限り早期の改革実現を目指して迅速に講ずるものとし、具体的な実施時期については主務省

等における検討状況を踏まえ、平成26年夏を目途に行政改革推進本部において決定する」と

されました。 

 

この閣議決定を踏まえ、文部科学省において「大学評価・学位授与機構及び国立大学財務・

経営センターの統合に関する準備委員会」を設置し、統合に向けた検討を再開しました。 

 

○各独立行政法人の統廃合等に係る措置の実施時期について 

平成26年８月29日行政改革推進本部において、平成28年４月までに、旧機構及び旧センタ

ーの２法人を統合することと定められました。 

 

○旧大学評価学位・授与機構及び旧国立大学財務・経営センターの統合について 
平成27年３月10日の閣議決定において、旧機構及び旧センターを統合し、大学の教育研究

活動面と経営面の改革支援を一体的に行う「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構」を

設置することが決定されました。国会での法案審議を経て、平成27年５月27日に「独立行政

法人大学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律（平成27年法律第27号）※」が公布さ

れ、両機関は、平成28年４月１日に統合しました。新法人名は「独立行政法人大学改革支援・

学位授与機構」となり、大学評価、学位授与、質保証連携やこれらに関わる調査研究等、旧

機構が行っていた業務並びに、施設費貸付事業及び施設費交付事業等、旧センターが行って

いた業務及び旧センター債券の債権債務は新法人に承継されました。 
 

     ※「独立行政法人大学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律」に関しては、文部科学省のホームペ 
ージ（http://www.mext.go.jp/b_menu/houan/kakutei/detail/1358139.htm）でご覧いただけます。 
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(2) 金利リスク 

当機構においては、国立大学法人及び大学共同利用機関法人を対象として、附属病院整備及び

キャンパス移転整備について、土地の取得、施設の設置若しくは整備又は、設備の設置に必要な

資金を貸し付ける施設費貸付事業を行っています。施設費貸付事業の財源は財政融資資金借入金

及び債券により調達した資金となります。 

 この債券に係る資金については、貸付期間が調達期間を上回ることとなり、債券借換時の金利

リスクを負うこととなります。また、貸付けの償還条件は、１年据置後９年間半年賦元金均等償

還ですが、債券の償還条件は満期一括償還であり、回収原資の再運用時の金利リスクが存在しま

す。 

 これらのリスクに対応するため、附属病院の設備の設置に必要な資金の貸付けについては、５

年金利見直し制度を導入するとともに、平成29年度においては、財政融資資金借入金利に0.04%

上乗せした金利で貸付けを行いました。 

 

(3) 旧国立学校特別会計からの承継債務 

当機構の前身の１つである旧センターは、平成16年４月１日の法人化の際、旧国立学校特別会

計が財政融資資金に対して負っていた債務を一括して承継しており、平成29年３月末時点で

164,218百万円の債務残高があります。 

この承継債務は、国立大学法人法附則第12条第１項により、文部科学大臣が定める国立大学法

人が、当機構に対し文部科学大臣が定める額を負担することとされており、当機構がこれを取り

まとめて財政融資資金に対し償還を行うこととなっています。 

この承継債務の償還確実性を確保するため、同条第３項により、文部科学大臣が定める国立大

学法人等は当機構の承継した債務を保証することとされています。 

なお、国立大学法人が負担する際の金利、償還期間と当機構が、財政融資資金に償還する際の

金利、償還期間は一致しており、金利リスクは存在していません。 

 

(4) 流動性リスク 

市場の混乱等により、当機構の資金調達が困難となる、若しくは、市場取引においてプレミア

ムが要求されるような事態が生じた場合、当機構の資金調達費用が増加する可能性があります。

当機構では、資金繰り状況を常に把握するとともに、取引銀行との間に82億円の短期借入金枠を

設定するなど、適切なリスク管理に努めています。 

 

(5) 事務リスク 

当機構では、内部統制・コンプライアンス（法令遵守）の徹底及び監事監査、監査室による監

査により機構業務が適正に実施されているか監査を行うとともに、職員に対する事務手続きにお

けるチェックの徹底、教育の実施などを通じ、事務過誤、不正等を未然に防止し、事務処理水準

の維持向上に努め、事務リスクの極小化を図っています。 

 

(6) システムリスク 

当機構では、情報システムに内在するリスクを把握し、システム障害等の未然防止及び情報シ

ステムの維持向上に努め、システムリスクの極小化を図っています。 

 

4. 経営上の重要な契約等 

 

該当事項はありません。 

 

5. 研究開発活動 

 

該当事項はありません。 
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6. 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 
 
(1) 平成29年度末における当機構の財政状態について  

当機構における法人単位の総資産額は、785,002百万円となっています。当機構の勘定は、一般

勘定と施設整備勘定からなりますが、このうち、施設整備勘定の777,284百万円が総資産額の99.0%

を占めています。 

施設整備勘定777,284百万円のうち、施設費貸付金は591,064百万円、承継債務負担金債権は

164,218百万円となっています。 

 

〈平成29年度末時点における各勘定別の財政状態〉           （単位：百万円） 

 

 
一般勘定 施設整備勘定 法人単位 

 資産の部  7,717 777,284 785,002 

 

 
 負債の部 949 755,639 756,588 

 純資産の部 6,768 21,645 28,414 

 負債純資産合計 7,717 777,284 785,002 

 

(2) 平成29年度における当機構の経営成績について 

当機構の法人単位における経常費用は、12,970百万円となっています。これを勘定別にみます

と施設整備勘定の10,871百万円が83.8%を占めています。 

一方の法人単位の経常収益は、12,457百万円となっており、施設整備勘定の10,328百万円が

82.9%を占めています。 

 

〈平成29年度における各勘定別の経営成績〉               （単位：百万円） 

 

 
一般勘定 施設整備勘定 法人単位 

 経常費用 2,099 10,871 12,970 

 経常収益 2,129 10,328 12,457 

 経常利益又は経常損失 30 △  543 △  513 

 当期純利益又は当期 

純損失 
30 △  543 △  513 

 当期総利益 30 0 30 

 

(3) 平成29年度における当機構のキャッシュ・フローの状況について 

当機構の法人単位の業務活動によるキャッシュ・フローは6,267百万円、投資活動によるキャッ

シュ・フローは8,248百万円、財務活動によるキャッシュ・フローは△6,009百万円となっていま

す。その結果、資金は8,506百万円増加となり、資金期末残高は14,550百万円となっています。 
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〈平成29年度における各勘定別のキャッシュ・フローの状況〉      （単位：百万円） 

 
一般勘定 施設整備勘定 法人単位 

業務活動によるキャッ 

シュ・フロー 
    206 6,061      6,267 

投資活動によるキャッ 

シュ・フロー 
△  62 8,310         8,248 

財務活動によるキャッ 

シュ・フロー 
△  14 △ 5,995     △ 6,009 

資金増加額（△減少額）          130 8,376         8,506 

資金期首残高           684 5,360        6,044 

資金期末残高           814 13,736        14,550 

 

(4) 当機構の平成29年度行政サービス実施コスト計算書について 

行政サービス実施コスト計算書は、独立行政法人の業務運営に関して国民が負担するコストを

集約し、情報開示の徹底を図り、納税者である国民の行政サービスに対する評価・判断に資する

ため、独立行政法人会計基準に基づく財務書類として作成しています。 

行政サービス実施コスト計算書は「独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられる

コスト」との特有の観点から、損益計算を通じない場合の減価償却相当額や国の資産を利用する

場合の機会費用など、損益計算書には計上されないが広い意味で最終的に国民の負担に帰すべき

コストを集約表示しています。 

当機構の法人単位の行政サービス実施コストは、2,343百万円となっています。なお、施設整備

勘定の行政サービス実施コストは全て業務費用となっています。 
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〈平成29年度における各勘定別の行政サービス実施コスト計算書〉     （単位：百万円） 

 
一般勘定 施設整備勘定 法人単位 

Ⅰ 業務費用 1,734 543 2,277 

Ⅱ 損益外減価償却相当額 125 － 125 

Ⅲ 損益外除売却差額相当額 0 － 0 

Ⅳ 引当外賞与見積額 △  5 － △  5 

Ⅴ 引当外退職給付増加見積額 △ 56 － △ 56 

Ⅵ 機会費用 3 － 3 

Ⅶ 行政サービス実施コスト 1,801 542 2,343 

 

 

(5) 財政投融資対象事業に関する政策コスト分析について 

財政投融資を活用している事業については、将来の国民負担がどの程度になるかを明らかにす

る等のため政策コスト分析を行っており、分析結果については、当機構のウェブサイトより公表

しています。 

分析に当たっては、一定の前提条件（金利、事業規模、利用見込みなど）を設定して、各財投

機関が財政投融資を活用している事業について、将来にわたるキャッシュ・フロー等を推計し、

それに基づいて、①国から将来にわたって投入される補助金等と、②これまで投入された出資金

等による利払軽減効果（国にとっての機会費用）などの額を試算しています。 

 

区  分 政策コスト 分析期間 

平成30年度 3億円 29年間 

 

政策コスト分析については、277頁「第５ 経理の状況 6.平成30年度政策コスト分析」に掲載

しています。  
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第３ 設備の状況 
1. 設備投資等の概要 

 

該当事項はありません。 

 

2. 主要な設備の状況 

 

平成29年度末現在における主要な設備は、次のとおりです。 

 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 
所在地 

 

 
内  容 

 

土  地 建  物 動 産 合 計 

 
面積 ㎡ 

帳 簿 
価 額 

 
面積 ㎡ 

帳 簿 
価 額 

帳 簿 
価 額 

帳 簿 
価 額 

小平本館 東京都小

平市 

庁舎・会議

室等 

10,588 1,910 13,212 1,693     100 3,703 

小平第二住宅 東京都小

平市 

職員宿舎 4,609 720 2769 63 

 

1 784 

 

竹橋オフィス 

（学術総合セ

ンター） 

東京都千

代田区 

庁舎・会議

室等 

568 1,425 3,354 787 5 2,217 

 

 

 

3. 設備の新設、除去等の計画 

 

平成31年２月８日において計画中である主要な設備の新設、除去等はありません。 
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第４ 法人の状況 
1. 資本金の状況 

当機構における平成29年度末の資本金は、以下のとおりです。平成28年４月の設立以来、増減は

ありません。 

 

区   分 資 本 金 

一 般 勘 定 8,781百万円 

施 設 整 備 勘 定 － 

法人単位 8,781百万円 

※資本金は全て政府出資金 

 
参考として、旧センターの平成23年度から平成27年度までの資本金等の推移（各勘定毎）並びに

旧機構の平成23年度から平成27年度までの資本金等の推移を記載しています。 
 

【旧国立大学財務・経営センター】 

（単位：百万円） 

年 度 勘 定 
資 本 金 

増 減 額 総  額 

平成23年度 

一 般 勘 定 － 9,602 

施 設 整 備 勘 定 － － 

合 計 － 9,602 

平成24年度 

一 般 勘 定 △ 8,230 1,372 

施 設 整 備 勘 定 － － 

合 計 △ 8,230 1,372 

平成25年度 

一 般 勘 定 － 1,372 

施 設 整 備 勘 定 － － 

合 計 － 1,372 

平成26年度 

一 般 勘 定 － 1,372 

施 設 整 備 勘 定 － － 

合 計 － 1,372 

平成27年度 

一 般 勘 定 － 1,372 

施 設 整 備 勘 定 － － 

合 計 － 1,372 

 

【旧大学評価・学位授与機構】 

（単位：百万円）             

年 度 
資 本 金 

増 減 額 総  額 

平成23年度 － 7,471 

平成24年度 － 7,471 

平成25年度 － 7,471 

平成26年度 － 7,471 

平成27年度 － 7,471 

※単位未満は四捨五入しています。 
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2. 役員の状況 

 

役員については、機構法第７条の規定により、機構長及び監事２人を置くこととされており、ま

た理事２人以内を置くことができます。機構法第９条の規定により理事の任期は２年となっていま

す。 

平成30年10月現在の役員は、次のとおりです。 

 

役 職 氏  名 就任年月日 経                      歴 

機構長 福田 秀樹 平成28年4月1日 

昭和45年 4月 鐘淵化学工業株式会社（現 株式会社

カネカ） 

昭和57年 7月 英国マンチェスター工科大学客員研

究員（昭和59年12月まで） 

昭和60年 5月 鐘淵化学工業株式会社生産技術研究

所主任研究員 

平成 4年 10月 鐘淵化学工業株式会社総合研究所研

究企画部長兼生産技術研究所主席研

究員 

平成 6年 4月 神戸大学教授 

平成15年 2月 神戸大学大学院自然科学研究科長

（平成21年3月まで） 

平成19年 4月 神戸大学自然科学系先端融合研究環

長（平成21年3月まで） 

平成21年 4月 神戸大学長（平成27年3月まで） 

平成28年 4月 大学改革支援・学位授与機構長 

理事 長谷川 壽一 平成30年4月2日 

昭和59年 4月 東京大学教養学部助手 

昭和63年 4月 帝京大学文学部助教授 

平成 3年 10月 東京大学教養学部助教授 

平成 8年 4月 東京大学大学院総合文化研究科助教

授 

平成11年 4月 東京大学大学院総合文化研究科教授

（平成25年3月まで） 

平成23年 4月 東京大学大学院総合文化研究科長／

教養学部長（平成25年2月まで） 

平成25年 4月 東京大学理事・副学長 

平成27年 4月 東京大学大学院総合文化研究科教授 

平成30年 4月 大学改革支援・学位授与機構理事 

理事 湊屋 治夫 平成30年7月27日 

昭和62年 4月 文部省 

平成19年 1月 文部科学省生涯局男女共同参画学習

課長 

平成20年 7月 日本学術振興会総務部長 

平成23年 4月 文化庁文化財部伝統文化課長 

平成25年 4月 教員研修センター理事 

平成27年 5月 国立教育政策研究所次長 

平成30年 7月 大学改革支援・学位授与機構理事 
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役  職 氏  名 就任年月日 経                      歴 

監事 

(非常勤) 
小笠原 直 平成28年4月1日 

平成元年 4月 第一勧業銀行（現 みずほコーポレー

ト銀行） 

平成13年 12月 太陽監査法人(現 太陽有限責任監査

法人） 

平成19年 4月 太陽監査法人(現 太陽有限責任監査

法人）代表社員 

平成20年 10月 監査法人アヴァンティア法人代表、

代表社員 

平成22年 4月 国立大学財務・経営センター監事（非

常勤）（平成28年3月まで） 

平成28年 4月 大学改革支援・学位授与機構監事（非

常勤） 

監事 

(非常勤) 
柴 眞理子 平成28年4月1日 

昭和48年 4月 福島大学助手 

昭和49年 4月 東京教育大学体育学部教務補佐 

（昭和52年3月まで） 

昭和50年 4月 女子聖学院短期大学専任講師 

昭和56年 4月 神戸大学講師 

昭和62年 8月 神戸大学助教授 

平成17年 10月 神戸大学教授 

平成13年 2月 神戸大学大学教育研究センター長

（平成17年 2月まで） 

平成18年 10月 お茶の水女子大学教授 

平成20年 4月 お茶の水女子大学附属高等学校長

（平成21年 3月まで） 

平成21年 4月 お茶の水女子大学文教育学部長 

（平成23年 3月まで） 

平成26年 3月 お茶の水女子大学退職 

平成26年 4月 放送大学東京足立学習センター所長 

平成28年 4月 大学改革支援・学位授与機構監事（非

常勤） 
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3. コーポレート・ガバナンスの状況 

 

(1) 法による規制 

 
① 主務大臣等 

当機構の主務大臣は、機構法により文部科学大臣とされており、通則法により、文部科学大

臣は、当機構の機構長及び監事を任命し、又は解任することができるとされています。また、

当機構は、業務方法書の作成及び変更、長期借入や債券発行の際などには、文部科学大臣の認

可を受けることとされています。 

 

② 会計監査人の監査等 

当機構は、通則法により、監事の監査のほか、財務諸表、事業報告書（会計に関する部分に

限る。）及び決算報告書について、文部科学大臣が選任する会計監査人の監査を受けなければな

らないとされています。また、毎事業年度、財務諸表を作成し、当該事業年度の終了後三月以

内に文部科学大臣に提出し、その承認を受けなければならないとされています。 

 

③ 会計検査院の検査 

当機構に対しては、会計検査院法に基づいて会計の検査を目的とした会計検査院による検査

が行われています。 

当該検査の観点は以下のとおりです。 

 ・決算が予算執行の状況を正確に表示しているか。（正確性） 

 ・会計経理が予算や法令等に従って適正に処理されているか。（合規性） 

 ・事務・事業が経済的、効率的に行われているか。（経済性、効率性） 

 ・事業全体が所期の目的を達成し効果を上げているか。（有効性） 

 

(2) 外部評価体制 

 

当機構の業務の実績評価には、毎年度の業務の実績について行われる年度毎の評価と中期目標

期間における業務の実績について行われる中期目標期間毎の評価があります。また、業務の実績

については、文部科学大臣による評価と、内閣総理大臣が任命した学識経験者で構成される総務

省の独立行政法人評価制度委員会による２次評価がなされることになります。 

当機構は、文部科学大臣に各年度の業務の実績や中期目標期間の業務の実績について、中期計

画の実施状況、中期目標の達成状況等を考慮の上評価を受けることとなります。文部科学大臣は、

評価の結果、必要があると認める場合には、当機構に対して業務運営の改善その他の必要な措置

を講ずることを命ずることができます。 

一方、総務省の独立行政法人評価制度委員会は、文部科学大臣の中期目標期間終了時に見込ま

れる業務実績に関する評価結果の通知を受け、必要があると認める場合、意見を述べなければな

らない、また、主要な事務及び事業の改廃に関し勧告をすることができるとされています。 

※文部科学大臣による平成29年度の業務実績に関する評価については、55頁をご参照ください。 

 

(3) 内部管理体制 

 

① 業務執行体制、評議員会、運営委員会、企画調整会議 

機構長のリーダーシップの下、機動的な組織運営・業務実施を行えるよう権限を機構長に集

中させるとともに、外部有識者等で構成する評議員会及び運営委員会を設け、中期計画、年度

計画、予算等の重要事項について審議・助言を受けるなど機構長の補佐体制についても整備し

ています。また、機構長、理事等役員及び職員幹部で構成する企画調整会議を定期的に開催し、

重要な方針及び施策に関して審議を行うなど、当機構の業務の適正な管理、効率的・効果的な

運営を図っています。 
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② 監事監査 

当機構の業務の適正かつ効率的、効果的な運営を図るとともに会計経理の適正を期すること

を目的とし、機構には、監事２名を置いています（機構法第７条）。監事は、監事監査規則等に

基づき、個々の事務処理の不適正・非効率を指摘するに止まらず、これらの生ずる原因・理由

等の探求及び防止の方策についても配慮し、会計監査人と連携し当機構の業務の監査を行って

います。 

 

③ 内部監査 

機構長は、当機構の業務運営が規則等を遵守し、適正かつ効率的になされているかについて、

職員に命じ内部監査を行うことができます。 

 

(4) 文部科学大臣による平成29年度業務実績評価について 

当機構の平成29年度に係る業務の実績に関する評価は以下のとおりです。 

 

 

  １．全体の評定 

   評定：Ｂ 

全体としておおむね中期計画における所期の目標を達成していると認められる。 

   評定に至った理由： 

法人全体に対する評価に示すとおり、全体として中期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められるため。 

 

 ２．法人全体に対する評価 

以下に示すとおり、一部、中期計画に定められた以上の業務の進捗が認められるが、全体

として、中期計画に定められたとおり、概ね着実に業務が実施されたと認められる。 

○省庁大学校の課程修了者に対する口頭試問の実施について、遠隔会議システムの導入や

集中開催により、審査担当委員の移動の負担や旅費支出を抑制し、運営費交付金を充当せ

ずに収支均衡させている。限られた予算の中で、平成30年３月までに口頭試問を実施でき

るようスケジュール等を見直し、当初から145名中40名（全体の約３割）がそのスケジュー

ルを利用するなど、申請者の利便性に配慮した取組は評価できる。 

○日中韓の三カ国の質保証機関で実施しているキャンパス・アジアのモニタリングにおい

て、国際共同教育プログラムの質保証が世界的な課題となっているなかで、基準やプロセ

ス等をまとめたガイドラインを作成するとともに、国際的な会議や刊行物に投稿するなど、

精力的に成果を発信しており、評価できる。さらに、この共同の取組が評価され、2018 APQN 

クオリティ・アワード（質保証における国際協力賞）を受賞している。 

 

 ３．項目別評価における主要な課題、指摘事項など 

認証評価の社会的認知度の向上に資する取組を行っているものの、十分な成果が見られな

いことから、他の認証評価機関とより緊密な連携をとり、社会に対して効果的な情報発信

をすることが期待される。 

 

 ４．その他事項 

   監事から意見を聴取し、特段重大な指摘はないことを確認した。 

 

 
なお、全文に関しては、当機構ホームページ（http://www.niad.ac.jp/media/012/201809/no10
_hyoukakekka_29th.pdf）において公表されています。 
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第５ 経理の状況 
1. 財務諸表の作成方法について 

 

当機構の財務諸表は、通則法第37条により原則として企業会計原則によるものとされ、「独立行

政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構

に関する省令等に基づき作成されます。 

 

2. 当機構の財務 

 

(1) 経理の特徴 

 

当機構では、機構法第17条及び附則第13条第４項に基づき、以下のとおり区分して経理してい

ます。 

 

① 機構法第17条の規定による区分経理により、当機構の運営に必要な経費を一括して経理し一勘

定としています。 

 

② 機構法第16条の業務のうち、施設費貸付事業及び施設費交付事業に係る経理、同法第19条に規

定する施設費貸付事業に必要な費用に充てるための長期借入金の経理、同法附則第13条に規定

する承継債務償還業務の経理及び承継された財産の処分に係る経理を、施設整備勘定としてい

ます。 

 

(2) 財務諸表の作成 

 

① 当機構は通則法第38条１項により、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は損

失の処理に関する書類その他文部科学省令で定める書類及びこれらの附属明細書（以下「財務

諸表」という。）を作成し、当該事業年度の終了後三月以内に文部科学大臣に提出し、その承認

を受けなければならないとされています。 

 

② 当機構は、通則法第39条により、監事の監査のほか、財務諸表、事業報告書（会計に関する部

分に限る。）及び決算報告書について、会計監査人の監査を受けなければならないとされていま

す。なお、同法第40条により、会計監査人は、文部科学大臣が選任するとされています。 

 

③ 当機構は、上記の規定による文部科学大臣の承認を受けたときは、通則法第38条第３項により、

遅滞なく財務諸表を官報に公告し、かつ、財務諸表並びに事業報告書、決算報告書及び監査報

告を、各事務所に備えて置き、文部科学省令で定める期間、一般の閲覧に供しなければならな

いとされています。 

 

(3) 利益及び損失の処理 

 

① 一般勘定 

当機構の一般勘定においては、通則法第44条第１項により、毎事業年度、損益計算において利

益を生じたときは、前事業年度から繰り越した損失を埋め、なお残余があるときは、その残余の

額は、同条第１項若しくは第３項の積立金として整理しなければならないとされています。 

また、同条第２項により、毎事業年度、損益計算において損失を生じたときは、同条第１項に

よる積立金を減額して整理し、なお不足があるときは、その不足額は、繰越欠損金として整理し

なければならないとされています。 
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② 施設整備勘定 

当機構の施設整備勘定においては、機構法第18条第４項により、通則法第44条第１項本文又は

第２項の規定による整理を行った後、なお残余があるときは、その残余の額は、積立金として整

理し、翌年度以降の施設費交付事業の財源に充てなければならないとされています。 

 

3. 監査証明について 

 

当機構の財務諸表は、通則法第38条第２項により、監事及び会計監査人の監査報告及び会計監査

報告を付けなければならないとされています。 

 

4. 連結財務諸表について 

 

子会社は存在しないため、連結財務諸表は作成していません。 

 

5. 財務諸表等 

 

以下、当機構の平成29年度及び28年度の財務諸表等を掲載しています。 
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平成２９年度

財 務 諸 表

第１４期（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構

59



目 次

Ⅰ 法人単位

１ 貸 借 対 照 表 ・・・・・・・ 1 

２ 損 益 計 算 書 ・・・・・・・ 2 

３ キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・・ 4 

４ 行政サービス実施コスト計算書 ・・・・・・・ 5 

５ 注 記 事 項 ・・・・・・・ 6 

６ 附 属 明 細 書 ・・・・・・・ 9 

Ⅱ 一般勘定

１ 貸 借 対 照 表 ・・・・・・・ 24 

２ 損 益 計 算 書 ・・・・・・・ 25 

３ キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・・ 26 

４ 利 益 の 処 分 に 関 す る 書 類 ・・・・・・・ 27 

５ 行政サービス実施コスト計算書 ・・・・・・・ 28 

60



６ 注 記 事 項 ・・・・・・・ 29 

７ 附 属 明 細 書 ・・・・・・・ 31 

 

Ⅲ 施設整備勘定 

１ 貸 借 対 照 表 ・・・・・・・ 39 

２ 損 益 計 算 書 ・・・・・・・ 40 

３ キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・・ 41 

４ 利 益 の 処 分 に 関 す る 書 類 ・・・・・・・ 42 

５ 行政サービス実施コスト計算書 ・・・・・・・ 43 

６ 注 記 事 項 ・・・・・・・ 44 

７ 附 属 明 細 書 ・・・・・・・ 46 

61



62



財 務 諸 表

63



64



 
 
 
 

Ⅰ  法  人  単  位 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

65



（単位：円）
資産の部

Ⅰ 流動資産
現金及び預金 19,849,707,206
たな卸資産 2,606,181,191
前払費用 5,858,683
未収入金 4,583,884
立替金 6,318,851
未収収益 360,196,591
施設費貸付金 591,064,332,000
承継債務負担金債権 164,217,950,000

流動資産合計 778,115,128,406
Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産
建物 4,654,302,759

減価償却累計額 △ 2,111,481,374 2,542,821,385
構築物 80,620,620

減価償却累計額 △ 68,496,679 12,123,941
工具器具備品 432,252,835

減価償却累計額 △ 326,665,199 105,587,636
土地 4,055,200,508

有形固定資産合計 6,715,733,470
２ 無形固定資産

商標権 926,484
ソフトウェア 169,829,674
電話加入権 54,000

無形固定資産合計 170,810,158
固定資産合計 6,886,543,628

資産合計 785,001,672,034

負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 408,333,015
預り寄附金 16,070,677
預り科学研究費補助金等 2,536,569
一年以内償還予定大学改革支援・学位授与機構債券 5,000,000,000
一年以内返済予定長期借入金 31,918,850,000
一年以内返済予定承継債務 33,037,544,000
未払金 187,762,004
未払費用 355,560,892
未払消費税等 11,311,700
預り金 24,204,529
賞与引当金 4,369,331
リース債務（1年以内） 652,536

流動負債合計 70,967,195,253
Ⅱ 固定負債

資産見返負債
資産見返運営費交付金 293,858,853
資産見返寄附金 899,912
資産見返物品受贈額 280,930 295,039,695

大学改革支援・学位授与機構債券 20,000,000,000
長期借入金 534,145,482,000
承継債務 131,180,406,000

固定負債合計 685,620,927,695
負債合計 756,588,122,948

純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 8,780,845,616
資本金合計 8,780,845,616

Ⅱ 資本剰余金
資本剰余金 △ 5,551,620
損益外減価償却累計額（△） △ 2,184,338,389
損益外減損損失累計額（△） △ 64,000

資本剰余金合計 △ 2,189,954,009
Ⅲ 利益剰余金 21,822,657,479

純資産合計 28,413,549,086
負債純資産合計 785,001,672,034

貸借対照表
（平成30年3月31日）
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（単位：円）
経常費用
業務費
教育研究活動等評価経費
備品・消耗品費 6,538,928
旅費交通費 24,184,753
報酬・委託・手数料 30,550,206
減価償却費 10,624,276
給与及び賞与 193,931,613
賞与引当金繰入 4,369,331
法定福利費 30,101,373
その他 55,708,908 356,009,388

国立大学施設支援経費
備品・消耗品費 3,806,180
旅費交通費 18,204,771
報酬・委託・手数料 13,341,658
減価償却費 17,130,245
給与及び賞与 112,961,569
法定福利費 17,132,898
施設費交付金 3,783,048,000
支払利息
長期借入金支払利息 3,263,113,349
承継債務支払利息 3,131,078,588
機構債利息 38,397,072

処分用資産売却原価 607,174,590
その他 60,964,434 11,066,353,354

学位授与事業経費
備品・消耗品費 4,008,634
旅費交通費 9,268,565
報酬・委託・手数料 71,153,437
減価償却費 10,449,869
給与及び賞与 117,981,265
法定福利費 17,471,671
その他 28,070,336 258,403,777

質保証連携事業経費
備品・消耗品費 6,933,989
旅費交通費 23,054,182
報酬・委託・手数料 42,849,729
減価償却費 101,824,079
給与及び賞与 188,031,706
法定福利費 28,042,856
その他 118,679,614 509,416,155

調査研究事業経費
備品・消耗品費 17,906,173
旅費交通費 9,598,254
報酬・委託・手数料 14,534,787
減価償却費 2,765,772
給与及び賞与 222,636,413
法定福利費 22,481,807
その他 33,374,387 323,297,593

一般管理費
備品・消耗品費 13,828,489
旅費交通費 3,102,299
報酬・委託・手数料 28,163,395
減価償却費 13,638,462
給与及び賞与 299,418,748
法定福利費 43,881,083
その他 40,498,201 442,530,677

財務費用
債券発行費 13,697,532
為替差損 3,161 13,700,693

経常費用合計 12,969,711,637

損益計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）
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経常収益
運営費交付金収益 1,619,047,766
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻入 135,674,773
資産見返寄附金戻入 81,808
資産見返物品受贈額戻入 7,070,714 142,827,295

学位審査手数料収入 123,002,000
評価手数料収入 142,365,600
大学ポートレート運営負担金収入 80,629,684
財産貸付料収入 6,888,019
寄附金収益 3,298,783
処分用資産賃貸収入 115,951,030
処分用資産売却収入 2,010,000,000
施設費交付金収益 1,575,933,210
受取利息
施設費貸付金受取利息 3,495,114,353
承継債務負担金債権受取利息 3,131,078,225 6,626,192,578

財務収益
受取利息 197,993 197,993

雑益 10,487,456
経常収益合計 12,456,821,414
経常損失 512,890,223

臨時損失
固定資産除却損 16
臨時損失合計 16

臨時利益
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻入 15
資産見返物品受贈額戻入 1

臨時利益合計 16

当期純損失 512,890,223

大学改革支援・学位授与機構法第18条積立金取崩額 542,530,850

当期総利益 29,640,627
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（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

業務費支出 △529,067,312

人件費支出 △1,288,497,215

一般管理費支出 △101,318,299

施設費交付金の交付による支出 △3,783,048,000

施設費貸付金の貸付による支出 △67,059,966,000

承継債務に係る利息の支払額 △3,329,880,317

長期借入金に係る利息の支払額 △3,284,450,727

債券に係る利息の支払額 △38,582,872

その他の業務支出 △34,277,656

運営費交付金収入 1,760,712,000

受託事業の精算による返還金の支出 △277,076

手数料収入 265,281,600

補助金の精算による返還金の支出 △317,842

預り科学研究費補助金の受入 7,555,460

預り科学研究費補助金の払出 △8,639,008

寄附金収入 2,000,000

承継債務負担金債権の回収による収入 37,657,544,000

承継債務負担金債権に係る利息の受取額 3,329,879,959

施設費貸付金の回収による収入 35,384,017,000

施設費貸付金に係る利息の受取額 3,518,102,621

処分用資産の売却による収入 2,010,000,000

処分用資産の貸付による収入 115,951,030

施設費交付金の納付による収入 1,575,933,210

その他の収入 98,152,531

小計 6,266,807,087

利息及び配当金の受取額 188,809

業務活動によるキャッシュ・フロー 6,266,995,896

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △5,800,000,000

定期預金の払戻による収入 14,110,000,000

有形固定資産の取得による支出 △34,877,008

無形固定資産の取得による支出 △27,406,226

　 投資活動によるキャッシュ・フロー 8,247,716,766

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △13,605,408

債券の発行による収入 4,986,302,468

債券の償還による支出 △5,000,000,000

長期借入れによる収入 62,567,425,000

長期借入金の返済による支出 △30,891,476,000

承継債務の返済による支出 △37,657,544,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,008,897,940

Ⅳ　資金増加額 8,505,814,722

Ⅴ　資金期首残高 6,043,892,484

Ⅵ　資金期末残高 14,549,707,206

キャッシュ・フロー計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）
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（単位：円）

Ⅰ　業務費用
（１）　損益計算書上の費用

教育研究活動等評価経費 356,009,388
国立大学施設支援経費 11,066,353,354
学位授与事業経費 258,403,777
質保証連携事業経費 509,416,155
調査研究事業経費 323,297,593
一般管理費 442,530,677
財務費用 13,700,693
固定資産除却損 16 12,969,711,653

（２）　（控除）自己収入等
資産見返寄附金戻入 △ 81,808
学位審査手数料収入 △ 123,002,000
評価手数料収入 △ 142,365,600
大学ポートレート運営負担金収入 △ 80,629,684
財産貸付料収入 △ 6,888,019
寄附金収益 △ 3,298,783
処分用資産賃貸収入 △ 115,951,030
処分用資産売却収入 △ 2,010,000,000
施設費交付金収益 △ 1,575,933,210
受取利息 △ 6,626,192,578
財務収益 △ 197,993
雑益 △ 8,443,993 △ 10,692,984,698

 業務費用合計 2,276,726,955

Ⅱ　損益外減価償却相当額 124,561,544

Ⅲ　損益外除売却差額相当額 1

Ⅳ　引当外賞与見積額 △ 4,649,979

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額 △ 56,149,743

Ⅵ　機会費用

政府出資又は地方公共団体出資
等の機会費用 2,993,928 2,993,928

Ⅶ　行政サービス実施コスト 2,343,482,706

行政サービス実施コスト計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）
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１．重要な会計方針

（１）運営費交付金収益の計上基準
　業務達成基準を採用している。

（２）減価償却の会計処理方法
①　有形固定資産
　　定額法を採用している。
　　主な耐用年数は以下のとおりである。
　　　建物　　　　　　３年～５０年
　　　構築物　　　　　２年～４４年
　　　工具器具備品　　３年～１５年
　　なお、国から承継した固定資産に関しては見積耐用年数で減価償却している。

　　リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を0とする定額法を採用している。
②　無形固定資産
　　定額法を採用している。
　　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいている。

（３）賞与引当金の計上基準

　運営費交付金により賞与の財源措置がなされる場合には、引当金を計上していない。

（４）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

（５）たな卸資産の評価基準及び評価方法
　個別法による低価法である。

（６）行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

（７）リース取引の処理方法

（８）消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税込方式による。

２．貸借対照表関係
　運営費交付金から充当されるべき賞与の当期見積額 67,412,138 円
　運営費交付金から充当されるべき退職給付の当期見積額 612,048,681 円

３．キャッシュ・フロー計算書注記
　　　資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　現金及び預金 19,849,707,206 円
　うち定期預金 5,300,000,000 円
　（差引）資金期末残高 14,549,707,206 円

　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理を行っている。

注　　記　　事　　項

　「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成27年1月27日改訂）並びに「独立行政
法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するQ&A」（平成28年2月改訂）を適用して、財務諸表等を作
成している。
　ただし、「独立行政法人会計基準」第43（注解39）の規定については、「独立行政法人通則法の一部を改正
する法律」附則第8条により経過措置を適用していることから、経過措置終了まで、現行セグメント区分に基
づくセグメント情報の開示を行っている。

　なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動については期間進
行基準を採用している。

　　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益外減価償
　却累計額として資本剰余金から控除して表示している。

　機関別認証評価事業に携わる役職員に対する賞与の支給に充てるため、支給見積額の当期負担額を計上して
いる。

　また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、賞与に係る期末支給見込額の当期増加
額に基づき計上している。

　退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上してい
ない。

　また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、退職一時金に係る期末自己都
合要支給額の当期増加額に基づき計上している。

　政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率は、１０年利付国債の平成３０年３月末
利回りを参考に０.０４５％としている。

　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じ
た会計処理を行っている。
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４．行政サービス実施コスト計算書関係
引当外退職給付増加見積額には、国からの出向職員に係る見積額が含まれている。
国からの出向職員に係る見積額 △ 6,563,866 円

５．固定資産の減損関係
該当事項なし。

６．資産除去債務関係
該当事項なし。

７．重要な債務負担行為
該当事項なし。

８．固有の表示科目の内容
該当事項なし。

９．重要な後発事象
該当事項なし。

10．独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
該当なし。

11．金融商品の時価等に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

②金融商品の内容及びそのリスク

③金融商品に係るリスク管理体制
（ⅰ）信用リスクの管理

（ⅱ）市場リスクの管理
　　a、金利リスクの管理

　　b．価格変動リスクの管理

（ⅲ） 資金調達に係る流動性リスクの管理

①金融商品に対する取組方針

当機構は、資金運用については短期的な預金及び公共債に限定している。また、施設費貸付事業などの資金
供給業務を実施している。これらの業務を実施するため、財政融資資金からの借入及び財投機関債の発行によ
り資金を調達している。

当機構が保有する金融資産は、主として国立大学法人に対する貸付金であり、貸付先の契約不履行によって
もたらされる信用リスクがある。

借入金、大学改革支援・学位授与機構債券は、一定の環境の下で当機構が市場を利用できなくなる場合な
ど、支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクがある。

　　施設費貸付事業については、「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付規則」、「独立行政
　法人大学改革支援・学位授与機構貸付金債権管理規則」、「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設
　費貸付事業審査基準」及び「「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付規則」及び「独立行政
　法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付事業審査基準」運用手続き」に基づき、貸付先である国立大学
　法人の償還能力や担保力などを審査している。

　　　予め「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付規則」により定められた方法により利率を
　　決定している。

　　　当機構は、価格変動リスクに晒されている株式等は保有していない。

　　当機構は、主務大臣により認可された資金計画に従って、資金調達を行っている。
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（２）金融商品の時価等に関する事項

（単位：円）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

19,849,707,206 19,849,707,206 0

591,064,332,000 613,709,662,413 22,645,330,413

（３）承継債務負担金債権 164,217,950,000 171,139,938,327 6,921,988,327

(187,762,004) (187,762,004) 0

（５）大学改革支援・学位授与機構債券 (25,000,000,000) (25,019,500,000) (19,500,000)

（６）長期借入金 (566,064,332,000) (588,086,494,764) (22,022,162,764)

（７）承継債務 (164,217,950,000) (171,139,939,891) (6,921,989,891)

（１）現金及び預金

（２）施設費貸付金

（３）承継債務負担金債権

（４）未払金

（５）大学改革支援・学位授与機構債券
　当機構の発行する大学改革支援・学位授与機構債券の時価は、市場価格による。
（６）長期借入金

（７）承継債務

12．賃貸等不動産の状況に関する事項

（単位：円）

前期末残高 当期増減額 当期末残高
789,093,682 △ 3,086,893 786,006,789 678,299,559

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。

　また、賃貸等不動産に関する平成３０年３月期における収益及び費用等の状況は次のとおりである。

（単位：円）

2,529,364 7,226,346 0
（うち損益外減価償却相当額

3,685,476 )
（注３）賃貸収益計上額は当機構の職員以外の居住者からの賃貸収益の金額である。

　承継債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて
算定する方法による。

　承継債務負担金債権は固定金利であり、残余期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸付を
行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定している。

　未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

（１）現金及び預金

（４）未払金

賃貸収益 賃貸費用
その他

（売却損益等）

（注４）賃貸費用計上額は、宿舎全体にかかった固定資産税、損益外減価償却相当額及び当機構の職員以
　　　外の居住者の住戸の修繕費等の金額である。

（注２）当期末の建物の時価は取得価額より減価償却累計額を減じた額、土地の時価には固定資産税評価
　　　額を用いている。

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い
て算定する方法による。

　当機構では、東京都小平市において、職員住居用の宿舎（土地を含む）を有している。これらの賃貸等不動
産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は次のとおりである。

貸借対照表計上額
当期末の時価

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

（注１）負債に計上されているものは、（ ）で示している。
　大学改革支援・学位授与機構債券、長期借入金及び承継債務には、流動負債に計上されている一年以内償還
予定及び一年以内返済予定の金額を含めて記載している。

（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

（２）施設費貸付金

　施設費貸付金は固定金利であり、残余期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った
場合に想定される利率で割り引いて時価を算定している。
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附 属 明 細 書

・固定資産の取得、処分、減価償却費（「第８７ 特定の償却資産の減価に係る

会計処理」及び「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」

による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

・たな卸資産の明細

・貸付金の明細

・長期借入金の明細

・大学改革支援・学位授与機構債券の明細

・引当金の明細

・資本金及び資本剰余金の明細

・積立金の明細

・目的積立金の取崩しの明細

・運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

・役員及び職員の給与の明細

・開示すべきセグメント情報

・科学研究費補助金の明細

・主な資産・負債・費用及び収益の明細

・各勘定の経理の対象と勘定相互間の関係を明らかにする書類

・法人単位の財務諸表と各勘定別財務諸表の関係を明らかにする書類

・勘定ごとの利益の処分の状況と全ての勘定を合算した額を並列的に示す書類
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たな卸資産の明細
（単位：円）

当期購入・製造・
振替

その他 払出・振替 その他

79,338 47,110 0 55,159 0 71,289

3,213,284,492 0 0 607,174,590 0 2,606,109,902
当期減少額
は売却処分
によるもの。

3,213,363,830 47,110 0 607,229,749 0 2,606,181,191

貸付金の明細

長期借入金の明細

種類

切手

期末残高 摘要期首残高
当期増加額 当期減少額

計

処分用土地

(単位：円）

（注）

１．上段括弧書きは1年以内返済予定額（外数）。

　旧独立行政法人国立大学財務・経営センターが承継した残余について、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構が承継したもの。

（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法附則第13条1項）

３．長期借入金は、施設費貸付事業に必要な費用で財政融資資金からの借入金。

（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第19条第1項）

４．長期借入金の使途は、国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、文部科学大臣の定めにより、土地の取得、施設の設置若しくは

　整備又は設備の設置に必要な資金の貸付（施設費貸付事業）。

（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第16条第2号）

667,714,857,000         62,567,425,000      64,956,394,000       665,325,888,000       
計

(68,549,020,000) (64,956,394,000) (68,549,020,000) (64,956,394,000)

２．承継債務は、廃止前の国立学校特別会計法（昭和39年法律第55号）に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負債に係るもので、

0 33,037,544,000       131,180,406,000       1.40     

平成３１年５月

～
平成４０年９月

減少額は1年以内

への振替。

減少額は1年以内
への振替。

承継債務

(37,657,544,000) (33,037,544,000) (37,657,544,000) (33,037,544,000) (2.35)
 平成３０年５月

～

平成３１年３月

164,217,950,000         

503,496,907,000         62,567,425,000      31,918,850,000       534,145,482,000       0.47     
平成３１年９月

～

平成５５年３月

返済期限 摘要

長期借入金

(30,891,476,000) (31,918,850,000) (30,891,476,000) (31,918,850,000) (0.58)
 平成３０年９月

～

平成３１年３月

区分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高
 平均
利率

(%)

(単位：円）

計 761,263,877,000 67,059,966,000 73,041,561,000 0 755,282,282,000

回収額は国立大学法人か

らの返済。

　承継債務負担金債権 201,875,494,000 0 37,657,544,000 0 164,217,950,000
回収額は国立大学法人か
らの返済。

　施設費貸付金 559,388,383,000 67,059,966,000 35,384,017,000 0 591,064,332,000

区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
回収額 償却額
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大学改革支援・学位授与機構債券の明細

引当金の明細
（単位：円）

目的使用 その他

5,760,570 5,760,570 0 4,369,331

5,760,570 5,760,570 0 4,369,331

資本金及び資本剰余金の明細
（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 8,780,845,616 0 0 8,780,845,616

計 8,780,845,616 0 0 8,780,845,616

資本剰余金

無償譲与 118,000 0 0 118,000

損益外除売却差
額相当額

△ 5,477,748 0 191,872 △ 5,669,620

計 △ 5,359,748 0 191,872 △ 5,551,620

損益外減価償却
累計額

△ 2,059,968,716 △ 124,561,544 △ 191,871 △ 2,184,338,389

損益外減損損失
累計額

△ 64,000 0 0 △ 64,000

差引計 △ 2,065,392,464 △ 124,561,544 1 △ 2,189,954,009

積立金の明細
（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

144,484,861 3,392,096 0 147,876,957

22,181,506,482 6,164,263 542,530,850 21,645,139,895

22,325,991,343 9,556,359 542,530,850 21,793,016,852

目的積立金の取崩しの明細

大学改革支援・学
位授与機構法第
18条積立金

当期増加額は、前期未処分利益の積立てによ
るもの。
当期減少額は、施設費交付金等によって生じ
た損失の補填によるもの。

計

摘要当期増加額

特定資産の除却によるもの

4,369,331

4,369,331

期首残高
当期減少額

期末残高

区分

資本金

摘要

摘要

当期増加額は、前期未処分利益の積立てによ
るもの。

特定資産の除却によるもの

区分

通則法第44条第1
項の積立金

資本剰余金

賞与引当金

計

区分

(単位：円）

（注）

１．期末残高の上段括弧書きは1年以内償還予定額（内数）。

 平成35年3月

計 25,000,000,000 5,000,000,000 5,000,000,000
(5,000,000,000)

25,000,000,000  

第２回大学改革支援・学位授与機構債券 0 5,000,000,000 0 5,000,000,000  0.060  

第１回大学改革支援・学位授与機構債券 5,000,000,000 0 0 5,000,000,000  0.030   平成34年3月

0.152   平成32年3月

第１１回国立大学財務・経営センター債券 5,000,000,000 0 0 5,000,000,000  0.080   平成33年3月

5,000,000,000  

第１０回国立大学財務・経営センター債券 5,000,000,000 0 0 5,000,000,000  

 平成30年3月

第９回国立大学財務・経営センター債券 5,000,000,000 0 0
(5,000,000,000)

0.269   平成31年3月

第８回国立大学財務・経営センター債券 5,000,000,000 0 5,000,000,000 0 0.239  

銘柄 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高
 利率

(%)
償還期限 摘要

(単位：円）
区分 金額 摘要

目的積立金取崩額
大学改革支援・学位授与機構法第18条積立金 542,530,850  

施設費交付金等によって生じた損失の補填によるも

の。

計 542,530,850  
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運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 　（単位：円）

運営費交付金収益 資産見返運営費交付金 資本剰余金 小　　　計

（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細
①　運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細

　（単位：円）

費用

備品・消耗品費 4,728,713 円

旅費交通費 2,710,431 円

報酬・委託・手数料 7,657,210 円

減価償却費 4,252,308 円

人件費 143,016,858 円

その他 26,271,257 円

備品・消耗品費 3,806,180 円

旅費交通費 18,204,771 円

報酬・委託・手数料 13,341,658 円

減価償却費 0 円

人件費 130,094,467 円

その他 26,686,778 円

備品・消耗品費 0 円

旅費交通費 0 円

報酬・委託・手数料 0 円

減価償却費 0 円

人件費 127,658,604 円

その他 0 円

備品・消耗品費 6,933,989 円

旅費交通費 23,054,182 円

報酬・委託・手数料 42,849,729 円

減価償却費 1,220,832 円

人件費 216,074,562 円

その他 38,045,030 円

備品・消耗品費 17,745,058 円

旅費交通費 6,809,287 円

報酬・委託・手数料 14,517,939 円

減価償却費 1,499,208 円

人件費 245,118,220 円

その他 30,969,997 円

備品・消耗品費 13,828,489 円

旅費交通費 3,102,299 円

報酬・委託・手数料 23,799,074 円

減価償却費 2,575,668 円

人件費 343,299,891 円

財務費用 3,161 円

その他 29,618,506 円

区　　　　　　分 金　　額
運営費交付金の主な使途

主な使途

408,333,015

期首残高 交付金当期交付額
当　　期　　振　　替　　額

期末残高

309,302,538 1,760,712,000 1,619,047,766 42,633,757 0 1,661,681,523

国立大学施設支援 199,885,000 192,133,854

業務達成基準による振替額 1,201,286,431 1,153,267,268

教育研究活動等評価 202,501,170 188,636,777

学位授与 143,468,476 127,658,604

質保証連携 330,750,950 328,178,324

費用進行基準による振替額 0 0

調査研究 324,680,835 316,659,709

期間進行基準による振替額 417,761,335 416,227,088

合計 1,619,047,766 1,569,494,356
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②　資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細
　（単位：円）

振替額 振替額

0円

0円

サーバ 3,580,524円

ソフトウェア 23,951,386円
その他 821,682円

マイクシステム 3,477,600円
AV設備一式 1,242,000円
その他 756,000円

セキュリティ装置更改 4,741,200円
その他 4,063,365円

（３）運営費交付金債務残高の明細
　（単位：円）

274,583,417

0

0

133,749,598

408,333,015

学位授与 3,580,524

質保証連携 24,773,068

国立大学施設支援 0

セグメント
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

主な使途 主な使途

調査研究 5,475,600

費用進行基準を採用した業
務にかかる分

○　翌事業年度への繰越額はない。

その他

○　不測の事態に備え、運営費交付金債務の繰越を行う。
繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度以降に収益化単位の業務と
して配分を行う予定である。

計

教育研究活動等評価 0

運営費交付金債務残高 使用見込み

業務達成基準を採用した業
務にかかる分

○　翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込は以下のとおりである。
質保証連携のポートレート事業において、翌期以降に220,964,852円収益化予定である。
調査研究事業において、翌期以降に53,618,565円収益化予定である。

期間進行基準を採用した業
務にかかる分

○　翌事業年度への繰越額はない。

法人共通 8,804,565

合計 42,633,757
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役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、人）

47,620 3 0 0

（ 2,880 ） （ 2 ） （ 0 ） （ 0 ）

945,418 144 30,880 1

（ 112,029 ） （ 38 ） （ 503 ） （ 2 ）

993,038 147 30,880 1

（ 114,909 ） （ 40 ） （ 503 ） （ 2 ）

注１：

注２： 　役員報酬及び職員の給与には賞与及び賞与引当金繰入額を含み、法定福利費は含まない。

注３： 　職員の給与の支給人員数は、年間平均支給人員数である。

注４： 　（　）内は、非常勤の役員又は職員であり、外数として記載している。

注５： 　千円未満を四捨五入により作成している。

支給人員
区分

退職手当

職員

支給人員

報酬又は給与

支給額

役員

支給額

　役員に対する報酬等の支給の基準及び職員に対する給与及び退職手当の支給の基準は、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構役
員給与規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構役員退職手当規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構職員給与規則、
独立行政法人大学支援・学位授与機構職員退職手当規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構非常勤職員就業規則、独立行政法
人大学改革支援・学位授与機構非常勤職員給与規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構特定有期雇用職員就業規則、独立行政
法人大学改革支援・学位授与機構特定有期雇用非常勤職員就業規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構年俸制職員就業規則に
基づいている。

合計
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開示すべきセグメント情報

（単位：円）

機関別認証
評価

分野別認証
評価

国立大学法人
評価等

Ⅰ 事業費用・事業収益及び事業損益

事業費用 139,296,411 75,691,860 141,021,117 11,066,353,354 258,403,777 509,416,155 323,297,593 12,513,480,267 0 12,513,480,267

備品・消耗品費 1,250,971 559,244 4,728,713 3,806,180 4,008,634 6,933,989 17,906,173 39,193,904 0 39,193,904

旅費交通費 15,915,167 5,559,155 2,710,431 18,204,771 9,268,565 23,054,182 9,598,254 84,310,525 0 84,310,525

報酬・委託・手数料 14,465,840 8,427,156 7,657,210 13,341,658 71,153,437 42,849,729 14,534,787 172,429,817 0 172,429,817

減価償却費 1,734,176 1,127,281 7,762,819 17,130,245 10,449,869 101,824,079 2,765,772 142,794,241 0 142,794,241

給与及び賞与 68,282,027 46,247,892 79,401,694 112,961,569 117,981,265 188,031,706 222,636,413 835,542,566 0 835,542,566

賞与引当金繰入 4,369,331 0 0 0 0 0 0 4,369,331 0 4,369,331

法定福利費 10,918,685 6,766,651 12,416,037 17,132,898 17,471,671 28,042,856 22,481,807 115,230,605 0 115,230,605

その他 22,360,214 7,004,481 26,344,213 10,883,776,033 28,070,336 118,679,614 33,374,387 11,119,609,278 0 11,119,609,278

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 442,530,677 442,530,677

財務費用 0 0 0 13,697,532 0 0 0 13,697,532 3,161 13,700,693

139,296,411 75,691,860 141,021,117 11,080,050,886 258,403,777 509,416,155 323,297,593 12,527,177,799 442,533,838 12,969,711,637

事業収益

運営費交付金収益 0 53,608,000 148,893,170 199,885,000 143,468,476 330,750,950 324,680,835 1,201,286,431 417,761,335 1,619,047,766

補助金等収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

手数料収入 118,324,800 24,040,800 0 0 123,002,000 0 0 265,367,600 0 265,367,600

その他収入 1,058,828 451,933 3,583,467 10,345,386,182 7,743,173 181,237,831 6,637,884 10,546,099,298 26,306,750 10,572,406,048

119,383,628 78,100,733 152,476,637 10,545,271,182 274,213,649 511,988,781 331,318,719 12,012,753,329 444,068,085 12,456,821,414

事業損益 △ 19,912,783 2,408,873 11,455,520 △ 534,779,704 15,809,872 2,572,626 8,021,126 △ 514,424,470 1,534,247 △ 512,890,223

Ⅱ 総資産

流動資産 0 0 3,554,804 777,286,981,433 0 1,379,113 2,393,328 777,294,308,678 820,819,728 778,115,128,406

固定資産

有形固定資産

建物 129,811,277 55,415,234 125,055,233 364,999,762 423,250,214 288,639,192 756,177,960 2,143,348,872 399,472,513 2,542,821,385

構築物 641,862 274,005 594,397 145,916 2,092,794 1,427,200 3,738,981 8,915,155 3,208,786 12,123,941

工具器具備品 3 1 3,888,104 199,987 6,230,511 40,237,470 7,154,431 57,710,507 47,877,129 105,587,636

土地 186,722,930 79,710,293 172,914,848 945,243,805 608,810,899 415,183,927 1,087,700,296 3,496,286,998 558,913,510 4,055,200,508

その他の資産 0 0 4,000,500 17,777,975 11,731,807 124,471,294 0 157,981,576 12,828,582 170,810,158

317,176,072 135,399,533 310,007,886 778,615,348,878 1,052,116,225 871,338,196 1,857,164,996 783,158,551,786 1,843,120,248 785,001,672,034

注１： 　事業の区分は、中期計画に基づき区分している。
注２： 　事業の内容

注３：

注４：

注５：

注６：

注７：

注８：

調査研究

学位授与：学校教育法に定めるところにより、学位（学士、修士、博士）を授与すること。

計区分

教育研究活動等評価
国立大学施設支援

国立大学施設支援：文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構の施設の整備等に必要な資金の貸付
け及び交付等を行うこと。

分野別認証評価：専門職大学院等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について評価を行い、 その結果について、当該大学等及びその設置者に提供し、並
びに公表すること。

国立大学法人評価等：文部科学省の国立大学法人評価委員会からの要請に基づき、国立大学及び大学共同利用機関の教育研究活動に関する評価を行い、その結果について、国立大学法人
評価委員会及び当該評価の対象となった国立大学又は大学共同利用機関に提供し、並びに公表すること。

学位授与 質保証連携 法人共通 合計

計

計

計

機関別認証評価：大学等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について評価を行い、 その結果について、当該大学等及びその設置者に提供し、並びに公表
すること。

質保証連携：大学等における質保証を支援するため、大学等と連携して、国内外の高等教育の質保証に係る情報や大学等における各種の学習の機会等に関する情報を収集・整理・提供すると
ともに、質保証に関わる人材の能力開発を行うこと。
我が国の高等教育への国際的な信頼を高めるため、国内外の質保証機関等と連携・協力した活動を行うこと。

　事業費用のうち管理部門に係る備品・消耗品費13,828,489円、旅費交通費3,102,299円、報酬・委託・手数料28,163,395円、その他397,436,494円については法人共通欄に記載している。

　事業収益のうち管理部門に係る運営費交付金収益417,761,335円、資産見返負債戻入8,810,023円、資産見返物品受贈額戻入2,252,771円、財産貸付料収入6,888,019円、雑益等8,355,937円について
は法人共通欄に記載している。

　総資産のうち現金及び預金814,055,484円、管理部門に係る土地558,913,510円、建物399,472,513円、構築物3,208,786円、工具器具備品47,877,129円については法人共通欄に記載している。

　損益外減価償却相当額は、機関別認証評価が5,931,533円、分野別認証評価が2,532,117円、国立大学法人評価等が5,492,899円、国立大学施設支援が25,769,113円、学位授与が19,339,790円、質
保証連携が13,188,940円、調査研究が34,552,428円、法人共通が17,754,724円である。

　引当外退職給付増加見積額は、機関別認証評価が△16,325,901円、分野別認証評価が19,904,034円、国立大学法人評価等が△114,690,057円、国立大学施設支援が9,808,139円、学位授与が△
20,740,610円、質保証連携が11,374,091円、調査研究が24,355,278円、法人共通が30,165,283円である。

注９： 　損益外除売却差額相当額は、法人共通が1円である。

調査研究：大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究、学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究及び高等教育の質保証の確立に資する調査研究を行うこと。

　引当外賞与見積額は、分野別認証評価が2,545,631円、国立大学法人評価等が△897,418円、国立大学施設支援が△691,943円、学位授与が899,061円、質保証連携が△1,738,673円、調査研究が△
3,002,916円、法人共通が△1,763,721円である。
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①現金及び預金の明細 （単位：円）

区分 金額

普通預金 14,528,034,206

郵便貯金 21,673,000

定期預金 5,300,000,000

現金及び預金計 19,849,707,206

②未払金の明細 （単位：円）

区分 金額

報酬・委託・手数料 63,843,916

備品・消耗品費 15,025,906

通信運搬費 1,792,384

固定資産取得費 7,587,882

その他 99,511,916

未払金計 187,762,004

主な資産・負債・費用及び収益の明細

各勘定の経理の対象と勘定相互間の関係を明らかにする書類

①各勘定の経理の対象
１．一般勘定
独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第17条の規定による区分経理により、当機構の運営に必要な経費
を一括して経理している。

２．施設整備勘定
独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第16条の業務のうち、施設費貸付事業及び施設費交付事業に係る
経理、同法第19条に規定する施設費貸付事業に必要な費用に充てるための長期借入金の経理、同法附則第13条
に規定する承継債務償還業務の経理及び承継された財産の処分に係る経理を施設整備勘定としている。

②勘定相互間の関係
勘定相互間の取引はない。

科学研究費補助金の明細
（単位：円）

注）間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については外数として（　）内に記載している。

390,000

種　　　目 当期受入 件　　数 摘　　要

　科学研究費助成事業

　（科学研究費補助金）

研究活動スタート支援
(1,300,000)

2

基盤研究（B）
(200,000)

3

　科学研究費助成事業

　（学術研究助成基金助成金）

挑戦的萌芽研究（基金）
(500,000)

2
150,000

基盤研究（C）（基金）
(4,400,000)

5
1,320,000

合　　計
(6,811,544)

14
2,043,463

若手研究（B）（基金）
(239,694)

1
71,908

60,000

基盤研究（A）
(171,850)

51,555
1
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法人単位の財務諸表と各勘定別財務諸表の関係を明らかにする書類

（単位：円）

一般勘定 施設整備勘定 法人単位

資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 814,055,484 19,035,651,722 19,849,707,206
たな卸資産 71,289 2,606,109,902 2,606,181,191
前払費用 5,858,683 - 5,858,683
未収入金 4,583,884 - 4,583,884
立替金 6,318,851 - 6,318,851
未収収益 - 360,196,591 360,196,591
施設費貸付金 - 591,064,332,000 591,064,332,000
承継債務負担金債権 - 164,217,950,000 164,217,950,000

流動資産合計 830,888,191 777,284,240,215 778,115,128,406

Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

建物 4,654,302,759 - 4,654,302,759
減価償却累計額 △ 2,111,481,374 - △ 2,111,481,374

構築物 80,620,620 - 80,620,620
減価償却累計額 △ 68,496,679 - △ 68,496,679

工具器具備品 432,252,835 - 432,252,835
減価償却累計額 △ 326,665,199 - △ 326,665,199

土地 4,055,200,508 - 4,055,200,508
有形固定資産合計 6,715,733,470 - 6,715,733,470

２ 無形固定資産
商標権 926,484 - 926,484
ソフトウェア 169,829,674 - 169,829,674
電話加入権 54,000 - 54,000

無形固定資産合計 170,810,158 - 170,810,158
固定資産合計 6,886,543,628 - 6,886,543,628

資産合計 7,717,431,819 777,284,240,215 785,001,672,034

負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 408,333,015 - 408,333,015
預り寄附金 16,070,677 - 16,070,677
預り科学研究費補助金等 2,536,569 - 2,536,569
一年以内償還予定大学改革支援・学位授与機構債券 - 5,000,000,000 5,000,000,000
一年以内返済予定長期借入金 - 31,918,850,000 31,918,850,000
一年以内返済予定承継債務 - 33,037,544,000 33,037,544,000
未払金 186,504,576 1,257,428 187,762,004
未払費用 - 355,560,892 355,560,892
未払消費税等 11,311,700 - 11,311,700
預り金 24,204,529 - 24,204,529
賞与引当金 4,369,331 - 4,369,331
リース債務（1年以内） 652,536 - 652,536

流動負債合計 653,982,933 70,313,212,320 70,967,195,253

Ⅱ 固定負債
資産見返負債

資産見返運営費交付金 293,858,853 - 293,858,853
資産見返寄附金 899,912 - 899,912
資産見返物品受贈額 280,930 - 280,930

大学改革支援・学位授与機構債券 - 20,000,000,000 20,000,000,000
長期借入金 - 534,145,482,000 534,145,482,000
承継債務 - 131,180,406,000 131,180,406,000

固定負債合計 295,039,695 685,325,888,000 685,620,927,695
負債合計 949,022,628 755,639,100,320 756,588,122,948

純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 8,780,845,616 - 8,780,845,616
資本金合計 8,780,845,616 - 8,780,845,616

Ⅱ 資本剰余金
資本剰余金 △ 5,551,620 - △ 5,551,620
損益外減価償却累計額（△） △ 2,184,338,389 - △ 2,184,338,389
損益外減損損失累計額（△） △ 64,000 - △ 64,000

資本剰余金合計 △ 2,189,954,009 - △ 2,189,954,009

Ⅲ 利益剰余金
大学改革支援・学位授与機構法第18条積立金 - 21,645,139,895 21,645,139,895
積立金 147,876,957 - 147,876,957
当期未処分利益 29,640,627 0 29,640,627

（うち当期総利益 ) (29,640,627 ) (0 ) (29,640,627 )
利益剰余金合計 177,517,584 21,645,139,895 21,822,657,479
純資産合計 6,768,409,191 21,645,139,895 28,413,549,086

負債純資産合計 7,717,431,819 777,284,240,215 785,001,672,034

（注）勘定相互間の債権と債務はない。

科　　目

貸借対照表
（平成30年3月31日）
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（単位：円）

一般勘定 施設整備勘定 法人単位

経常費用
業務費

教育研究活動等評価経費 356,009,388 - 356,009,388
備品・消耗品費 6,538,928 - 6,538,928
旅費交通費 24,184,753 - 24,184,753
報酬・委託・手数料 30,550,206 - 30,550,206
減価償却費 10,624,276 - 10,624,276
給与及び賞与 193,931,613 - 193,931,613
賞与引当金繰入 4,369,331 - 4,369,331
法定福利費 30,101,373 - 30,101,373
その他 55,708,908 - 55,708,908

国立大学施設支援経費 209,264,099 10,857,089,255 11,066,353,354
備品・消耗品費 3,806,180 - 3,806,180
旅費交通費 18,204,771 - 18,204,771
報酬・委託・手数料 13,341,658 - 13,341,658
減価償却費 17,130,245 - 17,130,245
給与及び賞与 112,961,569 - 112,961,569
法定福利費 17,132,898 - 17,132,898
施設費交付金 - 3,783,048,000 3,783,048,000
支払利息

長期借入金支払利息 - 3,263,113,349 3,263,113,349
承継債務支払利息 - 3,131,078,588 3,131,078,588
機構債利息 - 38,397,072 38,397,072

処分用資産売却原価 - 607,174,590 607,174,590
その他 26,686,778 34,277,656 60,964,434

学位授与事業経費 258,403,777 - 258,403,777
備品・消耗品費 4,008,634 - 4,008,634
旅費交通費 9,268,565 - 9,268,565
報酬・委託・手数料 71,153,437 - 71,153,437
減価償却費 10,449,869 - 10,449,869
給与及び賞与 117,981,265 - 117,981,265
法定福利費 17,471,671 - 17,471,671
その他 28,070,336 - 28,070,336

質保証連携事業経費 509,416,155 - 509,416,155
備品・消耗品費 6,933,989 - 6,933,989
旅費交通費 23,054,182 - 23,054,182
報酬・委託・手数料 42,849,729 - 42,849,729
減価償却費 101,824,079 - 101,824,079
給与及び賞与 188,031,706 - 188,031,706
法定福利費 28,042,856 - 28,042,856
その他 118,679,614 - 118,679,614

調査研究事業経費 323,297,593 - 323,297,593
備品・消耗品費 17,906,173 - 17,906,173
旅費交通費 9,598,254 - 9,598,254
報酬・委託・手数料 14,534,787 - 14,534,787
減価償却費 2,765,772 - 2,765,772
給与及び賞与 222,636,413 - 222,636,413
法定福利費 22,481,807 - 22,481,807
その他 33,374,387 - 33,374,387

一般管理費 442,530,677 - 442,530,677
備品・消耗品費 13,828,489 - 13,828,489
旅費交通費 3,102,299 - 3,102,299
報酬・委託・手数料 28,163,395 - 28,163,395
減価償却費 13,638,462 - 13,638,462
給与及び賞与 299,418,748 - 299,418,748
法定福利費 43,881,083 - 43,881,083
その他 40,498,201 - 40,498,201

財務費用 3,161 13,697,532 13,700,693
債券発行費 - 13,697,532 13,697,532
為替差損 3,161 - 3,161

経常費用合計 2,098,924,850 10,870,786,787 12,969,711,637

損益計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

科　　目

1984



（単位：円）

一般勘定 施設整備勘定 法人単位

損益計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

科　　目

経常収益
運営費交付金収益 1,619,047,766 - 1,619,047,766
資産見返負債戻入 142,827,295 - 142,827,295

資産見返運営費交付金戻入 135,674,773 - 135,674,773
資産見返寄附金戻入 81,808 - 81,808
資産見返物品受贈額戻入 7,070,714 - 7,070,714

学位審査手数料収入 123,002,000 - 123,002,000
評価手数料収入 142,365,600 - 142,365,600
大学ポートレート運営負担金収入 80,629,684 - 80,629,684
財産貸付料収入 6,888,019 - 6,888,019
寄附金収益 3,298,783 - 3,298,783
処分用資産賃貸収入 - 115,951,030 115,951,030
処分用資産売却収入 - 2,010,000,000 2,010,000,000
施設費交付金収益 - 1,575,933,210 1,575,933,210
受取利息 - 6,626,192,578 6,626,192,578

施設費貸付金受取利息 - 3,495,114,353 3,495,114,353
承継債務負担金債権受取利息 - 3,131,078,225 3,131,078,225

財務収益 18,874 179,119 197,993
受取利息 18,874 179,119 197,993

雑益 10,487,456 - 10,487,456
経常収益合計 2,128,565,477 10,328,255,937 12,456,821,414

経常利益又は経常損失（△） 29,640,627 △ 542,530,850 △ 512,890,223

臨時損失
固定資産除却損 16 - 16
臨時損失合計 16 - 16

臨時利益
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 15 - 15
資産見返物品受贈額戻入 1 - 1

臨時利益合計 16 - 16

当期純利益又は当期純損失（△） 29,640,627 △ 542,530,850 △ 512,890,223

大学改革支援・学位授与機構法第18条積立金取崩額 - 542,530,850 542,530,850

当期総利益 29,640,627 0 29,640,627

（注）勘定相互間の取引に係る費用と収益及び未実現損益はない。
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（単位：円）

一般勘定 施設整備勘定 法人単位

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

業務費支出 △529,067,312 - △529,067,312

人件費支出 △1,288,497,215 - △1,288,497,215

一般管理費支出 △101,318,299 - △101,318,299

施設費交付金の交付による支出 - △3,783,048,000 △3,783,048,000

施設費貸付金の貸付による支出 - △67,059,966,000 △67,059,966,000

承継債務に係る利息の支払額 - △3,329,880,317 △3,329,880,317

長期借入金に係る利息の支払額 - △3,284,450,727 △3,284,450,727

債券に係る利息の支払額 - △38,582,872 △38,582,872

その他の業務支出 - △34,277,656 △34,277,656

運営費交付金収入 1,760,712,000 - 1,760,712,000

受託事業の精算による返還金の支出 △277,076 - △277,076

手数料収入 265,281,600 - 265,281,600

補助金の精算による返還金の支出 △317,842 - △317,842

預り科学研究費補助金の受入 7,555,460 - 7,555,460

預り科学研究費補助金の払出 △8,639,008 - △8,639,008

寄附金収入 2,000,000 - 2,000,000

承継債務負担金債権の回収による収入 - 37,657,544,000 37,657,544,000

承継債務負担金債権に係る利息の受取額 - 3,329,879,959 3,329,879,959

施設費貸付金の回収による収入 - 35,384,017,000 35,384,017,000

施設費貸付金に係る利息の受取額 - 3,518,102,621 3,518,102,621

処分用資産の売却による収入 - 2,010,000,000 2,010,000,000

処分用資産の貸付による収入 - 115,951,030 115,951,030

施設費交付金の納付による収入 - 1,575,933,210 1,575,933,210

その他の収入 98,152,531 - 98,152,531

小計 205,584,839 6,061,222,248 6,266,807,087

利息及び配当金の受取額 18,874 169,935 188,809

業務活動によるキャッシュ・フロー 205,603,713 6,061,392,183 6,266,995,896

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △200,000,000 △5,600,000,000 △5,800,000,000

定期預金の払戻による収入 200,000,000 13,910,000,000 14,110,000,000

有形固定資産の取得による支出 △34,877,008 - △34,877,008

無形固定資産の取得による支出 △27,406,226 - △27,406,226

　 投資活動によるキャッシュ・フロー △62,283,234 8,310,000,000 8,247,716,766

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △13,605,408 - △13,605,408

債券の発行による収入 - 4,986,302,468 4,986,302,468

債券の償還による支出 - △5,000,000,000 △5,000,000,000

長期借入れによる収入 - 62,567,425,000 62,567,425,000

長期借入金の返済による支出 - △30,891,476,000 △30,891,476,000

承継債務の返済による支出 - △37,657,544,000 △37,657,544,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,605,408 △5,995,292,532 △6,008,897,940

Ⅳ　資金増加額 129,715,071 8,376,099,651 8,505,814,722

Ⅴ　資金期首残高 684,340,413 5,359,552,071 6,043,892,484

Ⅵ　資金期末残高 814,055,484 13,735,651,722 14,549,707,206

（注）勘定相互間のキャッシュ・フローはない。

キャッシュ・フロー計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

科　　目

2186



（単位：円）

一般勘定 施設整備勘定 法人単位

Ⅰ　業務費用
（１）　損益計算書上の費用 2,098,924,866 10,870,786,787 12,969,711,653

教育研究活動等評価経費 356,009,388 - 356,009,388
国立大学施設支援経費 209,264,099 10,857,089,255 11,066,353,354
学位授与事業経費 258,403,777 - 258,403,777
質保証連携事業経費 509,416,155 - 509,416,155
調査研究事業経費 323,297,593 - 323,297,593
一般管理費 442,530,677 - 442,530,677
財務費用 3,161 13,697,532 13,700,693
固定資産除却損 16 - 16

（２）　（控除）自己収入等 △ 364,728,761 △ 10,328,255,937 △ 10,692,984,698
資産見返寄附金戻入 △ 81,808 - △ 81,808
学位審査手数料収入 △ 123,002,000 - △ 123,002,000
評価手数料収入 △ 142,365,600 - △ 142,365,600
大学ポートレート運営負担金収入 △ 80,629,684 - △ 80,629,684
財産貸付料収入 △ 6,888,019 - △ 6,888,019
寄附金収益 △ 3,298,783 - △ 3,298,783
処分用資産賃貸収入 - △ 115,951,030 △ 115,951,030
処分用資産売却収入 - △ 2,010,000,000 △ 2,010,000,000
施設費交付金収益 - △ 1,575,933,210 △ 1,575,933,210
受取利息 - △ 6,626,192,578 △ 6,626,192,578
財務収益 △ 18,874 △ 179,119 △ 197,993
雑益 △ 8,443,993 - △ 8,443,993

 業務費用合計 1,734,196,105 542,530,850 2,276,726,955

Ⅱ　損益外減価償却相当額 124,561,544 - 124,561,544

Ⅲ　損益外除売却差額相当額 1 - 1

Ⅳ　引当外賞与見積額 △ 4,649,979 - △ 4,649,979

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額 △ 56,149,743 - △ 56,149,743

Ⅵ　機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等
の機会費用

2,993,928 -
2,993,928

Ⅶ　行政サービス実施コスト 1,800,951,856 542,530,850 2,343,482,706

（注)勘定相互間の取引に係る費用と収益はない。

行政サービス実施コスト計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

科　　目
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（単位：円）

一般勘定 施設整備勘定 合　　計

Ⅰ　当期未処分利益

当期総利益 29,640,627 0 29,640,627

Ⅱ　利益処分額

積立金 29,640,627 - 29,640,627

大学改革支援・学位授与機構法
第18条積立金 - 0 0

勘定ごとの利益の処分の状況と全ての勘定を合算した額を並列的に示す書類

科　　目

2388
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貸借対照表
（平成30年3月31日）

（単位：円）
資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 814,055,484
たな卸資産 71,289
前払費用 5,858,683
未収入金 4,583,884
立替金 6,318,851
流動資産合計 830,888,191

Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産
建物 4,654,302,759
減価償却累計額 △ 2,111,481,374 2,542,821,385
構築物 80,620,620
減価償却累計額 △ 68,496,679 12,123,941
工具器具備品 432,252,835
減価償却累計額 △ 326,665,199 105,587,636
土地 4,055,200,508
有形固定資産合計 6,715,733,470

２ 無形固定資産
商標権 926,484
ソフトウェア 169,829,674
電話加入権 54,000
無形固定資産合計 170,810,158
固定資産合計 6,886,543,628
資産合計 7,717,431,819

負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 408,333,015
預り寄附金 16,070,677
預り科学研究費補助金等 2,536,569
未払金 186,504,576
未払消費税等 11,311,700
預り金 24,204,529
賞与引当金 4,369,331
リース債務（1年以内） 652,536
流動負債合計 653,982,933

Ⅱ 固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金 293,858,853
資産見返寄附金 899,912
資産見返物品受贈額 280,930 295,039,695
固定負債合計 295,039,695
負債合計 949,022,628

純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 8,780,845,616
資本金合計 8,780,845,616

Ⅱ 資本剰余金
資本剰余金 △ 5,551,620
損益外減価償却累計額（△） △ 2,184,338,389
損益外減損損失累計額（△） △ 64,000
資本剰余金合計 △ 2,189,954,009

Ⅲ 利益剰余金
積立金 147,876,957
当期未処分利益 29,640,627
（うち当期総利益 29,640,627 )
利益剰余金合計 177,517,584
純資産合計 6,768,409,191
負債純資産合計 7,717,431,819
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損益計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

（単位：円）
経常費用
業務費
教育研究活動等評価経費
備品・消耗品費 6,538,928
旅費交通費 24,184,753
報酬・委託・手数料 30,550,206
減価償却費 10,624,276
給与及び賞与 193,931,613
賞与引当金繰入 4,369,331
法定福利費 30,101,373
その他 55,708,908 356,009,388
国立大学施設支援経費
備品・消耗品費 3,806,180
旅費交通費 18,204,771
報酬・委託・手数料 13,341,658
減価償却費 17,130,245
給与及び賞与 112,961,569
法定福利費 17,132,898
その他 26,686,778 209,264,099
学位授与事業経費
備品・消耗品費 4,008,634
旅費交通費 9,268,565
報酬・委託・手数料 71,153,437
減価償却費 10,449,869
給与及び賞与 117,981,265
法定福利費 17,471,671
その他 28,070,336 258,403,777
質保証連携事業経費
備品・消耗品費 6,933,989
旅費交通費 23,054,182
報酬・委託・手数料 42,849,729
減価償却費 101,824,079
給与及び賞与 188,031,706
法定福利費 28,042,856
その他 118,679,614 509,416,155
調査研究事業経費
備品・消耗品費 17,906,173
旅費交通費 9,598,254
報酬・委託・手数料 14,534,787
減価償却費 2,765,772
給与及び賞与 222,636,413
法定福利費 22,481,807
その他 33,374,387 323,297,593

一般管理費
備品・消耗品費 13,828,489
旅費交通費 3,102,299
報酬・委託・手数料 28,163,395
減価償却費 13,638,462
給与及び賞与 299,418,748
法定福利費 43,881,083
その他 40,498,201 442,530,677

財務費用
為替差損 3,161 3,161

経常費用合計 2,098,924,850

経常収益
運営費交付金収益 1,619,047,766
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻入 135,674,773
資産見返寄附金戻入 81,808
資産見返物品受贈額戻入 7,070,714 142,827,295
学位審査手数料収入 123,002,000
評価手数料収入 142,365,600
大学ポートレート運営負担金収入 80,629,684
財産貸付料収入 6,888,019
寄附金収益 3,298,783
財務収益
受取利息 18,874 18,874
雑益 10,487,456
経常収益合計 2,128,565,477
経常利益 29,640,627

臨時損失
固定資産除却損 16
臨時損失合計 16

臨時利益
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻入 15
資産見返物品受贈額戻入 1
臨時利益合計 16

当期純利益 29,640,627
当期総利益 29,640,627
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キャッシュ・フロー計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

業務費支出 △ 529,067,312

人件費支出 △ 1,288,497,215

一般管理費支出 △ 101,318,299

運営費交付金収入 1,760,712,000

受託事業の精算による返還金の支出 △ 277,076

手数料収入 265,281,600

補助金の精算による返還金の支出 △ 317,842

預り科学研究費補助金の受入 7,555,460

預り科学研究費補助金の払出 △ 8,639,008

寄附金収入 2,000,000

その他の収入 98,152,531

小計 205,584,839

利息及び配当金の受取額 18,874

業務活動によるキャッシュ・フロー 205,603,713

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 200,000,000

定期預金の払戻による収入 200,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 34,877,008

無形固定資産の取得による支出 △ 27,406,226

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 62,283,234

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 13,605,408

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 13,605,408

Ⅳ 資金増加額 129,715,071

Ⅴ 資金期首残高 684,340,413

Ⅵ 資金期末残高 814,055,484
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利益の処分に関する書類

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 29,640,627

当期総利益 29,640,627

Ⅱ 利益処分額

積立金 29,640,627 29,640,627
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行政サービス実施コスト計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

（単位：円）

Ⅰ 業務費用
（１） 損益計算書上の費用

教育研究活動等評価経費 356,009,388
国立大学施設支援経費 209,264,099
学位授与事業経費 258,403,777
質保証連携事業経費 509,416,155
調査研究事業経費 323,297,593
一般管理費 442,530,677
財務費用 3,161
固定資産除却損 16 2,098,924,866

（２） （控除）自己収入等
資産見返寄附金戻入 △ 81,808
学位審査手数料収入 △ 123,002,000
評価手数料収入 △ 142,365,600
大学ポートレート運営負担金収入 △ 80,629,684
財産貸付料収入 △ 6,888,019
寄附金収益 △ 3,298,783
財務収益 △ 18,874
雑益 △ 8,443,993 △ 364,728,761

業務費用合計 1,734,196,105

Ⅱ 損益外減価償却相当額 124,561,544

Ⅲ 損益外除売却差額相当額 1

Ⅳ 引当外賞与見積額 △ 4,649,979

Ⅴ 引当外退職給付増加見積額 △ 56,149,743

Ⅵ 機会費用

政府出資又は地方公共団体出資
等の機会費用 2,993,928 2,993,928

Ⅶ 行政サービス実施コスト 1,800,951,856
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注 記 事 項

１．重要な会計方針

「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成27年1月27日改訂）並びに「独立行
政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するQ&A」（平成28年2月改訂）を適用して、財務諸表
等を作成している。
ただし、「独立行政法人会計基準」第43（注解39）の規定については、「独立行政法人通則法の一部を
改正する法律」附則第8条により経過措置を適用していることから、経過措置終了まで、現行セグメント区
分に基づくセグメント情報の開示を行っている。

（１）運営費交付金収益の計上基準
業務達成基準を採用している。
なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動については期
間進行基準を採用している。

（２）減価償却の会計処理方法
① 有形固定資産
定額法を採用している。
主な耐用年数は以下のとおりである。
建物 ３年～５０年
構築物 ２年～４４年
工具器具備品 ３年～１５年
なお、国から承継した固定資産に関しては見積耐用年数で減価償却している。
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益外減価償
却累計額として資本剰余金から控除して表示している。

リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を0とする定額法を採用している。
② 無形固定資産
定額法を採用している。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいている。

（３）賞与引当金の計上基準
機関別認証評価事業に携わる役職員に対する賞与の支給に充てるため、支給見積額の当期負担額を計上
している。

運営費交付金により賞与の財源措置がなされる場合には、引当金を計上していない。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、賞与に係る期末支給見込額の当期
増加額に基づき計上している。

（４）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上し
ていない。

また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、退職一時金に係る期末自
己都合要支給額の当期増加額に基づき計上している。

（５）たな卸資産の評価基準及び評価方法
個別法による低価法である。

（６）行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率は、１０年利付国債の平成３０年３
月末利回りを参考に０.０４５％としている。

（７）リース取引の処理方法
リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に
準じた会計処理を行っている。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理を行っている。

（８）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込方式による。

２．貸借対照表関係
運営費交付金から充当されるべき賞与の当期見積額 67,412,138 円
運営費交付金から充当されるべき退職給付の当期見積額 612,048,681 円

３．キャッシュ・フロー計算書注記
資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金 814,055,484 円
資金期末残高 814,055,484 円
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４．行政サービス実施コスト計算書関係
引当外退職給付増加見積額には、国からの出向職員に係る見積額が含まれている。
国からの出向職員に係る見積額 △ 6,563,866 円

５．固定資産の減損関係
該当事項なし。

６．資産除去債務関係
該当事項なし。

７．重要な債務負担行為
該当事項なし。

８．固有の表示科目の内容
該当事項なし。

９．重要な後発事象
該当事項なし。

10．独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
該当なし。

11．金融商品の時価等に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

当機構は、資金運用については短期的な預金及び公共債に限定している。
（２）金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。
（単位：円）

貸借対照表計上額 時価 差額
（１）現金及び預金 814,055,484 814,055,484 0
（２）未払金 (186,504,576) (186,504,576) 0
（注１）負債に計上されているものは( )で示している。
（注２）金融商品の時価の算定方法

（１）、（２）は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっている。

12．賃貸等不動産の状況に関する事項
当機構では、東京都小平市において、職員住居用の宿舎（土地を含む）を有している。これらの賃貸等
不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は次のとおりである。

貸借対照表計上額

前期末残高 当期増減額 当期末残高

（単位：円）

当期末の時価

789,093,682 △ 3,086,893 786,006,789 678,299,559
（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。
（注２）当期末の建物の時価は取得価額より減価償却累計額を減じた額、土地の時価には固定資産税評価

額を用いている。

また、賃貸等不動産に関する平成３０年３月期における収益及び費用等の状況は次のとおりである。

（単位：円）

賃貸収益 賃貸費用
その他

（売却損益等）

2,529,364 7,226,346
（うち損益外減価償却相当額

3,685,476 )

0

（注３）賃貸収益計上額は当機構の職員以外の居住者からの賃貸収益の金額である。
（注４）賃貸費用計上額は、宿舎全体にかかった固定資産税、損益外減価償却相当額及び当機構の職員以

外の居住者の住戸の修繕費等の金額である。
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附   属   明   細   書 

・固定資産の取得、処分、減価償却費（「第８７ 特定の償却資産の減価に係る

会計処理」及び「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」

による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細 
・たな卸資産の明細 
・引当金の明細 
・資本金及び資本剰余金の明細 
・積立金の明細 
・運営費交付金債務及び当期振替額等の明細 
・役員及び職員の給与の明細 
・開示すべきセグメント情報 
・科学研究費補助金の明細 
・主な資産・負債・費用及び収益の明細 
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0
0
6
,7
1
5
,7
3
3
,4
7
0

商
標
権

4
,9
2
7
,4
1
3

0
0

4
,9
2
7
,4
1
3

4
,0
0
0
,9
2
9

1
0
8
,9
8
4

0
0

9
2
6
,4
8
4

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

5
5
0
,6
0
0
,2
3
0

3
1
,9
7
3
,6
2
6

0
5
8
2
,5
7
3
,8
5
6

4
1
2
,7
4
4
,1
8
2

9
9
,3
2
6
,0
6
7

0
0

1
6
9
,8
2
9
,6
7
4

電
話
加
入
権

1
1
8
,0
0
0

0
0

1
1
8
,0
0
0

0
0

6
4
,0
0
0

0
5
4
,0
0
0

計
5
5
5
,6
4
5
,6
4
3

3
1
,9
7
3
,6
2
6

0
5
8
7
,6
1
9
,2
6
9

4
1
6
,7
4
5
,1
1
1

9
9
,4
3
5
,0
5
1

6
4
,0
0
0

0
1
7
0
,8
1
0
,1
5
8

投
資
そ
の
他
の
資

産
長
期
前
払
費
用

7
6
9
,7
8
6

0
7
6
9
,7
8
6

0
0

0
0

0
0

　
（
注
）
当
期
減
少
額
は
、
資
産
の
除
却
等
に
よ
る
も
の
で
あ
り
、
主
な
も
の
は
次
の
と
お
り
。

工
具
器
具
備
品
複
写
機

4
9
,2
0
1
,3
4
4
円

固
定
資
産
の
取
得
、
処
分
、
減
価
償
却
費
（
「
第
８
７
特
定
の
償
却
資
産
の
減
価
に
係
る
会
計
処
理
」
及
び
「
第
９
１
資
産
除
去
債
務
に
係
る
特
定
の
除
去
費
用
等
の
会
計
処
理
」

に
よ
る
損
益
外
減
価
償
却
相
当
額
も
含
む
。
）
及
び
減
損
損
失
累
計
額
の
明
細

期
末
残
高

差
引
当
期
末

残
高

減
価
償
却
累
計
額

摘
要

期
首
残
高

当
期
増
加
額

減
損
損
失
累
計
額

資
産
の
種
類

有
形
固
定
資
産

（
償
却
費
損
益
外
）

有
形
固
定
資
産

（
償
却
費
損
益
内
）

当
期
減
少
額

有
形
固
定
資
産

合
計

無
形
固
定
資
産
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たな卸資産の明細
（単位：円）

種類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘要当期購入・製造・
振替

その他 払出・振替 その他

切手 79,338 47,110 0 55,159 0 71,289

計 79,338 47,110 0 55,159 0 71,289

引当金の明細
（単位：円）

区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他

賞与引当金 5,760,570 4,369,331 5,760,570 0 4,369,331

計 5,760,570 4,369,331 5,760,570 0 4,369,331

資本金及び資本剰余金の明細
（単位：円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

資本金
政府出資金 8,780,845,616 0 0 8,780,845,616

計 8,780,845,616 0 0 8,780,845,616

資本剰余金
資本剰余金

無償譲与 118,000 0 0 118,000

損益外除売却差
額相当額

△ 5,477,748 0 191,872 △ 5,669,620 特定資産の除却によるもの

計 △ 5,359,748 0 191,872 △ 5,551,620

損益外減価償却
累計額

△ 2,059,968,716 △ 124,561,544 △ 191,871 △ 2,184,338,389 特定資産の除却によるもの

損益外減損損失
累計額

△ 64,000 0 0 △ 64,000

差引計 △ 2,065,392,464 △ 124,561,544 1 △ 2,189,954,009

積立金の明細
（単位：円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

通則法第44条第1 
項の積立金

144,484,861 3,392,096 0 147,876,957
当期増加額は、前期末処分利益の積立に
よるもの。
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運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

期首残高 交付金当期交付額
当 期 振 替 額

運営費交付金収益 資産見返運営費交付金 資本剰余金 小 計
期末残高

309,302,538 1,760,712,000 1,619,047,766 42,633,757 0 1,661,681,523

（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細
① 運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細

408,333,015

（単位：円）

区 分 金 額
運営費交付金の主な使途

費用 主な使途

業務達成基準による振替額 1,201,286,431 1,153,267,268

期間進行基準による振替額

用進行基準による振替額

計

0 円

0 円

教育研究活動等評価 202,501,170 188,636,777

備品・消耗品費 4,728,713 円

旅費交通費 2,710,431 円

報酬・委託・手数料 7,657,210 円

減価償却費 4,252,308 円

人件費 143,016,858 円

その他 26,271,257 円

国立大学施設支援 199,885,000 192,133,854

備品・消耗品費 3,806,180 円

旅費交通費 18,204,771 円

報酬・委託・手数料 13,341,658 円

減価償却費

人件費 130,094,467 円

その他 26,686,778 円

学位授与 143,468,476 127,658,604

備品・消耗品費

旅費交通費

報酬・委託・手数料

減価償却費

0 円

0 円

0 円

0 円

人件費 127,658,604 円

その他

質保証連携 330,750,950 328,178,324

備品・消耗品費 6,933,989 円

旅費交通費 23,054,182 円

報酬・委託・手数料 42,849,729 円

減価償却費 1,220,832 円

人件費 216,074,562 円

その他 38,045,030 円

調査研究 324,680,835 316,659,709

備品・消耗品費 17,745,058 円

旅費交通費 6,809,287 円

報酬・委託・手数料 14,517,939 円

減価償却費 1,499,208 円

人件費 245,118,220 円

その他 30,969,997 円

417,761,335 416,227,088

備品・消耗品費 13,828,489 円

旅費交通費 3,102,299 円

報酬・委託・手数料 23,799,074 円

減価償却費 2,575,668 円

人件費 343,299,891 円

財務費用 3,161 円

その他 29,618,506 円

0 0

1,619,047,766 1,569,494,356

費

合
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② 資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細
（単位：円）

セグメント
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

振替額 主な使途 振替額 主な使途

教育研究活動等評価 0

0円

国立大学施設支援 0

0円

学位授与 3,580,524

サーバ 3,580,524円

質保証連携 24,773,068

ソフトウェア 23,951,386円
その他 821,682円

調査研究 5,475,600

マイクシステム 3,477,600円
AV設備一式 1,242,000円
その他 756,000円

法人共通 8,804,565

セキュリティ装置更改 4,741,200円
その他 4,063,365円

合計 42,633,757

（３）運営費交付金債務残高の明細
（単位：円）

運営費交付金債務残高 使用見込み

業務達成基準を採用した業
務にかかる分 274,583,417

○ 翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込は以下のとおりである。
質保証連携のポートレート事業において、翌期以降に220,964,852円収益化予定である。
調査研究事業において、翌期以降に53,618,565円収益化予定である。

期間進行基準を採用した業
務にかかる分 0 ○ 翌事業年度への繰越額はない。

費用進行基準を採用した業
務にかかる分 0 ○ 翌事業年度への繰越額はない。

その他 133,749,598

○ 不測の事態に備え、運営費交付金債務の繰越を行う。
繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度以降に収益化単位の業務と
して配分を行う予定である。

計 408,333,015
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役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、人）

区分
報酬又は給与 退職手当

支給額 支給人員 支給額 支給人員

役員
47,620

（ 2,880 ） （

3

2 ） （

0

0 ） （

0

0 ）

職員
945,418

（ 112,029 ） （

144

38 ） （

30,880

503 ） （

1

2 ）

合計
993,038

（ 114,909 ） （

147

40 ） （

30,880

503 ） （

1

2 ）

注１： 役員に対する報酬等の支給の基準及び職員に対する給与及び退職手当の支給の基準は、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構役
員給与規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構役員退職手当規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構職員給与規則、
独立行政法人大学支援・学位授与機構職員退職手当規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構非常勤職員就業規則、独立行政法
人大学改革支援・学位授与機構非常勤職員給与規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構特定有期雇用職員就業規則、独立行政
法人大学改革支援・学位授与機構特定有期雇用非常勤職員就業規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構年俸制職員就業規則に
基づいている。

注２： 役員報酬及び職員の給与には賞与及び賞与引当金繰入額を含み、法定福利費は含まない。

注３： 職員の給与の支給人員数は、年間平均支給人員数である。

注４： （ ）内は、非常勤の役員又は職員であり、外数として記載している。

注５： 千円未満を四捨五入により作成している。
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開示すべきセグメント情報

（単位：円）

区分

教育研究活動等評価
国立大学施設支援 学位授与 質保証連携 調査研究 計 法人共通 合計

機関別認証
評価

分野別認証
評価

国立大学法人
評価等

Ⅰ 事業費用・事業収益及び事業損益

事業費用

備品・消耗品費

旅費交通費

報酬・委託・手数料

減価償却費

給与及び賞与

賞与引当金繰入

法定福利費

その他

一般管理費

財務費用

139,296,411

1,250,971

15,915,167

14,465,840

1,734,176

68,282,027

4,369,331

10,918,685

22,360,214

0

0

75,691,860

559,244

5,559,155

8,427,156

1,127,281

46,247,892

0

6,766,651

7,004,481

0

0

141,021,117

4,728,713

2,710,431

7,657,210

7,762,819

79,401,694

0

12,416,037

26,344,213

0

0

209,264,099

3,806,180

18,204,771

13,341,658

17,130,245

112,961,569

0

17,132,898

26,686,778

0

0

258,403,777

4,008,634

9,268,565

71,153,437

10,449,869

117,981,265

0

17,471,671

28,070,336

0

0

509,416,155

6,933,989

23,054,182

42,849,729

101,824,079

188,031,706

0

28,042,856

118,679,614

0

0

323,297,593

17,906,173

9,598,254

14,534,787

2,765,772

222,636,413

0

22,481,807

33,374,387

0

0

1,656,391,012 

39,193,904

84,310,525

172,429,817

142,794,241

835,542,566

4,369,331

115,230,605

262,520,023

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

442,530,677

3,161

1,656,391,012 

39,193,904

84,310,525

172,429,817

142,794,241

835,542,566

4,369,331

115,230,605

262,520,023

442,530,677

3,161

計 139,296,411 75,691,860 141,021,117 209,264,099 258,403,777 509,416,155 323,297,593 1,656,391,012 442,533,838 2,098,924,850

事業収益

運営費交付金収益

補助金等収益

手数料収入

その他収入

0

0

118,324,800

1,058,828

53,608,000

0

24,040,800

451,933

148,893,170

0

0

3,583,467

199,885,000

0

0

17,130,245

143,468,476

0

123,002,000

7,743,173

330,750,950

0

0

181,237,831

324,680,835

0

0

6,637,884

1,201,286,431 

0

265,367,600

217,843,361

417,761,335

0

0

26,306,750

1,619,047,766 

0

265,367,600

244,150,111

計 119,383,628 78,100,733 152,476,637 217,015,245 274,213,649 511,988,781 331,318,719 1,684,497,392 444,068,085 2,128,565,477

事業損益 △ 19,912,783 2,408,873 11,455,520 7,751,146 15,809,872 2,572,626 8,021,126 28,106,380 1,534,247 29,640,627

Ⅱ 総資産

流動資産

固定資産

有形固定資産

建物

構築物

工具器具備品

土地

その他の資産

0

129,811,277

641,862

3

186,722,930

0

0

55,415,234

274,005

1

79,710,293

0

3,554,804

125,055,233

594,397

3,888,104

172,914,848

4,000,500

2,741,218

364,999,762

145,916

199,987

945,243,805

17,777,975

0

423,250,214

2,092,794

6,230,511

608,810,899

11,731,807

1,379,113

288,639,192

1,427,200

40,237,470

415,183,927

124,471,294

2,393,328

756,177,960

3,738,981

7,154,431

1,087,700,296 

0

10,068,463

2,143,348,872 

8,915,155

57,710,507

3,496,286,998 

157,981,576

820,819,728

399,472,513

3,208,786

47,877,129

558,913,510

12,828,582

830,888,191

2,542,821,385 

12,123,941

105,587,636

4,055,200,508 

170,810,158

計 317,176,072 135,399,533 310,007,886 1,331,108,663 1,052,116,225 871,338,196 1,857,164,996 5,874,311,571 1,843,120,248 7,717,431,819

注１： 事業の区分は、中期計画に基づき区分している。
注２： 事業の内容

注３：

注４：

注５：

注６：

注７：

注８：

機関別認証評価：大学等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について評価を行い、 その結果について、当該大学等及びその設置者に提供し、並びに
公表すること。

分野別認証評価：専門職大学院等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について評価を行い、 その結果について、当該大学等及びその設置者に提供
し、並びに公表すること。

国立大学法人評価等：文部科学省の国立大学法人評価委員会からの要請に基づき、国立大学及び大学共同利用機関の教育研究活動に関する評価を行い、その結果について、国立大学
法人評価委員会及び当該評価の対象となった国立大学又は大学共同利用機関に提供し、並びに公表すること。

国立大学施設支援：文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構の施設の整備等に必要な資金の
貸付け及び交付等を行うこと。

学位授与：学校教育法に定めるところにより、学位（学士、修士、博士）を授与すること。

質保証連携：大学等における質保証を支援するため、大学等と連携して、国内外の高等教育の質保証に係る情報や大学等における各種の学習の機会等に関する情報を収集・整理・提供す
るとともに、質保証に関わる人材の能力開発を行うこと。
我が国の高等教育への国際的な信頼を高めるため、国内外の質保証機関等と連携・協力した活動を行うこと。

調査研究：大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究、学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究及び高等教育の質保証の確立に資する調査研究を行うこ
と。

事業費用のうち管理部門に係る備品・消耗品費13,828,489円、旅費交通費3,102,299円、報酬・委託・手数料28,163,395円、その他397,436,494円については法人共通欄に記載している。

事業収益のうち管理部門に係る運営費交付金収益417,761,335円、資産見返負債戻入8,810,023円、資産見返物品受贈額戻入2,252,771円、財産貸付料収入6,888,019円、雑益等8,355,937円につ
いては法人共通欄に記載している。

総資産のうち現金及び預金814,055,484円、管理部門に係る土地558,913,510円、建物399,472,513円、構築物3,208,786円、工具器具備品47,877,129円については法人共通欄に記載している。

損益外減価償却相当額は、機関別認証評価が5,931,533円、分野別認証評価が2,532,117円、国立大学法人評価等が5,492,899円、国立大学施設支援が25,769,113円、学位授与が19,339,790円、
質保証連携が13,188,940円、調査研究が34,552,428円、法人共通が17,754,724円である。

引当外退職給付増加見積額は、機関別認証評価が△16,325,901円、分野別認証評価が19,904,034円、国立大学法人評価等が△114,690,057円、国立大学施設支援が9,808,139円、学位授与が
△20,740,610円、質保証連携が11,374,091円、調査研究が24,355,278円、法人共通が30,165,283円である。

引当外賞与見積額は、分野別認証評価が2,545,631円、国立大学法人評価等が△897,418円、国立大学施設支援が△691,943円、学位授与が899,061円、質保証連携が△1,738,673円、調査研究
が△3,002,916円、法人共通が△1,763,721円である。

注９： 損益外除売却差額相当額は、法人共通が1円である。
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科学研究費補助金の明細
（単位：円）

注）間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については外数として（ ）内に記載している。

主な資産・負債・費用及び収益の明細

①現金及び預金の明細 （単位：円）

区分 金額

普通預金 792,382,484

郵便貯金 21,673,000

現金及び預金計 814,055,484

②未払金の明細 （単位：円）

区分 金額

報酬・委託・手数料 62,586,488

備品・消耗品費 15,025,906

通信運搬費 1,792,384

固定資産取得費 7,587,882

その他 99,511,916

未払金計 186,504,576

種 目 当期受入 件 数 摘 要

科学研究費助成事業

（科学研究費補助金）

基盤研究（A）
(171,850)

51,555
1

基盤研究（B）
(200,000)

60,000
3

研究活動スタート支援
(1,300,000)

390,000
2

科学研究費助成事業

（学術研究助成基金助成金）

基盤研究（C）（基金）
(4,400,000)

1,320,000
5

挑戦的萌芽研究（基金）
(500,000)

150,000
2

若手研究（B）（基金）
(239,694)

71,908
1

合 計
(6,811,544)

2,043,463
14
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（単位：円）
資産の部

Ⅰ 流動資産
現金及び預金 19,035,651,722
たな卸資産 2,606,109,902
未収収益 360,196,591
施設費貸付金 591,064,332,000
承継債務負担金債権 164,217,950,000

流動資産合計 777,284,240,215
資産合計 777,284,240,215

負債の部
Ⅰ 流動負債

一年以内償還予定大学改革支援・学位授与機構債券 5,000,000,000
一年以内返済予定長期借入金 31,918,850,000
一年以内返済予定承継債務 33,037,544,000
未払金 1,257,428
未払費用 355,560,892

流動負債合計 70,313,212,320
Ⅱ 固定負債

大学改革支援・学位授与機構債券 20,000,000,000
長期借入金 534,145,482,000
承継債務 131,180,406,000

固定負債合計 685,325,888,000
負債合計 755,639,100,320

純資産の部
Ⅰ 利益剰余金

大学改革支援・学位授与機構法第18条積立金 21,645,139,895
当期未処分利益 0

（うち当期総利益 0 ）
利益剰余金合計 21,645,139,895
純資産合計 21,645,139,895

負債純資産合計 777,284,240,215

貸借対照表
（平成30年3月31日）
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（単位：円）
経常費用
業務費
国立大学施設支援経費
施設費交付金 3,783,048,000
支払利息
長期借入金支払利息 3,263,113,349
承継債務支払利息 3,131,078,588
機構債利息 38,397,072

処分用資産売却原価 607,174,590
その他 34,277,656 10,857,089,255

財務費用
債券発行費 13,697,532 13,697,532

経常費用合計 10,870,786,787

経常収益
処分用資産賃貸収入 115,951,030
処分用資産売却収入 2,010,000,000
施設費交付金収益 1,575,933,210
受取利息
施設費貸付金受取利息 3,495,114,353
承継債務負担金債権受取利息 3,131,078,225 6,626,192,578

財務収益
受取利息 179,119 179,119

経常収益合計 10,328,255,937
経常損失 542,530,850

当期純損失 542,530,850

大学改革支援・学位授与機構法第18条積立金取崩額 542,530,850

当期総利益 0

損益計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）
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（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

施設費交付金の交付による支出 △3,783,048,000

施設費貸付金の貸付による支出 △67,059,966,000

承継債務に係る利息の支払額 △3,329,880,317

長期借入金に係る利息の支払額 △3,284,450,727

債券に係る利息の支払額 △38,582,872

その他の業務支出 △34,277,656

承継債務負担金債権の回収による収入 37,657,544,000

承継債務負担金債権に係る利息の受取額 3,329,879,959

施設費貸付金の回収による収入 35,384,017,000

施設費貸付金に係る利息の受取額 3,518,102,621

処分用資産の売却による収入 2,010,000,000

処分用資産の貸付による収入 115,951,030

施設費交付金の納付による収入 1,575,933,210

小計 6,061,222,248

利息及び配当金の受取額 169,935

業務活動によるキャッシュ・フロー 6,061,392,183

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △5,600,000,000

定期預金の払戻による収入 13,910,000,000

　 投資活動によるキャッシュ・フロー 8,310,000,000

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

債券の発行による収入 4,986,302,468

債券の償還による支出 △5,000,000,000

長期借入れによる収入 62,567,425,000

長期借入金の返済による支出 △30,891,476,000

承継債務の返済による支出 △37,657,544,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,995,292,532

Ⅳ　資金増加額 8,376,099,651

Ⅴ　資金期首残高 5,359,552,071

Ⅵ　資金期末残高 13,735,651,722

キャッシュ・フロー計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）
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（施設整備勘定）

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 0

当期総利益 0

Ⅱ　利益処分額

大学改革支援・学位授与機構法
第18条積立金 0 0

利益の処分に関する書類
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（単位：円）

Ⅰ　業務費用
（１）　損益計算書上の費用

国立大学施設支援経費 10,857,089,255    
財務費用 13,697,532          10,870,786,787      

（２）　（控除）自己収入等
処分用資産賃貸収入 △115,951,030     
処分用資産売却収入 △2,010,000,000   
施設費交付金収益 △1,575,933,210   
受取利息 △6,626,192,578   
財務収益 △179,119           △10,328,255,937   

業務費用合計 542,530,850    

Ⅱ　行政サービス実施コスト 542,530,850    

行政サービス実施コスト計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）
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１．重要な会計方針

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法
　個別法による低価法である。

（２）消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税込方式による。

２．貸借対照表関係
該当事項なし。

３．キャッシュ・フロー計算書注記
資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
　現金及び預金 19,035,651,722 円
　うち定期預金 5,300,000,000 円

　（差引）資金期末残高 13,735,651,722 円

４．行政サービス実施コスト計算書関係
該当事項なし。

５．固定資産の減損関係
該当事項なし。

６．資産除去債務関係
該当事項なし。

７．重要な債務負担行為
該当事項なし。

８．固有の表示科目の内容
該当事項なし。

９．重要な後発事象
該当事項なし。

10．独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
該当なし。

11．金融商品の時価等に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

②金融商品の内容及びそのリスク

③金融商品に係るリスク管理体制
（ⅰ）信用リスクの管理

（ⅱ）市場リスクの管理
　　a、金利リスクの管理

　　b．価格変動リスクの管理

（ⅲ） 資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　当機構は、価格変動リスクに晒されている株式等は保有していない。

　　当機構は、主務大臣により認可された資金計画に従って、資金調達を行っている。

　　　予め「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付規則」により定められた方法により利率を
　　決定している。

注　　記　　事　　項

　「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成27年1月27日改訂）並びに「独立行政法
人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するＱ＆Ａ」（平成28年2月改訂）を適用して、財務諸表等を作
成している。

①金融商品に対する取組方針

当機構は、施設費貸付事業などの資金供給業務を実施している。これらの業務を実施するため、財政融資資
金からの借入及び財投機関債の発行により資金を調達している。

当機構が保有する金融資産は、主として国立大学法人に対する貸付金であり、貸付先の契約不履行によって
もたらされる信用リスクがある。

借入金及び大学改革支援・学位授与機構債券は、一定の環境の下で当機構が市場を利用できなくなる場合な
ど、支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクがある。

　　施設費貸付事業については、「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付規則」、「独立行政
　法人大学改革支援・学位授与機構貸付金債権管理規則」、「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設
　費貸付事業審査基準」及び「「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付規則」及び「独立行政
　法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付事業審査基準」運用手続き」に基づき、貸付先である国立大学
　法人の償還能力や担保力などを審査している。
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（２）金融商品の時価等に関する事項

（単位：円）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

19,035,651,722 19,035,651,722 0

591,064,332,000 613,709,662,413 22,645,330,413

164,217,950,000 171,139,938,327 6,921,988,327

(25,000,000,000) (25,019,500,000) (19,500,000)

(566,064,332,000) (588,086,494,764) (22,022,162,764)

(164,217,950,000) (171,139,939,891) (6,921,989,891)

（注１）負債に計上されているものは、（ ）で示している。

（１）現金及び預金

（２）施設費貸付金

（３）承継債務負担金債権

（４）大学改革支援・学位授与機構債券
　当機構の発行する大学改革支援・学位授与機構債券の時価は、市場価格による。
（５）長期借入金

（６）承継債務

12．賃貸等不動産の状況に関する事項

　承継債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて
算定する方法による。

該当なし。

　施設費貸付金は固定金利であり、残余期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った
場合に想定される利率で割り引いて時価を算定している。

　承継債務負担金債権は固定金利であり、残余期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸付を
行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定している。

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い
て算定する方法による。

（４）大学改革支援・学位授与機構債券

（５）長期借入金

（６）承継債務

　大学改革支援・学位授与機構債券、長期借入金及び承継債務には、流動負債に計上されている一年以内償還
予定及び一年以内返済予定の金額を含めて記載している。

（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額による。

（３）承継債務負担金債権

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

（１）現金及び預金

（２）施設費貸付金
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たな卸資産の明細　（販売用不動産）

(単位：円）

貸付金の明細
(単位：円）

長期借入金の明細
(単位：円）

（注）

１．上段括弧書きは1年以内返済予定額（外数）。

　旧独立行政法人国立大学財務・経営センターが承継した残余について、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構が承継したもの。

（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法附則第13条1項）

３．長期借入金は、施設費貸付事業に必要な費用で財政融資資金からの借入金。
（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第19条第1項）

４．長期借入金の使途は、国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、文部科学大臣の定めにより、土地の取得、施設の設置若しくは
　整備又は設備の設置に必要な資金の貸付（施設費貸付事業）。

（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第16条第2号）

667,714,857,000       62,567,425,000    64,956,394,000     665,325,888,000     
計

(68,549,020,000) (64,956,394,000) (68,549,020,000) (64,956,394,000)

２．承継債務は、廃止前の国立学校特別会計法（昭和39年法律第55号）に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負債に係るもので、

0 33,037,544,000     131,180,406,000     1.40    
平成３１年５月

～
平成４０年９月

減少額は1年以
内への振替。

減少額は1年以
内への振替。

承継債務

(37,657,544,000) (33,037,544,000) (37,657,544,000) (33,037,544,000) (2.35)
 平成３０年５月

～
平成３１年３月

164,217,950,000       

503,496,907,000       62,567,425,000    31,918,850,000     534,145,482,000     0.47    
平成３１年９月

～
平成５５年３月

返済期限 摘要

長期借入金

(30,891,476,000) (31,918,850,000) (30,891,476,000) (31,918,850,000) (0.58)
 平成３０年９月

～
平成３１年３月

区分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高
 平均
利率
(%)

計 761,263,877,000 67,059,966,000 73,041,561,000 0 755,282,282,000

回収額は国立大学法
人からの返済。

　承継債務負担金債権 201,875,494,000 0 37,657,544,000 0 164,217,950,000
回収額は国立大学法
人からの返済。

　施設費貸付金 559,388,383,000 67,059,966,000 35,384,017,000 0 591,064,332,000

区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
回収額 償却額

計 3,213,284,492 0 0 607,174,590 0 2,606,109,902

種類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘要
当期購入・製造・振替 その他 払出・振替

処分用土地 3,213,284,492 0 0 607,174,590 0 2,606,109,902
当期減少額は売却
処分によるもの。

その他
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大学改革支援・学位授与機構債券の明細
(単位：円）

（注）
１．期末残高の上段括弧書きは1年以内償還予定額（内数）。

積立金の明細
(単位：円）

目的積立金の取崩しの明細
(単位：円）

計 542,530,850  

区分 金額 摘要

目的積立金取崩額

計 22,181,506,482 6,164,263 542,530,850 21,645,139,895

大学改革支援・学位授与機構法第18条積立金 542,530,850  
施設費交付金等によって生じた損失の補填
によるもの。

大学改革支援・学位授与機構法第18条積立金 22,181,506,482 6,164,263 542,530,850 21,645,139,895

当期増加額は、前
期未処分利益の
積立てによるも
の。
当期減少額は、施
設費交付金等に
よって生じた損失
の補填によるも
の。

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

 平成35年3月

計 25,000,000,000 5,000,000,000 5,000,000,000
(5,000,000,000)
25,000,000,000   

第２回大学改革支援・学位授与機構債券 0 5,000,000,000 0 5,000,000,000  0.060  

第１回大学改革支援・学位授与機構債券 5,000,000,000 0 0 5,000,000,000  0.030   平成34年3月

0.152   平成32年3月

第１１回国立大学財務・経営センター債券 5,000,000,000 0 0 5,000,000,000  0.080   平成33年3月

5,000,000,000  

第１０回国立大学財務・経営センター債券 5,000,000,000 0 0 5,000,000,000  

 平成30年3月

第９回国立大学財務・経営センター債券 5,000,000,000 0 0
(5,000,000,000)

0.269   平成31年3月

第８回国立大学財務・経営センター債券 5,000,000,000 0 5,000,000,000 0 0.239  

銘柄 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高
 利率
(%)

償還期限 摘要

①現金及び預金の明細 （単位：円）

区分 金額

普通預金 13,735,651,722

定期預金 5,300,000,000

現金及び預金計 19,035,651,722

②未払金の明細 （単位：円）

区分 金額

報酬・委託・手数料 1,257,428

未払金計 1,257,428

主な資産・負債・費用及び収益の明細
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Ⅰ．国民の皆様へ 

 

はじめに 

当機構は、「独立行政法人大学評価・学位授与機構」と「独立行政法人国立大学財務・経営センタ

ー」の統合により平成 28 年４月に「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構」として発足しました。 
 
当機構は、我が国の高等教育の発展に資することを目的として、大学等の教育研究活動の活性化・

個性化の促進に寄与するため評価事業を、また、国立大学等の教育研究環境の整備充実及び財務・経

営の改善を図るため施設費貸付・交付事業を、そして、大学以外で学位を授与できる我が国唯一の機

関として人々の多様なニーズに応え、生涯学習社会の実現に寄与するため学位授与事業を行っていま

す。さらに、それら事業の基盤となる調査研究や、質保証に係わる情報の収集・整理・提供、国内外

の質保証機関等との連携等を通じて、我が国の高等教育の質保証・国際通用性の向上を支援していま

す。 
 

評価事業について 

当機構は、大学、高等専門学校及び法科大学院の評価を行う認証評価機関として文部科学大臣から

認証され、平成 17 年度から、申請のあった大学等の教育研究活動等の状況に関する評価を実施してい

ます（認証評価）。また、文部科学省国立大学法人評価委員会からの要請を受け、国立大学法人及び

大学共同利用機関法人の中期目標期間における業務の実績のうち、教育研究の状況についての評価を

実施しています（国立大学教育研究評価）。 

  認証評価については、平成 29 年度は、機関別では 14 大学、４高等専門学校、分野別では６法科大

学院を対象に書面調査及び訪問調査を実施し、評価結果を確定後、当機構ウェブサイトに公表しまし

た。 

なお、機関別認証評価事業については、独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成 22 年

12 月７日閣議決定）も踏まえ、評価制度全体の改善に資するための先導的な取組に関する部分を除き、

平成 25 年度から国費を投入せず手数料収入により事業を実施しています。 

また、平成 31 年度から実施予定の大学機関別認証評価の３巡目に係る評価基準、評価方法等につ

いて策定し、公表を行いました。 

 

さらに、当機構では、認証評価とは別に、大学の個別の機能に着目した評価（大学機関別選択評価）

を実施しています。平成 29 年度は、２大学について選択評価事項 B「地域貢献活動の状況」に係る評

価を実施しました。 

 

国立大学教育研究評価については、平成28年度に実施した全国86国立大学法人及び４大学共同利用

機関法人の第２期中期目標期間における評価について、平成29年度には評価結果を確定し、文部科学

省国立大学法人評価委員会に提供したほか、当機構のウェブサイトに公表しました。 
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また、第２期中期目標期間における評価の検証を行うため、評価者及び国立大学法人等にアンケー

ト調査を実施し、アンケート結果を集計・分析のうえ取りまとめ、検証結果報告書を公表しました。 

さらに、国立大学教育研究評価委員会ワーキンググループを設置し、文部科学省国立大学法人評価

委員会からの要請事項や検証結果等を踏まえて、第３期中期目標期間における評価の制度設計の検討

を行い、評価実施要項（案）の意見公募手続（パブリックコメント）を実施しました。 

 

当機構は、高等教育制度における重要な役割を持ち、我が国の評価制度の担い手として、わかりや

すく、透明性のある評価を実施していくことが重要であると認識しています。また、当機構の評価を

受けた大学等が教育研究活動等を一層活性化し、その水準をより向上させることができるような評価

を実施してまいります。これからも、大学関係者等のご協力を得ながら、関係各方面のご意見を踏ま

えつつ評価事業を展開し、我が国の高等教育水準の一層の向上に寄与するとともに、各大学等が広く

国民の皆さまの理解と支持を得るための一助となるべく努力してまいります。 

 

施設費貸付・交付事業について 

当機構は、国立大学附属病院（以下、附属病院）が果たすべき公的使命・役割を着実に実現するた

めに、附属病院の施設、設備の整備に必要な資金の貸付けを行う「施設費貸付事業」を実施していま

す。平成 29 年度は、35 法人・79 事業について、約 671 億円の貸付けを行いました。 

また、施設費貸付事業等を通して附属病院の公的機能の向上を図るため、「病院経営分析検討チー

ム」を設置し、国立大学施設支援センターが行う分析等の業務の在り方について検討を行うとともに、

「病院経営分析検討チーム」内に「国立大学附属病院の財務・経営分析の在り方ＷＧ」を設置し、附

属病院の財務・経営分析の在り方について検討を行っています。 

「国立大学附属病院の財務・経営分析の在り方ＷＧ」では、平成 29 年度は、国立大学附属病院長

会議等と連携し、附属病院の若手事務職員を対象に、財務的及び医事的知識を駆使しつつ経営分析を

行うことができる人材の育成を目的とした「平成２９年度国立大学附属病院経営分析ワークショッ

プ」及び附属病院の医師、歯科医師及びメディカルスタッフを対象に、次世代の病院執行部を担う人

材の育成を目的とした「第１回病院経営次世代リーダー養成塾」を開催しました。 

さらに、国立大学法人における財務マネジメント機能の向上を図るため、「国立大学法人の財務等

に関する勉強会」を設置し、国立大学施設支援センターが行う支援事業の在り方について検討を行っ

ています。 

 

また、教育研究環境の向上のために、老朽化した施設の改修等に必要な資金の交付を行う「施設費

交付事業」を実施しています。平成 29 年度は、90 法人・91 事業について、約 38 億円の交付を行い

ました。 

さらに、国立大学法人等が保有している土地、建物及び資金等の資産の有効活用方策の検討に資す

るため、文部科学省や民間金融機関専門家等から講師を招きとする「資産活用に関する勉強会」を開

催しています。また、平成 29 年度は、施設費交付事業財源の確保等について検討することを目的と
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して、当機構職員及び文部科学省職員を委員とする「施設費交付事業財源の確保等に関する検討会」

を開催し、検討結果を報告書にとりまとめました。この検討結果を踏まえ、機構の次期中期目標期間

である平成 31 年度から 35 年度までは、施設費交付事業を現在の規模（毎年度 40 億円程度）で行う

ことは可能との結論を取りまとめました。しかしながら、より長期的な視点で考えた場合には、この

施設費交付事業の仕組み上、財源は有限であり、いずれ枯渇することを考慮しつつ、今後の国立大学

法人等の施設を良好な状態に保っていくためには、全国的に均衡のとれた整備を図る仕組みとしての

施設費交付事業の役割を踏まえ、国を中心としながら、国、機構及び国立大学法人等が連携を図り必

要な財源措置等の施策について検討を行うことが必要と考えます。 

 

当機構は、これらの取組を引き続き充実させることにより、国立大学法人等の施設整備等を安定的

に実施するとともに、教育研究環境の整備充実並びに財務及び経営の改善を支援してまいります。 

 

学位授与事業について 

当機構は、我が国において、大学以外で学位を授与することができる唯一の機関であり、平成４年

３月に初めて学位を授与して以来、厳正な審査に基づき、これまで約８万人の皆さまに学位を授与し

てまいりました。当機構が授与する学位には、短期大学や高等専門学校卒業者及び文部科学省の定め

た一定の要件を満たす専門学校の修了者等の単位積み上げ型の学習者へ授与する学位（学士）と当機

構が大学の学部、大学院の修士課程及び博士課程に相当すると認定した各省庁大学校修了者へ授与す

る学位（学士、修士、博士）の二種類があります。 
 
短期大学や高等専門学校卒業者等の単位積み上げ型の学習者に対する学位の授与については、４月

期及び 10 月期の年２回に分けて実施しています。申請をいただいた専攻の区分ごとに、修得単位が当

機構の定める基準を満たしているか、また、提出があった学修成果（レポート・作品等）に基づいて

小論文試験又は面接試験を実施し、当該専攻に係る学士の学力の水準を有していると認められるかに

ついてそれぞれ審査を行い、平成 29 年度は合格と判定された 836 人（４月期 245 人、10 月期 591 人）

に学位を授与いたしました。なお、機構があらかじめ審査し認定した短期大学及び高等専門学校の専

攻科の修了者に対しては、単位積み上げ型の特例として、学修成果と試験に代えて専攻科での学修の

成果に基づく審査を行い、平成 29 年度は合格と判定された 1,630 人（４月期 12 人、10 月期 1,618 人）

に学位を授与いたしました。 
また、各省庁大学校の修了者については、単位修得及び課程修了に係る証明に基づいて審査を行い、

合格と判定された 1,085 人に対して学士の学位を授与し、修士及び博士については、単位修得及び課

程修了に係る証明に基づく審査に加えて、論文の審査と面接による口頭試問を実施し、合格と判定さ

れた修士 74 人及び博士 26 人に対して学位を授与いたしました。 
 
当機構は、今後とも適切かつ着実に学位の授与を行い、我が国における高等教育段階の学習機会の

多様な発展に寄与してまいります。 
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 質保証連携について 

当機構は、大学等における質保証を支援するため、大学等と連携して、国内外の高等教育の質保証

に係る情報や大学等における各種の学習の機会等に関する情報を収集・整理・提供するとともに、質

保証に関わる人材の能力向上のための活動を行っています。さらに、我が国の高等教育への国際的な

信頼を高めるため、国内外の質保証機関等と連携・協力した活動にも取り組んでいます。 

 

国内の大学等の高等教育質保証に関する情報に関しては、大学等における評価活動や教育研究活動

等の改善に資するため、国公立大学・公立短期大学から提供された大学基本情報について、機構ウェ

ブサイトを通じ、平成 29 年度までの直近６年間の情報を提供しています。 

 

海外の高等教育質保証に関する情報に関しては、国際会議参加等の幅広い手段で情報収集を行い、

最新の記事や刊行物にまとめ、国際連携ウェブサイト等で発信しています。平成 29 年度は、「諸外

国の高等教育分野における質保証システムの概要」のフランスとオランダの第２版を刊行したほか、

アジア地域の高等教育質保証についてまとめたブリーフィング資料の台湾版を改訂しました。また、

「大学質保証フォーラム」は、「教員と職員：学生のための大学をつくる」をテーマとして開催し、

300 名を超える聴衆が集まる中、英国、米国、オーストラリアの大学において大学運営に携わってき

た経験を持つ海外専門家を招き、学生の視点に立った大学づくりを念頭に置きながら、大学における

教員と職員の役割をどのように分担すべきかについて講演や意見交換が行われました。広報活動につ

いては、国際連携ウェブサイトや刊行物普及のための広報ちらしを作成し、積極的に活動を行ったと

ころ、同ウェブサイトのアクセス数は月平均で 26,221 件となり、前年度を上回りました。さらに、

日本の高等教育質保証に関する情報発信として、機構の事業ニュースを英文記事にして掲載し、海外

機関誌等への寄稿を行いました。そのほか、平成 29 年度より外国学習履歴の国際的な認証を促進す

る、国内情報センターの基本的機能に係る調査として、日本の教育制度及び高等教育機関一覧につい

て関係機関等との連携のもと調査しました。 

 

当機構では、国公私立の大学等の教育情報を公表・活用する共通的な仕組みとして構築した大学ポ

ートレートを日本私立学校振興・共済事業団と連携して運用しています。大学ポートレートでは、大

学等が社会に対して説明責任を果たすとともに、進学希望者の適切な進路選択支援をするために大学

等の教育情報を統一の様式で広く社会一般に公表しています。平成 30 年３月末日の参加大学数は、

国立大学 86 校、公立大学 76 校、公立短期大学 13 校、株式会社立大学 3 校で、参加割合は 91.8％で

した。なお、国公私立全体での参加割合は 96.2％となっています。平成 29 年４月１日から平成 30年

３月末日までのアクセス件数は、640,642 件、新規訪問者数は 200,966 件でした。日本私立学校振興・

共済事業団の運用ページを含めた国公私立全体でのアクセス件数は 3,604,296 件です。 

また、日本の大学教育全体に対する国際的な信頼性の確保に資するため、英語による発信を行う国

際発信システムの構築を行い、平成 30 年８月以降の公開に向けて現在準備を進めています。さらに、
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大学ポートレートシステムを通じ各大学に提供している教育研究データについて、各大学における I

R 等での活用促進のため、国公立大学・短期大学の大学ポートレート担当部署及び国立大学の法人評

価担当部署へ「大学における情報活用ガイドブック ―大学ポートレート関連データの利用法」を平

成 30 年３月に提供しました。 

 

さらに、質保証に関わる人材の能力向上のための活動としては、大学の評価関係者等を対象とした

研修等の実施や、質保証人材の育成に資する研修プログラムの開発等のほか、平成 29 年度に「大学

質保証ポータル」を立ち上げ、大学等における教育研究の質保証に関する情報を広く提供しています。 
 

国内の質保証機関等との連携・協力に関しては、認証評価機関 13 機関により組織される認証評価

機関連絡協議会に参画し、他の認証評価機関と連携・協力して我が国の高等教育の質の保証と認証評

価の充実に向けた関係者の意識の醸成を図るとともに、評価結果や大学等の優れた取組等の積極的な

発信、職員育成のための研修の実施等の取組を行っています。 

また、現在当機構では、海外 14 の質保証機関等と連携協力のための覚書を締結しています。これ

らの覚書締結機関を中心として、人材交流やワークショップ、共同プロジェクト等の活動を展開して

います。 

平成 29 年度においては、中韓２カ国の質保証機関との連携をはじめとした覚書締結機関との連携

を行いました。 

中韓２カ国の質保証機関との連携では、平成 22 年３月に発足した日中韓質保証機関協議会の下、

中国教育部高等教育教学評価センター（HEEC）及び韓国大学教育協議会（KCUE）との間で、相互理解、

共同の質保証の取組、人材交流の活動を展開しています。特に、日中韓政府による質の保証を伴った

大学間交流を推進するための「キャンパス・アジア」構想において、学生交流プログラムにおける優

れた取組の抽出等を行うモニタリング活動を実施しています。平成 29 年度は、平成 27 年度に実施し

た日中韓の質保証機関による共同モニタリングの経験を基に、共同ガイドラインを３カ国合同で作成

しました。また、国内外の会議において、積極的に共同モニタリングやガイドライン等について成果

発表を行いました。さらに、平成 28 年度より本格実施した「キャンパス・アジア」第二モードのモ

ニタリング手法に関する協議を日中韓の質保証機関間で行いました。このモニタリング事業について

は、「キャンパス・アジア」モニタリングウェブサイトにて発信しています。加えて、日中韓３カ国

の共同の取組が評価され、2018 APQN クオリティ・アワードを受賞しました（質保証における国際協

力賞）。 

その他の覚書締結機関との連携では、マレーシア資格機構（MQA）との比較調査プロジェクトの成

果として、質保証の成果の信頼にかかる共同声明への署名を取り交わしました。また、豪州高等教育

質・基準機構(TEQSA)や台湾高等教育評鑑中心基金会(HEEACT)とのスタッフ交流の実施など、様々な

活動を行いました。 

さらに、高等教育質保証機関国際ネットワーク（INQAAHE）、アジア太平洋質保証ネットワーク（A

PQN）をはじめ、国際的なネットワークの活動に参画し、日本の高等教育質保証の取組について発表
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するとともに、海外の質保証の動向や取組に関する情報交換や議論を行っています。平成 29 年度は

米国高等教育アクレディテーション協議会国際質保証グループ(CIQG) との覚書を新たに締結しまし

た。 

 

その他、平成 29 年度には、国立大学法人の教育研究情報と財務情報を連携させた大学経営手法の

モデルを開発する共同研究の実施に向けて、そのフレームを検討するためのワーキンググループを開

催し、「教育研究情報・財務情報連携による大学経営手法に関する共同プロジェクトのフレーム案」

を取りまとめました。この取りまとめに基づく機構と国立大学法人との共同プロジェクトの実施に向

け、複数の大学との間で意見交換を行っています。 

 

当機構は、引き続き、大学等の質保証に関わる情報の提供等を通じて、広く社会に対して高等教育

に関する理解の増進に努め、国内の大学等への積極的な支援活動を行うとともに、我が国の高等教育

への国際的な信頼を高めていくため、国内外の質保証機関との連携活動を行うなど、我が国を代表す

る中核的な質保証機関としての役割を果たしてまいります。 

 

 

 調査研究について 

当機構では、研究開発部が中心となって、大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究と

して、機構の実施する事業の基盤となる研究及び事業の検証に関する研究を進めています。また、我

が国の高等教育の質保証に関する課題にも重点的に取り組んでいます。これらの調査研究は、機構の

実施する事業との中立性を確保しながら、大学や国内外の質保証機関等とも連携して行っています。 

平成 29 年度は、評価事業に関連する調査研究として「大学等の教育研究の評価の在り方に関する

研究」及び「機構の実施する教育研究活動等の評価の有効性に関する調査研究」の２つのプロジェク

トを、また、学位授与事業に関連する調査研究として「学位の要件となる学習の体系性に関する研究」

及び「機構の実施する学位授与の教育的・社会的機能に関する調査研究」の２つのプロジェクトを、

さらに、質保証連携に関連する調査研究として「高等教育の質保証に係る情報の活用に関する研究」、

「大学等における教育研究の質保証及び質保証システムの構築に関する研究」、「高等教育の国際的

な質保証と学位・単位の国際通用性に関する研究」の３つの横断的・融合的なプロジェクトを推進し

ました。 

当機構は、今後も、これら調査研究の成果について、機構の事業の更なる展開に反映させるととも

に、ウェブサイトでの公開やシンポジウムの開催等を通じて、社会への提供と普及に努めてまいりま

す。 
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今日、高等教育に対する期待と関心は、高等教育関係者のみならず国民の皆さまの間にも、これま

で以上に高まっていると思われます。今後とも、高等教育の発展のため、当機構に課せられた使命・

役割を果たしていくとともに、一層透明性のある業務運営の遂行に努めてまいりますので、引き続き、

皆さまの一層のご理解とご支援を賜りますよう心よりお願い申し上げます。 

終わりに 

125



                               

 - 8 -

Ⅱ．法人の基本情報 
 
 １．法人の概要 

 （１）目的 

    独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（以下「機構」という。）は、大学等（大学、短期大学、

高等専門学校及び大学共同利用機関をいう。以下同じ。）の教育研究活動の状況についての評価等を

行うことにより、その教育研究水準の向上を図るとともに、国立大学法人等（国立大学法人、大学共

同利用機関法人及び独立行政法人高等専門学校機構をいう。以下同じ。）の施設の整備等に必要な資

金の貸付け及び交付を行うことにより、その教育研究環境の整備充実を図り、あわせて大学等以外で

行われる高等教育段階での様々な学習の成果を評価して学位の授与を行うことにより、多様な学習の

成果が適切に評価される社会の実現を図り、もって我が国の高等教育の発展に資することを目的とす

る。（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第３条） 

 （２）業務内容 

    機構は、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第３条の目的を達成するため、以下の業務を

行う。 

    一 大学等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について評価を行

い、その結果について、当該大学等及びその設置者に提供し、並びに公表すること。 
    二  国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土

地の取得、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の貸付け（施設費貸付事業）

を行うこと。 
    三 国立大学法人等に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土地の取得、施設の設置若しく

は整備又は設備の設置に必要な資金の交付（施設費交付事業）を行うこと。 
    四 学校教育法の規定により、学位（学士、修士、博士）を授与すること。 
    五 大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する調査研究及び学位の授与を行うために

必要な学習の成果の評価に関する調査研究を行うこと。 
     六 大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する情報及び大学における各種の学習の機

会に関する情報の収集、整理及び提供を行うこと。 
    七 文部科学省の国立大学法人評価委員会からの要請に基づき、国立大学及び大学共同利用機関の

教育研究活動等の状況について評価を行い、その結果について、国立大学法人評価委員会及び当

該評価の対象となった国立大学又は大学共同利用機関に提供し、並びに公表すること。 
    八 国立大学法人から納付される金銭を徴収し、承継債務の償還及び当該承継債務に係る利子の支

払（承継債務償還）を行うこと。（※「当分の間」行う業務） 
    九 承継債務償還及び施設費交付事業に充てるため、独立行政法人国立大学財務・経営センターが

承継した財産のうち機構が承継するものの管理及び処分を行うこと。（※「当分の間」行う業務） 
 （３）沿革  

    平成 3 年 7 月  学位授与機構設置 
    平成 4 年 7 月  国立学校財務センター設置 

    平成 12 年 4 月 学位授与機構を大学評価・学位授与機構へと改組 

    平成 16 年 4 月 独立行政法人大学評価・学位授与機構設立 
独立行政法人国立大学財務・経営センター設立 

平成 28 年 4 月 独立行政法人大学評価・学位授与機構と独立行政法人国立大学財務・経営センタ

ーを統合して独立行政法人大学改革支援・学位授与機構設立 
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（４）設立根拠法 

    独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法（平成 15 年法律第 114 号） 

 （５）主務大臣（主務省所管課） 

    文部科学大臣（文部科学省高等教育局高等教育企画課） 

 （６）組織図 

        別紙のとおり 
 
 ２．事務所所在地 

 （１）小 平 本 館：東京都小平市学園西町１－29－１ 

 （２）竹橋オフィス：東京都千代田区一ツ橋２－１－２（学術総合センター10 階、11 階） 
 
  ３．資本金の状況                       （単位：円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 8,780,845,616   －            － 8,780,845,616 

資本金合計 8,780,845,616 －            － 8,780,845,616 

 
 ４．役員の状況（平成 30 年３月 31 日現在）  

役 職 氏 名 任 期 経  歴 

機構長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福 田 秀 樹 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 平成28年 4月 1日 

至 平成31年 3月31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 45 年 4 月 鐘淵化学工業株式会社（現 株式会社カネカ） 

昭和 57 年 7 月 英国マンチェスター工科大学客員研究員 

       （～昭和 59 年 12 月） 

昭和 60 年 5 月 鐘淵化学工業株式会社生産技術研究所 

       主任研究員 

平成 4 年 10 月 鐘淵化学工業株式会社総合研究所 

       研究企画部長兼生産技術研究所主席研究員 

平成 6 年 4 月 神戸大学教授 

平成 15 年 2 月 神戸大学大学院自然科学研究科長 

       （～平成 21 年 3 月） 

平成 19 年 4 月 神戸大学自然科学系先端融合研究環長 

平成 21 年 4 月 神戸大学長 

平成 28 年 4 月  大学改革支援・学位授与機構長 

理 事

(常勤) 

 

 

 

岡 本 和 夫 

 

 

 

 

 

自 平成22年 4月 2日 

至 平成30年 4月 1日 

 

 

 

 

昭和 48 年 4 月 東京大学助手 

昭和 56 年 4 月 一橋大学助教授 

昭和 58 年 4 月 東京大学助教授 

平成 2 年 4 月 東京大学教授 

平成 10 年 4 月 東京大学大学院数理科学研究科長 

平成 14 年 4 月 東京大学大学総合教育研究センター長 

平成 22 年 4 月 大学評価・学位授与機構理事 

平成 28 年 4 月 大学改革支援・学位授与機構理事 

理 事

(常勤) 

 

森  晃 憲 

 

 

 

 

 

 

自 平成28年 4月 1日 

至 平成30年 3月31日 

 

 

 

 

昭和 61 年 4 月 文部省 

平成 18 年 4 月 文部科学省研究振興局学術機関課長 

平成 20 年 7 月 文部科学省生涯学習政策局社会教育課長 

平成 21 年 7 月 文部科学省初等中等教育局教科書課長 

平成 24 年 8 月 文部科学省高等教育局私学部私学行政課長 

平成 26 年 7 月 文部科学省高等教育局高等教育企画課長 

平成 27 年 4 月 文部科学省大臣官房審議官（研究開発局担当） 

平成 28 年 4 月 大学改革支援・学位授与機構理事 
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役職 氏 名 任 期 経 歴 

監事 

（非常勤) 

 

 

 

小笠原  直 

 

 

 

自 平成28年 4月 1日 

至 平成30年 8月15日

  

 

 

平成元年  4 月 第一勧業銀行（現 みずほコーポレート銀行） 

平成 3 年 12 月 太陽監査法人（現 太陽有限責任監査法人） 

平成 19 年 4 月 太陽監査法人代表社員 

平成 20 年 10 月 監査法人アヴァンティア法人代表、代表社員 

平成 22 年 4 月 国立大学財務・経営センター監事（非常勤） 

平成 28 年 4 月 大学改革支援・学位授与機構監事（非常勤） 

監事 

（非常勤) 

 

柴 眞理子 自 平成 28年 4月 1日 

至 平成30年 8月15日 

昭和 48 年 4 月 福島大学助手 

昭和 49 年 4 月 東京教育大学体育学部教務補佐 

昭和 50 年 4 月 女子聖学院短期大学専任講師 

昭和 56 年 4 月 神戸大学講師 

昭和 62 年 8 月 神戸大学助教授 

平成 7 年 10 月 神戸大学教授 

平成 13 年 2 月 神戸大学大学教育研究センター長 

 （～平成 17 年 2 月） 

平成 18 年 10 月 お茶の水女子大学教授 

平成 20 年 4 月 お茶の水女子大学附属高等学校長 

平成 21 年 4 月 お茶の水女子大学文教育学部長 

平成 26 年 4 月 放送大学東京足立学習センター所長 

平成 28 年 4 月 大学改革支援・学位授与機構監事（非常勤） 

 
 ５．常勤教職員の状況 

常勤教職員は、平成 29 年度末現在において 147 人（前年度末 177 人）であり、常勤職員の平均年齢

は 38.9 歳（前年度末 36.5 歳）となっている。このうち、国立大学法人等からの出向者は 51 人、国か

らの出向者は７人、民間からの出向者は０人である。 
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Ⅲ．財務諸表の要約   

  （財務諸表へのリンク：http://www.niad.ac.jp/entry-262.html） 
１．要約した財務諸表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①　貸借対照表

金額（千円） 金額（千円）

流動資産 流動負債

現金及び預金 19,849,707 運営費交付金債務 408,333

たな卸資産 2,606,181 預り寄附金 16,071

前払費用 5,859 預り科学研究費補助金等 2,537

未収入金 4,584 一年以内償還予定大学改革支援・学位授与機構債券 5,000,000

立替金 6,319 一年以内返済予定長期借入金 31,918,850

未収収益 360,197 一年以内返済予定承継債務 33,037,544

施設費貸付金 591,064,332 未払金 187,762

承継債務負担金債権 164,217,950 未払費用 355,561

固定資産 未払消費税等 11,312

有形固定資産 6,715,733 預り金 24,205

無形固定資産 170,810 賞与引当金 4,369

リース債務（1年以内） 653

固定負債

資産見返負債 295,040

大学改革支援・学位授与機構債券 20,000,000

長期借入金 534,145,482

承継債務 131,180,406

負債合計 756,588,123

金額（千円）

資本金

政府出資金 8,780,846

資本剰余金

資本剰余金 △ 5,552

損益外減価償却累計額（△） △ 2,184,338

損益外減損損失累計額（△） △ 64

利益剰余金 21,822,657

純資産合計 28,413,549

資産合計 785,001,672 負債純資産合計 785,001,672

資産の部 負債の部

純資産の部
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②　損益計算書

金額（千円）

経常費用（A)

業務費

教育研究活動等評価経費

備品・消耗品費 6,539

旅費交通費 24,185

報酬・委託・手数料 30,550

減価償却費 10,624

給与及び賞与 193,932

賞与引当金繰入 4,369

法定福利費 30,101

その他 55,709

国立大学施設支援経費

備品・消耗品費 3,806

旅費交通費 18,205

報酬・委託・手数料 13,342

減価償却費 17,130

給与及び賞与 112,962

法定福利費 17,133

施設費交付金 3,783,048

支払利息

長期借入金支払利息 3,263,113

承継債務支払利息 3,131,079

機構債利息 38,397

処分用資産売却原価 607,175

その他 60,964

学位授与事業経費

備品・消耗品費 4,009

旅費交通費 9,269

報酬・委託・手数料 71,153

減価償却費 10,450

給与及び賞与 117,981

法定福利費 17,472

その他 28,070

質保証連携事業経費

備品・消耗品費 6,934

旅費交通費 23,054

報酬・委託・手数料 42,850

減価償却費 101,824

給与及び賞与 188,032

法定福利費 28,043

その他 118,680

区分
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※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。 
 

金額（千円）

調査研究事業経費

備品・消耗品費 17,906

旅費交通費 9,598

報酬・委託・手数料 14,535

減価償却費 2,766

給与及び賞与 222,636

法定福利費 22,482

その他 33,374

一般管理費

備品・消耗品費 13,828

旅費交通費 3,102

報酬・委託・手数料 28,163

減価償却費 13,638

給与及び賞与 299,419

法定福利費 43,881

その他 40,498

財務費用

債券発行費 13,698

為替差損 3

経常収益（B)

運営費交付金収益 1,619,048

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 135,675

資産見返寄附金戻入 82

資産見返物品受贈額戻入 7,071

学位審査手数料収入 123,002

評価手数料収入 142,366

大学ポートレート運営負担金収入 80,630

財産貸付料収入 6,888

寄附金収益 3,299

処分用資産賃貸収入 115,951

処分用資産売却収入 2,010,000

施設費交付金収益 1,575,933

受取利息

施設費貸付金受取利息 3,495,114

承継債務負担金債権受取利息 3,131,078

財務収益

受取利息 198

雑益 10,487

臨時損失（C)

固定資産除却損 0

臨時利益（D)

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 0

資産見返物品受贈額戻入 0

大学改革支援・学位授与機構法第18条積立金取崩額(E) 542,531

当期総利益(Ｂ＋Ｄ＋Ｅ－Ａ－Ｃ) 29,641

区分
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※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。     

③　キャッシュ・フロー計算書

金額（千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー（A)

業務費支出 △529,067

人件費支出 △1,288,497

一般管理費支出 △101,318

施設費交付金の交付による支出 △3,783,048

施設費貸付金の貸付による支出 △67,059,966

承継債務に係る利息の支払額 △3,329,880

長期借入金に係る利息の支払額 △3,284,451

債券に係る利息の支払額 △38,583

その他の業務支出 △34,278

運営費交付金収入 1,760,712

受託事業の精算による返還金の支出 △277

手数料収入 265,282

補助金の精算による返還金の支出 △318

預り科学研究費補助金の受入 7,555

預り科学研究費補助金の払出 △8,639

寄附金収入 2,000

承継債務負担金債権の回収による収入 37,657,544

承継債務負担金債権に係る利息の受取額 3,329,880

施設費貸付金の回収による収入 35,384,017

施設費貸付金に係る利息の受取額 3,518,103

処分用資産の売却による収入 2,010,000

処分用資産の貸付による収入 115,951

施設費交付金の納付による収入 1,575,933

その他の収入 98,153

利息及び配当金の受取額 189

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー（B)

定期預金の預入による支出 △5,800,000

定期預金の払戻による収入 14,110,000

有形固定資産の取得による支出 △34,877

無形固定資産の取得による支出 △27,406

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー（C)

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △13,605

債券の発行による収入 4,986,302

債券の償還による支出 △5,000,000

長期借入れによる収入 62,567,425

長期借入金の返済による支出 △30,891,476

承継債務の返済による支出 △37,657,544

Ⅳ　資金増加額（D＝A＋B＋C) 8,505,815

Ⅴ　資金期首残高（E) 6,043,892

Ⅵ　資金期末残高（F＝D＋E) 14,549,707

区分
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※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。 
 
２．財務諸表の科目 

 
① 貸借対照表 

現金及び預金：保有する現金、預金 
たな卸資産：貯蔵品としての事務用切手残額及び売却のために保有している販売用不動産 
前払費用：一定の契約に従い継続して役務の提供を受ける場合の代金の前払分で、決算日から１

年以内に取崩されるもの 
未収入金：財産貸付等により発生した未収入額 
施設費貸付金：施設費貸付事業による国立大学法人への長期貸付金 
承継債務負担金債権：国立学校特別会計から承継された国立大学法人への債権 
立替金：経費等の一時的に発生した立替払 
有形固定資産：建物、構築物、工具器具備品及び土地 
無形固定資産：商標権、ソフトウエア、電話加入権  
投資その他の資産：前払費用のうち、１年を超えて費用となるもの（長期前払費用）  
預り補助金等：当該年度に受入れた補助金の残額 
預り寄附金：使途特定寄附金の残額 
預り科学研究費補助金等：科学研究費補助金等の残額 
運営費交付金債務：独立行政法人の業務を実施するために国から交付された運営費交付金   

       のうち未実施の部分に該当する債務残高 
一年以内償還予定大学改革支援・学位授与機構債券：施設費貸付事業を実施する資金の調   

           達のため発行した債券のうち、償還期日が１年以内の額 
一年以内返済予定長期借入金：施設費貸付事業を実施する資金の調達のため借り入れた長期借入

金のうち、支払期日が１年以内の額 
  一年以内返済予定承継債務：国立学校特別会計から承継された財政融資資金への債務のうち、支

払期日が１年以内の額 
未払金：通常の業務活動において、既に確定している債務のうち、未だ対価の支払いを終えてい

ないもの 
未払消費税等：消費税等（地方消費税を含む）の未払額 
預り金：学位審査手数料や社会保険料等一時的に預かった金額 
賞与引当金：当期に負担すべき賞与の未払額を引当金として計上するもの 
リース債務（１年以内）：リース資産に係る債務残高のうち１年以内に収益化予定の額 

④　行政サービス実施コスト計算書
金額（千円）

Ⅰ　業務費用 2,276,727

損益計算書上の費用 12,969,712

（控除）自己収入等 △10,692,985

（その他の行政サービス実施コスト）

Ⅱ　損益外減価償却相当額 124,562

Ⅲ　損益外除売却差額相当額 0

Ⅳ　引当外賞与見積額 △4,650

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額 △56,150

Ⅵ　機会費用 2,994

Ⅶ　行政サービス実施コスト 2,343,483

区分

133



                               

 - 16 - 

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合に計上される負債 

大学改革支援・学位授与機構債券：施設費貸付事業を実施する資金の調達のため発行した債

券 
長期借入金：施設費貸付事業を実施する資金の調達のため借り入れた長期借入金残高 
承継債務：国立学校特別会計から承継された財政融資資金への債務残高 
長期リース債務：リース資産に係る債務残高のうち１年以内に収益化予定ではない額 
政府出資金：政府から出資された金額 
資本剰余金：国から無償譲与された資産の相当額 
損益外減価償却累計額（△）：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されて

いないものとして特定された資産の減価償却累計額 
損益外減損損失累計額（△）：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されて

いないものとして特定された資産について、中期計画等で想定した

業務を行ったにもかかわらず生じた減損損失相当の累計額 
 

② 損益計算書 
教育研究活動等評価経費：大学等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等

の状況についての評価に要した費用 
国立大学施設支援経費：国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学

校機構の施設の整備等に必要な資金の貸付け及び交付に要した費用 
学位授与事業経費：学校教育法の規定により、学位（学士、修士、博士）を授与する業務に要し

た費用 
質保証連携事業経費：大学等における質保証を支援するため、大学等と連携して、国内外の高等

教育の質保証に係る情報や大学等における各種の学習の機会等に関する情報

を収集・整理・提供する業務に要した費用、質保証に関わる人材の能力開発

を行う業務に要した費用及び我が国の高等教育への国際的な信頼を高めるた

め、国内外の質保証機関等と連携・協力した活動を行う業務に要した費用 
調査研究事業経費：大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究、学位の授与に必要

な学習の成果の評価に関する調査研究及び高等教育の質保証の確立に資する

調査研究業務に要した費用 
 
一般管理費：上記業務以外の機構の運営に係る業務に要した費用 
債券発行費：債券の発行に要する経費 
為替差損：為替差損の額 
備品・消耗品費：各業務に必要な備品・消耗品に係る経費 
旅費交通費：各業務に必要な旅費に係る経費 
報酬・委託・手数料：各業務における委員等への謝金、清掃業務等の業務委託経費 
減価償却費：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用として配分する 

経費 
給与及び賞与：教職員の給与、賞与 
賞与引当金繰入：当期に負担すべき賞与の未払額を費用計上するもの 
法定福利費：法令に従い納める社会保険料や労働保険料のうち、機構が負担する経費 
運営費交付金収益：収益化した運営費交付金の額 
資産見返運営費交付金戻入：運営費交付金で購入した固定資産の減価償却費の見返額 
資産見返物品受贈額戻入：承継した固定資産の減価償却費の見返額 

134



                               

 - 17 - 

学位審査手数料収入：平成 29 年度中に受理した学位審査手数料の額 
評価手数料収入：平成 29 年度中に評価が終了した評価手数料の額 
大学ポートレート運営負担金収入：平成 29 年度中に受理した大学ポートレート運営負担金の額 
財産貸付料収入：宿舎使用料や会議室等貸付に係る収入の額 
寄附金収益：使途特定寄附金の使用額 
受託事業等収入：国及び民間等からの受託業務等のうち、当期の収益として認識したもの 
補助金等収益：当該年度に受入れた補助金の使用額 
処分用資産賃貸収入：売却のため保有している販売用不動産の賃貸による収入 

   処分用資産売却収入：売却のため保有している販売用不動産の売却による収入 
   施設費交付金収益：国立大学法人等による土地譲渡収入の一部納付による収益 

財務収益：受取利息の額 
雑益：科学研究費補助金間接経費等の受入れに係る収入の額 

 

③ キャッシュ・フロー計算書 
業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、

運営費交付金収入やサービスの提供等による収入、原材料、

商品、又はサービスの購入による支出、人件費支出等 
投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産の取得による支出 
財務活動によるキャッシュ・フロー：リース債務の返済、債券の発行・償還及び借入・返済によ

る収入・支出等 
 
④ 行政サービス実施コスト計算書 

業務費用：損益計算書上における費用相当額から運営費交付金、国及び地方公共団体からの補助

金等に基づく収益以外の収益を差し引いた費用 
損益外減価償却相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されないもの

として特定された資産の減価償却費相当額 
損益外除売却差額相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されないも

のとして特定された資産の除売却差額相当額 
引当外賞与見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の賞与引当金見

積額 
引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の退職

給付引当金増加見積額 
機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の本来負

担すべき金額等 
行政サービス実施コスト：独立行政法人の業務運営に関して、国民の負担に帰せられるコスト 
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Ⅳ．財務情報  

 １．財務諸表の概要 

 （１）経常費用、経常収益、当期総利益、資産、負債、キャッシュ･フローなどの主要な財務データの経年

比較・分析（内容・増減理由） 

① 経常費用 

平成 29 年度の経常費用は 12,969,712 千円と、前年度比 2,673,183 千円減（17.1％減）となって

いる。 

主な減少要因として、国立大学施設支援事業のうち、長期借入金支払利息及び承継債務支払利息

の減 1,818,808 千円（77.9％減）等が挙げられる。 
 

② 経常収益 

平成 29 年度の経常収益は 12,456,821 千円と、前年度比 3,195,630 千円減（20.4％減）となって

いる。 
主な減少要因として、処分用資産売却収入の減 1,000,000 千円（33.2％減）等が挙げられる。 

 

③ 当期総利益 

平成 29 年度の当期総利益は 29,641 千円と、前年度比 20,084 千円増（210.2％増）となっている。 

主な要因としては教育研究活動等評価経費の減 462,053 千円（56.5％減）等が挙げられる。 
 
④ 資産 

平成 29 年度末現在の資産合計は 785,001,672 千円と、前年度末比 6,852,647 千円減（0.9％減）

なっている。 
主な要因として、施設費貸付金の増 31,675,949 千円（5.7％増）及び承継債務負担金債権の減

37,675,544 千円（18.7％減）が挙げられる。 
 
⑤ 負債 

平成 29 年度末現在の負債合計は 756,588,123 千円と、前年度末比 6,215,195 千円減（0.8％減）と

なっている。 

主な要因として、承継債務の減 37,675,544 千円（18.7％減）が挙げられる。 
 

⑥ 業務活動によるキャッシュ・フロー 

平成 29 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 6,266,996 千円と、前年度比 13,681,495 千

円減（68.6％減）となっている。 
主な減少要因としては、施設費貸付金の貸付による支出の増 11,136,104 千円（19.9％増）等が挙

げられる。 
 

⑦ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

平成 29 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 8,247,717 千円と、前年度比 4,781,117 千円

増（137.9％増）となっている。 
主な増加要因として、定期預金の払戻による収入の増 4,090,000 千円（40.8％増）等が挙げられ

る。 
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⑧ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

平成 29 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△6,008,898 千円と、前年度比 12,845,288 千円

増（68.1％増）となっている。 

主な要因として、長期借入れによる収入の増 10,914,214 千円（21.1％増）等が挙げられる。 
 
※上記については、増減の主要な事項を抜粋しているため、事項毎の増減の計と一致しない。 

 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 第２期中期目標期間（平成21 年度〜平成25 年度）、第３期中期目標期間（平成26 年度〜平成30 年度）以下同様 
 
 

表　主要な財務データの経年比較 （単位：千円）

区分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

経常費用 1,648,581 1,826,748 1,933,738 15,642,895 12,969,712

経常収益 1,765,539 1,910,296 1,994,274 15,652,451 12,456,821

臨時損失 - 10,274 0 76 0

臨時利益 - 10,274 400 76 0

当期総利益 116,957 83,549 60,936 9,556 29,641

資産 6,999,997 6,560,911 6,690,559 791,854,319 785,001,672

負債 971,752 697,751 1,010,635 762,803,318 756,588,123

利益剰余金（又は繰越欠損金） 116,984 83,549 144,485 22,335,548 21,822,657

業務活動によるキャッシュ・フロー 61,619 37,526 371,447 19,948,491 6,266,996

投資活動によるキャッシュ・フロー △121,245 △250,158 △22,820 3,466,599 8,247,717

財務活動によるキャッシュ・フロー △17,140 △12,300 △12,608 △18,854,186 △6,008,898

資金期末残高 552,458 327,525 663,545 6,043,892 14,549,707
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 （２）セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由） 
（区分経理によるセグメント情報） 

    一般勘定の事業損益は 29,641 千円と前年度比 26,249 千円増（773.8％増）となっている。これは、

事業費用が 1,656,391 千円と前年度比 375,289 千円減（18.5％減）となった一方、運営費交付金収益

が 344,587 千円減（17.5％減）であったことが主な要因である。 
    施設整備勘定の事業損益は 0 千円と前年度比 6,164 千円減（本年度利益なし）となっている。また、

施設整備勘定の大学改革支援・学位授与機構法第 18 条４項の規定による積立金の取り崩し額は、

542,531 千円と前年度比 542,531 千円増（前年度取り崩しなし）となっている。 

これは処分用資産賃貸収入が 115,951 千円と前年度比 27,877 千円減（19.4％減）となったこと及び

処分用資産売却収入が 2,010,000 千円と 1,000,000 千円減（33.2％減）となったことが主な要因とな

っている。 

   
 
 
 
  
    

（事業のまとまりごとのセグメント情報） 
    教育研究活動等評価事業の事業損益は△6,048 千円と前年度比 8,090 千円増（57.2％増）となって

いる。これは、国立大学教育研究評価に終了に伴い、給与及び賞与が 193,932 千円と前年度比

264,459 千円減（57.7％減）、報酬・委託・手数料が 30,550 千円と前年度比 95,333 千円減（75.7％

減）となるなど事業費用が 356,009 千円と前年度比 462,053 千円減（56.5％減）となった一方、評価

に係る手数料収入については 142,366 千円と前年度比 23,857 千円減（14.4％減）、運営費交付金収

益については 202,501 千円と 424,622 千円減（67.7％減）、事業収益については 349,961 千円と、減

額が 453,963 千円減（56.5％減）にとどまったことが主な要因である。 

     国立大学施設支援事業の事業損益は△534,780 千円と前年度比 541,045 千円減（8,635.5％減）と

なっている。これは、処分用資産売却収入が 1,000,000 千円減（33.2％減）となったこと等が主な要

因である。 

    学位授与事業の事業損益は 15,810 千円と前年度比 15,161 千円増（2,337.3％増）となっている。

これは、手数料収入が123,002千円と4,598千円増（3.9％増）となった一方、給与及び賞与が117,981千

円と 12,971 千円減（9.9％減）となったこと等が主な要因である。 

    質保証連携事業の事業損益は 2,573 千円と前年度比 6,199 千円増（170.9％増）となっている。こ

れは、業務の拡大等により運営費交付金収益が 330,751 千円と 71,462 千円増（27.6％増）となるなど

事業収益が 511,989 千円と 73,653 千円増（16.8％増）となった一方で、経費の節減等により事業費用

については 67,455 千円増（15.3％増）にとどまったことが主な要因となっている。 

    調査研究事業の事業損益は 8,021 千円と前年度比 8,012 千円増（86,624.3％増）となっている。こ

れは、退職金の支給等に伴い運営費交付金収益が 20,807 千円増（6.8％増）となった一方、経費の節

減により、事業費用については 14,732 千円の増（4.8％増）にとどまったことが主な要因となってい

る。 
    法人共通の事業損益は 1,534 千円と前年度比 18,864 千円減（92.5％減）となっている。これは、給

与及び賞与が 17,951 千円増（6.4％増）となっていることが主な要因である。       

表　事業損益の経年比較（区分経理によるセグメント情報） （単位：千円）

区分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

一般勘定 116,957 83,549 60,536 3,392 29,641

施設整備勘定 - - - 6,164 △542,531

計 116,957 83,549 60,536 9,556 △512,890
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※ 平成 25 年度は中期目標期間終了に伴い、運営費交付金債務の残額を全額収益化したこと等によって、

損益が計上されている。       
 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。  
※ 平成 26 年度よりセグメント区分の変更。 
※ 平成 28 年度より国立大学施設支援事業を開始。 
 
（３）セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由） 
  （区分経理によるセグメント情報） 
   一般勘定の総資産は 7,717,432 千円と前年度比 108,196 千円減（1.4％減）となっている。 
   施設整備勘定の総資産は 777,284,240 千円と前年度比 6,744,451 千円減（0.9％減）である。 

 
 
 
 

 
  （事業等のまとまりごとのセグメント情報） 
   教育研究活動等評価事業の総資産は 762,583 千円と前年度比 416,634 千円減（35.3％減）となってい

る。これは建物が前年度比 178,072 千円減（36.5％減）及び土地が前年度比 226,578 千円減（34.0％減）

となったことが主な要因である。 
   国立大学施設支援事業の総資産は 778,615,349 千円と前年度比 6,788,800 千円減（0.9％減）となっ

ている。 
   学位授与事業の総資産は 1,052,116 千円と前年度比 34,405 千円減（3.2％減）となっている。これは、

建物が前年度比 21,863 千円減（4.9％減）となったことが主な要因である。 

表　総資産の経年比較（区分経理によるセグメント情報） （単位：千円）

区分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

一般勘定 6,999,997 6,560,911 6,690,559 7,825,628 7,717,432

施設整備勘定 - - - 784,028,691 777,284,240

計 6,999,997 6,560,911 6,690,559 791,854,319 785,001,672

表　事業損益の経年比較 （単位：千円）

区分 平成２５年度
大学評価事業

　国立大学法人評価事業等 -

　機関別認証評価事業 6,071

　分野別認証評価事業 -

学位授与事業 -

その他の事業 -

法人共通 110,886

計 116,957

（単位：千円）

区分 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

教育研究活動等評価

　機関別認証評価 83,549 60,536 △18,908 △19,913

　分野別認証評価 - - 4,713 2,409

　国立大学法人評価等 - - 56 11,456

国立大学施設支援 - - 6,265 △534,780

学位授与 - - 649 15,810

質保証連携 - - △3,626 2,573

調査研究 - - 9 8,021

法人共通 - - 20,398 1,534

計 83,549 60,536 9,556 △512,890
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   質保証連携事業の総資産は 871,338 千円と前年度比 172,594 千円増（24.7％増）となっている。これ

は、建物が前年度比 97,161 千円増（50.7％増）及び土地が前年度比 151,261 千円増（57.3％増）とな

ったことが主な要因である。 

  調査研究事業の総資産は 1,857,165 千円と前年度比 71,842 千円増（4.0％増）となっている。これ 

 は土地が前年度比 60,253 千円増（5.8％増）となったことが主な要因である。 
  法人共通の総資産は 1,843,120 千円と前年度比 142,757 千円増（8.4％増）となっている。これは、流

動資産が前年度比 131,904 千円増（19.1％増）となったことが主な要因である。 

 
 
 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 
 
   
   

 

 

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。 
   ※ 平成 26 年度よりセグメント区分の変更。 
   ※ 平成 28 年度より国立大学施設支援事業を開始。 
 
（４）目的積立金の申請状況、取崩内容等 

該当なし。 

  
（５）行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由） 

平成 29 年度の行政サービス実施コストは 2,343,483 千円と、前年度比 19,287 千円減（0.8％減）

となっている。 
    

 

 

 

 

 

表　総資産の経年比較 （単位：千円）

区分 平成２５年度

大学評価事業

　国立大学法人評価事業等 237,332

　機関別認証評価事業 687,934

　分野別認証評価事業 154,048

学位授与事業 1,530,265

その他の事業 2,688,296

法人共通 1,702,122

計 6,999,997

（単位：千円）

区分 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

教育研究活動等評価

　機関別認証評価 736,334 520,513 307,611 317,176

　分野別認証評価 54,120 42,781 33,896 135,400

　国立大学法人評価等 262,768 461,780 837,710 310,008

国立大学施設支援 - - 785,404,149 778,615,349

学位授与 1,502,909 1,450,317 1,086,522 1,052,116

質保証連携 766,577 771,060 698,744 871,338

調査研究 1,844,470 1,767,185 1,785,323 1,857,165

法人共通 1,393,733 1,676,922 1,700,364 1,843,120

計 6,560,911 6,690,559 791,854,319 785,001,672
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※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。 
 

２．重要な施設等の整備等の状況 
①当事業年度中に完成した主要施設等 
  該当なし 
 
②当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 
  該当なし 
 
③当該事業年度中に処分した主要施設等 
  該当なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表　行政サービス実施コストの経年比較 （単位：千円）

区分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
業務費用 1,263,267 1,264,890 1,389,845 2,101,114 2,276,727

　うち損益計算上の費用 1,648,581 1,837,022 1,933,738 15,642,947 12,969,712

　うち自己収入 △385,314 △572,132 △543,893 △13,541,833 △10,692,985

損益外減価償却相当額 134,021 131,650 244,172 129,904 124,562

損益外除売却差額相当額 - - 0 - 0

引当外賞与見積額 △4,620 818 20,854 △449 △4,650

引当外退職給付増加見積額 17,370 △16,563 62,719 128,195 △56,150

機会費用 45,885 26,274 - 3,982 2,994

行政サービス実施コスト 1,455,923 1,407,069 1,717,590 2,362,770 2,343,483
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※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。 

 

３．予算及び決算の概要 （単位：千円）

区分 予算 決算 予算 決算 予算 決算
収入

　運営費交付金 1,194,591 1,194,591 1,250,145 1,250,145 1,562,994 1,562,994

　大学認証評価手数料 283,290 277,240 386,940 380,400 360,072 324,238

　学位審査手数料 105,280 98,273 133,016 124,433 130,369 121,912

　長期借入金等 - - - - - -

　長期貸付金等回収金 - - - - - -

　長期貸付金等受取利息 - - - - - -

　財産処分収入 - - - - - -

　財産賃貸収入 - - - - - -

　財産処分収入納付金 - - - - - -

　有価証券利息 - - - - - -

　大学ポートレート運営負担金収入 - - - - - 80,094

　補助金等収入 - 24,832 - 28,592 - 17,138

　受託事業等収入 - - - 54,860 - 7,145

　寄附金等収入 - 2,200 - 2,210 - 2,000

　その他 7,523 10,556 7,523 11,458 8,696 11,873

計 1,590,684 1,607,692 1,777,624 1,852,098 2,062,131 2,127,394

支出

　業務等経費 947,250 1,250,519 1,035,642 899,274 1,356,325 1,166,423

　　人件費(退職手当を除く) 602,712 551,300 689,456 585,538 787,461 633,494

　　物件費 328,161 692,693 340,618 297,954 536,812 520,944

　　退職手当 16,377 6,526 5,568 15,782 32,052 11,984

　大学等評価経費 283,290 272,310 386,940 296,851 360,072 263,701

　学位授与審査経費 105,280 98,273 133,016 124,433 130,369 121,912

　大学ポートレート負担金運営負担金支出 - - - - - 80,094

　国際化拠点整備事業費 - 24,832 - 28,592 - 17,138

　受託事業等 - - - 54,860 - 7,145

　寄附金支出 - - - - - 1,820

　一般管理費 254,864 317,531 222,026 310,859 215,365 319,800

　　人件費(退職手当を除く) 161,661 206,959 131,619 224,783 127,670 220,585

　　物件費 93,203 110,572 90,407 86,076 87,695 94,177

　　退職手当 - - - - - 5,037

　施設費貸付事業費 - - - - - -

　施設費交付事業費 - - - - - -

　長期借入金等償還 - - - - - -

　長期借入金等支払利息 - - - - - -

　公租公課等 - - - - - -

　債券発行諸費 - - - - - -

　債券利息 - - - - - -

計 1,590,684 1,963,465 1,777,624 1,714,869 2,062,131 1,978,033

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度
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注１： 収入における決算額は、現金預金の収入額に期首期末の未収入金額等を加減算したものを記載、また支出

における決算額については、現金預金の支出額に期首期末の未払金額等を加減算したものを記載している。 
  注２： 決算報告書における大学等評価経費は、損益計算書における教育研究活動等評価経費のうち認証評価手数

料収入で賄われた金額を計上している。 
注３： 決算報告書における学位授与審査経費は、損益計算書における学位授与事業経費のうち学位審査手数料収

入で賄われた金額を計上している。 

（単位：千円）

区分 予算 決算 予算 決算
収入

　運営費交付金 2,168,628 2,168,628 1,760,712 1,760,712

　大学認証評価手数料 174,356 166,223 130,583 142,366

　学位審査手数料 126,177 118,404 128,183 123,002

　長期借入金等 62,400,000 56,653,211 60,100,000 67,567,425

　長期貸付金等回収金 74,750,853 74,750,853 73,041,561 73,041,561

　長期貸付金等受取利息 10,001,093 8,727,486 7,832,941 6,847,983

　財産処分収入 3,010,000 3,010,000 2,010,000 2,010,000

　財産賃貸収入 146,817 143,828 129,600 115,951

　財産処分収入納付金 473,972 1,488,822 111,020 1,575,933

　有価証券利息 5,636 7,058 - -

　大学ポートレート運営負担金収入 - 80,324 - 80,630

　補助金等収入 - - - -

　受託事業等収入 - 5,940 - -

　寄附金等収入 - 2,012 - 2,000

　その他 10,511 25,365 10,580 17,564

計 153,268,043 147,348,153 145,255,180 153,285,126

支出

　業務等経費 1,845,540 1,554,049 1,451,165 1,209,548

　　人件費(退職手当を除く) 1,011,347 1,001,099 800,660 798,493

　　物件費 830,411 540,434 566,006 380,175

　　退職手当 3,782 12,516 84,499 30,880

　大学等評価経費 174,356 185,131 130,583 162,278

　学位授与審査経費 126,177 118,404 128,183 123,002

　大学ポートレート負担金運営負担金支出 - 80,324 - 80,630

　国際化拠点整備事業費 - - - -

　受託事業等 - 5,585 - -

　寄附金支出 - 2,012 - 3,299

　一般管理費 333,599 433,981 320,127 418,393

　　人件費(退職手当を除く) 164,530 255,870 159,594 284,555

　　物件費 165,498 178,111 160,533 133,839

　　退職手当 3,571 - - -

　施設費貸付事業費 61,670,651 55,923,862 59,592,541 67,059,966

　施設費交付事業費 4,000,000 3,861,907 4,000,000 3,783,048

　長期借入金等償還 75,480,202 75,480,202 73,549,020 73,549,020

　長期借入金等支払利息 9,889,607 8,436,726 7,753,695 6,614,331

　公租公課等 43,469 43,460 34,506 34,278

　債券発行諸費 13,806 13,590 13,698 13,698

　債券利息 97,681 60,228 65,550 38,583

計 153,675,088 146,199,459 147,039,067 153,090,073

第1回機構債券の金利が見込みを下回った結

果、支払い債券利息が減少したことによる

予算効率化と人員効率化の不一致

財政融資資金の借入額について、平成28年

度事業の次年度繰越しが発生し、平成29年

度に平成28年度繰越分の借入れを実施した

ことに伴い、見込みを上回ったこと等によ

る

施設費交付事業として文部科学大臣が定め

た額が見込みを下回ったこと等による

実際の借入金利が予算作成時の採用金利と

異なったこと等による

効率的な人員配置による減

経費の節減等

退職見込者の減

受審校の増による費用の増

大学ポートレート負担金の受入に伴う支出

寄附金の支出

実際の貸付金利が予算作成時の採用金利と

異なったこと等による

国立大学法人等の財産処分が見込みを上

回ったことによる

国立大学法人等の財産処分が見込みを上

回ったことによる

大学ポートレート負担金の受入

寄附金の受入

資金運用の結果（定期預金）による

財政融資資金の借入額について、平成28年

度事業の次年度繰越しが発生し、平成29年

度に平成28年度繰越分の借入れを実施した

ことに伴い、見込みを上回ったこと等によ

る

平成２８年度 平成２９年度
増減理由

受審校の減
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４．経費削減及び効率化に関する目標及びその達成状況  
 （１）経費削減及び効率化目標 
  ① 一般管理費と事業費の削減 

業務については既存経費の見直しを行い、業務の効率化を図る。また、一般管理費（退職手当を除

く。）については計画的削減に努め、平成 28 年度予算に比較して３％以上の削減を図るほか、その他

の事業費（特殊経費及び退職手当を除く。）について、平成 28 年度予算に比較して１％以上の削減を

図ることとしている。平成 29 年度については、ペーパーレス化の推進や小平本館～竹橋オフィス間通

信回線契約を複数年契約としたこと等、業務の質の向上を図りつつ既存経費の見直しを行ったが、円

滑な資格認証に関する調査に係る経費の増により、平成 28 年度に対し、一般管理費（退職手当を除く。）

とその他事業費（特殊経費及び退職手当を除く。）を合わせて、0.7％増加した。 

 
  ② 人件費の効率化  

総人件費については、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする。また、職員の給与水準について

は、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、給与水準の適正化に速やかに取り組むとともに、

その検証や取組状況については公表することとしている。平成 29 年度については、平成 29 年８月の

人事院勧告に基づき、一般職の職員の給与に関する法律及び関連人事院規則が改正されたことに伴い、

役職員の給与規則等についても、国に準じて一部改正を行った。平成 29 年度の給与・報酬等支給総額

は 991,549 千円となっており、対国家公務員指数の状況は以下のとおりとなっている。 
      ・年齢勘案       99.3 
      ・年齢・地域勘案    98.5 
      ・年齢・学歴勘案    97.8 
      ・年齢・地域・学歴勘案  97.9 
 

（２）経費削減及び効率化目標の達成度合いを測る財務諸表等の科目の経年比較 
    
 
 
 
 
 
※ 平成 28 年度より旧国立大学財務・経営センターと統合した。 
 
 

（単位：千円）

区分
金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

一般管理費 322,608 100.0% 310,859 96.4% 314,762 97.6% 433,981 134.5% 418,393 129.7%

その他の事業費 879,978 100.0% 883,491 100.4% 1,036,607 117.8% 1,074,944 122.2% 1,111,423 126.3%

計 1,202,586 100.0% 1,194,350 99.3% 1,351,369 112.4% 1,508,925 125.5% 1,529,816 127.2%

当中期目標期間
平成２９年度実績

前中期目標期間
終了年度 平成２６年度実績 平成２７年度実績 平成２８年度実績
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Ⅴ．事業の説明 

１．財源の内訳 

（１）内訳  

 機構の経常収益は 12,456,821 千円で、その内訳は受取利息 6,626,193 千円（事業収益の 53.2％）、

処分用資産売却収入 2,010,000 千円（事業収益の 16.1％）、運営費交付金収益 1,619,048 千円（事業

収益の 13.0％）、施設費交付金収益 1,575,933 千円（事業収益の 12.7％）、その他収益 625,647 千円

（事業収益の 5.0％）となっている。これを事業別に区分すると、教育研究活動等評価事業 349,961 千

円（事業収益の 2.8％）、国立大学施設支援事業 10,545,271 千円（事業収益の 84.7％）、学位授与事

業 274,214 千円（事業収益の 2.2％）、質保証連携事業 511,989 千円（事業収益の 4.1％）、調査研究

事業 331,319 千円（事業収益の 2.7％）及び法人共通 444,068 千円（事業収益の 3.6％）となっている。 

（２）自己収入の明細

機構の自己収入は、認証評価事業については、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構諸料金に

関する規則（以下「諸料金規則」という。）第２条の２に基づき、評価実施校から評価手数料を、学

位授与事業については、諸料金規則第３条に基づき、学位の授与を受けようとする者から学位授与審

査手数料を徴収している。

また、その他の収入については、諸料金規則第４条から第８条に基づき、大学ポートレート運営負

担金、当機構の会議室等の貸付に係る不動産貸付料及び当機構所有の宿舎使用料を徴収している。 

２．財務情報及び業務の実績に基づく説明

（１）評価事業

① 認証評価

国・公・私立大学及び高等専門学校は、その教育研究水準の向上に資するため、教育研究、組織

運営及び施設整備の総合的な状況に関し、７年以内ごとに文部科学大臣が認証する評価機関（認証

評価機関）の実施する評価を受けることが義務付けられている。また、専門職大学院（法科大学院

等）を置く大学は、当該専門職大学院の設置の目的に照らし、教育課程、教員組織その他教育研究

活動の状況に関し、５年以内ごとに認証評価機関の実施する評価を受けることが義務付けられてい

る。当該制度の下、当機構は認証評価機関として事業を実施している。

なお、機関別認証評価事業については、平成 25 年度から国費を投入せず手数料収入により事業

を実施している。

事業の財源は、運営費交付金 53,608 千円、評価手数料収入 142,366 千円、その他収入 1,511 千

円となっている。

事業に要する費用は、備品・消耗品費 1,810 千円、旅費交通費 21,474 千円、報酬・委託・手数

料 22,893 千円、減価償却費 2,861 千円、給与及び賞与 114,530 千円、賞与引当金繰入 4,369 千円、

法定福利費 17,685 千円及びその他 29,365 千円となっている。

② 国立大学教育研究評価

文部科学省に設置された国立大学法人評価委員会からの要請を受け、国立大学法人及び大学共同

利用機関法人の中期目標期間における業務の実績のうち、教育研究の状況についての評価を実施し

ている。なお、国立大学法人評価委員会が、中期目標における業務の実績の全体について総合的な

評定を行うに当たっては、この評価結果を尊重することとされている。

事業の財源は、運営費交付金 148,893 千円、その他収入 3,853 千円となっている。

事業に要する費用は、備品・消耗品費 4,729 千円、旅費交通費 2,710 千円、報酬・委託・手数料
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7,657 千円、減価償却費 7,763 千円、給与及び賞与 79,402 千円、法定福利費 12,416 千円及びその

他 26,344 千円となっている。 
         
 （２）施設費貸付・交付事業等 

① 施設費貸付事業 
国立大学法人及び大学共同利用機関法人を対象として、附属病院整備等に必要な資金の貸付けを

行っている。なお、文部科学省の定める施設整備計画に従い整備を実施するため、貸付先は文部科

学大臣が定めている（機構の行う施設費貸付事業は、文部科学省の施設整備費補助金を補完するも

のであり、附属病院整備のうち施設整備については、総事業費の 1 割分を文部科学省が補助金とし

て交付、9 割分を機構が貸付けている）。 
事業の財源は、財政融資資金からの借入金及び独立行政法人大学改革支援・学位授与機構債券の

発行により調達した資金となっている。 
 

② 施設費交付事業 
国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構を対象として、施

設整備に必要な資金の交付を行っている。なお、文部科学省の定める施設整備計画に従い整備を実

施するため、交付先は文部科学大臣が定めている（機構の行う施設費交付事業は、文部科学省の施

設整備費補助金を補完するものである）。 
事業の財源は、国立学校特別会計から承継した特定学校財産・積立金等の財産及び国立大学法人

等の不要財産処分収入の一部（一定割合）となっている。 
 

③ 旧特定学校財産の管理処分 
旧特定学校財産とは、旧国立学校設置法に規定されていたもので、国立学校財産のうち、移転、

施設の高層化等により不要となったもので処分収入額が 100 億円を超える財産のうち、文部科学大

臣が財務大臣と協議して指定した財産を指す。機構は、国から承継した旧特定学校財産を管理・処

分するとともに、得られた収入を機構が実施する施設費交付事業の財源に充てている。 
 

④ 承継債務償還 
当機構は、旧国立学校特別会計が財政融資資金に対し負っていた債務を一括して承継しており、

当該債務の償還業務を行っている。 
償還の財源は、文部科学大臣が定める国立大学法人が機構に対し文部科学大臣が定める額を負担

することとされており、機構はこれを取りまとめて財政融資資金に対し償還を行っている。また、

債務を負担する国立大学法人は、機構が一括して承継した債務に保証を差し入れている。 
 
上記の事業を実施するための事業費の財源は、運営費交付金 199,885 千円、その他収入

10,345,386 千円となっている。 
        事業に要する費用は、備品・消耗品費 3,806 千円、旅費交通費 18,205 千円、報酬・委託・手数料

13,341 千円、減価償却費 17,130 千円、給与及び賞与 112,962 千円、法定福利費 17,133 千円及びそ

の他 10,883,776 千円となっている。 
 

 （３）学位授与事業 
短期大学及び高等専門学校の卒業者など、高等教育機関において一定の学習を修め、その「まとま

りのある学修」の成果をもとに、さらに大学の科目等履修生制度などを利用して所定の単位を修得し、
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かつ機構が行う審査の結果、大学卒業者と同等以上の学力を有すると認められた者に対し、学士の学

位を授与している。また、大学以外の教育施設に置かれた課程（各省庁大学校）のうち、大学の学士

課程、大学院の修士課程および博士課程に相当する水準の教育を行っていると機構が認定した課程の

修了者に、学位取得の途を開いている。 
事業の財源は、運営費交付金 143,468 千円、学位審査手数料収入 123,002 千円、その他収入 7,743 千

円となっている。 
事業に要する費用は、備品・消耗品費4,009千円、旅費交通費9,269千円、報酬・委託・手数料71,153千

円、減価償却費 10,450 千円、給与及び賞与 117,981 千円、法定福利費 17,472 千円及びその他 28,070 千

円となっている。 
  
 （４）質保証連携 

① 情報収集・整理・提供   

大学等の評価に関する情報や教育研究活動等に関する情報を体系的に収集し、大学関係者等のニ

ーズに応じた情報提供を行っている。 
また、生涯学習社会において学習機会を適切に選択できるように、大学等における各種の高等教

育レベルの学習の機会に関する情報を収集し、冊子及びインターネットを通じて利用しやすい形で

学習者や高等教育機関及び研究者に対して提供している。 
② 国際連携 

国際的な動向を踏まえた高等教育の質保証活動に資するため、諸外国の質保証に係る制度情報や

動向についての収集・整理・提供を行うとともに、我が国の高等教育への国際的な信頼性を高める

ため、国際的な質保証活動に参画し、関係機関と協力して活動を展開している。 
 

事業の財源は、運営費交付金 330,751 千円、その他収入 181,238 千円となっている。 
 事業に要する費用は、備品・消耗品費 6,934 千円、旅費交通費 23,054 千円、報酬・委託・手数料

42,850 千円、減価償却費 101,824 千円、給与及び賞与 188,032 千円、法定福利費 28,043 千円及び

その他 118,680 千円となっている。 
 

 （５）調査研究   
我が国の大学等が質の確保及び教育研究活動等の社会への説明責任を果たすことを支援するため、

国際通用性のある質の高い評価システムの在り方に関する調査研究を行うとともに、機構の実施する

大学等の評価を実証的に検証している（評価研究）。また、学位の質の確保及び多様な学習機会への

社会の要請に応えるため、学位授与の要件となる学習の成果の評価に関する調査研究を行うととも

に、機構の実施する学位授与を実証的に検証している（学位研究）。さらに、高等教育の質保証の確

立に資するため、高等教育の質保証に係る情報の活用、大学等における質保証システムの構築及び国

際的な質保証と学位・単位の通用性に関する調査研究を行っている（質保証研究）。 
これら調査研究の成果については、事業の改善等に活用するとともに、機構のウェブサイト等を通

じて積極的に公表している。 
事業の財源は、運営費交付金 324,681 千円、その他収入 6,638 千円となっている。 

    事業に要する費用は、備品・消耗品費 17,906 千円、旅費交通費 9,598 千円、報酬・委託・手数料

14,535 千円、減価償却費 2,766 千円、給与及び賞与 222,636 千円、法定福利費 22,482 千円及びその

他 33,374 千円となっている。 
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Ⅵ．事業等のまとまりごとの予算・決算の概況 

（単位：千円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 0 0 0 45,216 45,216 0 176,378 176,378 0

大学認証評価手数料 102,535 118,325 15,790 受審校の増 28,048 24,041 △ 4,007 受審校の減 0 0 0

学位授与審査手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期借入金等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期貸付金等回収金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期貸付金等受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財産処分収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財産賃貸収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財産処分収入納付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

有価証券利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

寄附金等収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 73 73 雑収入

102,535,000 118,324,800 15,789,800 73,264 69,257 △ 4,007 176,378 176,451 73

支出

業務等経費 0 0 0 45,216 52,359 7,143 176,378 139,376 △ 37,002

うち 人件費（退職手当を除く） 0 0 0 42,184 49,659 7,475
予算効率化と人員効率

化の不一致
98,502 89,508 △ 8,994

効率的な人員配置によ

る減

物件費 0 0 0 3,032 2,699 △ 333 経費の節減等 77,876 49,867 △ 28,009 経費の節減等

退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大学等評価経費 102,535 138,238 35,703
受審校増による費用の

増
28,048 24,041 △ 4,007

受審校の減による費用

の減
0 0 0

学位授与審査経費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

寄附金支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち 人件費（退職手当を除く） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

物件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

施設費貸付事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

施設費交付事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期借入金等償還 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期借入金等支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公租公課等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

債券発行諸費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

102,535 138,238 35,703 73,264 76,399 3,135 176,378 139,376 △ 37,002

注１：

注２： 　決算報告書における大学等評価経費は、損益計算書における教育研究活動等評価経費のうち評価手数料収入で賄われた金額を計上している。

注３： 　決算報告書における学位授与審査経費は、損益計算書における学位授与事業経費のうち学位審査手数料収入で賄われた金額を計上している。

注４： 　損益計算書上、一般管理費として計上している給与及び賞与並びに法定福利費の一部（20,879千円）は、業務等経費として計上している。

注５： 　非常勤職員に係る人件費は損益計算書上、給与及び賞与、法定福利費として計上されているが、決算報告書上、物件費に表示されている。その概要は以下の通りである。

業務等経費 63,078 千円

一般管理費 37,866 千円

決　　算　　報　　告　　書

区分

教育研究活動等評価

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

債券利息

計

　収入における決算額は、現金預金の収入額に期首期末の未収入金額等を加減算したものを記載、また支出における決算額については、現金預金の支出額に期首期末の未払金額等を加減算したものを
記載している。

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出
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（単位：千円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

189,032 189,032 0 145,074 145,074 0 495,595 495,595 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 128,183 123,002 △ 5,181 0 0 0

60,100,000 67,567,425 7,467,425

財政融資資金の借入額について、平成

28年度事業の次年度繰越しが発生し、

平成29年度に平成28年度繰越分の借

入れを実施したことに伴い、見込みを上

回ったこと等による

0 0 0 0 0 0

73,041,561 73,041,561 0 0 0 0 0 0 0

7,832,941 6,847,983 △ 984,959

実際の貸付金利が予算作成

時の採用金利と異なったこと

等による
0 0 0 0 0 0

2,010,000 2,010,000 0 0 0 0 0 0 0

129,600 115,951 △ 13,649

国立新美術館からの賃貸収

入が見込みを下回ったことに

よる
0 0 0 0 0 0

111,020 1,575,933 1,464,913

国立大学法人等の財産処分

が見込みを上回ったことによ

る
0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 80,630 80,630
大学ポートレート負担

金の受入

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 170 170 資金運用の結果（定期預金）による 0 0 0 0 5 5 雑収入

143,414,154 151,348,055 7,933,900 273,257 268,076 △ 5,181 495,595 576,230 80,635

189,032 196,438 7,406 145,074 137,265 △ 7,809 495,595 358,679 △ 136,916

103,104 117,815 14,711
予算効率化と人員効率化

の不一致
111,703 120,658 8,955 223,760 212,466 △ 11,294

効率的な人員配置によ

る減

85,928 78,623 △ 7,305 33,371 16,607 △ 16,764 経費の節減等 271,835 146,214 △ 125,621 経費の節減等

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 128,183 123,002 △ 5,181 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 80,630 80,630
大学ポートレート負担

金の受入に伴う支出

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

59,592,541 67,059,966 7,467,425

財政融資資金の借入額について、平成

28年度事業の次年度繰越しが発生し、

平成29年度に平成28年度繰越分の借

入れを実施したことに伴い、見込みを上

回ったこと等による

0 0 0 0 0 0

4,000,000 3,783,048 △ 216,952
施設費交付事業として文部科学大臣が

定めた額が見込みを下回ったこと等に

よる
0 0 0 0 0 0

73,549,020 73,549,020 0 0 0 0 0 0 0

7,753,695 6,614,331 △ 1,139,363
実際の借入金利が予算作成時の採用

金利と異なったこと等による 0 0 0 0 0 0

34,506 34,278 △ 229 0 0 0 0 0 0

13,698 13,698 0 0 0 0 0 0 0

65,550 38,583 △ 26,967
第1回機構債券の金利が見込みを下

回った結果、支払い債券利息が減少し

たことによ る
0 0 0 0 0 0

145,198,041 151,289,361 6,091,320 273,257 260,267 △ 12,990 495,595 439,309 △ 56,286

国立大学施設支援 学位授与 質保証連携
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（単位：千円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

399,870 399,870 0 309,547 309,547 0 1,760,712 1,760,712 0

0 0 0 0 0 0 130,583 142,366 11,783 受審校の増

0 0 0 0 0 0 128,183 123,002 △ 5,181

0 0 0 0 0 0 60,100,000 67,567,425 7,467,425

財政融資資金の借入額について、

平成28年度事業の次年度繰越しが

発生し、平成29年度に平成28年度

繰越分の借入れを 実施したことに伴

い、見込みを 上回ったこと等による

0 0 0 0 0 0 73,041,561 73,041,561 0

0 0 0 0 0 0 7,832,941 6,847,983 △ 984,959

実際の貸付金利が予算

作成時の採用金利と異

なったこと等による

0 0 0 0 0 0 2,010,000 2,010,000 0

0 0 0 0 0 0 129,600 115,951 △ 13,649
国立新美術館からの賃貸

収入が見込みを下回った

ことによる

0 0 0 0 0 0 111,020 1,575,933 1,464,913

国立大学法人等の財産

処分が見込みを上回った

ことによる

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 80,630 80,630
大学ポートレート負担
金の受入

0 2,000 2,000 寄附金の受入 0 0 0 0 2,000 2,000 寄附金の受入

0 2,073 2,073
科学研究費補助金間接
経費等の受入

10,580 15,244 4,664 雑収入 10,580 17,564 6,984
資金運用の結果（定期預

金）による

399,870 403,943 4,073 320,127 324,791 4,664 145,255,180 153,285,126 8,029,946

399,870 325,432 △ 74,438 0 0 0 1,451,165 1,209,548 △ 241,617

221,407 208,387 △ 13,020 0 0 0 800,660 798,493 △ 2,167

93,964 86,164 △ 7,800 0 0 0 566,006 380,175 △ 185,831 経費の節減等

84,499 30,880 △ 53,619 退職見込者の減 0 0 0 84,499 30,880 △ 53,619 退職見込者の減

0 0 0 0 0 0 130,583 162,278 31,695
受審校の増による費用
の増

0 0 0 0 0 0 128,183 123,002 △ 5,181

0 0 0 0 0 0 0 80,630 80,630
大学ポートレート負担

金の受入に伴う支出

0 3,299 3,299 寄附金の支出 0 0 0 0 3,299 3,299 寄附金の支出

0 0 0 320,127 418,393 98,266 320,127 418,393 98,266

0 0 0 159,594 284,555 124,961
予算効率化と人員効率
化の不一致

159,594 284,555 124,961
予算効率化と人員効率化

の不一致

0 0 0 160,533 133,839 △ 26,694 経費の節減等 160,533 133,839 △ 26,694 経費の節減等

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 59,592,541 67,059,966 7,467,425

財政融資資金の借入額について、

平成28年度事業の次年度繰越しが

発生し、平成29年度に平成28年度

繰越分の借入れを 実施したことに伴

い、見込みを 上回ったこと等による

0 0 0 0 0 0 4,000,000 3,783,048 △ 216,952
施設費交付事業として文部科学大

臣が定めた額が見込みを 下回ったこ

と等による

0 0 0 0 0 0 73,549,020 73,549,020 0

0 0 0 0 0 0 7,753,695 6,614,331 △ 1,139,363
実際の借入金利が予算作成時の採

用金利と異なったこと等による

0 0 0 0 0 0 34,506 34,278 △ 229

0 0 0 0 0 0 13,698 13,698 0

0 0 0 0 0 0 65,550 38,583 △ 26,967
第1回機構債券の金利が見込みを

下回った結果、支払い債券利息が減

少したことによる

399,870 328,731 △ 71,139 320,127 418,393 98,266 147,039,067 153,090,073 6,051,006

調査研究 法人共通 合計
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平成２９年度

決算報告書

第１４期（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構
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（法人単位）

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 0 0 0 45,216,000 45,216,000 0 176,378,000 176,378,000 0

大学認証評価手数料 102,535,000 118,324,800 15,789,800 受審校の増 28,048,000 24,040,800 △ 4,007,200 受審校の減 0 0 0

学位授与審査手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期借入金等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期貸付金等回収金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期貸付金等受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財産処分収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財産賃貸収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財産処分収入納付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

有価証券利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

寄附金等収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 72,956 72,956 雑収入

102,535,000 118,324,800 15,789,800 73,264,000 69,256,800 △ 4,007,200 176,378,000 176,450,956 72,956

支出

業務等経費 0 0 0 45,216,000 52,358,537 7,142,537 176,378,000 139,375,570 △ 37,002,430

うち 人件費（退職手当を除く） 0 0 0 42,184,000 49,659,190 7,475,190
予算効率化と人員効
率化の不一致

98,502,000 89,508,197 △ 8,993,803
効率的な人員配置に
よる減

物件費 0 0 0 3,032,000 2,699,347 △ 332,653 経費の節減等 77,876,000 49,867,373 △ 28,008,627 経費の節減等

退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大学等評価経費 102,535,000 138,237,583 35,702,583
受審校増による費用
の増

28,048,000 24,040,800 △ 4,007,200
受審校の減による費
用の減

0 0 0

学位授与審査経費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

寄附金支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち 人件費（退職手当を除く） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

物件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

施設費貸付事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

施設費交付事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期借入金等償還 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期借入金等支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公租公課等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

債券発行諸費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

102,535,000 138,237,583 35,702,583 73,264,000 76,399,337 3,135,337 176,378,000 139,375,570 △ 37,002,430

注１：

注２： 　決算報告書における大学等評価経費は、損益計算書における教育研究活動等評価経費のうち評価手数料収入で賄われた金額を計上している。

注３： 　決算報告書における学位授与審査経費は、損益計算書における学位授与事業経費のうち学位審査手数料収入で賄われた金額を計上している。

注４： 　損益計算書上、一般管理費として計上している給与及び賞与並びに法定福利費の一部（20,879千円）は、業務等経費として計上している。

注５： 　非常勤職員に係る人件費は損益計算書上、給与及び賞与、法定福利費として計上されているが、決算報告書上、物件費に表示されている。その概要は以下の通りである。

業務等経費 63,078,422 千円

一般管理費 37,866,011 千円

計

　収入における決算額は、現金預金の収入額に期首期末の未収入金額等を加減算したものを記載、また支出における決算額については、現金預金の支出額に期首期末の未払金額等を加
減算したものを記載している。

債券利息

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

決　　算　　報　　告　　書

区分

教育研究活動等評価
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（法人単位）

収入

運営費交付金

大学認証評価手数料

学位授与審査手数料

長期借入金等

長期貸付金等回収金

長期貸付金等受取利息

財産処分収入

財産賃貸収入

財産処分収入納付金

有価証券利息

寄附金等収入

その他

支出

業務等経費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

大学等評価経費

学位授与審査経費

寄附金支出

一般管理費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

施設費貸付事業費

施設費交付事業費

長期借入金等償還

長期借入金等支払利息

公租公課等

債券発行諸費

計

債券利息

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出

区分

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

189,032,000 189,032,000 0 145,074,000 145,074,000 0 495,595,000 495,595,000 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 128,183,000 123,002,000 △ 5,181,000 0 0 0

60,100,000,000 67,567,425,000 7,467,425,000

財政融資資金の借入額について、
平成28年度事業の次年度繰越しが
発生し、平成29年度に平成28年度
繰越分の借入れを実施したことに伴
い、見込みを上回ったこと等による

0 0 0 0 0 0

73,041,561,000 73,041,561,000 0 0 0 0 0 0 0

7,832,941,403 6,847,982,580 △ 984,958,823
実際の貸付金利が予算作
成時の採用金利と異なっ
たこと等による

0 0 0 0 0 0

2,010,000,000 2,010,000,000 0 0 0 0 0 0 0

129,600,000 115,951,030 △ 13,648,970
国立新美術館からの賃貸
収入が見込みを下回った
ことによる

0 0 0 0 0 0

111,020,000 1,575,933,210 1,464,913,210
国立大学法人等の財産処
分が見込みを上回ったこと
による

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 80,629,684 80,629,684
大学ポートレート負
担金の受入

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 169,935 169,935 資金運用の結果（定期預金）による 0 0 0 0 4,900 4,900 雑収入

143,414,154,403 151,348,054,755 7,933,900,352 273,257,000 268,076,000 △ 5,181,000 495,595,000 576,229,584 80,634,584

189,032,000 196,438,103 7,406,103 145,074,000 137,265,016 △ 7,808,984 495,595,000 358,679,404 △ 136,915,596

103,104,000 117,814,803 14,710,803
予算効率化と人員効率
化の不一致

111,703,000 120,657,995 8,954,995 223,760,000 212,465,693 △ 11,294,307
効率的な人員配置に
よる減

85,928,000 78,623,300 △ 7,304,700 33,371,000 16,607,021 △ 16,763,979 経費の節減等 271,835,000 146,213,711 △ 125,621,289 経費の節減等

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 128,183,000 123,002,000 △ 5,181,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 80,629,684 80,629,684
大学ポートレート負
担金の受入に伴う支
出

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

59,592,541,000 67,059,966,000 7,467,425,000

財政融資資金の借入額について、
平成28年度事業の次年度繰越しが
発生し、平成29年度に平成28年度
繰越分の借入れを実施したことに伴
い、見込みを上回ったこと等による

0 0 0 0 0 0

4,000,000,000 3,783,048,000 △ 216,952,000
施設費交付事業として文部科学大
臣が定めた額が見込みを下回った
こと等による

0 0 0 0 0 0

73,549,020,000 73,549,020,000 0 0 0 0 0 0 0

7,753,694,506 6,614,331,044 △ 1,139,363,462
実際の借入金利が予算作成時の採
用金利と異なったこと等による 0 0 0 0 0 0

34,506,456 34,277,656 △ 228,800 0 0 0 0 0 0

13,697,532 13,697,532 0 0 0 0 0 0 0

65,549,723 38,582,872 △ 26,966,851
第1回機構債券の金利が見込みを
下回った結果、支払い債券利息が
減少したことによる

0 0 0 0 0 0

145,198,041,217 151,289,361,207 6,091,319,990 273,257,000 260,267,016 △ 12,989,984 495,595,000 439,309,088 △ 56,285,912

質保証連携国立大学施設支援 学位授与
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（法人単位）

収入

運営費交付金

大学認証評価手数料

学位授与審査手数料

長期借入金等

長期貸付金等回収金

長期貸付金等受取利息

財産処分収入

財産賃貸収入

財産処分収入納付金

有価証券利息

寄附金等収入

その他

支出

業務等経費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

大学等評価経費

学位授与審査経費

寄附金支出

一般管理費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

施設費貸付事業費

施設費交付事業費

長期借入金等償還

長期借入金等支払利息

公租公課等

債券発行諸費

計

債券利息

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出

区分

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

399,870,000 399,870,000 0 309,547,000 309,547,000 0 1,760,712,000 1,760,712,000 0

0 0 0 0 0 0 130,583,000 142,365,600 11,782,600 受審校の増

0 0 0 0 0 0 128,183,000 123,002,000 △ 5,181,000

0 0 0 0 0 0 60,100,000,000 67,567,425,000 7,467,425,000

財政融資資金の借入額につい
て、平成28年度事業の次年度繰
越しが発生し、平成29年度に平
成28年度繰越分の借入れを実
施したことに伴い、見込みを上
回ったこと等による

0 0 0 0 0 0 73,041,561,000 73,041,561,000 0

0 0 0 0 0 0 7,832,941,403 6,847,982,580 △ 984,958,823
実際の貸付金利が予算
作成時の採用金利と異
なったこと等による

0 0 0 0 0 0 2,010,000,000 2,010,000,000 0

0 0 0 0 0 0 129,600,000 115,951,030 △ 13,648,970
国立新美術館からの賃
貸収入が見込みを下
回ったことによる

0 0 0 0 0 0 111,020,000 1,575,933,210 1,464,913,210
国立大学法人等の財産
処分が見込みを上回っ
たことによる

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 80,629,684 80,629,684
大学ポートレート負
担金の受入

0 2,000,000 2,000,000 寄附金の受入 0 0 0 0 2,000,000 2,000,000 寄附金の受入

0 2,072,537 2,072,537
科学研究費補助金間
接経費等の受入

10,580,000 15,243,956 4,663,956 雑収入 10,580,000 17,564,284 6,984,284
資金運用の結果（定期預金）によ
る

399,870,000 403,942,537 4,072,537 320,127,000 324,790,956 4,663,956 145,255,180,403 153,285,126,388 8,029,945,985

399,870,000 325,431,760 △ 74,438,240 0 0 0 1,451,165,000 1,209,548,390 △ 241,616,610

221,407,000 208,386,999 △ 13,020,001 0 0 0 800,660,000 798,492,877 △ 2,167,123

93,964,000 86,164,326 △ 7,799,674 0 0 0 566,006,000 380,175,078 △ 185,830,922 経費の節減等

84,499,000 30,880,435 △ 53,618,565 退職見込者の減 0 0 0 84,499,000 30,880,435 △ 53,618,565 退職見込者の減

0 0 0 0 0 0 130,583,000 162,278,383 31,695,383
受審校の増による費
用の増

0 0 0 0 0 0 128,183,000 123,002,000 △ 5,181,000

0 0 0 0 0 0 0 80,629,684 80,629,684
大学ポートレート負
担金の受入に伴う支
出

0 3,298,783 3,298,783 寄附金の支出 0 0 0 0 3,298,783 3,298,783 寄附金の支出

0 0 0 320,127,000 418,393,078 98,266,078 320,127,000 418,393,078 98,266,078

0 0 0 159,594,000 284,554,545 124,960,545
予算効率化と人員効
率化の不一致

159,594,000 284,554,545 124,960,545
予算効率化と人員効
率化の不一致

0 0 0 160,533,000 133,838,533 △ 26,694,467 経費の節減等 160,533,000 133,838,533 △ 26,694,467 経費の節減等

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 59,592,541,000 67,059,966,000 7,467,425,000

財政融資資金の借入額につい
て、平成28年度事業の次年度繰
越しが発生し、平成29年度に平
成28年度繰越分の借入れを実
施したことに伴い、見込みを上
回ったこと等による

0 0 0 0 0 0 4,000,000,000 3,783,048,000 △ 216,952,000
施設費交付事業として文部科学
大臣が定めた額が見込みを下
回ったこと等による

0 0 0 0 0 0 73,549,020,000 73,549,020,000 0

0 0 0 0 0 0 7,753,694,506 6,614,331,044 △ 1,139,363,462
実際の借入金利が予算
作成時の採用金利と異
なったこと等による

0 0 0 0 0 0 34,506,456 34,277,656 △ 228,800

0 0 0 0 0 0 13,697,532 13,697,532 0

0 0 0 0 0 0 65,549,723 38,582,872 △ 26,966,851
第1回機構債券の金利が見込み
を下回った結果、支払い債券利
息が減少したことによる

399,870,000 328,730,543 △ 71,139,457 320,127,000 418,393,078 98,266,078 147,039,067,217 153,090,073,422 6,051,006,205

調査研究 法人共通 合計
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（一般勘定）

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 0 0 0 45,216,000 45,216,000 0 176,378,000 176,378,000 0

大学認証評価手数料 102,535,000 118,324,800 15,789,800 受審校の増 28,048,000 24,040,800 △ 4,007,200 受審校の減 0 0 0

学位授与審査手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

寄附金等収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 72,956 72,956 雑収入

102,535,000 118,324,800 15,789,800 73,264,000 69,256,800 △ 4,007,200 176,378,000 176,450,956 72,956

支出

業務等経費 0 0 45,216,000 52,358,537 7,142,537 176,378,000 139,375,570 △ 37,002,430

うち 人件費（退職手当を除く） 0 0 0 42,184,000 49,659,190 7,475,190
予算効率化と人員効
率化の不一致

98,502,000 89,508,197 △ 8,993,803
効率的な人員配置に
よる減

物件費 0 0 0 3,032,000 2,699,347 △ 332,653 経費の節減等 77,876,000 49,867,373 △ 28,008,627 経費の節減等

退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大学等評価経費 102,535,000 138,237,583 35,702,583
受審校増による費用
の増

28,048,000 24,040,800 △ 4,007,200
受審校の減による費
用の減

0 0 0

学位授与審査経費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

寄附金支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち 人件費（退職手当を除く） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

物件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

102,535,000 138,237,583 35,702,583 73,264,000 76,399,337 3,135,337 176,378,000 139,375,570 △ 37,002,430

注１：

注２： 　決算報告書における大学等評価経費は、損益計算書における教育研究活動等評価経費のうち評価手数料収入で賄われた金額を計上している。

注３： 　決算報告書における学位授与審査経費は、損益計算書における学位授与事業経費のうち学位審査手数料収入で賄われた金額を計上している。

注４： 　損益計算書上、一般管理費として計上している給与及び賞与並びに法定福利費の一部（20,879,275円）は、業務等経費として計上している。

注５： 　非常勤職員に係る人件費は損益計算書上、給与及び賞与、法定福利費として計上されているが、決算報告書上、物件費に表示されている。その概要は以下の通りである。

業務等経費 63,078,422 円

一般管理費 37,866,011 円

決　　算　　報　　告　　書

区分

教育研究活動等評価

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

計

　収入における決算額は、現金預金の収入額に期首期末の未収入金額等を加減算したものを記載、また支出における決算額については、現金預金の支出額に期首期末の未払金額等を加
減算したものを記載している。

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出

158



（一般勘定）

収入

運営費交付金

大学認証評価手数料

学位授与審査手数料

寄附金等収入

その他

支出

業務等経費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

大学等評価経費

学位授与審査経費

寄附金支出

一般管理費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

区分

計

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

189,032,000 189,032,000 0 145,074,000 145,074,000 0 495,595,000 495,595,000 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 128,183,000 123,002,000 △ 5,181,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 80,629,684 80,629,684
大学ポートレート負担
金の受入

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 4,900 4,900 雑収入

189,032,000 189,032,000 0 273,257,000 268,076,000 △ 5,181,000 495,595,000 576,229,584 80,634,584

189,032,000 196,438,103 7,406,103 145,074,000 137,265,016 △ 7,808,984 495,595,000 358,679,404 △ 136,915,596

103,104,000 117,814,803 14,710,803
予算効率化と人員効
率化の不一致

111,703,000 120,657,995 8,954,995 223,760,000 212,465,693 △ 11,294,307
効率的な人員配置に
よる減

85,928,000 78,623,300 △ 7,304,700 33,371,000 16,607,021 △ 16,763,979 経費の節減等 271,835,000 146,213,711 △ 125,621,289 経費の節減等

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 128,183,000 123,002,000 △ 5,181,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 80,629,684 80,629,684
大学ポートレート負担
金の受入に伴う支出

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

189,032,000 196,438,103 7,406,103 273,257,000 260,267,016 △ 12,989,984 495,595,000 439,309,088 △ 56,285,912

国立大学施設支援 学位授与 質保証連携
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（一般勘定）

収入

運営費交付金

大学認証評価手数料

学位授与審査手数料

寄附金等収入

その他

支出

業務等経費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

大学等評価経費

学位授与審査経費

寄附金支出

一般管理費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

区分

計

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

399,870,000 399,870,000 0 309,547,000 309,547,000 0 1,760,712,000 1,760,712,000 0

0 0 0 0 0 0 130,583,000 142,365,600 11,782,600 受審校の増

0 0 0 0 0 0 128,183,000 123,002,000 △ 5,181,000

0 0 0 0 0 0 0 80,629,684 80,629,684
大学ポートレート負担
金の受入

0 2,000,000 2,000,000 寄附金の受入 0 0 0 0 2,000,000 2,000,000 寄附金の受入

0 2,072,537 2,072,537
科学研究費補助金間
接経費等の受入

10,580,000 15,243,956 4,663,956 雑収入 10,580,000 17,394,349 6,814,349
科学研究費補助金間
接経費等の受入

399,870,000 403,942,537 4,072,537 320,127,000 324,790,956 4,663,956 2,030,058,000 2,126,103,633 96,045,633

399,870,000 325,431,760 △ 74,438,240 0 0 0 1,451,165,000 1,209,548,390 △ 241,616,610

221,407,000 208,386,999 △ 13,020,001 0 0 0 800,660,000 798,492,877 △ 2,167,123

93,964,000 86,164,326 △ 7,799,674 0 0 0 566,006,000 380,175,078 △ 185,830,922 経費の節減等

84,499,000 30,880,435 △ 53,618,565 退職見込者の減 0 0 0 84,499,000 30,880,435 △ 53,618,565 退職見込者の減

0 0 0 0 0 0 130,583,000 162,278,383 31,695,383
受審校増による費用
の増

0 0 0 0 0 0 128,183,000 123,002,000 △ 5,181,000

0 0 0 0 0 0 0 80,629,684 80,629,684
大学ポートレート負担
金の受入に伴う支出

0 3,298,783 3,298,783 寄附金の支出 0 0 0 0 3,298,783 3,298,783 寄附金の支出

0 0 0 320,127,000 418,393,078 98,266,078 320,127,000 418,393,078 98,266,078

0 0 0 159,594,000 284,554,545 124,960,545
予算効率化と人員効
率化の不一致

159,594,000 284,554,545 124,960,545
予算効率化と人員効
率化の不一致

0 0 0 160,533,000 133,838,533 △ 26,694,467 経費の節減等 160,533,000 133,838,533 △ 26,694,467 経費の節減等

0 0 0 0 0 0 0 0 0

399,870,000 328,730,543 △ 71,139,457 320,127,000 418,393,078 98,266,078 2,030,058,000 1,997,150,318 △ 32,907,682

調査研究 法人共通 合計
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（施設整備勘定）

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

長期借入金等 60,100,000,000 67,567,425,000 7,467,425,000

財政融資資金の借入額につい
て、平成28年度事業の次年度繰
越しが発生し、平成29年度に平
成28年度繰越分の借入れを実
施したことに伴い、見込みを上
回ったこと等による

60,100,000,000 67,567,425,000 7,467,425,000

財政融資資金の借入額につい
て、平成28年度事業の次年度繰
越しが発生し、平成29年度に平
成28年度繰越分の借入れを実
施したことに伴い、見込みを上
回ったこと等による

長期貸付金等回収金 73,041,561,000 73,041,561,000 0 73,041,561,000 73,041,561,000 0

長期貸付金等受取利息 7,832,941,403 6,847,982,580 △ 984,958,823
実際の貸付金利が予算
作成時の採用金利と異
なったこと等による

7,832,941,403 6,847,982,580 △ 984,958,823
実際の貸付金利が予算
作成時の採用金利と異
なったこと等による

2,010,000,000 2,010,000,000 0 2,010,000,000 2,010,000,000 0

財産賃貸収入 129,600,000 115,951,030 △ 13,648,970
国立新美術館からの賃
貸収入が見込みを下
回ったことによる

129,600,000 115,951,030 △ 13,648,970
国立新美術館からの賃
貸収入が見込みを下
回ったことによる

財産処分収入納付金 111,020,000 1,575,933,210 1,464,913,210
国立大学法人等の財産
処分が見込みを上回っ
たことによる

111,020,000 1,575,933,210 1,464,913,210
国立大学法人等の財産
処分が見込みを上回っ
たことによる

有価証券利息 0 0 0 0 0 0

その他 0 169,935 169,935
資金運用の結果（定期
預金）による

0 169,935 169,935
資金運用の結果（定期
預金）による

143,225,122,403 151,159,022,755 7,933,900,352 143,225,122,403 151,159,022,755 7,933,900,352

支出

施設費貸付事業費 59,592,541,000 67,059,966,000 7,467,425,000

財政融資資金の借入額につい
て、平成28年度事業の次年度繰
越しが発生し、平成29年度に平
成28年度繰越分の借入れを実
施したことに伴い、見込みを上
回ったこと等による

59,592,541,000 67,059,966,000 7,467,425,000

財政融資資金の借入額につい
て、平成28年度事業の次年度繰
越しが発生し、平成29年度に平
成28年度繰越分の借入れを実
施したことに伴い、見込みを上
回ったこと等による

施設費交付事業費 4,000,000,000 3,783,048,000 △ 216,952,000

施設費交付事業として文
部科学大臣が定めた額
が見込みを下回ったこと
等による

4,000,000,000 3,783,048,000 △ 216,952,000

施設費交付事業として文
部科学大臣が定めた額
が見込みを下回ったこと
等による

長期借入金等償還 73,549,020,000 73,549,020,000 0 73,549,020,000 73,549,020,000 0

長期借入金等支払利息 7,753,694,506 6,614,331,044 △ 1,139,363,462
実際の借入金利が予算
作成時の採用金利と異
なったこと等による

7,753,694,506 6,614,331,044 △ 1,139,363,462
実際の借入金利が予算
作成時の採用金利と異
なったこと等による

公租公課等 34,506,456 34,277,656 △ 228,800 34,506,456 34,277,656 △ 228,800

債券発行諸費 13,697,532 13,697,532 0 13,697,532 13,697,532 0

65,549,723 38,582,872 △ 26,966,851

第1回機構債券の金利
が見込みを下回った結
果、支払い債券利息が
減少したことによる

65,549,723 38,582,872 △ 26,966,851

第1回機構債券の金利
が見込みを下回った結
果、支払い債券利息が
減少したことによる

145,009,009,217 151,092,923,104 6,083,913,887 145,009,009,217 151,092,923,104 6,083,913,887

債券利息

計

決　　算　　報　　告　　書

区分

国立大学施設支援 合計

財産処分収入

計

161



162



平成２９事業年度財務諸表及び決算報告書

に関する会計監査人及び監事の意見

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構

163



 
  

164



165



166



167



168



平成２８年度

財 務 諸 表

第１３期（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構

169



 

 

目   次 

 

Ⅰ 法人単位 

１ 貸 借 対 照 表 ・・・・・・・ 2 

２ 損 益 計 算 書 ・・・・・・・ 3 

３ キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・・ 5 

４ 行政サービス実施コスト計算書 ・・・・・・・ 6 

５ 注 記 事 項 ・・・・・・・ 7 

６ 附 属 明 細 書 ・・・・・・・ 10 

 

Ⅱ 一般勘定 

１ 貸 借 対 照 表 ・・・・・・・ 26 

２ 損 益 計 算 書 ・・・・・・・ 27 

３ キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・・ 28 

４ 利 益 の 処 分 に 関 す る 書 類 ・・・・・・・ 29 

５ 行政サービス実施コスト計算書 ・・・・・・・ 30 

170



６ 注 記 事 項 ・・・・・・・ 31 

７ 附 属 明 細 書 ・・・・・・・ 33 

 

Ⅲ 施設整備勘定 

１ 貸 借 対 照 表 ・・・・・・・ 42 

２ 損 益 計 算 書 ・・・・・・・ 43 

３ キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・・ 44 

４ 利 益 の 処 分 に 関 す る 書 類 ・・・・・・・ 45 

５ 行政サービス実施コスト計算書 ・・・・・・・ 46 

６ 注 記 事 項 ・・・・・・・ 47 

７ 附 属 明 細 書 ・・・・・・・ 49 

171



 

 

 

財  務  諸  表 

 

172



 
 
 
 

Ⅰ  法  人  単  位 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 173



（単位：円）
資産の部

Ⅰ 流動資産
現金及び預金 19,653,892,484
たな卸資産 3,213,363,830
前払費用 6,661,842
未収入金 2,189,874
立替金 7,664,584
未収収益 581,977,409
施設費貸付金 559,388,383,000
承継債務負担金債権 201,875,494,000

流動資産合計 784,729,627,023
Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産
建物 4,654,302,759

減価償却累計額 △ 1,989,062,016 2,665,240,743
構築物 80,812,492

減価償却累計額 △ 63,772,826 17,039,666
工具器具備品 499,208,324

減価償却累計額 △ 351,038,409 148,169,915
土地 4,055,200,508

有形固定資産合計 6,885,650,832
２ 無形固定資産

商標権 1,035,468
ソフトウェア 237,182,115
電話加入権 54,000

無形固定資産合計 238,271,583
３ 投資その他の資産

長期前払費用 769,786
投資その他の資産合計 769,786

固定資産合計 7,124,692,201
資産合計 791,854,319,224

負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 309,302,538
預り補助金等 317,842
預り寄附金 17,369,460
預り科学研究費補助金等 3,620,117
一年以内償還予定大学改革支援・学位授与機構債券 5,000,000,000
一年以内返済予定長期借入金 30,891,476,000
一年以内返済予定承継債務 37,657,544,000
未払金 190,544,063
未払費用 575,885,799
未払消費税等 4,159,300
預り金 23,972,208
賞与引当金 5,760,570
リース債務（1年以内） 13,605,408

流動負債合計 74,693,557,305
Ⅱ 固定負債

資産見返負債
資産見返運営費交付金 386,899,884
資産見返物品受贈額 7,351,645 394,251,529

大学改革支援・学位授与機構債券 20,000,000,000
長期借入金 503,496,907,000
承継債務 164,217,950,000
長期リース債務 652,536

固定負債合計 688,109,761,065
負債合計 762,803,318,370

純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 8,780,845,616
資本金合計 8,780,845,616

Ⅱ 資本剰余金
資本剰余金 △ 5,359,748
損益外減価償却累計額（△） △ 2,059,968,716
損益外減損損失累計額（△） △ 64,000

資本剰余金合計 △ 2,065,392,464
Ⅲ 利益剰余金 22,335,547,702

純資産合計 29,051,000,854
負債純資産合計 791,854,319,224

貸借対照表
（平成29年3月31日）
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（単位：円）
経常費用

業務費
教育研究活動等評価経費

備品・消耗品費 25,487,966
旅費交通費 44,350,956
報酬・委託・手数料 125,883,005
減価償却費 10,540,561
給与及び賞与 458,390,766
賞与引当金繰入 5,760,570
法定福利費 66,817,430
その他 80,831,614 818,062,868

国立大学施設支援経費
備品・消耗品費 3,344,830
旅費交通費 14,104,926
報酬・委託・手数料 14,429,600
減価償却費 17,145,258
給与及び賞与 102,525,315
法定福利費 14,985,370
施設費交付金 3,861,907,440
支払利息

長期借入金支払利息 3,994,073,054
承継債務支払利息 4,218,927,231
機構債利息 59,442,845

処分用資産売却原価 961,274,016
その他 64,932,094 13,327,091,979

学位授与事業経費
備品・消耗品費 2,517,091
旅費交通費 9,095,580
報酬・委託・手数料 71,748,810
減価償却費 10,086,616
給与及び賞与 130,952,317
法定福利費 19,040,910
その他 31,640,862 275,082,186

質保証連携事業経費
備品・消耗品費 5,368,797
旅費交通費 21,979,320
報酬・委託・手数料 33,306,118
減価償却費 99,867,180
給与及び賞与 154,216,730
法定福利費 23,303,194
その他 103,920,070 441,961,409

調査研究事業経費
備品・消耗品費 11,686,723
旅費交通費 10,944,872
報酬・委託・手数料 13,485,544
減価償却費 1,758,947
給与及び賞与 209,355,607
法定福利費 24,746,255
その他 36,588,029 308,565,977

一般管理費
備品・消耗品費 20,137,563
旅費交通費 5,358,736
報酬・委託・手数料 34,535,184
減価償却費 18,760,285
給与及び賞与 281,467,435
法定福利費 41,072,516
その他 57,200,550 458,532,269

財務費用
債券発行費 13,589,532
為替差損 8,475 13,598,007

経常費用合計 15,642,894,695

損益計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

3 175



経常収益
運営費交付金収益 1,963,634,889
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 136,845,203
資産見返物品受贈額戻入 7,708,236 144,553,439

学位審査手数料収入 118,404,000
評価手数料収入 166,222,800
大学ポートレート運営負担金収入 80,324,049
財産貸付料収入 10,217,631
寄附金収益 2,011,786
受託事業等収入（国及び地方公共団体） 5,584,832
処分用資産賃貸収入 143,828,211
処分用資産売却収入 3,010,000,000
施設費交付金収益 1,488,821,975
受取利息

施設費貸付金受取利息 4,283,106,308
承継債務負担金債権受取利息 4,218,926,847 8,502,033,155

財務収益
受取利息 301,875
有価証券利息 1,490,388 1,792,263

雑益 15,022,024
経常収益合計 15,652,451,054

経常利益 9,556,359

臨時損失
固定資産除却損 75,960
臨時損失合計 75,960

臨時利益
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 75,958
資産見返物品受贈額戻入 2

臨時利益合計 75,960

当期純利益 9,556,359
当期総利益 9,556,359
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（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

業務費支出 △748,946,449

人件費支出 △1,540,401,248

一般管理費支出 △110,826,023

施設費交付金の交付による支出 △3,861,907,440

施設費貸付金の貸付による支出 △55,923,862,000

承継債務に係る利息の支払額 △4,420,134,025

長期借入金に係る利息の支払額 △4,016,591,868

債券に係る利息の支払額 △60,227,514

その他の業務支出 △43,460,056

運営費交付金収入 2,168,628,000

受託事業等収入 5,940,000

手数料収入 285,248,800

補助金の精算による返還金の支出 △4,561,768

預り科学研究費補助金の受入 8,202,000

預り科学研究費補助金の払出 △8,121,239

寄附金収入 7,220,171

承継債務負担金債権の回収による収入 40,772,544,000

承継債務負担金債権に係る利息の受取額 4,420,133,638

施設費貸付金の回収による収入 33,978,309,000

施設費貸付金に係る利息の受取額 4,307,351,920

処分用資産の売却による収入 3,010,000,000

処分用資産の貸付による収入 143,828,211

施設費交付金の納付による収入 1,488,821,975

その他の収入 108,737,114

小計 19,965,925,199

利息及び配当金の受取額 5,283,696

国庫納付金の支払額 △22,717,853

業務活動によるキャッシュ・フロー 19,948,491,042

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △22,830,000,000

定期預金の払戻による収入 10,020,000,000

有価証券の取得による支出 △16,370,000,000

有価証券の償還による収入 32,861,600,000

有形固定資産の取得による支出 △92,727,395

無形固定資産の取得による支出 △122,273,271

　 投資活動によるキャッシュ・フロー 3,466,599,334

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △13,605,408

債券の発行による収入 4,986,410,468

債券の償還による支出 △5,000,000,000

長期借入れによる収入 51,653,211,000

長期借入金の返済による支出 △29,707,658,000

承継債務の返済による支出 △40,772,544,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △18,854,185,940

Ⅳ　資金増加額 4,560,904,436

Ⅴ　資金期首残高 663,544,527

Ⅵ　統合による資金増加額 819,443,521

Ⅶ　資金期末残高 6,043,892,484

キャッシュ・フロー計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
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（単位：円）

Ⅰ　業務費用
（１）　損益計算書上の費用

教育研究活動等評価経費 818,062,868
国立大学施設支援経費 13,327,091,979
学位授与事業経費 275,082,186
質保証連携事業経費 441,961,409
調査研究事業経費 308,565,977
一般管理費 458,532,269
財務費用 13,598,007
固定資産除却損 75,960 15,642,970,655

（２）　（控除）自己収入等
学位審査手数料収入 △ 118,404,000
評価手数料収入 △ 166,222,800
大学ポートレート運営負担金収入 △ 80,324,049
財産貸付料収入 △ 10,217,631
寄附金収益 △ 2,011,786
受託事業等収入 △ 5,584,832
処分用資産賃貸収入 △ 143,828,211
処分用資産売却収入 △ 3,010,000,000
施設費交付金収益 △ 1,488,821,975
受取利息 △ 8,502,033,155
財務収益 △ 1,792,263
雑益 △ 12,592,024 △ 13,541,832,726

 業務費用合計 2,101,137,929

Ⅱ　損益外減価償却相当額 129,903,982

Ⅲ　引当外賞与見積額 △ 449,304

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 128,195,376

Ⅴ　機会費用

政府出資又は地方公共団体出資
等の機会費用 3,981,540 3,981,540

Ⅵ　行政サービス実施コスト 2,362,769,523

行政サービス実施コスト計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
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１．重要な会計方針

（１）運営費交付金収益の計上基準
　業務達成基準を採用している。

（２）減価償却の会計処理方法
①　有形固定資産
　　定額法を採用している。
　　主な耐用年数は以下のとおりである。
　　　建物　　　　　　３年～５０年
　　　構築物　　　　　２年～４４年
　　　工具器具備品　　３年～１５年
　　なお、国から承継した固定資産に関しては見積耐用年数で減価償却している。

　　リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を0とする定額法を採用している。
②　無形固定資産
　　定額法を採用している。
　　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいている。

（３）賞与引当金の計上基準

　運営費交付金により賞与の財源措置がなされる場合には、引当金を計上していない。

（４）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

（５）たな卸資産の評価基準及び評価方法
　個別法による低価法である。

（６）行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

（７）リース取引の処理方法

（８）消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税込方式による。

２．会計方針の変更
　運営費交付金収益の計上基準については、前事業年度まで費用進行基準を採用していたが、独立行政法人会
計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、業務達成基準を採用している。なお、業務の進行状況と運営費交付
金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動については期間進行基準を採用している。
　これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の経常利益、当期純利益、当期総利益はそれぞれ22,243,985
円増加している。
　なお、行政サービス実施コストに与える影響はない。

　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理を行っている。

注　　記　　事　　項

　「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成27年1月27日改訂）並びに「独立行政
法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するQ&A」（平成28年2月改訂）を適用して、財務諸表等を作
成している。
　ただし、「独立行政法人会計基準」第43（注解39）の規定については、「独立行政法人通則法の一部を改正
する法律」附則第8 条により経過措置を適用していることから、経過措置終了まで、現行セグメント区分に基
づくセグメント情報の開示を行っている。

　なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動については期間進
行基準を採用している。

　　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益外減価償
　却累計額として資本剰余金から控除して表示している。

　機関別認証評価事業に携わる役職員に対する賞与の支給に充てるため、支給見積額の当期負担額を計上して
いる。

　また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、賞与に係る期末支給見込額の当期増加
額に基づき計上している。

　退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上してい
ない。

　また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、退職一時金に係る期末自己都
合要支給額の当期増加額に基づき計上している。

　政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率は、１０年利付国債の平成２９年３月末
利回りを参考に０.０６５％としている。

　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じ
た会計処理を行っている。
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３．貸借対照表関係
　運営費交付金から充当されるべき賞与の当期見積額 72,062,117 円
　運営費交付金から充当されるべき退職給付の当期見積額 668,854,264 円

４．キャッシュ・フロー計算書注記
（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　現金及び預金 19,653,892,484 円
　うち定期預金 13,610,000,000 円
　（差引）資金期末残高 6,043,892,484 円

（２）重要な非資金取引
・独立行政法人国立大学財務・経営センターとの統合による資産・負債の承継
流動資産 803,191,141,107円
固定資産 1,364,508,059円
資産合計 804,555,649,166円
流動負債 76,376,233,182円
固定負債 704,665,273,539円
負債合計 781,041,506,721円

５．行政サービス実施コスト計算書関係
引当外退職給付増加見積額には、国からの出向職員に係る見積額が含まれている。
国からの出向職員に係る見積額 59,245,214 円

６．固定資産の減損関係
該当事項なし。

７．資産除去債務関係
該当事項なし。

８．重要な債務負担行為
該当事項なし。

９．固有の表示科目の内容
該当事項なし。

10．重要な後発事象
該当事項なし。

11．独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
該当なし。

12．金融商品の時価等に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

②金融商品の内容及びそのリスク

③金融商品に係るリスク管理体制
（ⅰ）信用リスクの管理

（ⅱ）市場リスクの管理
　　a、金利リスクの管理

　　b．価格変動リスクの管理

（ⅲ） 資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　当法人は、価格変動リスクに晒されている株式等は保有していない。

　　当法人は、主務大臣により認可された資金計画に従って、資金調達を行っている。

①金融商品に対する取組方針

当法人は、資金運用については短期的な預金及び公共債に限定している。また、施設費貸付事業などの資金
供給業務を実施している。これらの業務を実施するため、財政融資資金からの借入及び財投機関債の発行によ
り資金を調達している。

当法人が保有する金融資産は、主として国立大学法人に対する貸付金であり、貸付先の契約不履行によって
もたらされる信用リスクがある。

借入金、大学改革支援・学位授与機構債券は、一定の環境の下で当法人が市場を利用できなくなる場合な
ど、支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクがある。

　　施設費貸付事業については、「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付規則」、「独立行政
　法人大学改革支援・学位授与機構貸付金債権管理規則」、「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設
　費貸付事業審査基準」及び「「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付規則」及び「独立行政
　法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付事業審査基準」運用手続き」に基づき、貸付先である国立大学
　法人の償還能力や担保力などを審査している。

　　　予め「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付規則」により定められた方法により利率を
　　決定している。
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（２）金融商品の時価等に関する事項

（単位：円）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

19,653,892,484 19,653,892,484 0

559,388,383,000 589,258,035,486 29,869,652,486

（３）承継債務負担金債権 201,875,494,000 211,908,396,065 10,032,902,065

(190,544,063) (190,544,063) 0

（５）大学改革支援・学位授与機構債券 (25,000,000,000) (25,063,000,000) (63,000,000)

（６）長期借入金 (534,388,383,000) (563,519,571,535) (29,131,188,535)

（７）承継債務 (201,875,494,000) (211,908,397,992) (10,032,903,992)

（１）現金及び預金

（２）施設費貸付金

（３）承継債務負担金債権

（４）未払金

（５）大学改革支援・学位授与機構債券
　当法人の発行する大学改革支援・学位授与機構債券の時価は、市場価格による。
（６）長期借入金

（７）承継債務

13．賃貸等不動産の状況に関する事項

（単位：円）

前期末残高 当期増減額 当期末残高
792,943,342 △ 3,849,660 789,093,682 681,386,452

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。

　また、賃貸等不動産に関する平成２９年３月期における収益及び費用等の状況は次のとおりである。

（単位：円）

2,992,196 7,299,371 0
（うち損益外減価償却相当額

3,685,476 )
（注３）賃貸収益計上額は当法人の職員以外の居住者からの賃貸収益の金額である。

14.追加情報

当期末の時価

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

（注１）負債に計上されているものは、（ ）で示している。
　大学改革支援・学位授与機構債券、長期借入金及び承継債務には、流動負債に計上されている一年以内償還
予定及び一年以内返済予定の金額を含めて記載している。

（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

（２）施設費貸付金

　施設費貸付金は固定金利であり、残余期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った
場合に想定される利率で割り引いて時価を算定している。

　当法人は、「独立行政法人大学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律（平成27年法律第27号）」（以
下、「法律」という。）附則第2条第1項及び第2項の規定に基づき、平成28年4月1日に、国が承継する資産を
除き、独立行政法人国立大学財務・経営センターの一切の権利及び義務を承継した。
　なお、法律附則第3条第1項の規定により、当法人が承継した独立行政法人国立大学財務・経営センターの資
産・負債の内訳は、４．キャッシュ・フロー計算書注記（２）重要な非資金取引に記載している。

賃貸収益 賃貸費用
その他

（売却損益等）

（注４）賃貸費用計上額は、宿舎全体にかかった固定資産税、損益外減価償却相当額及び当法人の職員以
　　　外の居住者の住戸の修繕費等の金額である。

（注２）当期末の建物の時価は取得価額より減価償却累計額を減じた額、土地の時価には固定資産税評価
　　　額を用いている。

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い
て算定する方法による。

　当法人では、東京都小平市において、職員住居用の宿舎（土地を含む）を有している。これらの賃貸等不動
産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は次のとおりである。

貸借対照表計上額

（１）現金及び預金

（４）未払金

　承継債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて
算定する方法による。

　承継債務負担金債権は固定金利であり、残余期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸付を
行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定している。

　未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。
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附   属   明   細   書 
 
 
 
・固定資産の取得、処分、減価償却費（「第８７ 特定の償却資産の減価に係る

会計処理」及び「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」

による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細 
・たな卸資産の明細 
・貸付金の明細 
・長期借入金の明細 
・大学改革支援・学位授与機構債券の明細 
・引当金の明細 
・資本金及び資本剰余金の明細 
・積立金の明細 
・運営費交付金債務及び当期振替額等の明細 
・役員及び職員の給与の明細 
・開示すべきセグメント情報 
・科学研究費補助金の明細 
・主な資産・負債・費用及び収益の明細 
・法人単位の財務諸表と各勘定別財務諸表の関係を明らかにする書類 
・勘定ごとの利益の処分の状況と全ての勘定を合算した額を並列的に示す書類 
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たな卸資産の明細
（単位：円）

当期購入・製造・
振替

その他 払出・振替 その他

43,900 108,610 0 73,172 0 79,338

0 0 4,174,558,508 961,274,016 0 3,213,284,492

当期増加額
は統合によ
るもの。
当期減少額
は売却処分
によるもの。

43,900 108,610 4,174,558,508 961,347,188 0 3,213,363,830

貸付金の明細

長期借入金の明細

種類

切手

期末残高 摘要期首残高
当期増加額 当期減少額

計

処分用土地

(単位：円）

計 0 836,014,730,000 74,750,853,000 0 761,263,877,000

当期増加額は統合によ
るものを含む。

回収額は国立大学法人
からの返済。

　承継債務負担金債権 0 242,648,038,000 40,772,544,000 0 201,875,494,000

当期増加額は統合によ

るもの。
回収額は国立大学法人
からの返済。

　施設費貸付金 0 593,366,692,000 33,978,309,000 0 559,388,383,000

区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
回収額 償却額

(単位：円）

（注）

１．上段括弧書きは1年以内返済予定額（外数）。

２．承継債務は、廃止前の国立学校特別会計法（昭和39年法律第55号）に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負債に係るもので、

　旧独立行政法人国立大学財務・経営センターが承継した残余について、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構が承継したもの。

（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法附則第13条1項）

３．長期借入金は、施設費貸付事業に必要な費用で財政融資資金からの借入金。

（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第19条第1項）

４．長期借入金の使途は、国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、文部科学大臣の定めにより、土地の取得、施設

　の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の貸付（施設費貸付事業）。

（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第16条第2号）

0                              736,263,877,000    68,549,020,000       667,714,857,000       
計

0                              (139,029,222,000) (70,480,202,000) (68,549,020,000)

201,875,494,000    37,657,544,000       164,217,950,000       1.59     
平成３０年５月

～
平成４０年９月

当期増加は統合に

よるもの。

減少額は１年以内

への振替。

当期増加は統合に

よるものを含む。

減少額は１年以内

への振替。

承継債務

0                              (78,430,088,000) (40,772,544,000) (37,657,544,000) (2.59)

 平成２９年５月

～
平成３０年３月

当期増加は統合に

よるものを含む。

0                              

0                              534,388,383,000    30,891,476,000       503,496,907,000       0.70     

平成３０年９月

～
平成５４年３月

返済期限 摘要

長期借入金

0                              (60,599,134,000) (29,707,658,000) (30,891,476,000) (0.82)
 平成２９年９月

～

平成３０年３月

当期増加は統合に

よるものを含む。

区分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高
 平均
利率

(%)

12184



大学改革支援・学位授与機構債券の明細

引当金の明細
（単位：円）

目的使用 その他

6,715,543 6,715,543 0 5,760,570

6,715,543 6,715,543 0 5,760,570

資本金及び資本剰余金の明細
（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 7,470,955,506 1,309,890,110 0 8,780,845,616

計 7,470,955,506 1,309,890,110 0 8,780,845,616

資本剰余金

無償譲与 90,000 28,000 0 118,000

損益外除売却差
額相当額

△ 5,477,748 0 0 △ 5,477,748

計 △ 5,387,748 28,000 0 △ 5,359,748

損益外減価償却
累計額

△ 1,930,064,734 △ 129,903,982 0 △ 2,059,968,716

損益外減損損失
累計額

△ 64,000 0 0 △ 64,000

差引計 △ 1,935,516,482 △ 129,875,982 0 △ 2,065,392,464

積立金の明細
（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

83,548,550 83,654,164 22,717,853 144,484,861

0 22,181,506,482 0 22,181,506,482

83,548,550 22,265,160,646 22,717,853 22,325,991,343

大学改革支援・学
位授与機構法第
18条積立金

当期増加額は統合によるもの。

計

摘要当期増加額

5,760,570

5,760,570

期首残高
当期減少額

期末残高

区分

資本金

摘要

統合によるもの

統合によるもの

摘要

当期増加額は、統合及び前期未処分利益の
積立てによるもの。
当期減少額は、国庫納付金の納付によるも
の。

区分

通則法第44条第1
項の積立金

資本剰余金

賞与引当金

計

区分

(単位：円）

（注）
１．期末残高の上段括弧書きは1年以内償還予定額（内数）。

第７回国立大学財務・経営センター債券

第８回国立大学財務・経営センター債券

第９回国立大学財務・経営センター債券

第１０回国立大学財務・経営センター債券

第１１回国立大学財務・経営センター債券

第１回大学改革支援・学位授与機構債券

計 30,000,000,000

5,000,000,000

5,000,000,000

5,000,000,000

5,000,000,000

5,000,000,000

5,000,000,000

当期増加期首残高

0

0

0

0

0

0

0

5,000,000,000

0

0

0

0

0

5,000,000,000

 平成34年3月

 平成30年3月

25,000,000,000    

0

(5,000,000,000)
5,000,000,000      

5,000,000,000      

5,000,000,000      

5,000,000,000      

5,000,000,000      

(5,000,000,000)

0.030    

 当期増加は統合

によるもの。

0.080    
 当期増加は統合

によるもの。

0.269    
 当期増加は統合

によるもの。

0.152    

 平成31年3月

 平成32年3月

 平成33年3月

 当期増加は統合

によるもの。

0.239    
 当期増加は統合

によるもの。

0.464     平成29年3月

 利率
(%)

摘要償還期限期末残高当期減少銘柄
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運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 　（単位：円）

運営費交付金収益 資産見返運営費交付金 資本剰余金 小　　　計

（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細
①　運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細

　（単位：円）

費用

備品・消耗品費 21,748,471 円

旅費交通費 21,971,944 円

報酬・委託・手数料 104,596,592 円

減価償却費 4,927,656 円

人件費 413,220,074 円

その他 55,945,113 円

備品・消耗品費 3,344,830 円

旅費交通費 14,104,926 円

報酬・委託・手数料 14,429,600 円

減価償却費 0 円

人件費 117,510,685 円

その他 21,472,038 円

備品・消耗品費 0 円

旅費交通費 0 円

報酬・委託・手数料 0 円

減価償却費 0 円

人件費 149,298,266 円

その他 0 円

備品・消耗品費 5,368,797 円

旅費交通費 21,979,320 円

報酬・委託・手数料 33,306,118 円

減価償却費 1,220,832 円

人件費 177,519,924 円

その他 23,519,721 円

備品・消耗品費 11,594,283 円

旅費交通費 10,174,504 円

報酬・委託・手数料 12,970,394 円

減価償却費 1,499,208 円

人件費 234,101,862 円

その他 33,524,201 円

備品・消耗品費 17,981,171 円

旅費交通費 5,358,736 円

報酬・委託・手数料 32,646,178 円

減価償却費 2,575,668 円

人件費 322,539,951 円

財務費用 8,475 円

その他 50,931,366 円

②　資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細
　（単位：円）

振替額 振替額

フロアスイッチ一式 7,930,923円
その他 1,620,000円

フロアスイッチ一式 1,667,794円

サーバ 2,967,907円
フロアスイッチ一式 2,900,154円

フロアスイッチ一式 3,661,479円
その他 2,072,760円

フロアスイッチ一式 2,749,533円
ＴＶ会議システム 1,191,240円
パソコン 1,032,156円

フロアスイッチ一式 5,715,413円
ソフトウェア 1,382,400円
その他 1,335,907円

教育研究活動等評価 9,550,923

法人共通 8,433,720

合計 36,227,666

調査研究 4,972,929

学位審査 5,868,061

質保証連携 5,734,239

国立大学施設支援 1,667,794

セグメント
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

主な使途 主な使途

期間進行基準による振替額 452,439,500 432,041,545

合計 1,963,634,889 1,941,390,904

費用進行基準による振替額 0 0

調査研究 303,873,701 303,864,452

学位審査 149,946,939 149,298,266

質保証連携 259,288,636 262,914,712

1,511,195,389 1,509,349,359

教育研究活動等評価 627,122,907 622,409,850

区　　　　　　分 金　　額
運営費交付金の主な使途

主な使途

309,302,538

期首残高 交付金当期交付額
当　　期　　振　　替　　額

期末残高

140,537,093 2,168,628,000 1,963,634,889 36,227,666 0 1,999,862,555

国立大学施設支援 170,963,206 170,862,079

業務達成基準による振替額
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（３）運営費交付金債務残高の明細
　（単位：円）

175,509,040

0

0

133,793,498

309,302,538

費用進行基準を採用した業
務にかかる分

○　翌事業年度への繰越額はない。

その他

○　不測の事態に備え、運営費交付金債務の繰越を行う。
繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度以降に収益化単位の業務と
して配分を行う予定である。

計

運営費交付金債務残高 使用見込み

業務達成基準を採用した業
務にかかる分

○　翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込は以下のとおりです。
国立大学法人評価事業において、翌期に45,826,170円収益化予定である。
質保証連携のポートレート事業において、翌期以降に129,682,870円収益化予定である。

期間進行基準を採用した業
務にかかる分

○　翌事業年度への繰越額はない。
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役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、人）

46,134 3 0 0

（ 2,880 ） （ 2 ） （ 0 ） （ 0 ）

1,133,246 177 12,516 5

（ 147,193 ） （ 51 ） （ 700 ） （ 8 ）

1,179,380 180 12,516 5

（ 150,073 ） （ 53 ） （ 700 ） （ 8 ）

注１：

注２： 　役員報酬及び職員の給与には賞与及び賞与引当金繰入額を含み、法定福利費は含まない。

注３： 　職員の給与の支給人員数は、年間平均支給人員数である。

注４： 　（　）内は、非常勤の役員又は職員であり、外数として記載している。

注５： 　千円未満を四捨五入により作成している。

役員

支給額

　役員に対する報酬等の支給の基準及び職員に対する給与及び退職手当の支給の基準は、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構
役員給与規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構役員退職手当規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構職員給与規
則、独立行政法人大学支援・学位授与機構職員退職手当規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構非常勤職員就業規則、独立行
政法人大学改革支援・学位授与機構非常勤職員給与規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構特定有期雇用職員就業規則、独
立行政法人大学改革支援・学位授与機構特定有期雇用非常勤職員就業規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構年俸制職員就
業規則に基づいている。

合計

支給人員
区分

退職手当

職員

支給人員

報酬又は給与

支給額
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開示すべきセグメント情報

（単位：円）

機関別認証
評価

分野別認証
評価

国立大学法人
評価等

Ⅰ 事業費用・事業収益及び事業損益

事業費用 185,853,032 18,129,054 614,080,782 13,327,091,979 275,082,186 441,961,409 308,565,977 15,170,764,419 0 15,170,764,419

備品・消耗品費 2,952,437 628,216 21,907,313 3,344,830 2,517,091 5,368,797 11,686,723 48,405,407 0 48,405,407

旅費交通費 21,091,046 1,337,777 21,922,133 14,104,926 9,095,580 21,979,320 10,944,872 100,475,654 0 100,475,654

報酬・委託・手数料 18,377,267 2,773,512 104,732,226 14,429,600 71,748,810 33,306,118 13,485,544 258,853,077 0 258,853,077

減価償却費 1,397,751 753,350 8,389,460 17,145,258 10,086,616 99,867,180 1,758,947 139,398,562 0 139,398,562

給与及び賞与 96,251,741 9,487,061 352,651,964 102,525,315 130,952,317 154,216,730 209,355,607 1,055,440,735 0 1,055,440,735

賞与引当金繰入 5,760,570 0 0 0 0 0 0 5,760,570 0 5,760,570

法定福利費 15,146,955 1,361,979 50,308,496 14,985,370 19,040,910 23,303,194 24,746,255 148,893,159 0 148,893,159

その他 24,875,265 1,787,159 54,169,190 13,160,556,680 31,640,862 103,920,070 36,588,029 13,413,537,255 0 13,413,537,255

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 458,532,269 458,532,269

財務費用 0 0 0 13,589,532 0 0 0 13,589,532 8,475 13,598,007

185,853,032 18,129,054 614,080,782 13,340,681,511 275,082,186 441,961,409 308,565,977 15,184,353,951 458,540,744 15,642,894,695

事業収益

運営費交付金収益 0 22,764,109 604,358,798 170,963,206 149,946,939 259,288,636 303,873,701 1,511,195,389 452,439,500 1,963,634,889

補助金等収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

手数料収入 166,222,800 0 0 0 118,404,000 0 0 284,626,800 0 284,626,800

その他収入 722,403 78,002 9,777,924 13,175,983,695 7,379,920 179,046,697 4,701,525 13,377,690,166 26,499,199 13,404,189,365

166,945,203 22,842,111 614,136,722 13,346,946,901 275,730,859 438,335,333 308,575,226 15,173,512,355 478,938,699 15,652,451,054

事業損益 △ 18,907,829 4,713,057 55,940 6,265,390 648,673 △ 3,626,076 9,249 △ 10,841,596 20,397,955 9,556,359

Ⅱ 総資産

流動資産 0 24,000 3,510,304 784,032,882,431 50,585 289,619 3,954,025 784,040,710,964 688,916,059 784,729,627,023

固定資産

有形固定資産

建物 128,411,194 13,888,445 346,054,514 391,173,824 445,113,268 191,478,394 745,422,424 2,261,542,063 403,698,680 2,665,240,743

構築物 867,596 93,836 2,302,822 312,950 3,007,359 1,293,703 5,036,365 12,914,631 4,125,035 17,039,666

工具器具備品 1,337,680 746,864 10,681,743 7,883,278 8,456,308 58,982,963 3,463,620 91,552,456 56,617,459 148,169,915

土地 176,994,509 19,143,023 469,788,616 945,243,805 613,518,199 263,922,662 1,027,446,846 3,516,057,660 539,142,848 4,055,200,508

その他の資産 0 0 5,372,100 26,652,947 16,375,795 182,777,001 0 231,177,843 7,863,526 239,041,369

307,610,979 33,896,168 837,710,099 785,404,149,235 1,086,521,514 698,744,342 1,785,323,280 790,153,955,617 1,700,363,607 791,854,319,224

注１： 　事業の区分は、中期計画に基づき区分している。
注２： 　事業の内容

注３：

注４：

注５：

注６：

注７：

注８：

学位授与：学校教育法に定めるところにより、学位（学士、修士、博士）を授与すること。

質保証連携：大学等における質保証を支援するため、大学等と連携して、国内外の高等教育の質保証に係る情報や大学等における各種の学習の機会等に関する情報を収集・整理・提供する
とともに、質保証に関わる人材の能力開発を行うこと。
我が国の高等教育への国際的な信頼を高めるため、国内外の質保証機関等と連携・協力した活動を行うこと。

注10： 　独立行政法人国立大学財務・経営センターとの統合に伴い、国立大学施設支援セグメントを新設した。

　事業費用のうち管理部門に係る備品・消耗品費20,137,563円、旅費交通費5,358,736円、報酬・委託・手数料34,535,184円、その他398,500,786円については法人共通欄に記載している。

　事業収益のうち管理部門に係る運営費交付金収益452,439,500円、資産見返負債戻入13,732,297円、資産見返物品受贈額戻入2,452,320円、財産貸付料収入10,217,631円、財務収益等96,951円に
ついては法人共通欄に記載している。

　総資産のうち現金及び預金684,340,413円、管理部門に係る土地539,142,848円、建物403,698,680円、構築物4,125,035円、工具器具備品56,617,459円については法人共通欄に記載している。

　損益外減価償却相当額は、機関別認証評価が5,923,868円、分野別認証評価が640,702円、国立大学法人評価等が15,723,457円、国立大学施設支援が25,816,162円、学位授与が20,533,976円、質
保証連携が8,833,286円、調査研究が34,387,842円、法人共通が18,044,689円である。

　引当外退職給付増加見積額は、機関別認証評価が△30,859,394円、分野別認証評価が855,007円、国立大学法人評価等が84,394,293円、国立大学施設支援が76,451,933円、学位授与が△
648,668円、質保証連携が5,978,698円、調査研究が△2,854,662円、法人共通が△5,121,831円である。

注９： 　損益外減損損失相当額は、電話加入権について△64,000円である。

調査研究：大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究、学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究及び高等教育の質保証の確立に資する調査研究を行うこ
と。

　引当外賞与見積額は、分野別認証評価が1,564,708円、国立大学法人評価等が△15,973,544円、国立大学施設支援が8,367,178円、学位授与が△405,607円、質保証連携が2,958,309円、調査研究
が△562,076円、法人共通が3,601,728円である。

計区分

教育研究活動等評価

国立大学施設支援

国立大学施設支援：文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構の施設の整備等に必要な資金の貸
付け及び交付等を行うこと。

分野別認証評価：専門職大学院等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について評価を行い、 その結果について、当該大学等及びその設置者に提供し、
並びに公表すること。

国立大学法人評価等：文部科学省の国立大学法人評価委員会からの要請に基づき、国立大学及び大学共同利用機関の教育研究活動に関する評価を行い、その結果について、国立大学法
人評価委員会及び当該評価の対象となった国立大学又は大学共同利用機関に提供し、並びに公表すること。

学位授与 質保証連携 法人共通 合計

計

計

計

機関別認証評価：大学等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について評価を行い、 その結果について、当該大学等及びその設置者に提供し、並びに公
表すること。

調査研究
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①現金及び預金の明細 （単位：円）

区分 金額

普通預金 6,038,900,484

郵便貯金 4,992,000

定期預金 13,610,000,000

現金及び預金計 19,653,892,484

②未払金の明細 （単位：円）

区分 金額

報酬・委託・手数料 39,707,033

備品・消耗品費 22,424,573

通信運搬費 2,674,686

固定資産取得費 26,280,559

その他 99,457,212

未払金計 190,544,063

主な資産・負債・費用及び収益の明細

科学研究費補助金の明細

注）間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については外数として（　）内に記載している。

合　　計
(8,100,000)
2,430,000 13

挑戦的萌芽研究（基金）
(900,000)

270,000 1

基盤研究（C）（基金）
(4,300,000)
1,290,000 5

　科学研究費助成事業
　（学術研究助成基金助成金）

基盤研究（B）
(1,000,000)

300,000

基盤研究（A）
(700,000)

当期受入 件　　数

研究活動スタート支援
(1,200,000)

2360,000

摘　　要

1210,000

4

種　　　目

　科学研究費助成事業

　（科学研究費補助金）
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法人単位の財務諸表と各勘定別財務諸表の関係を明らかにする書類

（単位：円）

一般勘定 施設整備勘定 法人単位

資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 684,340,413 18,969,552,071 19,653,892,484
たな卸資産 79,338 3,213,284,492 3,213,363,830
前払費用 6,661,842 - 6,661,842
未収入金 2,189,874 - 2,189,874
立替金 7,664,584 - 7,664,584
未収収益 - 581,977,409 581,977,409
施設費貸付金 - 559,388,383,000 559,388,383,000
承継債務負担金債権 - 201,875,494,000 201,875,494,000

流動資産合計 700,936,051 784,028,690,972 784,729,627,023

Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

建物 4,654,302,759 - 4,654,302,759
減価償却累計額 △ 1,989,062,016 - △ 1,989,062,016

構築物 80,812,492 - 80,812,492
減価償却累計額 △ 63,772,826 - △ 63,772,826

工具器具備品 499,208,324 - 499,208,324
減価償却累計額 △ 351,038,409 - △ 351,038,409

土地 4,055,200,508 - 4,055,200,508
有形固定資産合計 6,885,650,832 - 6,885,650,832

２ 無形固定資産
商標権 1,035,468 - 1,035,468
ソフトウェア 237,182,115 - 237,182,115
電話加入権 54,000 - 54,000

無形固定資産合計 238,271,583 - 238,271,583

３ 投資その他の資産
長期前払費用 769,786 - 769,786
投資その他の資産合計 769,786 - 769,786

固定資産合計 7,124,692,201 - 7,124,692,201
資産合計 7,825,628,252 784,028,690,972 791,854,319,224

負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 309,302,538 - 309,302,538
預り補助金等 317,842 - 317,842
預り寄附金 17,369,460 - 17,369,460
預り科学研究費補助金等 3,620,117 - 3,620,117
一年以内償還予定大学改革支援・学位授与機構債券 - 5,000,000,000 5,000,000,000
一年以内返済予定長期借入金 - 30,891,476,000 30,891,476,000
一年以内返済予定承継債務 - 37,657,544,000 37,657,544,000
未払金 189,286,635 1,257,428 190,544,063
未払費用 - 575,885,799 575,885,799
未払消費税等 4,159,300 - 4,159,300
預り金 23,972,208 - 23,972,208
賞与引当金 5,760,570 - 5,760,570
リース債務（1年以内） 13,605,408 - 13,605,408

流動負債合計 567,394,078 74,126,163,227 74,693,557,305

Ⅱ 固定負債
資産見返負債

資産見返運営費交付金 386,899,884 - 386,899,884
資産見返物品受贈額 7,351,645 - 7,351,645

大学改革支援・学位授与機構債券 - 20,000,000,000 20,000,000,000
長期借入金 - 503,496,907,000 503,496,907,000
承継債務 - 164,217,950,000 164,217,950,000
長期リース債務 652,536 - 652,536

固定負債合計 394,904,065 687,714,857,000 688,109,761,065
負債合計 962,298,143 761,841,020,227 762,803,318,370

純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 8,780,845,616 - 8,780,845,616
資本金合計 8,780,845,616 - 8,780,845,616

Ⅱ 資本剰余金
資本剰余金 △ 5,359,748 - △ 5,359,748
損益外減価償却累計額（△） △ 2,059,968,716 - △ 2,059,968,716
損益外減損損失累計額（△） △ 64,000 - △ 64,000

資本剰余金合計 △ 2,065,392,464 - △ 2,065,392,464

Ⅲ 利益剰余金
大学改革支援・学位授与機構法第18条積立金 - 22,181,506,482 22,181,506,482
積立金 144,484,861 - 144,484,861
当期未処分利益 3,392,096 6,164,263 9,556,359

（うち当期総利益 ) (3,392,096 ) (6,164,263 ) (9,556,359 )
利益剰余金合計 147,876,957 22,187,670,745 22,335,547,702
純資産合計 6,863,330,109 22,187,670,745 29,051,000,854

負債純資産合計 7,825,628,252 784,028,690,972 791,854,319,224

（注）勘定相互間の債権と債務はありません。

科　　目

貸借対照表
（平成29年3月31日）
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（単位：円）

一般勘定 施設整備勘定 法人単位

経常費用
業務費

教育研究活動等評価経費 818,062,868 - 818,062,868
備品・消耗品費 25,487,966 - 25,487,966
旅費交通費 44,350,956 - 44,350,956
報酬・委託・手数料 125,883,005 - 125,883,005
減価償却費 10,540,561 - 10,540,561
給与及び賞与 458,390,766 - 458,390,766
賞与引当金繰入 5,760,570 - 5,760,570
法定福利費 66,817,430 - 66,817,430
その他 80,831,614 - 80,831,614

国立大学施設支援経費 188,007,337 13,139,084,642 13,327,091,979
備品・消耗品費 3,344,830 - 3,344,830
旅費交通費 14,104,926 - 14,104,926
報酬・委託・手数料 14,429,600 - 14,429,600
減価償却費 17,145,258 - 17,145,258
給与及び賞与 102,525,315 - 102,525,315
法定福利費 14,985,370 - 14,985,370
施設費交付金 - 3,861,907,440 3,861,907,440
支払利息

長期借入金支払利息 - 3,994,073,054 3,994,073,054
承継債務支払利息 - 4,218,927,231 4,218,927,231
機構債利息 - 59,442,845 59,442,845

処分用資産売却原価 - 961,274,016 961,274,016
その他 21,472,038 43,460,056 64,932,094

学位授与事業経費 275,082,186 - 275,082,186
備品・消耗品費 2,517,091 - 2,517,091
旅費交通費 9,095,580 - 9,095,580
報酬・委託・手数料 71,748,810 - 71,748,810
減価償却費 10,086,616 - 10,086,616
給与及び賞与 130,952,317 - 130,952,317
法定福利費 19,040,910 - 19,040,910
その他 31,640,862 - 31,640,862

質保証連携事業経費 441,961,409 - 441,961,409
備品・消耗品費 5,368,797 - 5,368,797
旅費交通費 21,979,320 - 21,979,320
報酬・委託・手数料 33,306,118 - 33,306,118
減価償却費 99,867,180 - 99,867,180
給与及び賞与 154,216,730 - 154,216,730
法定福利費 23,303,194 - 23,303,194
その他 103,920,070 - 103,920,070

調査研究事業経費 308,565,977 - 308,565,977
備品・消耗品費 11,686,723 - 11,686,723
旅費交通費 10,944,872 - 10,944,872
報酬・委託・手数料 13,485,544 - 13,485,544
減価償却費 1,758,947 - 1,758,947
給与及び賞与 209,355,607 - 209,355,607
法定福利費 24,746,255 - 24,746,255
その他 36,588,029 - 36,588,029

一般管理費 458,532,269 - 458,532,269
備品・消耗品費 20,137,563 - 20,137,563
旅費交通費 5,358,736 - 5,358,736
報酬・委託・手数料 34,535,184 - 34,535,184
減価償却費 18,760,285 - 18,760,285
給与及び賞与 281,467,435 - 281,467,435
法定福利費 41,072,516 - 41,072,516
その他 57,200,550 - 57,200,550

財務費用 8,475 13,589,532 13,598,007
債券発行費 - 13,589,532 13,589,532
為替差損 8,475 - 8,475

経常費用合計 2,490,220,521 13,152,674,174 15,642,894,695

損益計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

科　　目
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（単位：円）

一般勘定 施設整備勘定 法人単位

損益計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

科　　目

経常収益
運営費交付金収益 1,963,634,889 - 1,963,634,889
資産見返負債戻入 144,553,439 - 144,553,439

資産見返運営費交付金戻入 136,845,203 - 136,845,203
資産見返物品受贈額戻入 7,708,236 - 7,708,236

学位審査手数料収入 118,404,000 - 118,404,000
評価手数料収入 166,222,800 - 166,222,800
大学ポートレート運営負担金収入 80,324,049 - 80,324,049
財産貸付料収入 10,217,631 - 10,217,631
寄附金収益 2,011,786 - 2,011,786
受託事業等収入（国及び地方公共団体） 5,584,832 - 5,584,832
処分用資産賃貸収入 - 143,828,211 143,828,211
処分用資産売却収入 - 3,010,000,000 3,010,000,000
施設費交付金収益 - 1,488,821,975 1,488,821,975
受取利息 - 8,502,033,155 8,502,033,155
施設費貸付金受取利息 - 4,283,106,308 4,283,106,308
承継債務負担金債権受取利息 - 4,218,926,847 4,218,926,847

財務収益 15,167 1,777,096 1,792,263
受取利息 15,167 286,708 301,875
有価証券利息 - 1,490,388 1,490,388

雑益 2,644,024 12,378,000 15,022,024
経常収益合計 2,493,612,617 13,158,838,437 15,652,451,054

経常利益 3,392,096 6,164,263 9,556,359

臨時損失
固定資産除却損 75,960 - 75,960
臨時損失合計 75,960 - 75,960

臨時利益
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 75,958 - 75,958
資産見返物品受贈額戻入 2 - 2

臨時利益合計 75,960 - 75,960

当期純利益 3,392,096 6,164,263 9,556,359
当期総利益 3,392,096 6,164,263 9,556,359

（注）勘定相互間の取引に係る費用と収益及び未実現損益はありません。
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（単位：円）

一般勘定 施設整備勘定 法人単位

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

業務費支出 △748,946,449 - △748,946,449

人件費支出 △1,540,401,248 - △1,540,401,248

一般管理費支出 △110,826,023 - △110,826,023

施設費交付金の交付による支出 - △3,861,907,440 △3,861,907,440

施設費貸付金の貸付による支出 - △55,923,862,000 △55,923,862,000

承継債務に係る利息の支払額 - △4,420,134,025 △4,420,134,025

長期借入金に係る利息の支払額 - △4,016,591,868 △4,016,591,868

債券に係る利息の支払額 - △60,227,514 △60,227,514

その他の業務支出 - △43,460,056 △43,460,056

運営費交付金収入 2,168,628,000 - 2,168,628,000

受託事業等収入 5,940,000 - 5,940,000

手数料収入 285,248,800 - 285,248,800

補助金の精算による返還金の支出 △4,561,768 - △4,561,768

預り科学研究費補助金の受入 8,202,000 - 8,202,000

預り科学研究費補助金の払出 △8,121,239 - △8,121,239

寄附金収入 7,220,171 - 7,220,171

承継債務負担金債権の回収による収入 - 40,772,544,000 40,772,544,000

承継債務負担金債権に係る利息の受取額 - 4,420,133,638 4,420,133,638

施設費貸付金の回収による収入 - 33,978,309,000 33,978,309,000

施設費貸付金に係る利息の受取額 - 4,307,351,920 4,307,351,920

処分用資産の売却による収入 - 3,010,000,000 3,010,000,000

処分用資産の貸付による収入 - 143,828,211 143,828,211

施設費交付金の納付による収入 - 1,488,821,975 1,488,821,975

その他の収入 96,359,114 12,378,000 108,737,114

小計 158,741,358 19,807,183,841 19,965,925,199

利息及び配当金の受取額 15,167 5,268,529 5,283,696

国庫納付金の支払額 △22,717,853 - △22,717,853

業務活動によるキャッシュ・フロー 136,038,672 19,812,452,370 19,948,491,042

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △200,000,000 △22,630,000,000 △22,830,000,000

定期預金の払戻による収入 200,000,000 9,820,000,000 10,020,000,000

有価証券の取得による支出 - △16,370,000,000 △16,370,000,000

有価証券の償還による収入 - 32,861,600,000 32,861,600,000

有形固定資産の取得による支出 △92,727,395 - △92,727,395

無形固定資産の取得による支出 △122,273,271 - △122,273,271

　 投資活動によるキャッシュ・フロー △215,000,666 3,681,600,000 3,466,599,334

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △13,605,408 - △13,605,408

債券の発行による収入 - 4,986,410,468 4,986,410,468

債券の償還による支出 - △5,000,000,000 △5,000,000,000

長期借入れによる収入 - 51,653,211,000 51,653,211,000

長期借入金の返済による支出 - △29,707,658,000 △29,707,658,000

承継債務の返済による支出 - △40,772,544,000 △40,772,544,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,605,408 △18,840,580,532 △18,854,185,940

Ⅳ　資金増加額 △92,567,402 4,653,471,838 4,560,904,436

Ⅴ　資金期首残高 663,544,527 - 663,544,527

Ⅵ　統合による資金増加額 113,363,288 706,080,233 819,443,521

Ⅶ　資金期末残高 684,340,413 5,359,552,071 6,043,892,484

（注）勘定相互間のキャッシュ・フローはありません。

キャッシュ・フロー計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

科　　目
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（単位：円）

一般勘定 施設整備勘定 法人単位

Ⅰ　業務費用
（１）　損益計算書上の費用 2,490,296,481 13,152,674,174 15,642,970,655

教育研究活動等評価経費 818,062,868 - 818,062,868
国立大学施設支援経費 188,007,337 13,139,084,642 13,327,091,979
学位授与事業経費 275,082,186 - 275,082,186
質保証連携事業経費 441,961,409 - 441,961,409
調査研究事業経費 308,565,977 - 308,565,977
一般管理費 458,532,269 - 458,532,269
財務費用 8,475 13,589,532 13,598,007
固定資産除却損 75,960 - 75,960

（２）　（控除）自己収入等 △ 382,994,289 △ 13,158,838,437 △ 13,541,832,726
学位審査手数料収入 △ 118,404,000 - △ 118,404,000
評価手数料収入 △ 166,222,800 - △ 166,222,800
大学ポートレート運営負担金収入 △ 80,324,049 - △ 80,324,049
財産貸付料収入 △ 10,217,631 - △ 10,217,631
寄附金収益 △ 2,011,786 - △ 2,011,786
受託事業等収入 △ 5,584,832 - △ 5,584,832
処分用資産賃貸収入 - △ 143,828,211 △ 143,828,211
処分用資産売却収入 - △ 3,010,000,000 △ 3,010,000,000
施設費交付金収益 - △ 1,488,821,975 △ 1,488,821,975
受取利息 - △ 8,502,033,155 △ 8,502,033,155
財務収益 △ 15,167 △ 1,777,096 △ 1,792,263
雑益 △ 214,024 △ 12,378,000 △ 12,592,024

 業務費用合計 2,107,302,192 △ 6,164,263 2,101,137,929

Ⅱ　損益外減価償却相当額 129,903,982 - 129,903,982

Ⅲ　引当外賞与見積額 △ 449,304 - △ 449,304

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 128,195,376 - 128,195,376

Ⅴ　機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等
の機会費用

3,981,540 -
3,981,540

Ⅵ　行政サービス実施コスト 2,368,933,786 △ 6,164,263 2,362,769,523

（注)勘定相互間の取引に係る費用と収益はありません。

行政サービス実施コスト計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

科　　目
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（単位：円）

一般勘定 施設整備勘定 合　　計

Ⅰ　当期未処分利益

当期総利益 3,392,096 6,164,263 9,556,359

Ⅱ　利益処分額

積立金 147,876,957 - 147,876,957

大学改革支援・学位授与機構法
第18条積立金 - 6,164,263 6,164,263

勘定ごとの利益の処分の状況と全ての勘定を合算した額を並列的に示す書類

科　　目
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Ⅱ  一  般  勘  定 
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（単位：円）
資産の部

Ⅰ 流動資産
現金及び預金 684,340,413
たな卸資産 79,338
前払費用 6,661,842
未収入金 2,189,874
立替金 7,664,584

流動資産合計 700,936,051
Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産
建物 4,654,302,759

減価償却累計額 △ 1,989,062,016 2,665,240,743
構築物 80,812,492

減価償却累計額 △ 63,772,826 17,039,666
工具器具備品 499,208,324

減価償却累計額 △ 351,038,409 148,169,915
土地 4,055,200,508

有形固定資産合計 6,885,650,832
２ 無形固定資産

商標権 1,035,468
ソフトウェア 237,182,115
電話加入権 54,000

無形固定資産合計 238,271,583
３ 投資その他の資産

長期前払費用 769,786
投資その他の資産合計 769,786

固定資産合計 7,124,692,201
資産合計 7,825,628,252

負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 309,302,538
預り補助金等 317,842
預り寄附金 17,369,460
預り科学研究費補助金等 3,620,117
未払金 189,286,635
未払消費税等 4,159,300
預り金 23,972,208
賞与引当金 5,760,570
リース債務（1年以内） 13,605,408

流動負債合計 567,394,078
Ⅱ 固定負債

資産見返負債
資産見返運営費交付金 386,899,884
資産見返物品受贈額 7,351,645 394,251,529

長期リース債務 652,536
固定負債合計 394,904,065

負債合計 962,298,143

純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 8,780,845,616
資本金合計 8,780,845,616

Ⅱ 資本剰余金
資本剰余金 △ 5,359,748
損益外減価償却累計額（△） △ 2,059,968,716
損益外減損損失累計額（△） △ 64,000

資本剰余金合計 △ 2,065,392,464
Ⅲ 利益剰余金

積立金 144,484,861
当期未処分利益 3,392,096

（うち当期総利益 3,392,096 )
利益剰余金合計 147,876,957
純資産合計 6,863,330,109

負債純資産合計 7,825,628,252

貸借対照表
（平成29年3月31日）
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（単位：円）
経常費用

業務費
教育研究活動等評価経費

備品・消耗品費 25,487,966
旅費交通費 44,350,956
報酬・委託・手数料 125,883,005
減価償却費 10,540,561
給与及び賞与 458,390,766
賞与引当金繰入 5,760,570
法定福利費 66,817,430
その他 80,831,614 818,062,868

国立大学施設支援経費
備品・消耗品費 3,344,830
旅費交通費 14,104,926
報酬・委託・手数料 14,429,600
減価償却費 17,145,258
給与及び賞与 102,525,315
法定福利費 14,985,370
その他 21,472,038 188,007,337

学位授与事業経費
備品・消耗品費 2,517,091
旅費交通費 9,095,580
報酬・委託・手数料 71,748,810
減価償却費 10,086,616
給与及び賞与 130,952,317
法定福利費 19,040,910
その他 31,640,862 275,082,186

質保証連携事業経費
備品・消耗品費 5,368,797
旅費交通費 21,979,320
報酬・委託・手数料 33,306,118
減価償却費 99,867,180
給与及び賞与 154,216,730
法定福利費 23,303,194
その他 103,920,070 441,961,409

調査研究事業経費
備品・消耗品費 11,686,723
旅費交通費 10,944,872
報酬・委託・手数料 13,485,544
減価償却費 1,758,947
給与及び賞与 209,355,607
法定福利費 24,746,255
その他 36,588,029 308,565,977

一般管理費
備品・消耗品費 20,137,563
旅費交通費 5,358,736
報酬・委託・手数料 34,535,184
減価償却費 18,760,285
給与及び賞与 281,467,435
法定福利費 41,072,516
その他 57,200,550 458,532,269

財務費用
為替差損 8,475 8,475

経常費用合計 2,490,220,521

経常収益
運営費交付金収益 1,963,634,889
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 136,845,203
資産見返物品受贈額戻入 7,708,236 144,553,439

学位審査手数料収入 118,404,000
評価手数料収入 166,222,800
大学ポートレート運営負担金収入 80,324,049
財産貸付料収入 10,217,631
寄附金収益 2,011,786
受託事業等収入（国及び地方公共団体） 5,584,832
財務収益

受取利息 15,167 15,167
雑益 2,644,024
経常収益合計 2,493,612,617

経常利益 3,392,096

臨時損失
固定資産除却損 75,960
臨時損失合計 75,960

臨時利益
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 75,958
資産見返物品受贈額戻入 2

臨時利益合計 75,960

当期純利益 3,392,096
当期総利益 3,392,096

損益計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
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（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

業務費支出 △ 748,946,449

人件費支出 △ 1,540,401,248

一般管理費支出 △ 110,826,023

運営費交付金収入 2,168,628,000

受託事業等収入 5,940,000

手数料収入 285,248,800

補助金の精算による返還金の支出 △ 4,561,768

預り科学研究費補助金の受入 8,202,000

預り科学研究費補助金の払出 △ 8,121,239

寄附金収入 7,220,171

その他の収入 96,359,114

小計 158,741,358

利息及び配当金の受取額 15,167

国庫納付金の支払額 △ 22,717,853

業務活動によるキャッシュ・フロー 136,038,672

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 200,000,000

定期預金の払戻による収入 200,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 92,727,395

無形固定資産の取得による支出 △ 122,273,271

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 215,000,666

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 13,605,408

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 13,605,408

Ⅳ　資金増加額 △ 92,567,402

Ⅴ　資金期首残高 663,544,527

Ⅵ　統合による資金増加額 113,363,288

Ⅶ　資金期末残高 684,340,413

キャッシュ・フロー計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
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（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 3,392,096

当期総利益 3,392,096

Ⅱ　利益処分額

積立金 147,876,957 147,876,957

利益の処分に関する書類（案）
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（単位：円）

Ⅰ　業務費用
（１）　損益計算書上の費用

教育研究活動等評価経費 818,062,868
国立大学施設支援経費 188,007,337
学位授与事業経費 275,082,186
質保証連携事業経費 441,961,409
調査研究事業経費 308,565,977
一般管理費 458,532,269
財務費用 8,475
固定資産除却損 75,960 2,490,296,481

（２）　（控除）自己収入等
学位審査手数料収入 △ 118,404,000
評価手数料収入 △ 166,222,800
大学ポートレート運営負担金収入 △ 80,324,049
財産貸付料収入 △ 10,217,631
寄附金収益 △ 2,011,786
受託事業等収入 △ 5,584,832
財務収益 △ 15,167
雑益 △ 214,024 △ 382,994,289

 業務費用合計 2,107,302,192

Ⅱ　損益外減価償却相当額 129,903,982

Ⅲ　引当外賞与見積額 △ 449,304

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 128,195,376

Ⅴ　機会費用

政府出資又は地方公共団体出資
等の機会費用 3,981,540 3,981,540

Ⅵ　行政サービス実施コスト 2,368,933,786

行政サービス実施コスト計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
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１．重要な会計方針

（１）運営費交付金収益の計上基準
　業務達成基準を採用している。

（２）減価償却の会計処理方法
①　有形固定資産
　　定額法を採用している。
　　主な耐用年数は以下のとおりである。
　　　建物　　　　　　３年～５０年
　　　構築物　　　　　２年～４４年
　　　工具器具備品　　３年～１５年
　　なお、国から承継した固定資産に関しては見積耐用年数で減価償却している。

　　リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を0とする定額法を採用している。
②　無形固定資産
　　定額法を採用している。
　　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいている。

（３）賞与引当金の計上基準

　運営費交付金により賞与の財源措置がなされる場合には、引当金を計上していない。

（４）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

（５）たな卸資産の評価基準及び評価方法
個別法による低価法である。

（６）行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

（７）リース取引の処理方法

（８）消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税込方式による。

２．会計方針の変更

３．貸借対照表関係
　運営費交付金から充当されるべき賞与の当期見積額 72,062,117 円
　運営費交付金から充当されるべき退職給付の当期見積額 668,854,264 円

４．キャッシュ・フロー計算書注記
（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　現金及び預金 684,340,413 円
　資金期末残高 684,340,413 円

注　　記　　事　　項

　「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成27年1月27日改訂）並びに「独立行
政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するQ&A」（平成28年2月改訂）を適用して、財務諸表
等を作成している。
　ただし、「独立行政法人会計基準」第43（注解39）の規定については、「独立行政法人通則法の一部を
改正する法律」附則第8条により経過措置を適用していることから、経過措置終了まで、現行セグメント区
分に基づくセグメント情報の開示を行っている。

　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に
準じた会計処理を行っている。

　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理を行っている。

　政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率は、１０年利付国債の平成２９年３
月末利回りを参考に０.０６５％としている。

　運営費交付金収益の計上基準については、前事業年度まで費用進行基準を採用していたが、独立行政法
人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、業務達成基準を採用している。なお、業務の進行状況と運
営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動については期間進行基準を採用している。
　これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の経常利益、当期純利益、当期総利益はそれぞれ
22,243,985円増加している。
　なお、行政サービス実施コストに与える影響はない。

　また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、退職一時金に係る期末自
己都合要支給額の当期増加額に基づき計上している。

　なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動については期
間進行基準を採用している。

　　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益外減価償
　却累計額として資本剰余金から控除して表示している。

　機関別認証評価事業に携わる役職員に対する賞与の支給に充てるため、支給見積額の当期負担額を計上
している。

　また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、賞与に係る期末支給見込額の当期
増加額に基づき計上している。

　退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上し
ていない。
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（２）重要な非資金取引
・独立行政法人国立大学財務・経営センターとの統合による資産・負債の承継
流動資産 117,113,121円
固定資産 1,364,508,059円
資産合計 1,481,621,180円
流動負債 94,377,678円
固定負債 54,607,539円
負債合計 148,985,217円

５．行政サービス実施コスト計算書関係
引当外退職給付増加見積額には、国からの出向職員に係る見積額が含まれている。
国からの出向職員に係る見積額 59,245,214 円

６．固定資産の減損関係
該当事項なし。

７．資産除去債務関係
該当事項なし。

８．重要な債務負担行為
該当事項なし。

９．固有の表示科目の内容
該当事項なし。

10．重要な後発事象
該当事項なし。

11．独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
該当なし。

12．金融商品の時価等に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

　当法人は、資金運用については短期的な預金及び公共債に限定している。
（２）金融商品の時価等に関する事項

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。
（単位：円）

貸借対照表計上額 時価 差額
（１）現金及び預金 684,340,413 684,340,413 0
（２）未払金 (189,286,635) (189,286,635) 0
（注１）負債に計上されているものは( )で示している。
（注２）金融商品の時価の算定方法

13．賃貸等不動産の状況に関する事項

（単位：円）

前期末残高 当期増減額 当期末残高
792,943,342 △ 3,849,660 789,093,682 681,386,452

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。

　また、賃貸等不動産に関する平成２９年３月期における収益及び費用等の状況は次のとおりである。

（単位：円）

2,992,196 7,299,371 0
（うち損益外減価償却相当額

3,685,476 )
（注３）賃貸収益計上額は当法人の職員以外の居住者からの賃貸収益の金額である。

14.追加情報
　当法人は、「独立行政法人大学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律（平成27年法律第27号）」
（以下、「法律」という。）附則第2条第1項及び第2項の規定に基づき、平成28年4月1日に、国が承継する
資産を除き、独立行政法人国立大学財務・経営センターの一切の権利及び義務を承継した。
　なお、法律附則第3条第1項の規定により、当法人が承継した独立行政法人国立大学財務・経営センター
の資産・負債の内訳は、４．キャッシュ・フロー計算書注記（２）重要な非資金取引に記載している。

（注４）賃貸費用計上額は、宿舎全体にかかった固定資産税、損益外減価償却相当額及び当法人の職員以
　　　外の居住者の住戸の修繕費等の金額である。

　当法人では、東京都小平市において、職員住居用の宿舎（土地を含む）を有している。これらの賃貸等
不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は次のとおりである。

賃貸収益 賃貸費用
その他

（売却損益等）

貸借対照表計上額
当期末の時価

（注２）当期末の建物の時価は取得価額より減価償却累計額を減じた額、土地の時価には固定資産税評価
　　　額を用いている。

　　　（１）、（２）は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
　　　によっている。
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附   属   明   細   書 
 
 
 
・固定資産の取得、処分、減価償却費（「第８７ 特定の償却資産の減価に係る

会計処理」及び「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」

による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細 
・たな卸資産の明細 
・引当金の明細 
・資本金及び資本剰余金の明細 
・積立金の明細 
・運営費交付金債務及び当期振替額等の明細 
・役員及び職員の給与の明細 
・開示すべきセグメント情報 
・科学研究費補助金の明細 
・主な資産・負債・費用及び収益の明細 
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たな卸資産の明細
（単位：円）

当期購入・製造・
振替

その他 払出・振替 その他

43,900 108,610 0 73,172 0 79,338

43,900 108,610 0 73,172 0 79,338

引当金の明細
（単位：円）

目的使用 その他

6,715,543 6,715,543 0 5,760,570

6,715,543 6,715,543 0 5,760,570

資本金及び資本剰余金の明細
（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 7,470,955,506 1,309,890,110 0 8,780,845,616

計 7,470,955,506 1,309,890,110 0 8,780,845,616

資本剰余金 0

無償譲与 90,000 28,000 0 118,000

損益外除売却差
額相当額

△ 5,477,748 0 0 △ 5,477,748

計 △ 5,387,748 28,000 0 △ 5,359,748

損益外減価償却
累計額

△ 1,930,064,734 △ 129,903,982 0 △ 2,059,968,716

損益外減損損失
累計額

△ 64,000 0 0 △ 64,000

差引計 △ 1,935,516,482 △ 129,875,982 0 △ 2,065,392,464

積立金の明細
（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

83,548,550 83,654,164 22,717,853 144,484,861

当期増加額

種類

切手

期末残高 摘要期首残高
当期増加額 当期減少額

5,760,570

5,760,570

期首残高
当期減少額

期末残高

計

区分

摘要

統合によるもの

統合によるもの

区分

資本金

資本剰余金

区分

賞与引当金

計

摘要

通則法第44条第1
項の積立金

摘要

当期増加額は、統合及び前期未処分利益
の積立てによるもの。
当期減少額は、国庫納付金の納付による
もの。
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運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 　（単位：円）

運営費交付金収益 資産見返運営費交付金 資本剰余金 小　　　計

（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細
①　運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細

　（単位：円）

費用

備品・消耗品費 21,748,471 円

旅費交通費 21,971,944 円

報酬・委託・手数料 104,596,592 円

減価償却費 4,927,656 円

人件費 413,220,074 円

その他 55,945,113 円

備品・消耗品費 3,344,830 円

旅費交通費 14,104,926 円

報酬・委託・手数料 14,429,600 円

減価償却費 0 円

人件費 117,510,685 円

その他 21,472,038 円

備品・消耗品費 0 円

旅費交通費 0 円

報酬・委託・手数料 0 円

減価償却費 0 円

人件費 149,298,266 円

その他 0 円

備品・消耗品費 5,368,797 円

旅費交通費 21,979,320 円

報酬・委託・手数料 33,306,118 円

減価償却費 1,220,832 円

人件費 177,519,924 円

その他 23,519,721 円

備品・消耗品費 11,594,283 円

旅費交通費 10,174,504 円

報酬・委託・手数料 12,970,394 円

減価償却費 1,499,208 円

人件費 234,101,862 円

その他 33,524,201 円

備品・消耗品費 17,981,171 円

旅費交通費 5,358,736 円

報酬・委託・手数料 32,646,178 円

減価償却費 2,575,668 円

人件費 322,539,951 円

財務費用 8,475 円

その他 50,931,366 円

②　資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細
　（単位：円）

振替額 振替額

フロアスイッチ一式 7,930,923円
その他 1,620,000円

フロアスイッチ一式 1,667,794円

サーバ 2,967,907円
フロアスイッチ一式 2,900,154円

フロアスイッチ一式 3,661,479円
その他 2,072,760円

フロアスイッチ一式 2,749,533円
ＴＶ会議システム 1,191,240円
パソコン 1,032,156円

フロアスイッチ一式 5,715,413円
ソフトウェア 1,382,400円
その他 1,335,907円

教育研究活動等評価 9,550,923

法人共通 8,433,720

合計 36,227,666

調査研究 4,972,929

学位審査 5,868,061

質保証連携 5,734,239

国立大学施設支援 1,667,794

セグメント
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

主な使途 主な使途

期間進行基準による振替額 452,439,500 432,041,545

合計 1,963,634,889 1,941,390,904

費用進行基準による振替額 0 0

調査研究 303,873,701 303,864,452

学位審査 149,946,939 149,298,266

質保証連携 259,288,636 262,914,712

1,511,195,389 1,509,349,359

教育研究活動等評価 627,122,907 622,409,850

区　　　　　　分 金　　額
運営費交付金の主な使途

主な使途

309,302,538

期首残高 交付金当期交付額
当　　期　　振　　替　　額

期末残高

140,537,093 2,168,628,000 1,963,634,889 36,227,666 0 1,999,862,555

国立大学施設支援 170,963,206 170,862,079

業務達成基準による振替額
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（３）運営費交付金債務残高の明細
　（単位：円）

175,509,040

0

0

133,793,498

309,302,538

費用進行基準を採用した業
務にかかる分

○　翌事業年度への繰越額はない。

その他

○　不測の事態に備え、運営費交付金債務の繰越を行う。
繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度以降に収益化単位の業務と
して配分を行う予定である。

計

運営費交付金債務残高 使用見込み

業務達成基準を採用した業
務にかかる分

○　翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込は以下のとおりです。
国立大学法人評価事業において、翌期に45,826,170円収益化予定である。
質保証連携のポートレート事業において、翌期以降に129,682,870円収益化予定である。

期間進行基準を採用した業
務にかかる分

○　翌事業年度への繰越額はない。
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役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、人）

46,134 3 0 0

（ 2,880 ） （ 2 ） （ 0 ） （ 0 ）

1,133,246 177 12,516 5

（ 147,193 ） （ 51 ） （ 700 ） （ 8 ）

1,179,380 180 12,516 5

（ 150,073 ） （ 53 ） （ 700 ） （ 8 ）

注１：

注２： 　役員報酬及び職員の給与には賞与及び賞与引当金繰入額を含み、法定福利費は含まない。

注３： 　職員の給与の支給人員数は、年間平均支給人員数である。

注４： 　（　）内は、非常勤の役員又は職員であり、外数として記載している。

注５： 　千円未満を四捨五入により作成している。

役員

支給額

　役員に対する報酬等の支給の基準及び職員に対する給与及び退職手当の支給の基準は、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構
役員給与規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構役員退職手当規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構職員給与規
則、独立行政法人大学支援・学位授与機構職員退職手当規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構非常勤職員就業規則、独立行
政法人大学改革支援・学位授与機構非常勤職員給与規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構特定有期雇用職員就業規則、独
立行政法人大学改革支援・学位授与機構特定有期雇用非常勤職員就業規則、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構年俸制職員就
業規則に基づいている。

合計

支給人員
区分

退職手当

職員

支給人員

報酬又は給与

支給額
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開示すべきセグメント情報

（単位：円）

機関別認証
評価

分野別認証
評価

国立大学法人
評価等

Ⅰ 事業費用・事業収益及び事業損益

事業費用 185,853,032 18,129,054 614,080,782 188,007,337 275,082,186 441,961,409 308,565,977 2,031,679,777 0 2,031,679,777

備品・消耗品費 2,952,437 628,216 21,907,313 3,344,830 2,517,091 5,368,797 11,686,723 48,405,407 0 48,405,407

旅費交通費 21,091,046 1,337,777 21,922,133 14,104,926 9,095,580 21,979,320 10,944,872 100,475,654 0 100,475,654

報酬・委託・手数料 18,377,267 2,773,512 104,732,226 14,429,600 71,748,810 33,306,118 13,485,544 258,853,077 0 258,853,077

減価償却費 1,397,751 753,350 8,389,460 17,145,258 10,086,616 99,867,180 1,758,947 139,398,562 0 139,398,562

給与及び賞与 96,251,741 9,487,061 352,651,964 102,525,315 130,952,317 154,216,730 209,355,607 1,055,440,735 0 1,055,440,735

賞与引当金繰入 5,760,570 0 0 0 0 0 0 5,760,570 0 5,760,570

法定福利費 15,146,955 1,361,979 50,308,496 14,985,370 19,040,910 23,303,194 24,746,255 148,893,159 0 148,893,159

その他 24,875,265 1,787,159 54,169,190 21,472,038 31,640,862 103,920,070 36,588,029 274,452,613 0 274,452,613

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 458,532,269 458,532,269

財務費用 0 0 0 0 0 0 0 0 8,475 8,475

185,853,032 18,129,054 614,080,782 188,007,337 275,082,186 441,961,409 308,565,977 2,031,679,777 458,540,744 2,490,220,521

事業収益

運営費交付金収益 0 22,764,109 604,358,798 170,963,206 149,946,939 259,288,636 303,873,701 1,511,195,389 452,439,500 1,963,634,889

補助金等収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

手数料収入 166,222,800 0 0 0 118,404,000 0 0 284,626,800 0 284,626,800

その他収入 722,403 78,002 9,777,924 17,145,258 7,379,920 179,046,697 4,701,525 218,851,729 26,499,199 245,350,928

166,945,203 22,842,111 614,136,722 188,108,464 275,730,859 438,335,333 308,575,226 2,014,673,918 478,938,699 2,493,612,617

事業損益 △ 18,907,829 4,713,057 55,940 101,127 648,673 △ 3,626,076 9,249 △ 17,005,859 20,397,955 3,392,096

Ⅱ 総資産

流動資産 0 24,000 3,510,304 4,191,459 50,585 289,619 3,954,025 12,019,992 688,916,059 700,936,051

固定資産

有形固定資産

建物 128,411,194 13,888,445 346,054,514 391,173,824 445,113,268 191,478,394 745,422,424 2,261,542,063 403,698,680 2,665,240,743

構築物 867,596 93,836 2,302,822 312,950 3,007,359 1,293,703 5,036,365 12,914,631 4,125,035 17,039,666

工具器具備品 1,337,680 746,864 10,681,743 7,883,278 8,456,308 58,982,963 3,463,620 91,552,456 56,617,459 148,169,915

土地 176,994,509 19,143,023 469,788,616 945,243,805 613,518,199 263,922,662 1,027,446,846 3,516,057,660 539,142,848 4,055,200,508

その他の資産 0 0 5,372,100 26,652,947 16,375,795 182,777,001 0 231,177,843 7,863,526 239,041,369

307,610,979 33,896,168 837,710,099 1,375,458,263 1,086,521,514 698,744,342 1,785,323,280 6,125,264,645 1,700,363,607 7,825,628,252

注１： 　事業の区分は、中期計画に基づき区分している。
注２： 　事業の内容

注３：

注４：

注５：

注６：

注７：

注８：

合計区分 計 法人共通

教育研究活動等評価

学位授与 調査研究質保証連携国立大学施設支援

注10： 　独立行政法人国立大学財務・経営センターとの統合に伴い、国立大学施設支援セグメントを新設した。

機関別認証評価：大学等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について評価を行い、 その結果について、当該大学等及びその設置者に提供し、並びに公
表すること。

分野別認証評価：専門職大学院等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について評価を行い、 その結果について、当該大学等及びその設置者に提供し、
並びに公表すること。

国立大学法人評価等：文部科学省の国立大学法人評価委員会からの要請に基づき、国立大学及び大学共同利用機関の教育研究活動に関する評価を行い、その結果について、国立大学
法人評価委員会及び当該評価の対象となった国立大学又は大学共同利用機関に提供し、並びに公表すること。

学位授与：学校教育法に定めるところにより、学位（学士、修士、博士）を授与すること。

　損益外減価償却相当額は、機関別認証評価が5,923,868円、分野別認証評価が640,702円、国立大学法人評価等が15,723,457円、国立大学施設支援が25,816,162円、学位授与が20,533,976円、
質保証連携が8,833,286円、調査研究が34,387,842円、法人共通が18,044,689円である。

調査研究：大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究、学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究及び高等教育の質保証の確立に資する調査研究を行うこ
と。

　事業収益のうち管理部門に係る運営費交付金収益452,439,500円、資産見返負債戻入13,732,297円、資産見返物品受贈額戻入2,452,320円、財産貸付料収入10,217,631円、財務収益等96,951円
については法人共通欄に記載している。

　総資産のうち現金及び預金684,340,413円、管理部門に係る土地539,142,848円、建物403,698,680円、構築物4,125,035円、工具器具備品56,617,459円については法人共通欄に記載している。

　事業費用のうち管理部門に係る備品・消耗品費20,137,563円、旅費交通費5,358,736円、報酬・委託・手数料34,535,184円、その他398,500,786円については法人共通欄に記載している。

質保証連携：大学等における質保証を支援するため、大学等と連携して、国内外の高等教育の質保証に係る情報や大学等における各種の学習の機会等に関する情報を収集・整理・提供す
るとともに、質保証に関わる人材の能力開発を行うこと。
我が国の高等教育への国際的な信頼を高めるため、国内外の質保証機関等と連携・協力した活動を行うこと。

国立大学施設支援：文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構の施設の整備等に必要な資金の
貸付け及び交付等を行うこと。

計

計

計

　引当外退職給付増加見積額は、機関別認証評価が△30,859,394円、分野別認証評価が855,007円、国立大学法人評価等が84,394,293円、国立大学施設支援が76,451,933円、学位授与が△
648,668円、質保証連携が5,978,698円、調査研究が△2,854,662円、法人共通が△5,121,831円である。

注９： 　損益外減損損失相当額は、電話加入権について△64,000円である。

　引当外賞与見積額は、分野別認証評価が1,564,708円、国立大学法人評価等が△15,973,544円、国立大学施設支援が8,367,178円、学位授与が△405,607円、質保証連携が2,958,309円、調査研
究が△562,076円、法人共通が3,601,728円である。
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①現金及び預金の明細 （単位：円）

区分 金額

普通預金 679,348,413

郵便貯金 4,992,000

現金及び預金計 684,340,413

②未払金の明細 （単位：円）

区分 金額

報酬・委託・手数料 38,449,605

備品・消耗品費 22,424,573

通信運搬費 2,674,686

固定資産取得費 26,280,559

その他 99,457,212

未払金計 189,286,635

主な資産・負債・費用及び収益の明細

科学研究費補助金の明細

注）間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については外数として（　）内に記載している。

合　　計
(8,100,000)
2,430,000 13

挑戦的萌芽研究（基金）
(900,000)

270,000 1

基盤研究（C）（基金）
(4,300,000)
1,290,000 5

　科学研究費助成事業
　（学術研究助成基金助成金）

基盤研究（B）
(1,000,000)

300,000

基盤研究（A）
(700,000)

当期受入 件　　数

研究活動スタート支援
(1,200,000)

2360,000

摘　　要

1210,000

4

種　　　目

　科学研究費助成事業

　（科学研究費補助金）
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Ⅲ  施 設 整 備 勘 定 
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（単位：円）
資産の部

Ⅰ 流動資産
現金及び預金 18,969,552,071
たな卸資産 3,213,284,492
未収収益 581,977,409
施設費貸付金 559,388,383,000
承継債務負担金債権 201,875,494,000

流動資産合計 784,028,690,972
資産合計 784,028,690,972

負債の部
Ⅰ 流動負債

一年以内償還予定大学改革支援・学位授与機構債券 5,000,000,000
一年以内返済予定長期借入金 30,891,476,000
一年以内返済予定承継債務 37,657,544,000
未払金 1,257,428
未払費用 575,885,799

流動負債合計 74,126,163,227
Ⅱ 固定負債

大学改革支援・学位授与機構債券 20,000,000,000
長期借入金 503,496,907,000
承継債務 164,217,950,000

固定負債合計 687,714,857,000
負債合計 761,841,020,227

純資産の部
Ⅰ 利益剰余金

大学改革支援・学位授与機構法第18条積立金 22,181,506,482
当期未処分利益 6,164,263

（うち当期総利益 6,164,263 )
利益剰余金合計 22,187,670,745
純資産合計 22,187,670,745

負債純資産合計 784,028,690,972

貸借対照表
（平成29年3月31日）
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（単位：円）
経常費用

業務費
国立大学施設支援経費

施設費交付金 3,861,907,440
支払利息

長期借入金支払利息 3,994,073,054
承継債務支払利息 4,218,927,231
機構債利息 59,442,845

処分用資産売却原価 961,274,016
その他 43,460,056 13,139,084,642

財務費用
債券発行費 13,589,532 13,589,532

経常費用合計 13,152,674,174

経常収益
処分用資産賃貸収入 143,828,211
処分用資産売却収入 3,010,000,000
施設費交付金収益 1,488,821,975
受取利息

施設費貸付金受取利息 4,283,106,308
承継債務負担金債権受取利息 4,218,926,847 8,502,033,155

財務収益
受取利息 286,708
有価証券利息 1,490,388 1,777,096

雑益 12,378,000
経常収益合計 13,158,838,437

経常利益 6,164,263

当期純利益 6,164,263
当期総利益 6,164,263

損益計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
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（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

施設費交付金の交付による支出 △3,861,907,440

施設費貸付金の貸付による支出 △55,923,862,000

承継債務に係る利息の支払額 △4,420,134,025

長期借入金に係る利息の支払額 △4,016,591,868

債券に係る利息の支払額 △60,227,514

その他の業務支出 △43,460,056

承継債務負担金債権の回収による収入 40,772,544,000

承継債務負担金債権に係る利息の受取額 4,420,133,638

施設費貸付金の回収による収入 33,978,309,000

施設費貸付金に係る利息の受取額 4,307,351,920

処分用資産の売却による収入 3,010,000,000

処分用資産の貸付による収入 143,828,211

施設費交付金の納付による収入 1,488,821,975

その他の収入 12,378,000

小計 19,807,183,841

利息及び配当金の受取額 5,268,529

業務活動によるキャッシュ・フロー 19,812,452,370

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △22,630,000,000

定期預金の払戻による収入 9,820,000,000

有価証券の取得による支出 △16,370,000,000

有価証券の償還による収入 32,861,600,000

　 投資活動によるキャッシュ・フロー 3,681,600,000

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

債券の発行による収入 4,986,410,468

債券の償還による支出 △5,000,000,000

長期借入れによる収入 51,653,211,000

長期借入金の返済による支出 △29,707,658,000

承継債務の返済による支出 △40,772,544,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △18,840,580,532

Ⅳ　資金増加額 4,653,471,838

Ⅴ　資金期首残高 0

Ⅵ　統合による資金増加額 706,080,233

Ⅶ　資金期末残高 5,359,552,071

キャッシュ・フロー計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
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（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 6,164,263

当期総利益 6,164,263

Ⅱ　利益処分額

大学改革支援・学位授与機構法
第18条積立金 6,164,263 6,164,263

利益の処分に関する書類（案）
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（単位：円）

Ⅰ　業務費用
（１）　損益計算書上の費用

国立大学施設支援経費 13,139,084,642    
財務費用 13,589,532          13,152,674,174      

（２）　（控除）自己収入等
処分用資産賃貸収入 △143,828,211     
処分用資産売却収入 △3,010,000,000   
施設費交付金収益 △1,488,821,975   
受取利息 △8,502,033,155   
財務収益 △1,777,096        
雑益 △12,378,000       △13,158,838,437   

業務費用合計 △6,164,263    

Ⅱ　行政サービス実施コスト △6,164,263    

行政サービス実施コスト計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
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１．重要な会計方針

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法
　個別法による低価法である。

（２）消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税込方式による。

２．会計方針の変更
該当事項なし。

３．貸借対照表関係
該当事項なし。

４．キャッシュ・フロー計算書注記
（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
　現金及び預金 18,969,552,071 円
　うち定期預金 13,610,000,000 円

　（差引）資金期末残高 5,359,552,071 円

（２）重要な非資金取引
・独立行政法人国立大学財務・経営センターとの統合による資産・負債の承継
流動資産 803,074,027,986円
資産合計 803,074,027,986円
流動負債 76,281,855,504円
固定負債 704,610,666,000円
負債合計 780,892,521,504円

５．行政サービス実施コスト計算書関係
該当事項なし。

６．固定資産の減損関係
該当事項なし。

７．資産除去債務関係
該当事項なし。

８．重要な債務負担行為
該当事項なし。

９．固有の表示科目の内容
該当事項なし。

10．重要な後発事象
該当事項なし。

11．独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
該当なし。

12．金融商品の時価等に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

②金融商品の内容及びそのリスク

③金融商品に係るリスク管理体制
（ⅰ）信用リスクの管理

（ⅱ）市場リスクの管理
　　a、金利リスクの管理

　　b．価格変動リスクの管理

（ⅲ） 資金調達に係る流動性リスクの管理

注　　記　　事　　項

　「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成27年1月27日改訂）並びに「独立行政法
人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するＱ＆Ａ」（平成28年2月改訂）を適用して、財務諸表等を作
成している。

①金融商品に対する取組方針

当法人は、施設費貸付事業などの資金供給業務を実施している。これらの業務を実施するため、財政融資資
金からの借入及び財投機関債の発行により資金を調達している。

当法人が保有する金融資産は、主として国立大学法人に対する貸付金であり、貸付先の契約不履行によって
もたらされる信用リスクがある。

借入金及び大学改革支援・学位授与機構債券は、一定の環境の下で当法人が市場を利用できなくなる場合な
ど、支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクがある。

　　施設費貸付事業については、「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付規則」、「独立行政
　法人大学改革支援・学位授与機構貸付金債権管理規則」、「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設
　費貸付事業審査基準」及び「「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付規則」及び「独立行政
　法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付事業審査基準」運用手続き」に基づき、貸付先である国立大学
　法人の償還能力や担保力などを審査している。

　　　予め「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構施設費貸付規則」により定められた方法により利
　　率を決定している。

　　　当法人は、価格変動リスクに晒されている株式等は保有していない。

　　当法人は、主務大臣により認可された資金計画に従って、資金調達を行っている。
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（２）金融商品の時価等に関する事項

（単位：円）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

18,969,552,071 18,969,552,071 0

559,388,383,000 589,258,035,486 29,869,652,486

201,875,494,000 211,908,396,065 10,032,902,065

(25,000,000,000) (25,063,000,000) (63,000,000)

(534,388,383,000) (563,519,571,535) (29,131,188,535)

(201,875,494,000) (211,908,397,992) (10,032,903,992)

（注１）負債に計上されているものは、（ ）で示している。

（１）現金及び預金

（２）施設費貸付金

（３）承継債務負担金債権

（４）大学改革支援・学位授与機構債券
　当法人の発行する大学改革支援・学位授与機構債券の時価は、市場価格による。
（５）長期借入金

（６）承継債務

13．賃貸等不動産の状況に関する事項

14.追加情報

　当法人は、「独立行政法人大学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律（平成27年法律第27号）」（以
下、「法律」という。）附則第2条第1項及び第2項の規定に基づき、平成28年4月1日に、国が承継する資産を除
き、独立行政法人国立大学財務・経営センターの一切の権利及び義務を承継した。
　なお、法律附則第3条第1項の規定により、当法人が承継した独立行政法人国立大学財務・経営センターの資
産・負債の内訳は、４．キャッシュ・フロー計算書注記（２）重要な非資金取引に記載している。

（２）施設費貸付金

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

（１）現金及び預金

（３）承継債務負担金債権

（４）大学改革支援・学位授与機構債券

（５）長期借入金

（６）承継債務

　大学改革支援・学位授与機構債券、長期借入金及び承継債務には、流動負債に計上されている一年以内償還
予定及び一年以内返済予定の金額を含めて記載している。

（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額による。

　施設費貸付金は固定金利であり、残余期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った
場合に想定される利率で割り引いて時価を算定している。

　承継債務負担金債権は固定金利であり、残余期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸付を
行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定している。

該当なし。

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い
て算定する方法による。

　承継債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて
算定する方法による。
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たな卸資産の明細　（販売用不動産）

(単位：円）

貸付金の明細
(単位：円）

長期借入金の明細
(単位：円）

（注）
１．上段括弧書きは1年以内返済予定額（外数）。

２．承継債務は、廃止前の国立学校特別会計法（昭和39年法律第55号）に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負債に係るもので、
　旧独立行政法人国立大学財務・経営センターが承継した残余について、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構が承継したもの。

（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法附則第13条1項）

３．長期借入金は、施設費貸付事業に必要な費用で財政融資資金からの借入金。
（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第19条第1項）

４．長期借入金の使途は、国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、文部科学大臣の定めにより、土地の取得、施設
　の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の貸付（施設費貸付事業）。

（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第16条第2号）

0                           736,263,877,000   68,549,020,000     667,714,857,000     
計

0                           (139,029,222,000) (70,480,202,000) (68,549,020,000)

201,875,494,000   37,657,544,000     164,217,950,000     1.59    
平成３０年５月

～
平成４０年９月

当期増加は統合
によるもの。
減少額は１年以
内への振替。

当期増加は統合
によるものを含
む。
減少額は１年以
内への振替。

承継債務

0                           (78,430,088,000) (40,772,544,000) (37,657,544,000) (2.59)
 平成２９年５月

～
平成３０年３月

当期増加は統合
によるものを含
む。

0                           

0                           534,388,383,000   30,891,476,000     503,496,907,000     0.70    
平成３０年９月

～
平成５４年３月

返済期限 摘要

長期借入金

0                           (60,599,134,000) (29,707,658,000) (30,891,476,000) (0.82)
 平成２９年９月

～
平成３０年３月

当期増加は統合
によるものを含
む。

区分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高
 平均
利率
(%)

計 0 836,014,730,000 74,750,853,000 0 761,263,877,000

当期増加額は統合に
よるものを含む。
回収額は国立大学法
人からの返済。

　承継債務負担金債権 0 242,648,038,000 40,772,544,000 0 201,875,494,000

当期増加額は統合に
よるもの。
回収額は国立大学法
人からの返済。

　施設費貸付金 0 593,366,692,000 33,978,309,000 0 559,388,383,000

区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
回収額 償却額

0 3,213,284,492

処分用土地 0 0 4,174,558,508 961,274,016 0 3,213,284,492

当期増加額は統合
によるもの。
当期減少額は売却
処分によるもの。

計 0 0 4,174,558,508 961,274,016

その他
種類 期首残高

当期増加額 当期減少額
期末残高 摘要

当期購入・製造・振替 その他 払出・振替
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大学改革支援・学位授与機構債券の明細
(単位：円）

（注）
１．期末残高の上段括弧書きは1年以内償還予定額（内数）。

積立金の明細
(単位：円）

銘柄 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高
 利率
(%)

償還期限 摘要

0.269    平成31年3月
 当期増加は統
合によるもの。

第１０回国立大学財務・経営センター債券 0 5,000,000,000 0 5,000,000,000    0.152    平成32年3月

5,000,000,000    

第９回国立大学財務・経営センター債券 0 5,000,000,000 0 5,000,000,000    

 平成29年3月
 当期増加は統
合によるもの。

第８回国立大学財務・経営センター債券 0 5,000,000,000 0
(5,000,000,000)

0.239    平成30年3月
 当期増加は統
合によるもの。

第７回国立大学財務・経営センター債券 0 5,000,000,000 5,000,000,000 0 0.464   

 平成34年3月

計 0 30,000,000,000 5,000,000,000
(5,000,000,000)
25,000,000,000   

第１回大学改革支援・学位授与機構債券 0 5,000,000,000 0 5,000,000,000    0.030   

 当期増加は統
合によるもの。

第１１回国立大学財務・経営センター債券 0 5,000,000,000 0 5,000,000,000    0.080    平成33年3月
 当期増加は統
合によるもの。

大学改革支援・学位授与機構法第18条積立金 0 22,181,506,482 0 22,181,506,482
当期増加額は統
合によるもの。

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

計 0 22,181,506,482 0 22,181,506,482

①現金及び預金の明細 （単位：円）

区分 金額

普通預金 5,359,552,071

定期預金 13,610,000,000

現金及び預金計 18,969,552,071

②未払金の明細 （単位：円）

区分 金額

報酬・委託・手数料 1,257,428

未払金計 1,257,428

主な資産・負債・費用及び収益の明細
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Ⅰ．国民の皆様へ

はじめに

当機構は、「独立行政法人大学評価・学位授与機構」と「独立行政法人国立大学財務・経営センタ

ー」の統合により平成28年４月に「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構」として発足しまし

た。

当機構は、我が国の高等教育の発展に資することを目的として、大学等の教育研究活動の活性化・

個性化の促進に寄与するため評価事業を、また、国立大学等の教育研究環境の整備充実及び財務・

経営の改善を図るため施設費貸付・交付事業を、そして、大学以外で学位を授与できる我が国唯一

の機関として人々の多様なニーズに応え、生涯学習社会の実現に寄与するため学位授与事業を行っ

ています。さらに、それら事業の基盤となる調査研究や、質保証に係わる情報の収集・整理・提供、

国内外の質保証機関等との連携等を通じて、我が国の高等教育の質保証・国際通用性の向上を支援

しています。

評価事業について

当機構は、大学、高等専門学校及び法科大学院の評価を行う認証評価機関として文部科学大臣

から認証され、平成17年度から、申請のあった大学等の教育研究活動等の状況に関する評価を実施

しています（認証評価）。また、文部科学省国立大学法人評価委員会からの要請を受け、国立大学法

人及び大学共同利用機関法人の中期目標期間における業務の実績のうち、教育研究の状況について

の評価を実施しています（国立大学教育研究評価）。

認証評価については、平成28年度は、機関別では18大学、４高等専門学校を対象に書面調査及び

訪問調査を実施し、評価結果を確定後、当機構ウェブサイトに公表しました。

なお、機関別認証評価事業については、独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年

12月７日閣議決定）も踏まえ、評価制度全体の改善に資するための先導的な取組に関する部分を除

き、平成25年度から国費を投入せず手数料収入により事業を実施しています。

また、平成30年度から実施予定の高等専門学校機関別認証評価の３巡目に係る評価基準、評価方

法等について策定するとともに、平成31年度から実施予定の大学機関別認証評価の３巡目に係る評

価基準、評価方法、評価体制等についてワーキングループを設置し検討に着手しました。

さらに、当機構では、認証評価とは別に、大学の個別の機能に着目した評価（大学機関別選択評

価）を実施しています。平成28年度は、３大学について選択評価事項A「研究活動の状況」に係る評

価を、７大学について選択評価事項B「地域貢献活動の状況」に係る評価を、１大学について選択評

価事項C「教育の国際化の状況」に係る評価を実施しました。
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国立大学教育研究評価については、全国86国立大学法人及び４大学共同利用機関法人の第２期中

期目標期間における評価を実施しました。各法人から提出された実績報告書を基に書面調査及びヒ

アリングを実施し、評価結果を取りまとめ、平成29年３月に評価報告書（案）として各法人に送付

し、意見申立ての機会を設けるなど、評価結果の確定に向けて着実に取り組みました。

当機構は、高等教育制度における重要な役割を持ち、我が国の評価制度の担い手として、わかり

やすく、透明性のある評価を実施していくことが重要であると認識しています。また、当機構の評

価を受けた大学等が教育研究活動等を一層活性化し、その水準をより向上させることができるよう

な評価を実施してまいります。これからも、大学関係者等のご協力を得ながら、関係各方面のご意

見を踏まえつつ評価事業を展開し、我が国の高等教育水準の一層の向上に寄与するとともに、各大

学等が広く国民の皆さまの理解と支持を得るための一助となるべく努力してまいります。

施設費貸付・交付事業について

当機構は、国立大学附属病院（以下、附属病院）が果たすべき公的使命・役割を着実に実現する

ために、附属病院の施設、設備の整備に必要な資金の貸付けを行う「施設費貸付事業」を実施して

います。平成28年度は、34法人・84事業について、約559億円の貸付けを行いました。

また、施設費貸付事業等を通して附属病院の公的機能の向上を図るため、「病院経営分析検討チー

ム」を設置し、国立大学施設支援センターが行う分析等の業務の在り方について検討を行うととも

に、「病院経営分析検討チーム」内に「国立大学附属病院の財務・経営分析の在り方ＷＧ」を設置し、

附属病院の財務・経営分析の在り方について検討を行っています。

「国立大学附属病院の財務・経営分析の在り方ＷＧ」では、平成27年度に、各附属病院における

経営判断等に寄与することを目的に、国立大学法人の財務諸表等から見た病院経営のアラームとな

る財務指標等について検討を行い、「国立大学附属病院における決算資料から見る経営判断の指標等

について」を作成いたしました。平成28年度は、この指標等を活用し、財務及び診療のデータを組

み合わせて分析する知識と技能を持ち、病院上層部に経営改革の方策を提案できる人材の育成を目

的に、附属病院の経営分析担当者を対象とした「国立大学附属病院経営分析ワークショップ」を開

催し、実践的な分析手法について検討を行いました。

さらに、国立大学法人における財務マネジメント機能の向上を図るため、「国立大学法人の財務等

に関する勉強会」を設置し、国立大学施設支援センターが行う支援事業の在り方について検討を行

っています。

また、教育研究環境の向上のために、老朽化した施設の改修等に必要な資金の交付を行う「施設

費交付事業」を実施しています。平成28年度は、90法人・93事業について、約39億円の交付を行い

ました。
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さらに、国立大学法人等が保有している土地・建物等の資産の有効活用や、施設費交付事業の財

源確保等の検討に資するため、外部有識者や専門家等を講師とする「資産活用に関する勉強会」を

開催しています。

学位授与事業について

当機構は、我が国において、大学以外で学位を授与することができる唯一の機関であり、平成４

年３月に初めて学位を授与して以来、厳正な審査に基づき、これまで７万人を超える皆さまに学位

を授与してまいりました。当機構が授与する学位には、短期大学や高等専門学校卒業者及び文部科

学省の定めた一定の要件を満たす専門学校の修了者等の単位積み上げ型の学習者へ授与する学位（学

士）と当機構が大学の学部、大学院の修士課程及び博士課程に相当すると認定した各省庁大学校修

了者へ授与する学位（学士、修士、博士）の二種類があります。

短期大学や高等専門学校卒業者等の単位積み上げ型の学習者に対する学位の授与については、

４月期及び10月期の年２回に分けて実施しています。申請をいただいた専攻の区分ごとに、修得単

位が当機構の定める基準を満たしているか、また、提出があった学修成果（レポート・作品等）

に基づいて小論文試験又は面接試験を実施し、当該専攻に係る学士の学力の水準を有していると

認められるかについてそれぞれ審査を行い、平成28年度は合格と判定された920人（４月期274人、10月

期646人）に学位を授与いたしました。なお、機構があらかじめ審査し認定した短期大学及び高等専

門学校の専攻科の修了者に対しては、単位積み上げ型の特例として、学修成果と試験に代えて専攻

科での学修の成果に基づく審査を行い、平成28年度は合格と判定された1,547人（４月期12人、10月

期1,535人）に学位を授与いたしました。

また、各省庁大学校の修了者については、単位修得及び課程修了に係る証明に基づいて審査を行

い、合格と判定された907人に対して学士の学位を授与し、修士及び博士については、単位修得及び

課程修了に係る証明に基づく審査に加えて、論文の審査と面接による口頭試問を実施し、合格と判

定された修士82人及び博士31人に対して学位を授与いたしました。

当機構は、今後とも適切かつ着実に学位の授与を行い、我が国における高等教育段階の学習機会

の多様な発展に寄与してまいります。
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質保証連携について

当機構は、大学等における質保証を支援するため、大学等と連携して、国内外の高等教育の質保

証に係る情報や大学等における各種の学習の機会等に関する情報を収集・整理・提供するとともに、

質保証に関わる人材の能力向上のための活動を行っています。さらに、我が国の高等教育への国際

的な信頼を高めるため、国内外の質保証機関等と連携・協力した活動にも取り組んでいます。

国内の大学等の高等教育質保証に関する情報に関しては、大学等における評価活動や教育研究活

動等の改善に資するため、国公立大学・公立短期大学から提供された大学基本情報について、機構

ウェブサイトを通じ、平成28年度までの直近５年間の情報を提供しています。

海外の高等教育質保証に関する情報に関しては、国際会議参加等の幅広い手段で情報収集を行い、

最新の記事や刊行物にまとめ、国際連携ウェブサイト等で発信しています。平成28年度は、「高等教

育に関する質保証関係用語集（第４版）」やアジア地域の高等教育質保証制度に関するブリーフィン

グ資料のベトナム版を新規に刊行しました。また、「大学質保証フォーラム」は、「質保証、だれが

何をどうするか」をテーマとして開催し、400名の聴衆が集まる中、今後の高等教育質保証の在り方

について講演や意見交換が行われました。機構の英文ウェブサイトについても、評価や質保証事業

部分について、読みやすさを重視してデザインや内容を改訂したほか、機構の事業ニュースを新た

に英文記事にして配信しました。さらに、国際連携ウェブサイトや刊行物普及のための広報ちらし

を作成し、積極的に広報活動を行ったところ、同ウェブサイトのアクセス数は月平均で25,491件と

なり、前年度より48%増加しました。そのほか、平成25年度から３年間実施した「学生移動（モビリ

ティ）に伴い国内外の高等教育機関に必要とされる情報提供事業の在り方に関する調査」のフォロ

ーアップとして、学生のモビリティや資格認証に関連する海外動向の収集を行いました。

当機構では、国公私立の大学等の教育情報を公表・活用する共通的な仕組みとして構築した大学

ポートレートを日本私立学校振興・共済事業団と連携して運用しています。大学ポートレートでは、

大学等が社会に対して説明責任を果たすとともに、進学希望者の適切な進路選択支援をするために

大学等の教育情報を統一の様式で広く社会一般に公表しています。平成29年３月末日の参加大学数

は、国立大学86校、公立大学73校、公立短期大学13校、株式会社立大学3校で、参加割合は89.7％で

した。なお、国公私立全体での参加割合は95.7％となっています。平成28年４月１日から平成29年

３月末日までのアクセス件数は、503,735件、新規訪問者数は112,236件でした。日本私立学校振興・

共済事業団の運用ページを含めた国公私立全体でのアクセス件数は2,604,565件です。

また、日本の大学教育全体に対する国際的な信頼性の確保に資するため、英語による発信を行う

ための基本方針を決定するなど、国際発信に向けて現在準備を進めています。

さらに、質保証に携わる人材の能力向上のための活動としては、大学の評価関係者等に関する研
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修等の実施や、質保証人材の育成に資する研修プログラムの開発等に取り組んでいます。

国内の質保証機関等との連携・協力に関しては、認証評価機関13機関により組織される認証評価

機関連絡協議会に参画し、他の認証評価機関と連携・協力して我が国の高等教育の質の保証と認証

評価の充実に向けた関係者の意識の醸成を図るとともに、評価結果や大学等の優れた取組等の積極

的な発信、職員育成のための研修の実施等の取組を行っています。

また、現在当機構では、海外13の質保証機関等と連携協力のための覚書を締結しています。これ

らの覚書締結機関を中心として、人材交流やワークショップ、共同プロジェクト等の活動を展開し

ています。

平成28年度においては、中韓２カ国の質保証機関との連携をはじめとした覚書締結機関との連携

を行いました。

中韓２カ国の質保証機関との連携では、平成22年３月に発足した日中韓質保証機関協議会の下、

中国教育部高等教育教学評価センター（HEEC）及び韓国大学教育協議会（KCUE）との間で、相互理

解、共同の質保証の取組、人材交流の活動を展開しています。特に、日中韓政府による質の保証を

伴った大学間交流を推進するための「キャンパス・アジア」構想において、学生交流プログラムに

おける優れた取組の抽出等を行うモニタリング活動を実施しています。平成28年度は、平成27年度

に実施した日中韓の質保証機関による共同モニタリングの結果を示す成果物として、プログラム別

の報告書を作成したほか、各プログラムの優良事例等を紹介する共同モニタリング報告書を刊行し

ました。また、国内外の会議において、積極的にモニタリングプロセスや優良事例等について成果

発表を行いました。さらに、共同モニタリングの経験を踏まえ、国際共同教育プログラムの質保証

活動に資するための質保証ガイドラインの素案の作成や、平成28年度より新たに本格実施した「キ

ャンパス・アジア」第二モードのモニタリング手法に関する協議を日中韓の質保証機関間で行いま

した。このモニタリング事業については、「キャンパス・アジア」モニタリングウェブサイトにて発

信しています。

その他の覚書締結機関との連携では、マレーシア資格機構（MQA）との評価（質保証）プロセス等

に関する比較プロジェクトの実施、豪州高等教育質・基準機構(TEQSA)、台湾高等教育評鑑中心基金

会(HEEACT)や香港学術及職業資歴評審局(HKCAAVQ)とのスタッフ交流の実施など、様々な活動を行い

ました。

さらに、高等教育質保証機関国際ネットワーク（INQAAHE）、アジア太平洋質保証ネットワーク（A

PQN）をはじめ、国際的なネットワークの活動に参画し、日本の高等教育質保証の取組について発表

するとともに、海外の質保証の動向や取組に関する情報交換や議論を行っています。

当機構は、引き続き、大学等の質保証に係わる情報の提供等を通じて、広く社会に対して高等教

育に関する理解の増進に努め、国内の大学等への積極的な支援活動を行うとともに、我が国の高等

教育への国際的な信頼を高めていくため、国内外の質保証機関との連携活動を行うなど、我が国を
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代表する中核的な質保証機関としての役割を果たしてまいります。

調査研究について

当機構では、研究開発部が中心となって、大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究

として、機構の実施する事業の基盤となる研究及び事業の検証に関する研究を進めています。また、

我が国の高等教育の質保証に関する課題にも重点的に取り組んでいます。これらの調査研究は、機

構の実施する事業との中立性を確保しながら、大学や国内外の質保証機関等とも連携して行ってい

ます。

平成28年度は、評価事業に関連する調査研究として「大学等の教育研究の評価の在り方に関する

研究」及び「機構の実施する教育研究活動等の評価の有効性に関する調査研究」の２つのプロジェ

クトを、また、学位授与事業に関連する調査研究として「学位の要件となる学習の体系性に関する

研究」及び「機構の実施する学位授与の教育的・社会的機能に関する調査研究」の２つのプロジェ

クトを、さらに、質保証連携に関連する調査研究として「高等教育の質保証に係る情報の活用に関

する研究」、「質保証に係る人材育成プログラムの開発に関する研究」、「大学の教育研究活動の分析

と指標の開発に関する研究」、「国際的な共同教育プログラムの質保証手法に関する調査研究」及び

「国際的な学位制度と学修履歴に関する調査研究」の５つの横断的・融合的なプロジェクトを推進

しました。

機構は、今後も、これら調査研究の成果について、機構の事業の更なる展開に反映させるととも

に、ウェブサイトでの公開やシンポジウムの開催等を通じて、社会への提供と普及に努めてまいり

ます。

終わりに

今日、高等教育に対する期待と関心は、高等教育関係者のみならず国民の皆さまの間にも、これ

まで以上に高まっていると思われます。今後とも、高等教育の発展のため、当機構に課せられた使

命・役割を果たしていくとともに、一層透明性のある業務運営の遂行に努めてまいりますので、引

き続き、皆さまの一層のご理解とご支援を賜りますよう心よりお願い申し上げます。
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Ⅱ．法人の基本情報

１．法人の概要

（１）目的

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（以下「機構」という。）は、大学等（大学、短期大学、

高等専門学校及び大学共同利用機関をいう。以下同じ。）の教育研究活動の状況についての評価等を

行うことにより、その教育研究水準の向上を図るとともに、国立大学法人等（国立大学法人、大学共

同利用機関法人及び独立行政法人高等専門学校機構をいう。以下同じ。）の施設の整備等に必要な資

金の貸付け及び交付を行うことにより、その教育研究環境の整備充実を図り、あわせて大学等以外で

行われる高等教育段階での様々な学習の成果を評価して学位の授与を行うことにより、多様な学習の

成果が適切に評価される社会の実現を図り、もって我が国の高等教育の発展に資することを目的とす

る。（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第３条）

（２）業務内容

機構は、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第３条の目的を達成するため、以下の業務を

行う。

一 大学等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について評価を

行い、その結果について、当該大学等及びその設置者に提供し、並びに公表すること。

二 国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土

地の取得、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の貸付け（施設費貸付事業）

を行うこと。

三 国立大学法人等に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土地の取得、施設の設置若しく

は整備又は設備の設置に必要な資金の交付（施設費交付事業）を行うこと。

四 学校教育法の規定により、学位（学士、修士、博士）を授与すること。

五 大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する調査研究及び学位の授与を行うために

必要な学習の成果の評価に関する調査研究を行うこと。

六 大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する情報及び大学における各種の学習の機

会に関する情報の収集、整理及び提供を行うこと。

七 文部科学省の国立大学法人評価委員会からの要請に基づき、国立大学及び大学共同利用機関の

教育研究活動等の状況について評価を行い、その結果について、国立大学法人評価委員会及び

当該評価の対象となった国立大学又は大学共同利用機関に提供し、並びに公表すること。

八 国立大学法人から納付される金銭を徴収し、承継債務の償還及び当該承継債務に係る利子の支

払（承継債務償還）を行うこと。（※「当分の間」行う業務）

九 承継債務償還及び施設費交付事業に充てるため、独立行政法人国立大学財務・経営センターが

承継した財産のうち機構が承継するものの管理及び処分を行うこと。（※「当分の間」行う業務）

（３）沿革

平成 3年 7月 学位授与機構設置

平成 4年 7月 国立学校財務センター設置

平成12年 4月 学位授与機構を大学評価・学位授与機構へと改組

平成16年 4月 独立行政法人大学評価・学位授与機構設立

独立行政法人国立大学財務・経営センター設立

平成28年 4月 独立行政法人大学評価・学位授与機構と独立行政法人国立大学財務・経営センター

を統合して独立行政法人大学改革支援・学位授与機構設立

（４）設立根拠法

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法（平成15年法律第114号）
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（５）主務大臣（主務省所管課）

文部科学大臣（文部科学省高等教育局高等教育企画課）

（６）組織図

別紙のとおり

２．事務所所在地

（１）小 平 本 館：東京都小平市学園西町１－29－１

（２）竹橋オフィス：東京都千代田区一ツ橋２－１－２（学術総合センター10階、11階）

３．資本金の状況 （単位：円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 7,470,955,506 1,309,890,110 － 8,780,845,616

資本金合計 7,470,955,506 1,309,890,110 － 8,780,845,616

４．役員の状況（平成29年３月31日現在）

役 職 氏 名 任 期 経 歴

機構長 福 田 秀 樹 自 平成28年 4月 1日 昭和45年 4月 鐘淵化学工業株式会社（現 株式会社カネカ）

至 平成31年 3月31日 昭和57年 7月 英国マンチェスター工科大学客員研究員

（～昭和59年12月）

昭和60年 5月 鐘淵化学工業株式会社生産技術研究所

主任研究員

平成 4年10月 鐘淵化学工業株式会社総合研究所

研究企画部長兼生産技術研究所主席研究員

平成 6年 4月 神戸大学教授

平成15年 2月 神戸大学大学院自然科学研究科長

（～平成21年3月）

平成19年 4月 神戸大学自然科学系先端融合研究環長

平成21年 4月 神戸大学長

平成28年 4月 大学改革支援・学位授与機構長

理 事 岡 本 和 夫 自 平成22年 4月 2日 昭和48年 4月 東京大学助手

(常勤) 至 平成30年 4月 1日 昭和56年 4月 一橋大学助教授

昭和58年 4月 東京大学助教授

平成 2年 4月 東京大学教授

平成10年 4月 東京大学大学院数理科学研究科長

平成14年 4月 東京大学大学総合教育研究センター長

平成22年 4月 大学評価・学位授与機構理事

平成28年 4月 大学改革支援・学位授与機構理事

理 事 森 晃 憲 自 平成28年 4月 1日 昭和61年 4月 文部省

(常勤) 至 平成30年 3月31日 平成18年 4月 文部科学省研究振興局学術機関課長

平成20年 7月 文部科学省生涯学習政策局社会教育課長

平成21年 7月 文部科学省初等中等教育局教科書課長

平成24年 8月 文部科学省高等教育局私学部私学行政課長

平成26年 7月 文部科学省高等教育局高等教育企画課長

平成27年 4月 文部科学省大臣官房審議官（研究開発局担当）

平成28年 4月 大学改革支援・学位授与機構理事
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役 職 氏 名 任 期 経 歴

監 事 小笠原 直 自 平成28年 4月 1日 平成元年 4月 第一勧業銀行（現 みずほコーポレート銀行）

(非常勤) 至 平成30年 8月15日 平成 3年12月 太陽監査法人（現 太陽有限責任監査法人）

平成19年 4月 太陽監査法人代表社員

平成20年10月 監査法人アヴァンティア法人代表、代表社員

平成22年 4月 国立大学財務・経営センター監事（非常勤）

平成28年 4月 大学改革支援・学位授与機構監事（非常勤）

監 事 柴 眞理子 自 平成28年 4月 1日 昭和48年 4月 福島大学助手

(非常勤) 至 平成30年 8月15日 昭和49年 4月 東京教育大学体育学部教務補佐

昭和50年 4月 女子聖学院短期大学専任講師

昭和56年 4月 神戸大学講師

昭和62年 8月 神戸大学助教授

平成 7年10月 神戸大学教授

平成13年 2月 神戸大学大学教育研究センター長

（～平成17年2月）

平成18年10月 お茶の水女子大学教授

平成20年 4月 お茶の水女子大学附属高等学校長

平成21年 4月 お茶の水女子大学文教育学部長

平成26年 4月 放送大学東京足立学習センター所長

平成28年 4月 大学改革支援・学位授与機構監事（非常勤）

５．常勤教職員の状況

常勤教職員は、平成28年度末現在において177人（前年度末139人）であり、常勤職員の平均年齢は36.

5歳（前年度末36.3歳）となっている。このうち、国立大学法人等からの出向者は77人、国からの出向

者は７人、民間からの出向者は０人である。
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Ⅲ．財務諸表の要約

（財務諸表へのリンク：http://www.niad.ac.jp/entry-262.html）

１．要約した財務諸表

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。

①　貸借対照表

金額（千円） 金額（千円）

流動資産 流動負債

現金及び預金 19,653,892 運営費交付金債務 309,303

たな卸資産 3,213,364 預り補助金等 318

前払費用 6,662 預り寄附金 17,369

未収入金 2,190 預り科学研究費補助金等 3,620

立替金 7,665 一年以内償還予定大学改革支援・学位授与機構債券 5,000,000

未収収益 581,977 一年以内返済予定長期借入金 30,891,476

施設費貸付金 559,388,383 一年以内返済予定承継債務 37,657,544

承継債務負担金債権 201,875,494 未払金 190,544

固定資産 未払費用 575,886

有形固定資産 6,885,651 未払消費税等 4,159

無形固定資産 238,272 預り金 23,972

投資その他の資産 770 賞与引当金 5,761

リース債務（1年以内） 13,605

固定負債

資産見返負債 394,252

大学改革支援・学位授与機構債券 20,000,000

長期借入金 503,496,907

承継債務 164,217,950

長期リース債務 653

負債合計 762,803,318

金額（千円）

資本金

政府出資金 8,780,846

資本剰余金

資本剰余金 △ 5,360

損益外減価償却累計額（△） △ 2,059,969

損益外減損損失累計額（△） △ 64

利益剰余金

大学改革支援・学位授与機構法第18条積立金 22,181,506

積立金 144,485

当期未処分利益 9,556

純資産合計 29,051,001

資産合計 791,854,319 負債純資産合計 791,854,319

資産の部 負債の部

純資産の部
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②　損益計算書

金額（千円）

経常費用（A)

業務費

教育研究活動等評価経費

備品・消耗品費 25,488

旅費交通費 44,351

報酬・委託・手数料 125,883

減価償却費 10,541

給与及び賞与 458,391

賞与引当金繰入 5,761

法定福利費 66,817

その他 80,832

国立大学施設支援経費

備品・消耗品費 3,345

旅費交通費 14,105

報酬・委託・手数料 14,430

減価償却費 17,145

給与及び賞与 102,525

法定福利費 14,985

施設費交付金 3,861,907

支払利息

長期借入金支払利息 3,994,073

承継債務支払利息 4,218,927

機構債利息 59,443

処分用資産売却原価 961,274

その他 64,932

学位授与事業経費

備品・消耗品費 2,517

旅費交通費 9,096

報酬・委託・手数料 71,749

減価償却費 10,087

給与及び賞与 130,952

法定福利費 19,041

その他 31,641

質保証連携事業経費

備品・消耗品費 5,369

旅費交通費 21,979

報酬・委託・手数料 33,306

減価償却費 99,867

給与及び賞与 154,217

法定福利費 23,303

その他 103,920

区分
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※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。

金額（千円）

調査研究事業経費

備品・消耗品費 11,687

旅費交通費 10,945

報酬・委託・手数料 13,486

減価償却費 1,759

給与及び賞与 209,356

法定福利費 24,746

その他 36,588

一般管理費

備品・消耗品費 20,138

旅費交通費 5,359

報酬・委託・手数料 34,535

減価償却費 18,760

給与及び賞与 281,467

法定福利費 41,073

その他 57,201

財務費用

債券発行費 13,590

為替差損 8

経常収益（B)

運営費交付金収益 1,963,635

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 136,845

資産見返物品受贈額戻入 7,708

学位審査手数料収入 118,404

評価手数料収入 166,223

大学ポートレート運営負担金収入 80,324

財産貸付料収入 10,218

寄附金収益 2,012

受託事業等収入（国及び地方公共団体） 5,585

処分用資産賃貸収入 143,828

処分用資産売却収入 3,010,000

施設費交付金収益 1,488,822

受取利息

施設費貸付金受取利息 4,283,106

承継債務負担金債権受取利息 4,218,927

財務収益

受取利息 302

有価証券利息 1,490

雑益 15,022

臨時損失（C)

固定資産除却損 76

臨時利益（D)

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 76

資産見返物品受贈額戻入 0

当期総利益(Ｂ＋Ｄ－Ａ－Ｃ) 9,556

区分
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※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。

③　キャッシュ・フロー計算書

金額（千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー（A)

業務費支出 △748,946

人件費支出 △1,540,401

一般管理費支出 △110,826

施設費交付金の交付による支出 △3,861,907

施設費貸付金の貸付による支出 △55,923,862

承継債務に係る利息の支払額 △4,420,134

長期借入金に係る利息の支払額 △4,016,592

債券に係る利息の支払額 △60,228

その他の業務支出 △43,460

運営費交付金収入 2,168,628

受託事業等収入 5,940

手数料収入 285,249

補助金の精算による返還金の支出 △4,562

預り科学研究費補助金の受入 8,202

預り科学研究費補助金の払出 △8,121

寄附金収入 7,220

承継債務負担金債権の回収による収入 40,772,544

承継債務負担金債権に係る利息の受取額 4,420,134

施設費貸付金の回収による収入 33,978,309

施設費貸付金に係る利息の受取額 4,307,352

処分用資産の売却による収入 3,010,000

処分用資産の貸付による収入 143,828

施設費交付金の納付による収入 1,488,822

その他の収入 108,737

利息及び配当金の受取額 5,284

国庫納付金の支払額 △22,718

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー（B)

定期預金の預入による支出 △22,830,000

定期預金の払戻による収入 10,020,000

有価証券の取得による支出 △16,370,000

有価証券の償還による収入 32,861,600

有形固定資産の取得による支出 △92,727

無形固定資産の取得による支出 △122,273

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー（C)

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △13,605

債券の発行による収入 4,986,410

債券の償還による支出 △5,000,000

長期借入れによる収入 51,653,211

長期借入金の返済による支出 △29,707,658

承継債務の返済による支出 △40,772,544

Ⅳ　資金増加額（D＝A＋B＋C) 4,560,904

Ⅴ　資金期首残高（E) 663,545

Ⅵ　統合による資金増加額（F） 819,444

Ⅶ　資金期末残高（G＝D＋E＋F) 6,043,892

区分
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※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。

④　行政サービス実施コスト計算書

金額（千円）

Ⅰ　業務費用 2,101,138

損益計算書上の費用 15,642,971

（控除）自己収入等 △13,541,833

（その他の行政サービス実施コスト）

Ⅱ　損益外減価償却相当額 129,904

Ⅲ　引当外賞与見積額 △449

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 128,195

Ⅴ　機会費用 3,982

Ⅵ　行政サービス実施コスト 2,362,770

区分
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２．財務諸表の科目

① 貸借対照表

現金及び預金：保有する現金、預金

たな卸資産：貯蔵品としての事務用切手残額

前払費用：一定の契約に従い継続して役務の提供を受ける場合の代金の前払分で、決算日から

１年以内に取崩されるもの

未収入金：財産貸付等により発生した未収入額

施設費貸付金：施設費貸付事業による国立大学法人への長期貸付金

承継債務負担金債権：国立学校特別会計から承継された国立大学法人への債権

立替金：経費等の一時的に発生した立替払

有形固定資産：建物、構築物、工具器具備品及び土地

無形固定資産：商標権、ソフトウエア、電話加入権

投資その他の資産：前払費用のうち、１年を超えて費用となるもの（長期前払費用）

預り補助金等：当該年度に受入れた補助金の残額

預り寄附金：使途特定寄附金の残額

預り科学研究費補助金等：科学研究費補助金等の残額

運営費交付金債務：独立行政法人の業務を実施するために国から交付された運営費交付金

のうち未実施の部分に該当する債務残高

一年以内償還予定国立大学財務・経営センター債券：施設費貸付事業を実施する資金の調

達のため発行した債券のうち、償還期日が１年以内の額

一年以内返済予定長期借入金：施設費貸付事業を実施する資金の調達のため借り入れた長期借

入金のうち、支払期日が１年以内の額

一年以内返済予定承継債務：国立学校特別会計から承継された財政融資資金への債務のうち、

支払期日が１年以内の額

未払金：通常の業務活動において、既に確定している債務のうち、未だ対価の支払いを終えて

いないもの

未払消費税等：消費税等（地方消費税を含む）の未払額

預り金：学位審査手数料や社会保険料等一時的に預かった金額

賞与引当金：当期に負担すべき賞与の未払額を引当金として計上するもの

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合に計上される負債

政府出資金：政府から出資された金額

資本剰余金：国から無償譲与された資産の相当額

損益外減価償却累計額（△）：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されて

いないものとして特定された資産の減価償却累計額

損益外減損損失累計額（△）：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されて

いないものとして特定された資産について、中期計画等で想定

した業務を行ったにもかかわらず生じた減損損失相当の累計額

積立金：平成27年度の当期総利益
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② 損益計算書

教育研究活動等評価経費：大学等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の

状況についての評価に要した費用

国立大学施設支援経費：国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門

学校機構の施設の整備等に必要な資金の貸付け及び交付に要した費用

学位授与事業経費：学校教育法の規定により、学位（学士、修士、博士）を授与する業務に

要した費用

質保証連携事業経費：大学等における質保証を支援するため、大学等と連携して、国内外の高

等教育の質保証に係る情報や大学等における各種の学習の機会等に関する情

報を収集・整理・提供する業務に要した費用、質保証に関わる人材の能力開

発を行う業務に要した費用及び我が国の高等教育への国際的な信頼を高める

ため、国内外の質保証機関等と連携・協力した活動を行う業務に要した費用

調査研究事業経費：大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究、学位の授与に必

要な学習の成果の評価に関する調査研究及び高等教育の質保証の確立に資す

る調査研究業務に要した費用

一般管理費：上記業務以外の機構の運営に係る業務に要した費用

財務費用：為替差損の額

債券発行費：債券の発行に要する経費

備品・消耗品費：各業務に必要な備品・消耗品に係る経費

旅費交通費：各業務に必要な旅費に係る経費

報酬・委託・手数料：各業務における委員等への謝金、清掃業務等の業務委託経費

減価償却費：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用として配分する

経費

給与及び賞与：教職員の給与、賞与

賞与引当金繰入：当期に負担すべき賞与の未払額を費用計上するもの

法定福利費：法令に従い納める社会保険料や労働保険料のうち、機構が負担する経費

運営費交付金収益：収益化した運営費交付金の額

資産見返運営費交付金戻入：運営費交付金で購入した固定資産の減価償却費の見返額

資産見返物品受贈額戻入：承継した固定資産の減価償却費の見返額

学位審査手数料収入：平成28年度中に受理した学位審査手数料の額

評価手数料収入：平成28年度中に評価が終了した評価手数料の額

大学ポートレート運営負担金収入：平成28年度中に受理した大学ポートレート運営負担金の額

財産貸付料収入：宿舎使用料や会議室等貸付に係る収入の額

寄附金収益：使途特定寄附金の使用額

受託事業等収入：国及び民間等からの受託業務等のうち、当期の収益として認識したもの

補助金等収益：当該年度に受入れた補助金の使用額

処分用資産賃貸収入：売却のため保有している販売用不動産の賃貸による収入

処分用資産売却収入：売却のため保有している販売用不動産の売却による収入

施設費交付金収益：国立大学法人等による土地譲渡収入の一部納付による収益

財務収益：受取利息の額

雑益：科学研究費補助金間接経費等の受入れに係る収入の額
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③ キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を表

し、運営費交付金収入やサービスの提供等による収入、原材

料、商品、又はサービスの購入による支出、人件費支出等

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産の取得による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー：リース債務の返済による支出

④ 行政サービス実施コスト計算書

業務費用：損益計算書上における費用相当額から運営費交付金、国及び地方公共団体からの補

助金等に基づく収益以外の収益を差し引いた費用

損益外減価償却相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されない

ものとして特定された資産の減価償却費相当額

損益外除売却差額相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されない

ものとして特定された資産の除売却差額相当額

引当外賞与見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の賞与引当金

見積額

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の

退職給付引当金増加見積額

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の本来

負担すべき金額等

行政サービス実施コスト：独立行政法人の業務運営に関して、国民の負担に帰せられるコスト
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Ⅳ．財務情報

１．財務諸表の概要

（１）経常費用、経常収益、当期総利益、資産、負債、キャッシュ･フローなどの主要な財務データの

経年比較・分析（内容・増減理由）

① 経常費用

平成28年度の経常費用は15,642,895千円と、前年度比13,709,157千円増（708.9％増）となって

いる。

主な増加要因として、旧国立大学財務・経営センターと統合したことにより、施設費交付金が

3,861,907千円増となったことなどが挙げられる。

② 経常収益

平成28年度の経常収益は15,652,451千円と、前年度比13,658,177千円増（684.9％増）となって

いる。

主な増加要因として、旧国立大学財務・経営センターと統合したことにより、処分用資産売却収

入が3,010,000千円、施設費交付金収益が1,488,822千円が追加されたこと等が挙げられる。

③ 当期総利益

上記経常損益の状況及び臨時利益として固定資産除却損76千円等を計上した結果、平成28年度の

当期総利益は9,556千円と、前年度比51,380千円減（84.3％減）となっている。

④ 資産

平成28年度末現在の資産合計は791,854,319千円と、前年度末比785,163,761千円増（11,735.4％

増）なっている。

主な増加要因として、旧国立大学財務・経営センターと統合したことにより、施設費貸付金、承

継債務負担金債権が増加したこと等により現預金が増加し、流動資産が784,050,417千円増となった

ことが挙げられる。

⑤ 負債

平成28年度末現在の負債合計は762,803,318千円と、前年度末比761,792,684千円増（75,377.7％

増）となっている。

主な増加要因として、旧国立大学財務・経営センターと統合したことにより、一年以内返済予定

長期借入金が30,891,476千円、一年以内返済予定承継債務が37,657,544千円等が追加されたことが

挙げられる。

⑥ 業務活動によるキャッシュ・フロー

平成28年度の業務活動によるキャッシュ・フローは19,984,491千円と、前年度比19,577,044千円

増（5,270.5％増）となっている。

主な増加要因として、旧国立大学財務・経営センターと統合したことが挙げられる。

⑦ 投資活動によるキャッシュ・フロー

平成28年度の投資活動によるキャッシュ・フローは3,466,599千円と、前年度比3,489,419千円増

244



- 19 -

（15,291％増）となっている。

主な増加要因として、旧国立大学財務・経営センターと統合したことが挙げられる。

⑧ 財務活動によるキャッシュ・フロー

平成28年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△18,854,186千円と、前年度比18,841,578千円

減（149,442.4％減）となっている。

※上記については、増減の主要な事項を抜粋しているため、事項毎の増減の計と一致しない。

※ 第２期中期目標期間（平成21年度〜平成25年度）、第３期中期目標期間（平成26年度〜平成30年度）以下同様

表　主要な財務データの経年比較 （単位：千円）

区分 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

経常費用 1,532,891 1,648,581 1,826,748 1,933,738 15,642,895

経常収益 1,532,891 1,765,539 1,910,296 1,994,274 15,652,451

臨時損失 - - 10,274 0 76

臨時利益 - - 10,274 400 76

当期総利益 - 116,957 83,549 60,936 9,556

資産 6,913,006 6,999,997 6,560,911 6,690,559 791,854,319

負債 867,697 971,752 697,751 1,010,635 762,803,318

利益剰余金 26 116,984 83,549 144,485 22,335,548

業務活動によるキャッシュ・フロー 58,473 61,619 37,526 371,447 19,948,491

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,599 △121,245 △250,158 △22,820 3,466,599

財務活動によるキャッシュ・フロー △17,140 △17,140 △12,300 △12,608 △18,854,186

資金期末残高 629,224 552,458 327,525 663,545 6,043,892
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（２）セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由）

（区分経理によるセグメント情報）

一般勘定の事業損益は3,392千円と前年度比57,144千円減（94.4％減）となっている。これは、当

年度の機関別認証評価手数料収入166,223千円が前年度比154,418千円減（48.2％減）となったことが

主な要因である。

施設整備勘定は平成28年度より設けられた勘定であるため、財務諸表等の分析は平成29年度から実

施する予定である。なお、施設整備勘定の事業損益は6,164千円である。

（事業のまとまりごとのセグメント情報）

教育研究活動等評価事業の事業損益は△14,139千円と前年度比74,675千円減（123.4％減）となっ

ている。これは、当年度機関別認証評価手数料収入が166,223千円と前年度比154,418千円減（48.2％

減）となったことが主な要因である。

国立大学施設支援事業は平成28年度より開始した事業であるため、財務諸表等の分析は平成29年度

から実施する予定である。なお、国立大学施設支援事業の事業損益は6,265千円である。

学位授与事業の事業損益は649千円と前年度比649千円増となっている。これは、当年度より運営費

交付金収益の計上基準を業務達成基準に変更したためである。

質保証事業の事業損益は△3,626千円と前年度比△3,626千円となっている。これは、当年度より運

営費交付金収益の計上基準を業務達成基準に変更したためである。

調査研究事業の事業損益は9千円と前年度比9千円増となっている。これは、当年度より運営費交付

金収益の計上基準を業務達成基準に変更したためである。

法人共通の事業損益は20,398千円と前年度比20,398千円増となっている。これは、当年度より、運

営費交付金収益の計上基準を期間進行基準に変更したためである。

※ 平成25年度は中期目標期間終了に伴い、運営費交付金債務の残額を全額収益化したこと等に

よって、損益が計上されている。

表　事業損益の経年比較（区分経理によるセグメント情報） （単位：千円）

区分 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

一般勘定 - 116,957 83,549 60,536 3,392
施設整備勘定 - - - - 6,164

計 - 116,957 83,549 60,536 9,556

表　事業損益の経年比較
  （事業等のまとまりごとのセグメント情報）

（単位：千円）

区分 平成２４年度 平成２５年度

大学評価事業

　国立大学法人評価事業等 - -

　機関別認証評価事業 - 6,071

　分野別認証評価事業 - -

学位授与事業 - -

その他の事業 - -

法人共通 - 110,886

計 - 116,957
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※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。

※ 平成26年度よりセグメント区分の変更。

※ 平成28年度より国立大学施設支援事業を開始。

（３）セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由）

（区分経理によるセグメント情報）

一般勘定の総資産は7,825,628千円と前年度比1,135,070千円増（17.0％増）となっている。これは、

旧国立大学財務・経営センターと統合したことにより、資産を承継したことが主な要因である。

施設整備勘定は平成28年度より設けられた勘定であるため、財務諸表等の分析は平成29年度から実

施する予定である。なお、施設整備勘定の総資産は784,028,691千円である。

（事業等のまとまりごとのセグメント情報）

教育研究活動等評価事業の総資産は1,179,217千円と前年度比154,143千円増（15.0％増）となってい

る。これは、建物が前年度比60,386千円増（14.1％増）となったことと、土地が前年度比108,268千円

増（19.4％増）となったことが主な要因である。

国立大学施設支援事業は平成28年度より開始した事業であるため、財務諸表等の分析は平成29年

度から実施する予定である。なお、国立大学施設支援事業の総資産は785,404,149千円である。

学位授与事業の総資産は1,086,522千円と前年度比363,795千円減（25.1％減）となっている。これ

は、建物が前年度比159,569千円減（26.4％減）となったことが主な要因である。

質保証事業の総資産は698,744千円と前年度比72,316千円減（9.4％減）となっている。これは、その

他の資産が前年度比78,066千円減（29.9％減）となったことが主な要因である。

調査研究事業の総資産は1,785,323千円と前年度比18,138千円増（1.0％増）となっている。

法人共通の総資産は1,700,364千円と前年度比23,442千円増（1.4％増）となっている。

（単位：千円）

区分 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

教育研究活動等評価

　機関別認証評価 83,549 60,536 △18,908

　分野別認証評価 - - 4,713

　国立大学法人評価等 - - 56

国立大学施設支援 - - 6,265

学位授与 - - 649

質保証連携 - - △3,626

調査研究 - - 9

法人共通 - - 20,398

計 83,549 60,536 9,556

表　総資産の経年比較（区分経理によるセグメント情報） （単位：千円）

区分 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

一般勘定 6,913,006 6,999,997 6,560,911 6,690,559 7,825,628

施設整備勘定 - - - - 784,028,691

計 6,913,006 6,999,997 6,560,911 6,690,559 791,854,319
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※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。

※ 平成26年度よりセグメント区分の変更。

※ 平成28年度より国立大学施設支援事業を開始。

（４）目的積立金の申請状況、取崩内容等

該当なし。

（５）行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由）

平成28年度の行政サービス実施コストは2,362,770千円と、前年度比645,180千円増（37.6％増）と

なっている。

主な増加要因として、旧国立大学財務・経営センターと統合したことが挙げられる。

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。

表　総資産の経年比較
  （事業等のまとまりごとのセグメント情報）

（単位：千円）

区分 平成２４年度 平成２５年度

大学評価事業

　国立大学法人評価事業等 474,852 237,332

　機関別認証評価事業 438,807 687,934

　分野別認証評価事業 187,950 154,048

学位授与事業 1,581,300 1,530,265

その他の事業 2,413,143 2,688,296

法人共通 1,816,953 1,702,122

計 6,913,006 6,999,997

（単位：千円）

区分 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

教育研究活動等評価

　機関別認証評価 736,334 520,513 307,611

　分野別認証評価 54,120 42,781 33,896

　国立大学法人評価等 262,768 461,780 837,710

国立大学施設支援 - - 785,404,149

学位授与 1,502,909 1,450,317 1,086,522

質保証連携 766,577 771,060 698,744

調査研究 1,844,470 1,767,185 1,785,323

法人共通 1,393,733 1,676,922 1,700,364

計 6,560,911 6,690,559 791,854,319

表　行政サービス実施コストの経年比較 （単位：千円）

区分 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

業務費用 1,312,582 1,263,267 1,264,890 1,389,845 2,101,138

　うち損益計算上の費用 1,532,891 1,648,581 1,837,022 1,933,738 15,642,971

　うち自己収入 △220,309 △385,314 △572,132 △543,893 △13,541,833

損益外減価償却相当額 143,019 134,021 131,650 244,172 129,904

損益外除売却差額相当額 - - - 0 -

引当外賞与見積額 2,280 △4,620 818 20,854 △449

引当外退職給付増加見積額 △27,388 17,370 △16,563 62,719 128,195

機会費用 45,968 45,885 26,274 - 3,982

行政サービス実施コスト 1,476,461 1,455,923 1,407,069 1,717,590 2,362,770
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２．重要な施設等の整備等の状況

①当事業年度中に完成した主要施設等

該当なし

②当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

該当なし

③当該事業年度中に処分した主要施設等

該当なし
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※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない。

３．予算及び決算の概要 （単位：千円）

区分 予算 決算 予算 決算 予算 決算
収入

　運営費交付金 1,371,268 1,300,794 1,194,591 1,194,591 1,250,145 1,250,145

　大学認証評価手数料 102,670 102,570 283,290 277,240 386,940 380,400

　学位審査手数料 106,789 102,717 105,280 98,273 133,016 124,433

　長期借入金等 - - - - - -

　長期貸付金等回収金 - - - - - -

　長期貸付金等受取利息 - - - - - -

　財産処分収入 - - - - - -

　財産賃貸収入 - - - - - -

　財産処分収入納付金 - - - - - -

　有価証券利息 - - - - - -

　大学ポートレート運営負担金収入 - - - - - -

　補助金等収入 - 5,347 - 24,832 - 28,592

　受託事業等収入 - - - - - 54,860

　寄附金等収入 - 3,406 - 2,200 - 2,210

　その他 7,523 14,593 7,523 10,556 7,523 11,458

計 1,588,250 1,529,426 1,590,684 1,607,692 1,777,624 1,852,098

支出

　業務等経費 1,090,018 974,728 947,250 1,250,519 1,035,642 899,274

　　人件費(退職手当を除く) 705,553 624,665 602,712 551,300 689,456 585,538

　　物件費 332,267 313,125 328,161 692,693 340,618 297,954

　　退職手当 52,198 36,938 16,377 6,526 5,568 15,782

　大学等評価経費 102,670 102,570 283,290 272,310 386,940 296,851

　学位授与審査経費 106,789 102,717 105,280 98,273 133,016 124,433

　大学ポートレート負担金運営負担金支出 - - - - - -

　国際化拠点整備事業費 - 5,347 - 24,832 - 28,592

　受託事業等 - - - - - 54,860

　寄附金支出 - - - - - -

　一般管理費 288,773 301,588 254,864 317,531 222,026 310,859

　　人件費(退職手当を除く) 192,687 202,062 161,661 206,959 131,619 224,783

　　物件費 96,086 99,526 93,203 110,572 90,407 86,076

　　退職手当 - - - - - -

　施設費貸付事業費 - - - - - -

　施設費交付事業費 - - - - - -

　長期借入金等償還 - - - - - -

　長期借入金等支払利息 - - - - - -

　公租公課等 - - - - - -

　債券発行諸費 - - - - - -

　債券利息 - - - - - -

計 1,588,250 1,486,950 1,590,684 1,963,465 1,777,624 1,714,869

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度
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注１： 収入における決算額は、現金預金の収入額に期首期末の未収入金額等を加減算したものを記載、また支出

における決算額については、現金預金の支出額に期首期末の未払金額等を加減算したものを記載している。

注２： 決算報告書における大学等評価経費は、損益計算書における教育研究活動等評価経費のうち認証評価手数

料収入で賄われた金額を計上している。

（単位：千円）

区分 予算 決算 予算 決算
収入

　運営費交付金 1,562,994 1,562,994 2,168,628 2,168,628

　大学認証評価手数料 360,072 324,238 174,356 166,223

　学位審査手数料 130,369 121,912 126,177 118,404

　長期借入金等 - - 62,400,000 56,653,211

　長期貸付金等回収金 - - 74,750,853 74,750,853

　長期貸付金等受取利息 - - 10,001,093 8,727,486

　財産処分収入 - - 3,010,000 3,010,000

　財産賃貸収入 - - 146,817 143,828

　財産処分収入納付金 - - 473,972 1,488,822

　有価証券利息 - - 5,636 7,058

　大学ポートレート運営負担金収入 - 80,094 - 80,324

　補助金等収入 - 17,138 - -

　受託事業等収入 - 7,145 - 5,940

　寄附金等収入 - 2,000 - 2,012

　その他 8,696 11,873 10,511 25,365

計 2,062,131 2,127,394 153,268,043 147,348,153

支出

　業務等経費 1,356,325 1,166,423 1,845,540 1,554,049

　　人件費(退職手当を除く) 787,461 633,494 1,011,347 1,001,099

　　物件費 536,812 520,944 830,411 540,434

　　退職手当 32,052 11,984 3,782 12,516

　大学等評価経費 360,072 263,701 174,356 185,131

　学位授与審査経費 130,369 121,912 126,177 118,404

　大学ポートレート負担金運営負担金支出 - 80,094 - 80,324

　国際化拠点整備事業費 - 17,138 - -

　受託事業等 - 7,145 - 5,585

　寄附金支出 - 1,820 - 2,012

　一般管理費 215,365 319,800 333,599 433,981

　　人件費(退職手当を除く) 127,670 220,585 164,530 255,870

　　物件費 87,695 94,177 165,498 178,111

　　退職手当 - 5,037 3,571 -

　施設費貸付事業費 - - 61,670,651 55,923,862

　施設費交付事業費 - - 4,000,000 3,861,907

　長期借入金等償還 - - 75,480,202 75,480,202

　長期借入金等支払利息 - - 9,889,607 8,436,726

　公租公課等 - - 43,469 43,460

　債券発行諸費 - - 13,806 13,590

　債券利息 - - 97,681 60,228

計 2,062,131 1,978,033 153,675,088 146,199,459

大学ポートレート負担金の受入に伴う支出

受託事業の受入に伴う支出

寄附金の支出

予算効率化と人員効率化の不一致

施設費貸付事業費の執行額について、入札

の結果がその見込みを下回ったこと等によ

る

施設費交付事業として文部科学大臣が定め

た額が見込みを下回ったこと等による

実際の借入金利が予算作成時の採用金利と

異なったこと等による

固定資産税が見込みを下回ったことによる

債券募集受託手数料が見込みを下回ったこ

とによる

第11回センター債券の金利が見込みを下

回った結果、支払い債券利息が減少したこ

とによる

効率的な人員配置による減

経費の節減等

予定外退職者による増

寄附金の受入

施設費交付事業において、国立大学法人か

らの返納が生じたこと及び資金運用の結果

（定期預金）等による

実際の貸付金利が予算作成時の採用金利と

異なったこと等による

大学ポートレート負担金の受入

受託事業の受入

国立新美術館からの賃貸収入が見込みを下

回ったことによる

国立大学法人等の財産処分が見込みを上

回ったことによる

資金運用の結果（国債及び譲渡性預金）に

よる

平成２７年度 平成２８年度
増減理由

受審校の減

施設費貸付事業費の執行額について、入札

の結果がその見込みを下回ったこと等によ

る
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注３： 決算報告書における学位授与審査経費は、損益計算書における学位授与事業経費のうち学位審査手数料収

入で賄われた金額を計上している。

４．経費削減及び効率化に関する目標及びその達成状況

（１）経費削減及び効率化目標

① 一般管理費と事業費の削減

業務については既存経費の見直しを行い、業務の効率化を図る。また、一般管理費（退職手当を

除く。）については計画的削減に努め、平成27年度予算に比較して３％以上の削減を図るほか、その

他の事業費（特殊経費及び退職手当を除く。）について、平成27年度予算に比較して１％以上の削減

を図ることとしている。平成28年度については、会議資料のペーパーレス化による複写機保守料の削

減や小平本館の電気需給契約を単年から複数年契約に見直し契約金額の削減を図る等、業務の質の向

上を図りつつ既存経費の見直しを行ったが、旧国立大学財務・経営センターとの統合により、平成27年

度に対し、一般管理費（退職手当を除く。）とその他事業費（特殊経費及び退職手当を除く。）を合わ

せて、11.7％増加した。

② 人件費の効率化

総人件費については、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする。また、職員の給与水準につい

ては、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、給与水準の適正化に速やかに取り組むととも

に、その検証や取組状況については公表することとしている。平成28年度については、平成27年８月

の人事院勧告に基づき、一般職の職員の給与に関する法律及び関連人事院規則が改正されたことに伴

い、役職員の給与規則等についても、国に準じて一部改正を行った。平成28年度の給与・報酬等支給

総額は1,173,619千円となっており、対国家公務員指数の状況は以下のとおりとなっている。

・年齢勘案 99.7

・年齢・地域勘案 99.3

・年齢・学歴勘案 98.3

・年齢・地域・学歴勘案 98.9
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（２）経費削減及び効率化目標の達成度合いを測る財務諸表等の科目の経年比較

※ 平成 28 年度より旧国立大学財務・経営センターと統合した。

（単位：千円）

区分
金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

一般管理費 322,608 100.0% 310,859 96.4% 314,762 97.6% 433,981 134.5%

その他の事業費 879,978 100.0% 883,491 100.4% 1,036,607 117.8% 1,074,944 122.2%

計 1,202,586 100.0% 1,194,350 99.3% 1,351,369 112.4% 1,508,925 125.5%

前中期目標期間 当中期目標期間
終了年度 平成２６年度実績 平成２７年度実績 平成２８年度実績
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Ⅴ．事業の説明

１．財源の内訳

（１）内訳

機構の経常収益は15,652,427千円で、その内訳は受取利息8,502,033千円（事業収益の54.3％）、処分

用資産売却収入3,010,000千円（事業収益の19.2％）、運営費交付金収益1,963,611千円（事業収益の12.

5％）、施設費交付金収益1,488,822千円（事業収益の9.5％）、その他収益687,961千円（事業収益の4.4％）

となっている。これを事業別に区分すると、教育研究活動等評価事業803,900千円（事業収益の5.1％）、

国立大学施設支援事業13,346,947千円（事業収益の85.3％）、学位授与事業275,731千円（事業収益の1.

8％）、質保証連携事業438,335千円（事業収益の2.8％）、調査研究事業308,575千円（事業収益の2.0％）

及び法人共通478,938千円（事業収益の3.1％）となっている。

（２）自己収入の明細

機構の自己収入は、認証評価事業については、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構諸料金に関

する規則（以下「諸料金規則」という。）第２条の２に基づき、評価実施校から評価手数料を、学位授

与事業については、諸料金規則第３条に基づき、学位の授与を受けようとする者から学位授与審査手数

料を徴収している。

また、その他の収入については、諸料金規則第４条から第８条に基づき、大学ポートレート運営負担

金、当機構の会議室等の貸付に係る不動産貸付料及び当機構所有の宿舎使用料を徴収している。

２．財務情報及び業務の実績に基づく説明

（１）評価事業

① 認証評価

国・公・私立大学及び高等専門学校は、その教育研究水準の向上に資するため、教育研究、

組織運営及び施設整備の総合的な状況に関し、７年以内ごとに文部科学大臣が認証する評価機関

（認証評価機関）の実施する評価を受けることが義務付けられている。また、専門職大学院

（法科大学院等）を置く大学は、当該専門職大学院の設置の目的に照らし、教育課程、教員組織

その他教育研究活動の状況に関し、５年以内ごとに認証評価機関の実施する評価を受けることが

義務付けられている。当該制度の下、当機構は認証評価機関として事業を実施している。

なお、機関別認証評価事業については、平成25年度から国費を投入せず手数料収入により事業

を実施している。

事業の財源は、運営費交付金22,764千円、評価手数料収入166,223千円、その他収入800千円と

なっている。

事業に要する費用は、備品・消耗品費3,581千円、旅費交通費22,429千円、報酬・委託・手数料

21,151千円、減価償却費2,151千円、給与及び賞与105,739千円、賞与引当金繰入5,761千円、法定

福利費16,509千円及びその他26,662千円となっている。

② 国立大学教育研究評価

文部科学省に設置された国立大学法人評価委員会からの要請を受け、国立大学法人及び大学

共同利用機関法人の中期目標期間における業務の実績のうち、教育研究の状況についての評価を

実施している。なお、国立大学法人評価委員会が、中期目標における業務の実績の全体について

総合的な評定を行うに当たっては、この評価結果を尊重することとされている。

事業の財源は、運営費交付金604,359千円、その他収入9,778千円となっている。

事業に要する費用は、備品・消耗品費21,907千円、旅費交通費21,922千円、報酬・委託・手数
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料104,732千円、減価償却費8,389千円、給与及び賞与352,652千円、法定福利費50,308千円及びそ

の他54,169千円となっている。

（２）施設費貸付・交付事業等

① 施設費貸付事業

国立大学法人及び大学共同利用機関法人を対象として、附属病院整備等に必要な資金の貸付け

を行っている。なお、文部科学省の定める施設整備計画に従い整備を実施するため、貸付先は文

部科学大臣が定めている（機構の行う施設費貸付事業は、文部科学省の施設整備費補助金を補完

するものであり、附属病院整備のうち施設整備については、総事業費の1割分を文部科学省が補助

金として交付、9割分を機構が貸付けている）。

事業の財源は、財政融資資金からの借入金及び独立行政法人大学改革支援・学位授与機構債券

の発行により調達した資金となっている。

② 施設費交付事業

国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構を対象として、

施設整備に必要な資金の交付を行っている。なお、文部科学省の定める施設整備計画に従い整備

を実施するため、交付先は文部科学大臣が定めている（機構の行う施設費交付事業は、文部科学

省の施設整備費補助金を補完するものである）。

事業の財源は、国立学校特別会計から承継した特定学校財産・積立金等の財産及び国立大学法

人等の不要財産処分収入の一部（一定割合）となっている。

③ 旧特定学校財産の管理処分

旧特定学校財産とは、旧国立学校設置法に規定されていたもので、国立学校財産のうち、移転、

施設の高層化等により不要となったもので処分収入額が100億円を超える財産のうち、文部科学大

臣が財務大臣と協議して指定した財産を指す。機構は、国から承継した旧特定学校財産を管理・

処分するとともに、得られた収入を機構が実施する施設費交付事業の財源に充てている。

④ 承継債務償還

当機構は、旧国立学校特別会計が財政融資資金に対し負っていた債務を一括して承継しており、

当該債務の償還業務を行っている。

償還の財源は、文部科学大臣が定める国立大学法人が機構に対し文部科学大臣が定める額を負

担することとされており、機構はこれを取りまとめて財政融資資金に対し償還を行っている。ま

た、債務を負担する国立大学法人は、機構が一括して承継した債務に保証を差し入れている。

事業の財源は、運営費交付金170,963千円、その他収入17,145千円となっている。

事業に要する費用は、備品・消耗品費3,345千円、旅費交通費14,105千円、報酬・委託・手数料

14,430千円、減価償却費17,145千円、給与及び賞与102,525千円、法定福利費14,985千円及びその

他21,472千円となっている。
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（３）学位授与事業

短期大学及び高等専門学校の卒業者など、高等教育機関において一定の学習を修め、その「まと

まりのある学修」の成果をもとに、さらに大学の科目等履修生制度などを利用して所定の単位を修得

し、かつ機構が行う審査の結果、大学卒業者と同等以上の学力を有すると認められた者に対し、学士

の学位を授与している。また、大学以外の教育施設に置かれた課程（各省庁大学校）のうち、大学の

学士課程、大学院の修士課程および博士課程に相当する水準の教育を行っていると機構が認定した

課程の修了者に、学位取得の途を開いている。

事業の財源は、運営費交付金149,947千円、学位審査手数料収入118,404千円、その他収入7,380千

円となっている。

事業に要する費用は、備品・消耗品費2,517千円、旅費交通費9,096千円、報酬・委託・手数料

71,749千円、減価償却費10,087千円、給与及び賞与130,952千円、法定福利費19,041千円及びその他

31,641千円となっている。

（４）質保証連携

① 情報収集・整理・提供

大学等の評価に関する情報や教育研究活動等に関する情報を体系的に収集し、大学関係者等のニ

ーズに応じた情報提供を行っている。

また、生涯学習社会において学習機会を適切に選択できるように、大学等における各種の高等

教育レベルの学習の機会に関する情報を収集し、冊子及びインターネットを通じて利用しやすい

形で学習者や高等教育機関及び研究者に対して提供している。

② 国際連携

国際的な動向を踏まえた高等教育の質保証活動に資するため、諸外国の質保証に係る制度情報

や動向についての収集・整理・提供を行うとともに、我が国の高等教育への国際的な信頼性を

高めるため、国際的な質保証活動に参画し、関係機関と協力して活動を展開している。

事業の財源は、運営費交付金259,289千円、その他収入179,047千円となっている。

事業に要する費用は、備品・消耗品費5,369千円、旅費交通費21,979千円、報酬・委託・手数料

33,306千円、減価償却費99,867千円、給与及び賞与154,217千円、法定福利費23,303千円及びそ

の他103,920千円となっている。

（５）調査研究

我が国の大学等が質の確保及び教育研究活動等の社会への説明責任を果たすことを支援するため、

国際通用性のある質の高い評価システムの在り方に関する調査研究を行うとともに、機構の実施する

大学等の評価を実証的に検証している（評価研究）。また、学位の質の確保及び多様な学習機会への

社会の要請に応えるため、学位授与の要件となる学習の成果の評価に関する調査研究を行うとともに、

機構の実施する学位授与を実証的に検証している（学位研究）。さらに、高等教育の質保証の確立に

資するため、高等教育の質保証に係る情報の活用、大学等における質保証システムの構築及び国際的

な質保証と学位・単位の通用性に関する調査研究を行っている（質保証研究）。

これら調査研究の成果については、事業の改善等に活用するとともに、機構のウェブサイト等を

通じて積極的に公表している。

事業の財源は、運営費交付金303,874千円、その他収入4,702千円となっている。

事業に要する費用は、備品・消耗品費11,687千円、旅費交通費10,945千円、報酬・委託・手数料13,

486千円、減価償却費1,759千円、給与及び賞与209,356千円、法定福利費24,746千円及びその他34,588千

円となっている。
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Ⅵ．事業等のまとまりごとの予算・決算の概況

（単位：千円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 0 0 0 26,844 26,844 0 680,011 680,011 0

大学認証評価手数料 172,714 166,223 △ 6,491 受審校の減 1,642 0 △ 1,642 追評価未申請による減 0 0 0

学位授与審査手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期借入金等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期貸付金等回収金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期貸付金等受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財産処分収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財産賃貸収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財産処分収入納付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

有価証券利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

受託事業等収入 0 0 0 0 0 0 0 5,940 5,940 受託事業の受入

寄附金等収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 56 56 雑収入

172,714 166,223 △ 6,491 28,486 26,844 △ 1,642 680,011 686,007 5,996

支出

業務等経費 0 0 0 26,844 18,400 △ 8,444 680,011 616,717 △ 63,294

うち 人件費（退職手当を除く） 0 0 0 14,563 11,054 △ 3,509
効率的な人員配置によ

る減
340,824 357,367 16,543

物件費 0 0 0 12,281 7,347 △ 4,934 経費の節減等 339,187 259,350 △ 79,837 経費の節減等

退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大学等評価経費 172,714 185,131 12,417 1,642 0 △ 1,642 0 0 0

学位授与審査経費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

受託事業等 0 0 0 0 0 0 0 5,585 5,585
受託事業の受入に伴う

支出

寄附金支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち 人件費（退職手当を除く） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

物件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

施設費貸付事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

施設費交付事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期借入金等償還 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期借入金等支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公租公課等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

債券発行諸費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

172,714 185,131 12,417 28,486 18,400 △ 10,086 680,011 622,302 △ 57,709

注１：

注２： 　決算報告書における大学等評価経費は、損益計算書における教育研究活動等評価経費のうち評価手数料収入で賄われた金額を計上している。

注３： 　決算報告書における学位授与審査経費は、損益計算書における学位授与事業経費のうち学位審査手数料収入で賄われた金額を計上している。

注４： 　損益計算書上、一般管理費として計上している給与及び賞与並びに法定福利費の一部（25,999千円）は、業務等経費として計上している。

注５： 　非常勤職員に係る人件費は損益計算書上、給与及び賞与、法定福利費として計上されているが、決算報告書上、物件費に表示されている。その概要は以下の通りである。

業務等経費 113,708 千円

一般管理費 31,693 千円

債券利息

計

　収入における決算額は、現金預金の収入額に期首期末の未収入金額等を加減算したものを記載、また支出における決算額については、現金預金の支出額に期首期末の未払金額等を加減算したものを
記載している。

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

決　　算　　報　　告　　書

区分

教育研究活動等評価
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（単位：千円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 195,557 195,557 0 155,044 155,044 0 443,401 443,401 0

大学認証評価手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0

学位授与審査手数料 0 0 0 126,177 118,404 △ 7,773 0 0 0

長期借入金等 62,400,000 56,653,211 △ 5,746,789
施設費貸付事業費の執行額につい

て、入札の結果がその見込みを下

回ったこと等による
0 0 0 0 0 0

長期貸付金等回収金 74,750,853 74,750,853 0 0 0 0 0 0 0

長期貸付金等受取利息 10,001,093 8,727,486 △ 1,273,608
実際の貸付金利が予算

作成時の採用金利と異

なったこと等による
0 0 0 0 0 0

財産処分収入 3,010,000 3,010,000 0 0 0 0 0 0 0

財産賃貸収入 146,817 143,828 △ 2,989
国立新美術館からの賃貸

収入が見込みを下回った

ことによる
0 0 0 0 0 0

財産処分収入納付金 473,972 1,488,822 1,014,850
国立大学法人等の財産

処分が見込みを上回った

ことによる
0 0 0 0 0 0

有価証券利息 5,636 7,058 1,422
資金運用の結果（国債及

び譲渡性預金）による
0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 80,324 80,324
大学ポートレート負担
金の受入

受託事業等収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

寄附金等収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 12,534 12,534
施設費交付事業において、国立大

学法人からの返納が生じたこと及び

資金運用の結果（定期預金）による
0 0 0 0 0 0

150,983,928 144,989,349 △ 5,994,580 281,221 273,448 △ 7,773 443,401 523,725 80,324

支出

業務等経費 195,557 182,372 △ 13,185 155,044 156,459 1,415 443,401 268,792 △ 174,609

うち 人件費（退職手当を除く） 111,552 113,402 1,850 125,407 135,963 10,556 176,783 168,329 △ 8,454

物件費 84,005 68,970 △ 15,035 経費の節減等 29,637 20,496 △ 9,141 経費の節減等 266,618 99,807 △ 166,811 経費の節減等

退職手当 0 0 0 0 0 0 0 656 656 予定外退職者による増

大学等評価経費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

学位授与審査経費 0 0 0 126,177 118,404 △ 7,773 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 80,324 80,324
大学ポートレート負担
金の受入に伴う支出

受託事業等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

寄附金支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち 人件費（退職手当を除く） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

物件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

施設費貸付事業費 61,670,651 55,923,862 △ 5,746,789
施設費貸付事業費の執行額につい

て、入札の結果がその見込みを下

回ったこと等による
0 0 0 0 0 0

施設費交付事業費 4,000,000 3,861,907 △ 138,093
施設費交付事業として文部科学大

臣が定めた額が見込みを下回ったこ

と等による
0 0 0 0 0 0

長期借入金等償還 75,480,202 75,480,202 0 0 0 0 0 0 0

長期借入金等支払利息 9,889,607 8,436,726 △ 1,452,881
実際の借入金利が予算

作成時の採用金利と異

なったこと等による
0 0 0 0 0 0

公租公課等 43,469 43,460 △ 9
固定資産税が見込みを下

回ったことによる
0 0 0 0 0 0

債券発行諸費 13,806 13,590 △ 216
債券募集受託手数料が

見込みを下回ったことによ

る
0 0 0 0 0 0

97,681 60,228 △ 37,453
第11回センター債券の金利が見込

みを下回った結果、支払い債券利息

が減少したことによる
0 0 0 0 0 0

151,390,973 144,002,347 △ 7,388,626 281,221 274,863 △ 6,358 443,401 349,116 △ 94,285

国立大学施設支援 学位授与 質保証連携

区分

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出

債券利息

計

258



- 33 -

（単位：千円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 344,683 344,683 0 323,088 323,088 0 2,168,628 2,168,628 0

大学認証評価手数料 0 0 0 0 0 0 174,356 166,223 △ 8,133 受審校の減

学位授与審査手数料 0 0 0 0 0 0 126,177 118,404 △ 7,773

長期借入金等 0 0 0 0 0 0 62,400,000 56,653,211 △ 5,746,789
施設費貸付事業費の執行額につい

て、入札の結果がその見込みを下

回ったこと等による

長期貸付金等回収金 0 0 0 0 0 0 74,750,853 74,750,853 0

長期貸付金等受取利息 0 0 0 0 0 0 10,001,093 8,727,486 △ 1,273,608
実際の貸付金利が予算

作成時の採用金利と異

なったこと等による

財産処分収入 0 0 0 0 0 0 3,010,000 3,010,000 0

財産賃貸収入 0 0 0 0 0 0 146,817 143,828 △ 2,989
国立新美術館からの賃貸

収入が見込みを下回った

ことによる

財産処分収入納付金 0 0 0 0 0 0 473,972 1,488,822 1,014,850
国立大学法人等の財産

処分が見込みを上回った

ことによる

有価証券利息 0 0 0 0 0 0 5,636 7,058 1,422
資金運用の結果（国債及

び譲渡性預金）による

0 0 0 0 0 0 0 80,324 80,324
大学ポートレート負担
金の受入

受託事業等収入 0 0 0 0 0 0 0 5,940 5,940 受託事業の受入

寄附金等収入 0 2,012 2,012 寄附金の受入 0 0 0 0 2,012 2,012 寄附金の受入

その他 0 2,460 2,460
科学研究費補助金間接
経費等の受入

10,511 10,315 △ 196 10,511 25,365 14,854
施設費交付事業において、国立大

学法人からの返納が生じたこと及び

資金運用の結果（定期預金）による

344,683 349,155 4,472 333,599 333,403 △ 196 153,268,043 147,348,153 △ 5,919,890

支出 0 0

業務等経費 344,683 311,309 △ 33,374 0 0 0 1,845,540 1,554,049 △ 291,491

うち 人件費（退職手当を除く） 242,218 214,985 △ 27,233
効率的な人員配置によ

る減
0 0 0 1,011,347 1,001,099 △ 10,248

効率的な人員配置によ

る減

物件費 98,683 84,464 △ 14,219 経費の節減等 0 0 0 830,411 540,434 △ 289,977 経費の節減等

退職手当 3,782 11,860 8,078 予定外退職者による増 0 0 0 3,782 12,516 8,734 予定外退職者による増

大学等評価経費 0 0 0 0 0 0 174,356 185,131 10,775

学位授与審査経費 0 0 0 0 0 0 126,177 118,404 △ 7,773

0 0 0 0 0 0 0 80,324 80,324
大学ポートレート負担
金の受入に伴う支出

受託事業等 0 0 0 0 0 0 0 5,585 5,585
受託事業の受入に伴う

支出

寄附金支出 0 2,012 2,012 寄附金の支出 0 0 0 0 2,012 2,012 寄附金の支出

一般管理費 0 0 0 333,599 433,981 100,382 333,599 433,981 100,382

うち 人件費（退職手当を除く） 0 0 0 164,530 255,870 91,340
予算効率化と人員効率

化の不一致
164,530 255,870 91,340

予算効率化と人員効率

化の不一致

物件費 0 0 0 165,498 178,111 12,613 165,498 178,111 12,613

退職手当 0 0 0 3,571 0 △ 3,571 3,571 0 △ 3,571

施設費貸付事業費 0 0 0 0 0 0 61,670,651 55,923,862 △ 5,746,789
施設費貸付事業費の執行額につい

て、入札の結果がその見込みを下

回ったこと等による

施設費交付事業費 0 0 0 0 0 0 4,000,000 3,861,907 △ 138,093
施設費交付事業として文部科学大

臣が定めた額が見込みを下回ったこ

と等による

長期借入金等償還 0 0 0 0 0 0 75,480,202 75,480,202 0

長期借入金等支払利息 0 0 0 0 0 0 9,889,607 8,436,726 △ 1,452,881
実際の借入金利が予算

作成時の採用金利と異

なったこと等による

公租公課等 0 0 0 0 0 0 43,469 43,460 △ 9
固定資産税が見込みを下

回ったことによる

債券発行諸費 0 0 0 0 0 0 13,806 13,590 △ 216
債券募集受託手数料が

見込みを下回ったことによ

る

0 0 0 0 0 0 97,681 60,228 △ 37,453
第11回センター債券の金利が見込

みを下回った結果、支払い債券利息

が減少したことによる

344,683 313,321 △ 31,362 333,599 433,981 100,382 153,675,088 146,199,459 △ 7,475,628

調査研究 法人共通 合計

区分

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出

債券利息

計
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（別 紙）

組 織 図
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（法人単位）

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 0 0 0 26,844,000 26,844,000 0 680,011,000 680,011,000 0

大学認証評価手数料 172,714,000 166,222,800 △ 6,491,200 受審校の減 1,642,000 0 △ 1,642,000
追評価未申請による
減

0 0 0

学位授与審査手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期借入金等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期貸付金等回収金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期貸付金等受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財産処分収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財産賃貸収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財産処分収入納付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

有価証券利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

受託事業等収入 0 0 0 0 0 0 0 5,940,000 5,940,000 受託事業の受入

寄附金等収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 55,940 55,940 雑収入

172,714,000 166,222,800 △ 6,491,200 28,486,000 26,844,000 △ 1,642,000 680,011,000 686,006,940 5,995,940

支出

業務等経費 0 0 0 26,844,000 18,400,074 △ 8,443,926 680,011,000 616,717,007 △ 63,293,993

うち 人件費（退職手当を除く） 0 0 0 14,563,000 11,053,512 △ 3,509,488
効率的な人員配置に
よる減

340,824,000 357,367,096 16,543,096

物件費 0 0 0 12,281,000 7,346,562 △ 4,934,438 経費の節減等 339,187,000 259,349,911 △ 79,837,089 経費の節減等

退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大学等評価経費 172,714,000 185,130,629 12,416,629 1,642,000 0 △ 1,642,000 0 0 0

学位授与審査経費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

受託事業等 0 0 0 0 0 0 0 5,584,832 5,584,832
受託事業の受入に伴
う支出

寄附金支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち 人件費（退職手当を除く） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

物件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

施設費貸付事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

施設費交付事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期借入金等償還 0 0 0 0 0 0 0 0 0

長期借入金等支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公租公課等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

債券発行諸費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

172,714,000 185,130,629 12,416,629 28,486,000 18,400,074 △ 10,085,926 680,011,000 622,301,839 △ 57,709,161

注１：

注２： 　決算報告書における大学等評価経費は、損益計算書における教育研究活動等評価経費のうち評価手数料収入で賄われた金額を計上している。

注３： 　決算報告書における学位授与審査経費は、損益計算書における学位授与事業経費のうち学位審査手数料収入で賄われた金額を計上している。

注４： 　損益計算書上、一般管理費として計上している給与及び賞与並びに法定福利費の一部（25,998,810円）は、業務等経費として計上している。

注５： 　非常勤職員に係る人件費は損益計算書上、給与及び賞与、法定福利費として計上されているが、決算報告書上、物件費に表示されている。その概要は以下の通りである。

業務等経費 113,707,857 円

一般管理費 31,693,325 円

計

　収入における決算額は、現金預金の収入額に期首期末の未収入金額等を加減算したものを記載、また支出における決算額については、現金預金の支出額に期首期末の未払金額等を加減算し
たものを記載している。

債券利息

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

決　　算　　報　　告　　書

区分

教育研究活動等評価
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（法人単位）

収入

運営費交付金

大学認証評価手数料

学位授与審査手数料

長期借入金等

長期貸付金等回収金

長期貸付金等受取利息

財産処分収入

財産賃貸収入

財産処分収入納付金

有価証券利息

受託事業等収入

寄附金等収入

その他

支出

業務等経費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

大学等評価経費

学位授与審査経費

受託事業等

寄附金支出

一般管理費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

施設費貸付事業費

施設費交付事業費

長期借入金等償還

長期借入金等支払利息

公租公課等

債券発行諸費

計

債券利息

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出

区分

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

195,557,000 195,557,000 0 155,044,000 155,044,000 0 443,401,000 443,401,000 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 126,177,000 118,404,000 △ 7,773,000 0 0 0

62,400,000,000 56,653,211,000 △ 5,746,789,000
施設費貸付事業費の執行額につい
て、入札の結果がその見込みを下
回ったこと等による

0 0 0 0 0 0

74,750,853,000 74,750,853,000 0 0 0 0 0 0 0

10,001,093,292 8,727,485,558 △ 1,273,607,734
実際の貸付金利が予算作
成時の採用金利と異なった
こと等による

0 0 0 0 0 0

3,010,000,000 3,010,000,000 0 0 0 0 0 0 0

146,817,313 143,828,211 △ 2,989,102
国立新美術館からの賃貸
収入が見込みを下回ったこ
とによる

0 0 0 0 0 0

473,972,000 1,488,821,975 1,014,849,975
国立大学法人等の財産処
分が見込みを上回ったこと
による

0 0 0 0 0 0

5,635,775 7,057,729 1,421,954
資金運用の結果（国債及
び譲渡性預金）による

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 80,324,049 80,324,049
大学ポートレート負担
金の受入

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 12,534,275 12,534,275
施設費交付事業において、国立大
学法人からの返納が生じたこと及び
資金運用の結果（定期預金）による

0 0 0 0 0 0

150,983,928,380 144,989,348,748 △ 5,994,579,632 281,221,000 273,448,000 △ 7,773,000 443,401,000 523,725,049 80,324,049

195,557,000 182,372,367 △ 13,184,633 155,044,000 156,458,630 1,414,630 443,401,000 268,791,842 △ 174,609,158

111,552,000 113,402,034 1,850,034 125,407,000 135,962,528 10,555,528 176,783,000 168,328,956 △ 8,454,044

84,005,000 68,970,333 △ 15,034,667 経費の節減等 29,637,000 20,496,102 △ 9,140,898 経費の節減等 266,618,000 99,807,046 △ 166,810,954 経費の節減等

0 0 0 0 0 0 0 655,840 655,840
予定外退職者による
増

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 126,177,000 118,404,000 △ 7,773,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 80,324,049 80,324,049
大学ポートレート負担
金の受入に伴う支出

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

61,670,651,000 55,923,862,000 △ 5,746,789,000
施設費貸付事業費の執行額につい
て、入札の結果がその見込みを下
回ったこと等による

0 0 0 0 0 0

4,000,000,000 3,861,907,440 △ 138,092,560
施設費交付事業として文部科学大
臣が定めた額が見込みを下回ったこ
と等による

0 0 0 0 0 0

75,480,202,000 75,480,202,000 0 0 0 0 0 0 0

9,889,607,337 8,436,725,893 △ 1,452,881,444
実際の借入金利が予算作
成時の採用金利と異なった
こと等による

0 0 0 0 0 0

43,469,156 43,460,056 △ 9,100
固定資産税が見込みを下
回ったことによる

0 0 0 0 0 0

13,805,532 13,589,532 △ 216,000
債券募集受託手数料が見
込みを下回ったことによる

0 0 0 0 0 0

97,680,810 60,227,514 △ 37,453,296
第11回センター債券の金利が見込
みを下回った結果、支払い債券利息
が減少したことによる

0 0 0 0 0 0

151,390,972,835 144,002,346,802 △ 7,388,626,033 281,221,000 274,862,630 △ 6,358,370 443,401,000 349,115,891 △ 94,285,109

質保証連携国立大学施設支援 学位授与
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（法人単位）

収入

運営費交付金

大学認証評価手数料

学位授与審査手数料

長期借入金等

長期貸付金等回収金

長期貸付金等受取利息

財産処分収入

財産賃貸収入

財産処分収入納付金

有価証券利息

受託事業等収入

寄附金等収入

その他

支出

業務等経費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

大学等評価経費

学位授与審査経費

受託事業等

寄附金支出

一般管理費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

施設費貸付事業費

施設費交付事業費

長期借入金等償還

長期借入金等支払利息

公租公課等

債券発行諸費

計

債券利息

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出

区分

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

344,683,000 344,683,000 0 323,088,000 323,088,000 0 2,168,628,000 2,168,628,000 0

0 0 0 0 0 0 174,356,000 166,222,800 △ 8,133,200 受審校の減

0 0 0 0 0 0 126,177,000 118,404,000 △ 7,773,000

0 0 0 0 0 0 62,400,000,000 56,653,211,000 △ 5,746,789,000
施設費貸付事業費の執行額に
ついて、入札の結果がその見込
みを下回ったこと等による

0 0 0 0 0 0 74,750,853,000 74,750,853,000 0

0 0 0 0 0 0 10,001,093,292 8,727,485,558 △ 1,273,607,734
実際の貸付金利が予算
作成時の採用金利と異
なったこと等による

0 0 0 0 0 0 3,010,000,000 3,010,000,000 0

0 0 0 0 0 0 146,817,313 143,828,211 △ 2,989,102
国立新美術館からの賃
貸収入が見込みを下
回ったことによる

0 0 0 0 0 0 473,972,000 1,488,821,975 1,014,849,975
国立大学法人等の財産
処分が見込みを上回っ
たことによる

0 0 0 0 0 0 5,635,775 7,057,729 1,421,954
資金運用の結果（国債
及び譲渡性預金）による

0 0 0 0 0 0 0 80,324,049 80,324,049
大学ポートレート負担
金の受入

0 0 0 0 0 0 0 5,940,000 5,940,000 受託事業の受入

0 2,011,786 2,011,786 寄附金の受入 0 0 0 0 2,011,786 2,011,786 寄附金の受入

0 2,460,000 2,460,000
科学研究費補助金間
接経費等の受入

10,511,000 10,314,582 △ 196,418 10,511,000 25,364,797 14,853,797

施設費交付事業において、国立
大学法人からの返納が生じたこ
と及び資金運用の結果（定期預
金）による

344,683,000 349,154,786 4,471,786 333,599,000 333,402,582 △ 196,418 153,268,043,380 147,348,152,905 △ 5,919,890,475

0 0

344,683,000 311,309,009 △ 33,373,991 0 0 0 1,845,540,000 1,554,048,929 △ 291,491,071

242,218,000 214,985,136 △ 27,232,864
効率的な人員配置に
よる減

0 0 0 1,011,347,000 1,001,099,262 △ 10,247,738
効率的な人員配置に
よる減

98,683,000 84,464,001 △ 14,218,999 経費の節減等 0 0 0 830,411,000 540,433,955 △ 289,977,045 経費の節減等

3,782,000 11,859,872 8,077,872
予定外退職者による
増

0 0 0 3,782,000 12,515,712 8,733,712
予定外退職者による
増

0 0 0 0 0 0 174,356,000 185,130,629 10,774,629

0 0 0 0 0 0 126,177,000 118,404,000 △ 7,773,000

0 0 0 0 0 0 0 80,324,049 80,324,049
大学ポートレート負担
金の受入に伴う支出

0 0 0 0 0 0 0 5,584,832 5,584,832
受託事業の受入に伴
う支出

0 2,011,745 2,011,745 寄附金の支出 0 0 0 0 2,011,745 2,011,745 寄附金の支出

0 0 0 333,599,000 433,980,739 100,381,739 333,599,000 433,980,739 100,381,739

0 0 0 164,530,000 255,869,567 91,339,567
予算効率化と人員効
率化の不一致

164,530,000 255,869,567 91,339,567
予算効率化と人員効
率化の不一致

0 0 0 165,498,000 178,111,172 12,613,172 165,498,000 178,111,172 12,613,172

0 0 0 3,571,000 0 △ 3,571,000 3,571,000 0 △ 3,571,000

0 0 0 0 0 0 61,670,651,000 55,923,862,000 △ 5,746,789,000
施設費貸付事業費の執行額に
ついて、入札の結果がその見込
みを下回ったこと等による

0 0 0 0 0 0 4,000,000,000 3,861,907,440 △ 138,092,560
施設費交付事業として文部科学
大臣が定めた額が見込みを下
回ったこと等による

0 0 0 0 0 0 75,480,202,000 75,480,202,000 0

0 0 0 0 0 0 9,889,607,337 8,436,725,893 △ 1,452,881,444
実際の借入金利が予算
作成時の採用金利と異
なったこと等による

0 0 0 0 0 0 43,469,156 43,460,056 △ 9,100
固定資産税が見込みを
下回ったことによる

0 0 0 0 0 0 13,805,532 13,589,532 △ 216,000
債券募集受託手数料が
見込みを下回ったことに
よる

0 0 0 0 0 0 97,680,810 60,227,514 △ 37,453,296
第11回センター債券の金利が見
込みを下回った結果、支払い債
券利息が減少したことによる

344,683,000 313,320,754 △ 31,362,246 333,599,000 433,980,739 100,381,739 153,675,087,835 146,199,459,358 △ 7,475,628,477

調査研究 法人共通 合計
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（一般勘定）

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 0 0 0 26,844,000 26,844,000 0 680,011,000 680,011,000 0

大学認証評価手数料 172,714,000 166,222,800 △ 6,491,200 受審校の減 1,642,000 0 △ 1,642,000
追評価未申請による
減

0 0 0

学位授与審査手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

受託事業等収入 0 0 0 0 0 0 0 5,940,000 5,940,000 受託事業の受入

寄附金等収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 55,940 55,940 雑収入

172,714,000 166,222,800 △ 6,491,200 28,486,000 26,844,000 △ 1,642,000 680,011,000 686,006,940 5,995,940

支出

業務等経費 0 0 0 26,844,000 18,400,074 △ 8,443,926 680,011,000 616,717,007 △ 63,293,993

うち 人件費（退職手当を除く） 0 0 0 14,563,000 11,053,512 △ 3,509,488
効率的な人員配置に
よる減

340,824,000 357,367,096 16,543,096

物件費 0 0 0 12,281,000 7,346,562 △ 4,934,438 経費の節減等 339,187,000 259,349,911 △ 79,837,089 経費の節減等

退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大学等評価経費 172,714,000 185,130,629 12,416,629 1,642,000 0 △ 1,642,000 0 0 0

学位授与審査経費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

受託事業等 0 0 0 0 0 0 0 5,584,832 5,584,832
受託事業の受入に伴
う支出

寄附金支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち 人件費（退職手当を除く） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

物件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

172,714,000 185,130,629 12,416,629 28,486,000 18,400,074 △ 10,085,926 680,011,000 622,301,839 △ 57,709,161

注１：

注２： 　決算報告書における大学等評価経費は、損益計算書における教育研究活動等評価経費のうち評価手数料収入で賄われた金額を計上している。

注３： 　決算報告書における学位授与審査経費は、損益計算書における学位授与事業経費のうち学位審査手数料収入で賄われた金額を計上している。

注４： 　損益計算書上、一般管理費として計上している給与及び賞与並びに法定福利費の一部（25,998,810円）は、業務等経費として計上している。

注５： 　非常勤職員に係る人件費は損益計算書上、給与及び賞与、法定福利費として計上されているが、決算報告書上、物件費に表示されている。その概要は以下の通りである。

業務等経費 113,707,857 円

一般管理費 31,693,325 円

　収入における決算額は、現金預金の収入額に期首期末の未収入金額等を加減算したものを記載、また支出における決算額については、現金預金の支出額に期首期末の未払金額等を加減
算したものを記載している。

計

決　　算　　報　　告　　書

国立大学法人評価等

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出

区分

教育研究活動等評価

機関別認証評価 分野別認証評価
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（一般勘定）

収入

運営費交付金

大学認証評価手数料

学位授与審査手数料

受託事業等収入

寄附金等収入

その他

支出

業務等経費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

大学等評価経費

学位授与審査経費

受託事業等

寄附金支出

一般管理費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

計

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出

区分

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

195,557,000 195,557,000 0 155,044,000 155,044,000 0 443,401,000 443,401,000 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 126,177,000 118,404,000 △ 7,773,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 80,324,049 80,324,049
大学ポートレート負担
金の受入

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

195,557,000 195,557,000 0 281,221,000 273,448,000 △ 7,773,000 443,401,000 523,725,049 80,324,049

195,557,000 182,372,367 △ 13,184,633 155,044,000 156,458,630 1,414,630 443,401,000 268,791,842 △ 174,609,158

111,552,000 113,402,034 1,850,034 125,407,000 135,962,528 10,555,528 176,783,000 168,328,956 △ 8,454,044

84,005,000 68,970,333 △ 15,034,667 経費の節減等 29,637,000 20,496,102 △ 9,140,898 経費の節減等 266,618,000 99,807,046 △ 166,810,954 経費の節減等

0 0 0 0 0 0 0 655,840 655,840
予定外退職者による
増

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 126,177,000 118,404,000 △ 7,773,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 80,324,049 80,324,049
大学ポートレート負担
金の受入に伴う支出

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

195,557,000 182,372,367 △ 13,184,633 281,221,000 274,862,630 △ 6,358,370 443,401,000 349,115,891 △ 94,285,109

学位授与 質保証連携国立大学施設支援
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（一般勘定）

収入

運営費交付金

大学認証評価手数料

学位授与審査手数料

受託事業等収入

寄附金等収入

その他

支出

業務等経費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

大学等評価経費

学位授与審査経費

受託事業等

寄附金支出

一般管理費

うち 人件費（退職手当を除く）

物件費

退職手当

計

大学ポートレート運営負担金収入

計

大学ポートレート運営負担金支出

区分

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

344,683,000 344,683,000 0 323,088,000 323,088,000 0 2,168,628,000 2,168,628,000 0

0 0 0 0 0 0 174,356,000 166,222,800 △ 8,133,200 受審校の減

0 0 0 0 0 0 126,177,000 118,404,000 △ 7,773,000

0 0 0 0 0 0 0 80,324,049 80,324,049
大学ポートレート負担
金の受入

0 0 0 0 0 0 0 5,940,000 5,940,000 受託事業の受入

0 2,011,786 2,011,786 寄附金の受入 0 0 0 0 2,011,786 2,011,786 寄附金の受入

0 2,460,000 2,460,000
科学研究費補助金間
接経費等の受入

10,511,000 10,314,582 △ 196,418 10,511,000 12,830,522 2,319,522
科学研究費補助金間
接経費等の受入

344,683,000 349,154,786 4,471,786 333,599,000 333,402,582 △ 196,418 2,479,672,000 2,554,361,157 74,689,157

0 0

344,683,000 311,309,009 △ 33,373,991 0 0 0 1,845,540,000 1,554,048,929 △ 291,491,071

242,218,000 214,985,136 △ 27,232,864
効率的な人員配置に
よる減

0 0 0 1,011,347,000 1,001,099,262 △ 10,247,738
効率的な人員配置に
よる減

98,683,000 84,464,001 △ 14,218,999 経費の節減等 0 0 0 830,411,000 540,433,955 △ 289,977,045 経費の節減等

3,782,000 11,859,872 8,077,872
予定外退職者による
増

0 0 0 3,782,000 12,515,712 8,733,712
予定外退職者による
増

0 0 0 0 0 0 174,356,000 185,130,629 10,774,629

0 0 0 0 0 0 126,177,000 118,404,000 △ 7,773,000

0 0 0 0 0 0 0 80,324,049 80,324,049
大学ポートレート負担
金の受入に伴う支出

0 0 0 0 0 0 0 5,584,832 5,584,832
受託事業の受入に伴
う支出

0 2,011,745 2,011,745 寄附金の支出 0 0 0 0 2,011,745 2,011,745 寄附金の支出

0 0 0 333,599,000 433,980,739 100,381,739 333,599,000 433,980,739 100,381,739

0 0 0 164,530,000 255,869,567 91,339,567
予算効率化と人員効
率化の不一致

164,530,000 255,869,567 91,339,567
予算効率化と人員効
率化の不一致

0 0 0 165,498,000 178,111,172 12,613,172 165,498,000 178,111,172 12,613,172

0 0 0 3,571,000 0 △ 3,571,000 3,571,000 0 △ 3,571,000

344,683,000 313,320,754 △ 31,362,246 333,599,000 433,980,739 100,381,739 2,479,672,000 2,379,484,923 △ 100,187,077

合計調査研究 法人共通
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（施設整備勘定）

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

長期借入金等 62,400,000,000 56,653,211,000 △ 5,746,789,000

施設費貸付事業費の執
行額について、入札の
結果がその見込みを下
回ったこと等による

62,400,000,000 56,653,211,000 △ 5,746,789,000

施設費貸付事業費の執
行額について、入札の
結果がその見込みを下
回ったこと等による

長期貸付金等回収金 74,750,853,000 74,750,853,000 0 74,750,853,000 74,750,853,000 0

長期貸付金等受取利息 10,001,093,292 8,727,485,558 △ 1,273,607,734
実際の貸付金利が予算
作成時の採用金利と異
なったこと等による

10,001,093,292 8,727,485,558 △ 1,273,607,734
実際の貸付金利が予算
作成時の採用金利と異
なったこと等による

3,010,000,000 3,010,000,000 0 3,010,000,000 3,010,000,000 0

財産賃貸収入 146,817,313 143,828,211 △ 2,989,102
国立新美術館からの賃
貸収入が見込みを下
回ったことによる

146,817,313 143,828,211 △ 2,989,102
国立新美術館からの賃
貸収入が見込みを下
回ったことによる

財産処分収入納付金 473,972,000 1,488,821,975 1,014,849,975
国立大学法人等の財産
処分が見込みを上回っ
たことによる

473,972,000 1,488,821,975 1,014,849,975
国立大学法人等の財産
処分が見込みを上回っ
たことによる

有価証券利息 5,635,775 7,057,729 1,421,954
資金運用の結果（国債
及び譲渡性預金）による

5,635,775 7,057,729 1,421,954
資金運用の結果（国債
及び譲渡性預金）による

その他 0 12,534,275 12,534,275

施設費交付事業において、国立
大学法人からの返納が生じたこ
と及び資金運用の結果（定期預
金）による

0 12,534,275 12,534,275

施設費交付事業において、国立
大学法人からの返納が生じたこ
と及び資金運用の結果（定期預
金）による

150,788,371,380 144,793,791,748 △ 5,994,579,632 150,788,371,380 144,793,791,748 △ 5,994,579,632

支出

施設費貸付事業費 61,670,651,000 55,923,862,000 △ 5,746,789,000

施設費貸付事業費の執
行額について、入札の
結果がその見込みを下
回ったこと等による

61,670,651,000 55,923,862,000 △ 5,746,789,000

施設費貸付事業費の執
行額について、入札の
結果がその見込みを下
回ったこと等による

施設費交付事業費 4,000,000,000 3,861,907,440 △ 138,092,560

施設費交付事業として
文部科学大臣が定めた
額が見込みを下回ったこ
と等による

4,000,000,000 3,861,907,440 △ 138,092,560

施設費交付事業として
文部科学大臣が定めた
額が見込みを下回ったこ
と等による

長期借入金等償還 75,480,202,000 75,480,202,000 0 75,480,202,000 75,480,202,000 0

長期借入金等支払利息 9,889,607,337 8,436,725,893 △ 1,452,881,444
実際の借入金利が予算
作成時の採用金利と異
なったこと等による

9,889,607,337 8,436,725,893 △ 1,452,881,444
実際の借入金利が予算
作成時の採用金利と異
なったこと等による

公租公課等 43,469,156 43,460,056 △ 9,100
固定資産税が見込みを
下回ったことによる

43,469,156 43,460,056 △ 9,100
固定資産税が見込みを
下回ったことによる

債券発行諸費 13,805,532 13,589,532 △ 216,000
債券募集受託手数料が
見込みを下回ったことに
よる

13,805,532 13,589,532 △ 216,000
債券募集受託手数料が
見込みを下回ったことに
よる

97,680,810 60,227,514 △ 37,453,296
第11回センター債券の金利が見
込みを下回った結果、支払い債
券利息が減少したことによる

97,680,810 60,227,514 △ 37,453,296
第11回センター債券の金利が見
込みを下回った結果、支払い債
券利息が減少したことによる

151,195,415,835 143,819,974,435 △ 7,375,441,400 151,195,415,835 143,819,974,435 △ 7,375,441,400

債券利息

計

決　　算　　報　　告　　書

区分

国立大学施設支援 合計

財産処分収入

計
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平成２８事業年度財務諸表及び決算報告書

に関する会計監査人及び監事の意見

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構
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６．平成３０年度政策コスト分析 
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１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．財政投融資計画額等
（単位：億円）

３．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

① 政策コスト （単位：億円） ③ 経年比較分析 （単位：億円）

② 投入時点別政策コスト内訳 （単位：億円） ④ 発生要因別政策コスト内訳 （単位：億円）

⑤ 感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

 増減額のうち機会費用の増減額

  ＜参考＞　補助金・出資金等の30年度予算計上額

補助金等 億円

出資金等 億円

４．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

（単位：百万円）

※各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

-
-

26
-
-

28
－
－

（実績）

⑥　貸倒償却については、事業開始以来実績がないため平成30年度以降見込んでいない。

－

－

　30年度の政策コストは3億円である。29年度と30年度の前提金利
の変化による影響を捨象し、30年度以降に発生する政策コストを
比較すると、実質的な政策コストは29年度から0.3億円増加したと
分析される。このような実質的なコスト増は、以下の要因によるもの
と考えられる。

　・　事務費の増によるコスト増　（＋0.3億円）

増　減 区　　　分 29年度区　　　分

(独)大学改革支援・学位授与機構（施設整備勘定）
https://www.niad.ac.jp

30年度財政投融資計画額 29年度末財政投融資残高見込み

499

30年度 増　減

7,321

29年度 30年度

　国立大学附属病院施設の再開発整備等のための病棟等の整備に要する資金及び医療設備の整備に要する資金の国立大学法人への貸付事
業を行う。
　（参考）財投対象外の主な事業としては、評価事業、学位授与事業、施設費交付事業等がある。

-

△1

    1～4 合計＝政策コスト (A)　 4 3

-

2.国への資金移転 - - -
 (A') (A)を29年度分析と同じ前提
　　金利で再計算した政策コスト

4 3

△1

△1

1.国からの補助金等 4 3  (A) 政策コスト 【再掲】 4 3

3.国からの出資金等の機会費用分 - -

 (B) (A')のうち30年度以降に発生
　　する政策コスト

3 3 ＋0

分析期間（年） 30 29 △1

△1

-

    1～3 小計 4 3 △1

    1～2 小計 4 3 △1

4.欠損金の増減分 -

-                 

 (A) 政策コスト 【再掲】 4 3 △1 　　① 繰上償還 -                 

区　　　分 29年度 30年度 増　減  (A) 30年度政策コスト 【再掲】 3                 

② 分析期間中に新たに見込
　まれる政策コスト

4 3 △1

① 分析期首までに投入された
　出資金等の機会費用分

- - - 　　② 貸倒

　　③ その他（利ざや等）

剰余金等の増減に伴う
政策コスト

- - -
-

　貸付及び調達金利＋１％ 3（△0）

国からの補助金等 4 3 △1

国への資金移転 - - -

3                 

①　対象事業の範囲は、大学改革支援・学位授与機構における各国立大学法人に対する施設費貸付事業である。
②　貸付規模については、平成30年度貸付計画額542億円及びその継続分の貸付けを実行した場合について試算している。
③　分析期間は、上記②に基づき貸付けを行い、その回収（最長25年間）が完了するまでの29年間となっている。
④　管理費については、施設費貸付事業及び債務償還に係る経費として、人頭経費を人数按分により算出したものに物件費を合算して
　計上。施設費貸付事業経費は、新規貸付額の割合に基づき算出。債務償還事務経費は、借入残高の割合に基づき算出。
⑤　繰上償還については、事業開始以来の実績が5件に留まっているため、平成30年度以降は見込んでいない。

補償金 0.2 -
繰上償還率 0.002％ -

年　　度 24 25 27

出資金等の機会費用分 - - -

変化させた前提条件とその変化幅 政策コスト（増減額）

-
-

（計画） （試算前提）
30
-
-

31 32 ・・・ 58
-
-

-
-

・・・
・・・

-
-

（見込み）
29
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５．補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

６．特記事項など

（参考）当該事業の成果、社会・経済的便益など　

① 平成27年5月に「独立行政法人大学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律」が公布されたことに伴い、これまで（独）国立
　大学財務・経営センターが実施していた業務は、平成28年4月1日をもって、新法人である（独）大学改革支援・学位授与機構（（独）
　国立大学財務・経営センターと（独）大学評価・学位授与機構は統合された。）に引き継がれた。

② これまで（独）国立大学財務・経営センターでは、施設整備勘定にて事業に係る経理を行い、運営に必要な経費については一般
　勘定において運営費交付金として受け入れていた。新法人である（独）大学改革支援・学位授与機構においても、引き続き区分経
　理を行い、（独）国立大学財務・経営センターが行っていた業務については施設整備勘定にて経理し、一般勘定において運営に必
　要な経費を運営費交付金として受け入れるとともに、（独）大学評価・学位授与機構で実施していた事業について経理している。

③ 本分析では、一般勘定で受け入れる運営費交付金のうち、財投対象事業である施設費貸付事業の運営に必要な経費を政策コス
　トとして認識し、計上している。なお、統合に伴う本政策コスト分析への影響は特段生じていない。

（１） 施設費貸付実績等
・平成16年度～平成28年度施設費貸付実績（累計）
　　　施設整備費　　　　　　　　　　　 　 ・・・5,211億円（709事業）
　　　病院特別医療機械整備費（設備整備）　・・・2,470億円（348事業）
・平成28年度施設費貸付実績
　　　施設整備費　　　　　　　　　　　　　・・・406億円（59事業）
　　　病院特別医療機械整備費（設備整備）  ・・・153億円（25事業）
・平成30年度施設費貸付計画額
　　　施設整備費　　　　　　　　　　　　　・・・346億円（40事業）
　　　病院特別医療機械整備費（設備整備）　・・・196億円（26事業）

（２） 社会経済的便益
　　国立大学附属病院は、医学部、歯学部等の教育研究に必要な施設として設置され、将来の医療を担う医療従事者の育成を図るととも
に、専門性を有した質の高い医療の提供や高度医療に関する開発等を行う医療機関としての役割を果たしている。
　　特に、医療機関としての国立大学附属病院は、我が国における高度な医療を提供することのできる医療機関の中心となっており、一
般の病院では診断・治療の困難な重症・難病の患者を受け入れるなど、地域内の医療機関との連携を図りながら、地域の中核的な医療
機関として大きな役割も果たしている。
　　(独) 大学改革支援・学位授与機構の行う施設費貸付事業は、上記国立大学附属病院に対して、附属病院整備（施設整備及び病院
特別医療機械整備）等に必要な資金の貸付を行うことで、国立大学附属病院の教育研究診療機能の充実を図るとともに、社会的要請に
適切に応えている。

１．先進医療の実施状況（平成30年１月１日現在）
　・全ての病院（42大学）が先進医療技術の実施を可能とする医療機関として承認を受けており、国立大学附属病院全体としては、
　 第２項先進医療(先進医療Ａ)技術全37種類のうち28種類（75.7%）、第３項先進医療(先進医療Ｂ)技術全64種類のうち48種類
   （75.0%）の承認を得ている。
２．脳死での臓器移植の実施状況（平成30年１月１日現在）
　・国立大学附属病院のうち37大学が臓器移植医療施設の指定を受け（88.1%）、我が国で実施された脳死臓器移植2,164件のうち
    1,259件が実施（58.2%）された。
３．政策的な医療への対応（平成29年４月１日現在）
　・国立大学付属病院は、がん診療連携拠点病院（都道府県がん診療連携拠点病院23大学、地域がん診療連携拠点病院18大学）、
    高度救命救急センター（高度救命救急センター11大学、救命救急センター12大学）、総合周産期母子医療センター（総合周産
    期母子医療センター16大学、地域周産期母子医療センター23大学）等に指定されており、地域医療の最後の砦として、我が国
    の医療に大きく貢献している。

　独立行政法人大学改革支援・学位授与機構は、国立大学法人等の施設整備等に必要な資金の貸付け及び交付等の業務を行うことに
より国立大学法人等の教育研究環境の整備充実等を図ることを目的としている。
　その目的を遂行・達成するために必要となる管理費等の経費については、国からの運営費交付金により手当てされているところである。

（根拠法令）
○独立行政法人通則法第46条
「政府は、予算の範囲内において、独立行政法人に対し、その業務の財源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相当する金額
を交付することができる。」
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（参考）構成要素別政策コストの推移

△40

65

12

10

5 4 4 5 5 4 4 3

△50

△25

0

25

50

75

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

（単位：億円）

＜（独）大学改革支援・学位授与機構＞

（ポイント）

・23年度以降は、国立大学附属病院の施設及び設備の整備等に必要な資金の貸付けを行う上で、事務経費に充てる国からの補助金等

（運営費交付金）のみが政策コストとなっており、ほぼ同水準で推移している。

・なお、23年度以降の分析については、施設整備勘定のうち財投対象事業である施設費貸付事業のみを分析の対象としており、施設費

交付事業を含む施設整備勘定全体を分析の対象としていた平成22年度以前の分析と比較することはできない。

（注１）各年度の政策コストについて、推計に適用される金利等の前提条件は異なる。

（注２）２７年度までは、旧国立大学財務・経営センター（施設整備勘定）の政策コスト額である。
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　（参考）貸借対照表、損益計算書

貸借対照表（施設整備勘定） (単位：百万円)

科目 28年度末実績 29年度末見込 30年度末計画 科目 28年度末実績 29年度末見込 30年度末計画

（資産の部） （負債及び純資産の部）

流動資産 784,029 777,421 759,597 流動負債 74,126 70,336 68,508

　現金及び預金 18,970 17,310 15,221
　一年以内償還予定
　大学改革支援・学位授与機構債券 5,000 5,000 5,000

　たな卸資産 3,213 2,606 2,066 　一年以内返済予定長期借入金 30,891 31,919 34,781

　未収収益 582 377 239 　一年以内返済予定承継債務 37,658 33,038 28,485

　施設費貸付金 559,388 592,909 610,891 　未払金 1 1 1

　承継債務負担金債権 201,875 164,218 131,180 　未払費用 576 378 241

固定負債 687,715 687,171 673,805

　大学改革支援・学位授与機構債券 20,000 20,000 20,000

　長期借入金 503,497 535,991 551,110

　承継債務 164,218 131,180 102,695
（負債合計） 761,841 757,507 742,313

利益剰余金 22,188 19,914 17,284
　大学改革支援・学位授与機構法
　第18条積立金 22,182 19,914 17,284

　当期未処分利益 6 - -

　（うち当期総利益） 6 - -

（純資産合計） 22,188 19,914 17,284

資産合計 784,029 777,421 759,597 負債・純資産合計 784,029 777,421 759,597

（注）1.貸借対照表には、政策コスト分析対象外事業に係る金額を含む。

　　　2.四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

損益計算書（施設整備勘定） (単位：百万円)

科目 28年度実績 29年度見込 30年度計画 科目 28年度実績 29年度見込 30年度計画

（損失の部） （利益の部）

経常費用 13,153 11,122 10,637 経常収益 13,159 8,848 8,007

　業務費 13,139 11,108 10,624 　処分用資産賃貸収入 144 116 99

　財務費用 14 14 14 　処分用資産売却収入 3,010 2,010 1,810

　施設費交付金収益 1,489 151 30

当期総利益 6 - - 　受取利息 8,502 6,571 6,068

　財務収益 2 0 0

　雑益 12 - -

経常利益又は経常損失（△） 6 △ 2,274 △ 2,630

当期純利益又は当期純損失（△） 6 △ 2,274 △ 2,630
大学改革支援・学位授与機構法
第18条積立金取崩額 - 2,274 2,630

合　　計 13,159 11,122 10,637 合　　計 13,159 11,122 10,637

（注）1.損益計算書には、政策コスト分析対象外事業に係る金額を含む。

　　　2.四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

282



 
 
 
 
 

第６ 法人の参考情報 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

283



 

284



（平成 28年４月１日 文部科学大臣指示） 

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の中期目標 

 

（序文） 

独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 29条の規定により、独立行政法人大学改革支援・学位授

与機構が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目標」という。）を次のとおり定める。 

 

 

（前文） 

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（以下「機構」という。）は、高等教育の発展に資する業務の公

共的重要性に鑑み、業務の公正かつ能率的、効果的な運営を基本方針として、以下の業務を総合的に行うこと

により、大学等（大学、短期大学、高等専門学校、大学共同利用機関をいう。）の教育研究水準の向上を図る

とともに、国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「国立大学法

人等」という。）の教育研究環境の整備充実を図り、併せて、高等教育の段階における多様な学習の成果が適

切に評価される社会の実現を図り、もって我が国の高等教育の発展に資することを目標とする。 

 

（１）大学等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について、評価を行い、そ

の結果について、当該大学等及び設置者に提供し、並びに公表すること。 

 

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土地の取得、施

設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の貸付けを行うこと。 

 

（３）国立大学法人等に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土地の取得、施設の設置若しくは整備又

は設備の設置に必要な資金の交付を行うこと。 

 

（４）学校教育法第 104条第４項の規定により、学位を授与すること。 

 

（５）大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する調査研究及び学位の授与を行うために必要な

学習の成果の評価に関する調査研究を行うこと。 

 

（６）大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する情報及び大学における各種の学習の機会に関

する情報の収集、整理及び提供を行うこと。 

 

中期目標の期間において、機構は、我が国の認証評価制度全体の改善に資するために、国際的な動向等を踏

まえた効果的・効率的な評価方法の開発等とその実証を通じた評価の改善サイクルの構築、民間認証評価機関

や大学等への専門的知見の提供等の取組を通じて、先導的役割を果たすことが求められる。 

また、機構は、国立大学法人等の施設整備等に必要な資金の多様かつ安定的な財源確保を行う観点から、貸

付け及び交付等の融資等業務（施設費貸付事業、施設費交付事業、承継債務償還業務及び旧特定学校財産の管

理処分並びにこれらに密接に関連する業務）と、これらに密接に関連する調査、分析、助言等を総合的に行う

ことにより、国立大学法人等の教育研究環境の整備充実並びに財務及び経営の改善を図り、もって国立大学法

人等の教育研究の一層の振興を図る役割を果たしていく必要がある。 

さらに、機構は、我が国において大学以外で学位を授与することができる唯一の機関として、多様化する学

習者に対して学位取得の機会を提供することにより、我が国の教育システムの生涯学習体系への移行及び高等
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教育機関の国際通用性を伴った多様な発展に寄与していくことが求められる。 

併せて、グローバル社会に対応した大学等の国際化の促進が求められる中、我が国の高等教育の質保証機関

として、機構の国際的な役割の重要性が高まっている。機構が、高等教育の質保証に関する調査研究や大学等

における質保証の支援、国内外の質保証機関等との連携を通じた活動を推進し、我が国の高等教育の国際通用

性の向上に資することを期待する。 

 

 

機構が、これまでの評価及び財務・経営情報に関する知見を活かしつつ、教育研究活動の評価及び施設費貸

付事業それぞれの質の向上を図るなど、法人統合の効果を十分に発揮し、このような役割を果たすことにより、

大学等の教育研究活動面と経営面の改革を支援するため、機構の中期目標を以下のとおりとする。 

 

 

Ⅰ 中期目標の期間 

 

機構の第３期の中期目標の期間は、平成 26年４月１日から平成 31年３月 31日までの５年間とする。 

 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 

 運営費交付金を充当して行う事業については、業務の質の向上を図りつつ、既存経費の見直し、効率化を進

める。また、法人統合により役員４名の削減及び管理部門の統合による事務の合理化を図っているところであ

るが、今後も、法人統合のメリットを最大限に生かしつつ、業務の効率化を図る。 

 

（１）一般管理費（退職手当を除く。）について、中期目標の期間中、毎事業年度につき３％以上を削減する

ほか、その他の事業費（退職手当を除く。）について、中期目標の期間中、毎事業年度につき１％以上の

業務の効率化を図る。 

   また、効率化に際しては、機構の行う事業が長期的視点に立って推進すべき事業であることに鑑み、事

業の継続性に十分留意する。 

 なお、毎年の運営費交付金額の算定に向けては、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意する。 

 

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況についての評価の実施等に伴う事務・事業の

業務量の変動に対応して、組織の見直しを図る。 

 

（３）契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、「独立行政法人改革等に関する基本的な

方針」（平成 25年 12月 24日閣議決定）により決定された「独立行政法人における調達等合理化の取組の

推進について」（平成 27年５月 25日総務大臣決定）に基づき、適正化を推進する。 

 

（４）業務運営のために必要な情報セキュリティ対策を適切に推進するため、政府の方針を踏まえ、必要に応

じて情報システム環境の見直しを図る。 

 

（５）機構長のリーダーシップの下、新たな業務体制における内部統制の仕組みを整備するとともに、機構長

をはじめとした関係職員で構成する企画調整会議を毎月開催し、機構のミッションや管理運営方針の役職

員への周知徹底を図るなど適切な業務運営と内部統制の充実・強化を図り、必要に応じて見直しを行う。 
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Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 

１ 総合的事項 

 

（１）機構の高等教育の発展に資するという業務の性格に鑑み、幅広く大学関係者及び有識者等の参画を得た

業務運営を行うため、会議における外部有識者（大学関係者及び有識者）の割合を 80％以上とする。 

 

（２）機構の業務運営及び事業について、効果的かつ効率的に推進するために、ＰＤＣＡ（Plan（計画）、Do

（実行）、Check（評価）、Act（改善））サイクルを構築することを目的とし、自己点検・評価委員会を年

に３回以上開催する。 

また、本中期目標期間中に業務等に関する自己点検・評価の結果についての外部検証を行い、その結果

に基づき、業務の見直しを図る。なお、調査研究については、その成果及び活用状況等について高等教育

関係者による評価を受ける。 

 

２ 教育研究活動等の評価 

 

我が国の評価機関が国際通用性のある質の高い評価を行えるよう、認証評価制度全体の改善に資するため、

評価に関する調査研究や国内外の質保証機関との連携等により得られた知見を活用して新たな評価方法の開

発等を行い、その実証を通じて、継続的に評価の進化を図るためのサイクルを構築する。こうした取組を推進

し、民間認証評価機関や大学等への専門的知見の積極的提供を図るため、認証評価機関連絡協議会を年間２回

以上開催するなど、先導的役割に特化することとする。 

さらに、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究水準の向上に資するため、調査研究等の成果を

活用し、評価を行う。 

 

（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 

 

① 大学等の個性の伸長及び特色の明確化に一層資するための評価等 

 

現行の評価制度の枠組みによらない取組として、毎年度、大学等の希望に応じ、大学等の個性の伸長及び

特色の明確化に一層資するための評価等を実施する。これにより、評価の選択肢の拡充や、先進的な評価手

法の開発等に資する。 

 

② 大学、高等専門学校又は専門職大学院の教育研究活動等の状況に関する評価 

 

毎年度、大学又は高等専門学校の求めに応じて、その教育研究等の総合的状況に関する評価又は専門職大

学院の教育研究活動の状況に係る評価を適切に実施し、その結果を当該大学等に提供し、教育研究活動等の

質を保証するとともに、その改善に資する。併せて当該大学等の活動について、広く国民の理解と支持が得

られるよう、毎年度、評価結果を公表する。 

なお、民間認証評価機関が評価を実施することが可能な教育機関の数や評価を受ける教育機関への影響を

考慮しつつ、機構自らが実施する認証評価について、本中期目標期間中にその数を段階的に削減し将来的な

廃止を含めた在り方を検討する。また、法科大学院に係る評価については、政府における法曹養成制度改革
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の動向を踏まえ、本中期目標期間中に当該評価に係る運営費交付金の具体的な削減目標を設定し、その負担

割合を段階的に削減することとする。 

 

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況についての評価 

 

文部科学省国立大学法人評価委員会からの要請に基づいて、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育

研究の質の向上と個性の伸長に資するとともに、社会に対する説明責任を果たすことを実施方針とし、国立大

学法人及び大学共同利用機関法人 90法人の教育研究の状況についての評価を適切に実施する。 

 

  

３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業 

 

国立大学法人等の健全かつ安定的な運営のため、機構は、我が国の高等教育及び学術研究の中心的な役割を

果たしている国立大学法人等における教育研究環境の整備充実と財務及び経営の改善を図ることにより、国立

大学法人等が、より一層、活性化及び発展し、社会に貢献できるよう支援することを基本とする。 

国立大学法人等の施設は、独創的・先端的な学術研究や創造性豊かな人材育成のための活動基盤であって、

質の高い、安全な教育研究環境の確保が求められていることから、文部科学省の施設整備等に関する計画に基

づき、国立大学法人等の施設整備等を多様な財源により安定的に実施し、教育研究環境の整備充実を図るため、

機構において、文部科学省の策定する方針に基づき、国立大学法人等に対し、施設整備等に要する資金の貸付

け及び交付を行う。また、訪問調査を年に５回以上実施することにより、事業が適切に機能しているかを確認

する。 

なお、事業の実施にあたっては、法令等を遵守し、国立大学法人等と密接な連携を図りつつ、円滑な業務の

推進に努める。 

 

（１）施設費貸付事業については、国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、教育研究環境の整備充実

のため、毎年度、長期借入金等を財源として土地の取得、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要

な資金の貸付けを行う。特に、大学附属病院については、近年の社会情勢や医療構造の変化に対応すべく

教育・研究・診療等の機能を確実に提供することが求められていることから、これらを十分に踏まえた資

金の貸付けを実施する。 

それに際しては、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務及び経営の改善にも資するよう、効率

的な資金の調達を実施するとともに、国立大学法人等の収支状況等に即した精度の高い審査を実施し、債

権の確実な償還に努め、債権を確実に回収する。 

 

（２）施設費交付事業については、毎年度、国立大学法人等に対し、教育研究環境の整備充実のため、土地の

取得、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の交付を行う。 

なお、中長期的視点からその在り方及び財源の確保について検討を行い、本中期目標期間中に一定の結

論を得る。 

 

４ 国から承継した財産等の処理 

 

（１）国から承継した旧国立学校設置法第９条の５第１号に規定する特定学校財産の処分については、公用・

公共用優先の原則等を勘案しながら、処分の予定時期等を定めた計画を策定し、毎年度その進捗状況を明
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確にする。 

 

（２）国立大学法人法附則第 12 条第１項の規定により国立大学法人から納付される金銭を徴収し、承継債務

（旧国立学校特別会計法に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負債）の償還及び当該債務に係る

利子の支払いを確実に行う。 

 

 

５ 学位授与 

 

我が国の教育システムの生涯学習体系への移行及び高等教育機関の国際通用性を伴った多様な発展等に寄

与するため、大学による学位授与の原則を踏まえつつ、高等教育の段階の様々な学習の成果を評価し、大学の

卒業者又は大学院の修了者と同等の水準にあると認められる者に対して学位を授与する。また、学位授与事業

に関する情報発信のための説明会を毎年度３回開催する。なお、学位授与事業の実施に当たっては、調査研究

の成果を活用する。 

また、事業全体について効率化及び合理化を図るとともに、学位審査手数料の引上げにより、中期目標期間

終了時までに運営費交付金の負担割合を概ね５割程度に下げることとする。なお、省庁大学校修了者に対する

学位授与については、引き続き運営費交付金を充当せずに収支均衡させることとする。 

 

（１）単位積み上げ型による学士の学位授与  

単位積み上げ型による学士の学位授与については、審査により学士の水準を有していると認められる者に対

して学士の学位を授与する。 

また、短期大学及び高等専門学校の専攻科の申し出に基づき、学校教育法第 104条第４項第１号に規定する

文部科学大臣の定める学習として、専攻科の教育内容等が大学教育に相当する水準を有しているか審査を行い、

機構が定める要件を満たすものについて認定することにより、当該専攻科で修得した単位が大学で修得した単

位と同等であることを保証し、機構が授与する学位の水準を確保する。 

機構の認定を受けた短期大学及び高等専門学校の専攻科修了見込み者に対する審査については、学位の審査

と授与を円滑に行うため、新たな審査方式を導入する。 

 

（２）省庁大学校修了者に対する学位授与 

学校教育法第 104 条第４項第２号に規定する学校以外の教育施設の課程で大学又は大学院に相当する教育

を行うものの認定に当たっては、省庁大学校からの認定の申出に基づき、大学の学部、大学院の修士課程又は

博士課程の水準を有しているか審査を行い、認定することにより、当該課程が大学又は大学院の水準と同等で

あることを保証し、機構が授与する学位の水準を確保する。また、省庁大学校の課程を修了し、学位授与申請

を行う者に対しては、審査により、学士、修士又は博士の学位の水準を有していると認められる者にそれぞれ

の学位を授与する。 

 

（３）学位授与事業についての広報 

単位積み上げ型の学位授与に申請を希望する学習者に対して有用な情報を提供するとともに、学位授与事業

に関する情報を積極的に発信し、社会における理解の増進や申請者の拡大に資する。 

 

 

６ 質保証連携 
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我が国の高等教育の発展に資するため、大学等と連携し、大学等における質保証を支援する。また、国内外

の質保証機関と連携し、研修会等を毎年度５回以上実施するなど、我が国の評価制度全体の改善と高等教育へ

の国際的な信頼性を高めるための活動を行う。 

なお、これらの事業実施に当たっては、調査研究の成果を活用する。 

 

（１）大学等と連携した高等教育の質保証に係る取組 

 

① 大学等に関する情報の収集、整理及び提供 

 

大学等における評価活動や教育研究活動等の改善に役立てるとともに、機構が行う評価の改善・向上に

活用するため、諸外国の質保証の動向等についてウェブサイト等により情報提供を行うなど、大学等の教

育研究活動等の状況に係る情報の収集、整理及び提供を行う。この際、国際連携ウェブサイトの年間アク

セス数を 16万件以上を目指す。 

また、学習機会の多様化や生涯学習の展開が進む社会の状況を踏まえて、各種の学習に関する情報及び

学位授与状況等の情報の収集、整理、提供を行う。 

これらの業務の一環として、データベースを用いた大学の教育情報の活用・公表の仕組みとしての大学

ポートレートを、日本私立学校振興・共済事業団と連携して、運用する。大学ポートレートでは、大学の

機能・特色に応じた多様な情報を国内外の様々な者に提供することにより、社会において実態に即した大

学像の共有が図られるように努める。当該目標を達成するため、毎年度、大学ポートレートへの大学の参

加状況や利用者の利用状況等の把握・分析等を行い、その改善に取り組むものとする。 

 

② 質保証人材育成 

 

大学及び評価機関等の質保証に係る活動を実効性のあるものとするため、大学等の担当者に対する研修

を毎年度実施するなど、質保証に関わる人材の能力向上に資する活動を行う。 

 

（２）国内外の質保証機関等との連携による質の向上への取組 

 

   我が国の高等教育に係る国際的な信頼性を高めるため、国内外の質保証機関や評価機関等と連携し、国

際的な質保証活動に参画するとともに、多様化する高等教育の質の向上及び質保証に資する活動を行う。 

 

 

７ 調査研究 

 

我が国の大学等の教育研究について、国際通用性を踏まえた質の保証や向上に向けた環境を整備するため

の調査研究を行い、調査研究の成果を機構の事業に活用するとともに、シンポジウム及び研究会等を開催し、

その成果の活用・普及を図る。その際、認証評価に係る調査研究について、機構が先導的役割を担うための

ものに限定することとする。調査研究の実施に当たっては、社会的要請の高い課題に取り組む。なお、調査

研究業務の実施に当たっては、経費の削減及び業務の効率化に配慮して実施することとする。 

 

（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究 
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   次の調査研究を行う。 

 

① 大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究 

我が国の大学等が質の確保及び教育研究活動等の社会への説明責任を果たすことを支援するため、国

際通用性のある質の高い評価システムの在り方に関する調査研究を行うとともに、機構の実施する大学

等の評価を実証的に検証し、本中期目標期間中に上記の調査研究に係る成果等を公表する。    

 

② 学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究 

学位の質の確保及び多様な学習機会への社会の要請に応えるため、学位授与の要件となる学習の成果

の評価に関する調査研究を行うとともに、機構の実施する学位授与を実証的に検証し、本中期目標期間

中に上記の調査研究に係る成果を公表する。 

 

③ 高等教育の質保証の確立に資する調査研究 

高等教育の質保証に係る情報の活用、大学等における質保証システムの構築及び国際的な質保証と学

位・単位の通用性に関する調査研究を行い、本中期目標期間中に上記の調査研究に係る成果を公表する。 

 

（２）調査研究の成果の活用及び評価 

   

（１）で行った調査研究の成果について、次のとおり、機構の事業の改善に活用するとともに、毎年度、４

回以上、シンポジウム及び研究会等を開催することにより、調査研究の成果の普及を図る。 

 

① 機構の事業への調査研究の成果の活用 

大学評価及び学位授与の各事業の実施結果を適切な手法を用いて分析して実証的研究の報告として

とりまとめ、評価手法の開発、新たな学位審査方式の導入等の事業の改善に活用するとともに、その活

用状況を報告・公表する。 

 

② 社会への調査研究の成果の提供 

我が国の高等教育政策の動向に対応した調査研究の成果等を、シンポジウム及び研究会等の開催等に

より、毎年度、社会及び高等教育関係者へ提供し、調査研究の成果を普及させる。 

 

③ 調査研究の成果と実績の評価 

調査研究の成果を学術論文として公表するほか、機構における事業実施の検証等の結果を高等教育関

係者に報告することにより、調査研究の実績を適切に評価し、研究の質を確保する方策をとる。 

 

 

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 

 

１ 予算の適正かつ効率的な執行 

 

予算の執行に当たっては、自己収入の確保に努め、運営費交付金債務を含めた財務に係る情報を把握し、

機構長のリーダーシップの下、適切な予算配分等を行うことにより、効率的な執行を図る。 
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また、内部統制の充実・強化を図るため、事業ごとに厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その

結果を事業選択や業務運営の効率化に反映させること等により見直しの実効性を確保するとともに、財務内

容等の一層の透明性を確保する観点から、内部監査の充実、決算情報、セグメント情報の公表の充実等を図

る。 

 

２ 固定的経費の削減 

 

効率的な運営を図る観点から、集約化やアウトソーシングの活用検討を行いつつ、管理業務の一層の効率

化を進めること等により、固定的経費の節減を図る。 

また、総人件費の見直しについては、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする。 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、給与水準の適正化に速やかに取り組

むとともに、その検証結果や取組状況については公表する。 

 

３ 資産の有効活用 

 

小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、その改善の見込みがない場合には、国の資産債務改革

の趣旨を踏まえ、売却等の措置を検討する。 

 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 

 

１ 事業の適切な実施に当たり、職員の幅広い人材確保と資質の向上を図る。 
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平成28年4月1日 文部科学大臣認可

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の中期計画

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第30条の規定により、独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構（以下「機構」という。）が中期目標を達成するための計画（以下「中期計画」

という。）を次のとおり定める。

Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

運営費交付金を充当して行う事業については、業務の質の向上を図りつつ、既存経費の見直

し、効率化を進める。また、法人統合により役員４名の削減及び管理部門の統合による事務の

合理化を図っているところであるが、今後も、法人統合のメリットを最大限に生かしつつ、業

務の効率化を図る。

（１）一般管理費（退職手当を除く）について、中期目標の期間中、毎事業年度につき３％以

上を削減するほか、その他の事業費（退職手当を除く）について、中期目標の期間中、毎

事業年度につき１％以上の業務の効率化を図る。

また、効率化に際しては、機構の行う事業が長期的視点に立って推進すべき事業である

ことに鑑み、事業の継続性に十分留意する。

なお、毎年の運営費交付金額の算定に向けては、運営費交付金債務残高の発生状況にも

留意する。

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況についての評価の実施等の各

事業の業務量の変動に伴い、必要に応じて組織の見直しを行うとともに、人員の適正配置

を実施する。その際、管理業務について、集約化やアウトソーシングの活用などにより、

法人全体として管理部門をスリム化することについて検討する。

（３）契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、「独立行政法人改革等に

関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定）により決定された「独立行政法人に

おける調達等合理化の取組の推進について」（平成27年５月25日総務大臣決定）に基づき、

適正化を推進するため、機構が策定する「調達等合理化計画」に沿って、取組を着実に実

施するとともに、その取組状況を公表する。

（４）業務運営のために必要な情報セキュリティ対策を適切に推進するため、政府の方針を踏

まえ、必要に応じて情報システム環境の見直しを図るとともに、事務情報化を推進し、事

務処理のより一層の効率化を図る。

（５）機構長のリーダーシップの下、新たな業務体制における内部統制の仕組みを整備すると

ともに、適切な業務運営を行うため、リスクマネジメント体制の整備、企画調整会議の毎

月の開催等による組織にとって重要な情報の把握及び機構のミッションや管理運営方針の

役職員への周知徹底を行い、内部統制の充実・強化を図り必要に応じて見直しを行う。ま

た、監事による監査や会計監査人による法定監査により、機構の業務運営全般について厳

格なチェックを行う。

（６）予算の執行に当たっては、自己収入の確保に努め、運営費交付金債務を含めた財務に係

る情報を把握し、機構長のリーダーシップの下、適切な予算配分等を行うことにより、効

1
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率的な執行を図る。

また、内部統制の充実・強化を図るため、事業ごとに厳格かつ客観的な評価・分析の実

施を促進し、その結果を事業選択や業務運営の効率化に反映させること等により見直しの

実効性を確保するとともに、財務内容等の一層の透明性を確保する観点から、内部監査の

充実、決算情報、セグメント情報の公表の充実等を図る。

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべ

き措置

１ 総合的事項

（１）大学関係者及び有識者等の参画を得て業務運営を行うため、会議における外部有識者（大

学関係者及び有識者）の割合を80％以上とする。なお、評価事業及び学位授与事業の実施

に当たっては、評価担当者や審査委員となる外部の学識経験者について負担の軽減を図り

つつ、計画的な確保を行う。

（２）機構の業務運営及び事業について、効果的、効率的に推進するために、自己点検・評価

委員会を年に３回以上開催し、達成目標、実施体制を明確に設定した上で、その推進を図

るとともに、進捗状況のフォローアップを適時、適切に行い、これらに関する自己点検・

評価を実施して、その結果に基づき業務等の見直しを図る。

また、次期中期目標期間における業務の改善に資する観点から、本中期目標期間中に、

外部検証委員会において、自己点検・評価の結果についての検証等を実施し、その結果に

基づき、業務の見直し・改善を図る。

なお、調査研究については、その成果及び活用状況等について高等教育関係者による評

価を受ける。

２ 教育研究活動等の評価

我が国の評価機関が国際通用性のある質の高い評価を行えるよう、評価に関する調査研究

や国内外の質保証機関との連携等により得られた知見を活用し、大学等（大学、短期大学、

高等専門学校、大学共同利用機関をいう。）の個性の伸長及び特色の明確化に一層資するた

めの評価、及び、大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価

を行う。また、民間認証評価機関や大学等に専門的知見の提供等を積極的に行うため、認証

評価機関連絡協議会を年間２回以上開催する。これらの取組を推進することにより、認証評

価全体の改善に資するための先導的役割に特化する。

さらに、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究水準の向上に資するため、文

部科学省国立大学法人評価委員会からの要請に基づき、調査研究等の成果を活用し、国立大

学法人及び大学共同利用機関法人の中期目標期間における教育研究の状況について評価を行

う。

（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価

① 大学等の個性の伸長及び特色の明確化に一層資するための評価等

ア 毎年度、大学等の希望に応じて、研究活動の状況、地域貢献活動の状況、教育の国

際化の状況等について、それぞれ機構が定める評価基準に従って選択評価を行い、評

価結果を当該大学等に通知するとともに公表する。

イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価体制等を適宜見直すとともに、毎年

度、評価担当者の研修を実施する。
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ウ 本中期目標期間中に、機構が行った評価の有効性、適切性について多面的な調査を

行うことにより検証する。また、その検証結果を踏まえ評価システムの改善につなげ

る。

エ 評価の国際通用性や高等教育政策上の要請を踏まえた評価システムを構築するた

め、本中期目標期間中に評価に関する調査研究の成果を反映した新たな評価基準等の

策定に向けた検討を行う。

② 大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価

ア 毎年度、大学、高等専門学校及び法科大学院の求めに応じて、機構が定める評価基

準に従って大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況について評価

を行い、評価結果を当該大学、高等専門学校及び法科大学院に通知するとともに公表

する。

イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価体制等を適宜見直すとともに、毎年

度、評価担当者の研修を実施する。

ウ 本中期目標期間中に、機構が行った評価の有効性、適切性について多面的な調査を

行うことにより検証する。また、その検証結果を踏まえ評価システムの改善につなげ

る。

エ 民間認証評価機関が評価を実施することが可能な教育機関の数や評価を受ける教育

機関への影響を考慮しつつ、機構自らが実施する認証評価について、本中期目標期間

中にその数を段階的に削減し将来的な廃止を含めた在り方を検討する。

オ 認証評価制度全体の改善に資するための先導的な取組に関する部分を除き、原則と

して手数料収入で必要な経費を賄うよう、合理化・効率化を図る。

カ 法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価については、政府における法曹養

成制度改革の動向を踏まえ、本中期目標期間中に当該評価に係る運営費交付金の具体

的な削減目標を設定し、その負担割合を段階的に削減する。

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況に関する評価

ア 国立大学法人及び大学共同利用機関法人90法人の第２期中期目標期間における教育

研究の状況について、評価を行い、評価結果について、文部科学省国立大学法人評価

委員会に提出するとともに、社会に公表する。

イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう、評価体制等を構築し、大学の教育情報

に係るデータベースを活用するとともに、評価担当者の研修を実施する。

ウ 国立大学法人及び大学共同利用機関法人の第２期中期目標期間における教育研究の

状況の評価の有効性、適切性について多面的な調査を行うこと等により検証し、第３

期の評価に向けた評価方法を改善するための検討を行う。

３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業

国立大学法人等の施設は、独創的・先端的な学術研究や創造性豊かな人材育成のための活

動基盤であって、質の高い、安全な教育研究環境の確保が求められていることから、文部科

学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人等の施設整備等を多様な財源により

安定的に実施し、教育研究環境の整備充実を図るため、文部科学省の策定する方針に基づき、

国立大学法人等に対し、施設整備等に要する資金の貸付け及び交付を行う。

なお、事業の実施にあたっては、法令等を遵守し、国立大学法人等と密接な連携を図りつ

つ、円滑な業務実施に努める。

（１）施設費貸付事業

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人及び大学共同利用機関

法人に対し、大学附属病院の施設整備及び国立大学の移転による整備等に必要な資金と

して貸付けを行う。
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② 貸付事業に必要となる財源として、長期借入れ又は債券発行により資金の調達を行う。

その際、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務及び経営の改善に資するよう、

公募等による効率的な資金の調達に努める。

③ 貸付けの審査に当たって、個々の国立大学法人等の収支状況に即した精度の高い審査

を実施することにより償還確実性の確保に努める。

また、大学附属病院の審査の際には、教育、研究及び診療に係る各機能の達成状況と

そのバランス等を確認する。

なお、これらが確実に実施できる審査体制の構築に努める。

④ 貸付事業に係る債権について確実に回収し、長期借入金債務等の償還を確実に行うた

め、年間５箇所以上の貸付先訪問調査を実施する。

⑤ 民間資金の調達にあたり、ＩＲ活動として年間５箇所以上の投資家を訪問し、説明及

び情報発信を行う。

⑥ 機構が蓄積してきた成果を活用しつつ、貸付事業を効果的・効率的に行うための調査、

分析を行う。

（２）施設費交付事業

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国から承継した旧特定学校財産を処

分することで得られる収入、各国立大学法人等からの財産処分収入の一定部分の納付金

等の財源により、国立大学法人等に対し、施設整備等に必要な資金として交付を行う。

② 施設費交付事業の実施に当たっては、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和30年法律第179号）」に準じ、交付対象事業の適正な実施の確保を図るため、

年間５箇所以上の交付先訪問調査を実施する。

③ 交付事業財源の確保について、文部科学省及び国立大学法人等の関係機関との連携を

図るとともに、外部有識者、専門家の協力を得る等により本中期計画期間中に具体的な

検討を行い、一定の結論を得る。

４ 国から承継した財産等の処理

（１）旧特定学校財産の管理処分

国から承継した旧特定学校財産である東京大学生産技術研究所跡地については、施設費

交付事業等の財源に充てるため、独立行政法人国立美術館に対し国立新美術館用地として

貸与しつつ、売却を進める。

なお、処分の予定時期等の計画については、年度計画において策定することとし、毎年

度その進捗状況を明確にする。

（２）承継債務償還

国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金からの債務について、関係国立大学

法人から納付される金銭を確実に徴収し、承継債務（旧国立学校特別会計法に基づく国立

学校特別会計の財政融資資金からの負債）の償還及び当該債務に係る利子の支払いを確実

に行う。

５ 学位授与

我が国の教育システムの生涯学習体系への移行及び高等教育機関の国際通用性を伴った多

様な発展等に寄与するため、大学による学位授与の原則を踏まえつつ、高等教育の段階の様

々な学習の成果を評価し、大学の卒業者又は大学院の修了者と同等の水準にあると認められ

る者に対して学位を授与する。なお、学位授与事業の実施に当たっては、調査研究の成果を

活用する。
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さらに、事業全体について効率化及び合理化を図るとともに、学位審査手数料の引上げに

より、中期目標期間終了時までに運営費交付金の負担割合を概ね５割程度に下げる。また、

省庁大学校修了者に対する学位授与については、引き続き運営費交付金を充当せずに収支均

衡させる。

（１）単位積み上げ型による学士の学位授与

① 単位積み上げ型による学士の学位授与については、申請者に係る修得単位の審査並び

に学修成果についての審査及び試験等を行い、各専攻分野の学士の水準を有していると

認められる者に対して、申請後６月以内に学士の学位を授与する。

また、引き続き、インターネットを利用した電子申請の推進、不合格者に対する個別理

由の通知など、利便性向上の取組を推進する。

② 短期大学及び高等専門学校の専攻科の認定申出に基づき、大学教育に相当する水準を

有しているか審査を行い、基準を満たす専攻科については認定するとともに、一定期間

ごとに、その水準を維持しているか審査を行う。

③ 機構の認定を受けた短期大学及び高等専門学校の専攻科の修了見込み者に対する審査

については、学位の質を担保しつつ、円滑な学位の審査と授与を行うための新たな審査

方式を平成27年度中に導入する。

（２）省庁大学校修了者に対する学位授与

① 省庁大学校からの課程の認定申出に基づき、大学の学部、大学院の修士課程又は博士

課程の水準を有しているか審査を行い、認定するとともに、一定期間ごとに、その水準

を維持しているか審査を行う。

② 省庁大学校の課程を修了し、学位授与申請を行う者に対しては、審査により各専攻分

野の学士、修士又は博士としての水準を有していると認められる者に、学士は申請後１

月以内に、修士及び博士は原則として申請後６月以内に学位を授与する。

（３）学位授与事業についての広報

単位積み上げ型の学位授与に申請を希望する潜在的な学習者に対する支援のため、また、

学位授与事業に関する情報を積極的に発信して、社会における理解の増進や申請者の拡大

に資するため、電子媒体やパンフレット等により、機構の学位授与制度について広報する。

また、学位授与事業に関する情報発信のための説明会を毎年度３回開催する。

６ 質保証連携

大学等における質保証を支援するため、大学等と連携し、大学等における内部質保証シス

テムの確立に資するよう、国内外の質保証に係る情報の収集、整理及び提供、質保証に関わ

る人材の能力開発を行う。また、大学等における各種の学習の機会等に関する情報の収集、

整理及び提供を行う。

さらに、国内外の質保証機関と連携し、研修会等を毎年度５回以上実施するなど、我が国

の評価制度全体の改善に資する活動を行う。また、我が国の高等教育への国際的な信頼性を

高めるため、国際的な質保証活動に積極的に参画し、関係機関と協力して活動を行う。

併せて、これらの活動について社会に広く発信する。

（１） 大学等と連携した高等教育の質保証に係る取組

① 大学等に関する情報の収集、整理及び提供

ア 大学等における評価活動や教育研究活動等の改善に資するための情報を収集・整理

し、提供する。

イ 国際的な動向を踏まえた高等教育の質保証活動に資するため、諸外国の質保証に係

る制度情報や動向について収集・整理し、ウェブサイト等により提供する。国際連携
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ウェブサイトの年間アクセス数は、16万件以上とする。

ウ 高等教育の段階における学習機会の多様化や生涯学習への展開に対応するため、各

種の学習に関する情報及び大学における学位授与状況調査等の学位に関する情報を収

集・整理し、提供する。

エ データベースを用いた大学の教育情報の活用・公表の仕組みとしての大学ポートレ

ートを、日本私立学校振興・共済事業団と連携して、運用する。その際、毎年度、大

学ポートレートへの参加大学数や大学による情報公表の状況、大学ポートレートウェ

ブサイトへのアクセス状況及び利用者の意見の把握・分析等を通じてその効果を検証

するとともに、その結果を踏まえて改善に取り組むものとする。

② 質保証人材育成

大学及び評価機関等の質保証に係る活動を実効性のあるものとするため、大学等の担

当者に対する研修を毎年度実施するなど、自己点検・評価、ＩＲ（インスティチューシ

ョナル・リサーチ）、大学評価等の質保証に関わる人材の能力向上のための取組を行う。

（２）国内外の質保証機関等との連携による質の向上への取組

① 我が国の大学等の評価の効果的かつ効率的な実施のため、認証評価機関連絡協議会等

を通じて、国内の評価機関等との連携・協力を進めるとともに、国内の評価機関等に対

して評価に関する専門的知見等の提供を行う。

② 我が国の高等教育の質保証に係る国際通用性の確保を図るとともに、グローバル時代

に即した質保証の発展に資するため、諸外国の質保証機関及び国際的な質保証ネットワ

ーク等と連携・協力した活動を行う。また、大学等の国際的な連携に伴う教育の質保証

に資する活動を行う。

７ 調査研究

機構における大学評価、学位授与及び質保証連携の各事業等の基底となる基盤的研究並び

に事業の検証等に係る実証的研究を推進するとともに、我が国の高等教育の質保証に関する

政策課題に対応した重点的調査研究を実施する。その際、認証評価に係る調査研究について、

機構が先導的役割を担うためのものに限定するものとする。調査研究の実施に当たっては、

機構の事業担当部課と共同で取り組むほか、経費の削減及び業務の効率化にも配慮しつつ、

大学等及び国内外の質保証機関等との連携により研究成果の共有と定着を図る。これらの調

査研究の成果を機構の事業に反映させるとともに、シンポジウム及び研究会等の開催等を通

じて社会へ公開して普及に努め、調査研究の実績を適切に評価する。

（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究

次の調査研究を行い、本中期目標期間中に、各調査研究に係る成果等を公表する。

① 大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究

ア 大学等の教育研究の評価の在り方に関する研究

我が国における大学等の教育研究活動等の評価の適切性や効果の検証を通じて、今

後の我が国の大学等の評価の在り方を追究するとともに、評価の国際通用性を企図し

た教育研究活動等の評価の在り方及び高等教育政策の進展に伴う要請に対応した評価

システムに関する研究を行う。

イ 機構の実施する教育研究活動等の評価の有効性に関する調査研究

機構の実施する大学等の教育研究活動等の評価実施の結果を分析し、評価が大学等

において有効に機能しているかどうかを検証するとともに、効果的で効率的な評価の

在り方を実証的に研究する。

② 学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究

ア 学位の要件となる学習の体系性に関する研究

学位授与の要件となる学習の体系的な構成と学位の構造・機能について、学位・単
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位制度に関する理論的基底及び学位授与業務を通じて蓄積された知見と実績を踏まえ

て研究する。

イ 機構の実施する学位授与の教育的・社会的機能に関する調査研究

高等教育レベルの多様な学習の成果を、学位につながる単位として認定する方法

を研究するとともに、機構の学位授与の現状及び社会的要請を把握し、実施状況を検

討して、今後の学位授与の在り方を実証的に研究する。

③ 高等教育の質保証の確立に資する調査研究

ア 高等教育の質保証に係る情報の活用に関する研究

質保証を確立するための評価において必要とされる情報の収集・整理・分析・公表

等の検討及び教育研究活動に関する指標の開発等、大学等における自己評価及び評価

機関等による評価の活用に関する研究を行う。

イ 大学等における教育研究の質保証及び質保証システムの構築に関する研究

我が国の大学等における教育研究の質保証に資するため、学位授与に至る教育課程

の編成及び学習成果の評価手法等の在り方に関する調査研究を行うとともに、自律的

な質保証活動を機能させるための多様な自己評価手法等に関する参照指針とそれに基

づく人材育成及び能力開発のためのプログラムの研究開発を進める。

ウ 高等教育の国際的な質保証と学位・単位の国際通用性に関する研究

質保証を伴う国際的な教育プログラムの在り方及び国内外で取得された学位及び単

位の相互認証のための情報提供の在り方について調査研究を行い、大学等の支援のた

めの仕組みを検討する。

（２）調査研究の成果の活用及び評価

（１）で行った調査研究の成果について、次のとおり、機構の事業の改善に活用すると

ともに、毎年度、４回以上、シンポジウム及び研究会等を開催することにより、調査研究

の成果の普及を図る。

① 機構の事業への調査研究の成果の活用

大学評価及び学位授与の各事業の実施結果に対する実証的研究の成果を報告としてと

りまとめて、評価手法の開発、新たな学位審査方式の導入等の事業の改善に活用する。

また、その状況を、調査研究と事業を一体的に捉えた成果の活用状況として公表する。

② 社会への調査研究の成果の提供

質保証のための評価システムに関する研究成果、学位授与の要件等の学位システムに関

する研究成果及び国際通用性のある質保証に係る研究成果等を、社会及び高等教育関係

者へ参照情報として提供する。また、定期的に開催する大学質保証フォーラム等を通じ

て、これらの成果の普及を図る。

③ 調査研究の成果と実績の評価

基盤的研究及び実証的研究の研究成果を関連学協会等の学術論文誌及び機構で発行する

学術誌『大学評価・学位研究』に査読を受けて公表する。また、各年度の各事業実施の

検証等の結果及び事業によっては区切りとなる年度に当該期間の総括的な検証等の結果

を高等教育関係者に報告する。さらに、各年度にシンポジウムを１回以上、研究会を３

回以上開催し、調査研究の成果について議論を行う。これらを通じて、調査研究の実績

を適切に評価して研究の質を確保するとともに、高等教育政策の動向に対応した調査研

究の課題を不断に見直す。

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１ 予算 別紙１のとおり

２ 収支計画 別紙２のとおり

３ 資金計画 別紙３のとおり
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４ 人件費の効率化

総人件費については、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする。

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、給与水準の適正化

に速やかに取り組むとともに、その検証結果や取組状況については公表する。

Ⅳ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額 82億円

２ 短期借入金を必要とする事態としては、運営費交付金の受入れに遅延が生じた場合、予定

していない退職手当の支出、承継債務償還及び施設費貸付事業に係る関係国立大学法人の債

務償還遅延（この場合の借換えは行わない。）などにより緊急に資金が必要となる場合等が

想定される。

Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画

小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、その改善の見込みがない場合には、国の

資産債務改革の趣旨を踏まえ、売却等の措置を検討する。

Ⅵ 剰余金の使途

決算において剰余金が発生した場合には、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法に定
める業務の充実及び組織運営の改善のために充てる。

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 人事に関する計画

（１）方針

① 業務運営の効率化を推進し、業務量の変動に応じた柔軟な組織体制を構築するととも

に、人事交流により幅広い人材の確保を図り、職員の計画的かつ適正な配置を行う。

② 特に事務系職員には、専門的な能力の向上を図るため、実践的研修を実施するととも

に専門的研修事業の活用を行い、各種研修へ年間延べ200名以上の職員を参加させる。

（２）人員に係る指標

常勤職員数（期限付職員を除く。）については、適宜適切に、業務等を精査し、職員数

の適正化に努める。

（参考）

中期目標期間中の人件費総額

中期目標期間中の人件費総額見込み

4,547百万円
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ただし、上記の額は、役員及び常勤職員に対する給与、賞与、その他の手当、法定福

利費であり、退職手当は含まない。

２ 中期目標の期間を超える債務負担

長期借入金 （単位：百万円）

区 分 H28 H29 H30

長期借入金 70,480 68,601 64,790

償 還 金

区 分 中期目標 次期以降 総 債 務

期間小計 償 還 額 償 還 額

長期借入金 203,872 701,125 904,997

償 還 金
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（別紙１）

（単位：百万円）

収入

運営費交付金

大学等認証評価手数料

学位授与審査手数料

長期借入金等 0 158,400 158,400

長期貸付金等回収金 0 216,939 216,939

長期貸付金等受取利息 0 27,241 27,241

財産処分収入 0 9,030 9,030

財産賃貸収入 0 320 320

財産処分収入納付金 0 474 474

有価証券利息 0 6 6

その他

支出

業務等経費

うち　人件費（退職手当を除く）

　　　　　　　 物件費

        　　　 退職手当

大学等評価経費

学位授与審査経費

一般管理費

うち　人件費（退職手当を除く）

　　　　　　　 物件費

         　　　退職手当

施設費貸付事業費

施設費交付事業費

長期借入金等償還

長期借入金等支払利息

公租公課等

債券発行諸費

債券利息

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

※施設整備勘定は平成２８年度～平成３０年度の予算である。

計 9,494 414,682 424,176

0 41 41

0 318 318

0 26,882 26,882

0 102 102

0 12,000 12,000

0 218,872 218,872

4 0 4

0 156,467 156,467

738 0 738

660 0 660

642 0 642

1,402 0 1,402

41 0 41

1,224 0 1,224

3,809 0 3,809

2,376 0 2,376

6,226 0 6,226

計 9,494 412,410 421,904

642 0 642

48 0 48

7,580 0 7,580

1,224 0 1,224

平成２６年度～平成３０年度　予算

区分 一般勘定 施設整備勘定 法人全体
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［人件費の見積り］
　期間中総額：４，５４７百万円を支出する。

［運営費交付金の算定ルール］

β：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を
決定。±０％

（３）一般管理費（Ｃ(y)＝Pc(y）＋Ｅ(y)＋Tc(y)）
　毎事業年度の一般管理費中の物件費Ｅ(y)については、以下の数式により決定する。

 一般管理費中の物件費　Ｅ(y)＝Ｅ(y-1)×β(係数)

Ｅ(y)：当該事業年度における一般管理費中の物件費。Ｅ(y-1)は直前の事業年度におけるＥ(y)。

 事業経費中の物件費　Ｒ(y)＝Ｒ(y-1)×β(係数)×γ(係数)

Ｒ(y)：当該事業年度における事業経費中の物件費。Ｒ(y-1)は直前の事業年度におけるＲ(y)。
β：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を
決定。±０％

γ：業務政策係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決
定。±０％

Tc(y)：当該事業年度における一般管理費中の退職手当。
γ：業務政策係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決
定。±０％
σ：人件費調整係数。各事業年度予算編成過程において、給与昇給率等を勘案し、当該事業年度におけ
る具体的な係数値を決定。±０％

（２）事業経費（Ｒ(y)＋Pr(y)＋Tr(y)）
　毎事業年度の事業経費中の物件費Ｒ(y)については、以下の数式により決定する。

　　 ＝｛（Pr(y-1)×γ(係数)＋Pc(y-1)｝×σ(係数)＋Tr(y)＋Tc(y)

Ｐ(y)：当該事業年度における人件費(退職手当を含む)。
Pr(y)：当該事業年度における事業経費中の人件費(退職手当を除く)。Ｐr(y-1)は直前の事業年度におけ
るＰr(y)。
Pc(y)：当該事業年度における一般管理費中の人件費(退職手当を除く)。Ｐc(y-1)は直前の事業年度にお
けるＰc(y)。
Tr(y)：当該事業年度における事業経費中の退職手当。

ε(y)：当該事業年度における特殊経費。重点施策の実施、事故の発生等の事由により当該年度に限り
時限的に発生する経費であって、運営費交付金算定ルールに影響を与えうる規模の経費。これらについ
ては、各事業年度の予算編成過程において具体的に決定。
α1：一般管理効率化係数、３％。中期目標に記載されている削減目標を踏まえ、各事業年度の予算編成
過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。
α2：事業効率化係数、１％。中期目標に記載されている削減目標を踏まえ、各事業年度の予算編成過程
において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。

（１）人件費
　毎事業年度の人件費Ｐ(y)については、以下の数式により決定する。

Ｐ(y)＝Pr(y)＋Pc(y)＋Tr(y)＋Tc(y)

　Ａ(y)＝｛（Ｃ(y)－Tc(y)）×α1(係数)＋Tc(y)｝＋｛（Ｒ(y)＋Pr(y)）×α2(係数)＋Tr(y)｝＋ε(y)－Ｂ(y)

Ａ(y)：当該事業年度に交付する運営費交付金。
Ｂ(y)：当該事業年度における自己収入。
Ｃ(y)：当該事業年度における一般管理費。

　ただし、上記の額は、役員及び常勤職員に対する給与、賞与、その他の手当、法定福利費であり、退職
手当は含まない。

　毎事業年度に交付する運営費交付金（Ａ）については、以下の数式により決定する。
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（４）事業収入
　毎事業年度の事業収入Ｂ(y)の見積額については、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年
度における具体の数値を決定。
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（別紙２）

（単位：百万円）

一般勘定 施設整備勘定 法人全体

費用の部 9,838 41,777 51,615

経常費用 9,838 41,777 51,615

業務等経費 6,140 0 6,140

大学等評価経費 1,224 0 1,224

学位授与審査等経費 642 0 642

施設費交付事業費 0 12,000 12,000

支払利息 0 26,638 26,638

処分用資産売却原価 0 2,995 2,995

その他の業務経費 0 102 102

一般管理費 1,348 0 1,348

減価償却費 484 0 484

財務費用 0 41 41

　

収益の部 9,838 36,506 46,344

運営費交付金収益 7,440 0 7,440

大学等認証評価手数料 1,224 0 1,224

学位授与審査等手数料 642 0 642

処分用資産賃貸収入 0 320 320

処分用資産売却収入 0 9,030 9,030

施設費交付金収益 0 474 474

受取利息 0 26,681 26,681

財務収益 0 0 0

資産見返物品受贈額戻入 20 0 20

資産見返運営費交付金戻入 464 0 464

雑収入 48 0 48

純損失 0 5,271 5,271

大学改革支援・学位授与機構法第１８条積立金取崩額 0 5,271 5,271

総利益 0 0 0

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

※施設整備勘定は平成２８年度～平成３０年度の収支計画である。

平成２６年度～平成３０年度　収支計画

区分
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（別紙３）

（単位：百万円）

一般勘定 施設整備勘定 法人全体

資金支出 9,494 414,641 424,135

業務活動による支出 9,355 195,769 205,124

投資活動による支出 139 0 139

財務活動による支出 0 218,872 218,872

　

次期中期目標期間への繰越金 0 0 0

資金収入 9,494 418,258 427,753

業務活動による収入 9,494 254,008 263,502

運営費交付金による収入 7,580 0 7,580

承継債務負担金債権の回収による収入 0 111,468 111,468

承継債務負担金債権に係る利息の受取額 0 10,141 10,141

施設費貸付金の回収による収入 0 105,471 105,471

施設費貸付金に係る利息の受取額 0 17,100 17,100

処分用資産の売却による収入 0 9,030 9,030

処分用資産の貸付による収入 0 320 320

施設費交付金の納付による収入 0 474 474

利息及び配当金の受取額 0 4 4

その他の収入 1,914 0 1,914

投資活動による収入 0 5,892 5,892

財務活動による収入 0 158,359 158,359

   前期中期目標期間よりの繰越金 0 0 0

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

※施設整備勘定は平成２８年度～平成３０年度の資金計画である。

平成２６年度～平成３０年度　資金計画

区分
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独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の年度計画（平成３０年度） 

Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 運営費交付金を充当して行う事業については、業務の質の向上を図りつつ、既存経費の見

直し、効率化を進める。また、法人統合のメリットを最大限に生かしつつ、業務の効率化を

図る。 

一般管理費（退職手当を除く。）については、計画的削減に努め、平成 29 年度予算に比較

して３％以上の削減を図るほか、その他の事業費（退職手当を除く。）について、平成 29 年

度予算に比較して、１％以上の業務の効率化を図る。 

なお、効率化に際しては、機構の行う事業が長期的視点に立って推進すべき事業であるこ

とに鑑み、事業の継続性に十分留意する。 

２ 各事業の業務量の変動に伴い、必要に応じて組織の見直しを行うとともに、業務の効率化

を図りつつ、人員の適正配置を実施する。 

３ 契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、「独立行政法人改革等に関す

る基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）により決定された「独立行政法人におけ

る調達等合理化の取組の推進について」（平成 27年５月 25日総務大臣決定）に基づき、適正

化を推進するため、機構が策定する「調達等合理化計画」に沿って、取組を着実に推進する

とともに、その取組状況を公表する。 

４ 業務運営のために必要な情報セキュリティ対策を適切に推進するため、政府の方針を踏ま

え、次のとおり情報システム環境の見直しと事務情報化の推進を図る。 

① 情報セキュリティに係る政府の方針を踏まえ、情報セキュリティポリシーの見直し等を

図るとともに、業務運営のために必要な情報セキュリティ対策について、情報収集に努め

つつ適切に推進する。 

② 情報通信基盤の保守運用を滞りなく行うとともに、業務の効率化を図るため、ＴＶ会議、

Ｗｅｂ会議の活用や会議のペーパーレス化など、ＩＣＴの積極的な活用を一元的に推進す

る。 

５ 機構長のリーダーシップの下、適切な業務運営を行うため、次のとおり内部統制の充実・

強化を図る。 

① 機構のミッション及び中期目標の達成を阻害する要因（リスク）の把握・対応状況につ

いて、役職員と監事が共有し、適切な対応を行う。 

② 機構の幹部職員で構成する企画調整会議を毎月開催し、機構にとって重要な情報の把握

に努めるとともに、機構のミッションや管理・運営方針の役職員への周知徹底を図る。 

③ 監事と連携の上、内部監査を行う。

さらに、機構業務の総合的な運営の改善に資することを目的として、監事監査を実施す

る。内部統制の充実に向けて、監事、会計監査人及び監査担当部署間の連携を強化する。 
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④ 戦略的・機動的に予算を配分するため、各担当から予算ヒアリングを実施するとともに、

機構長裁量経費を確保する。また、予算が業務別に計画どおりに適正に執行されているか

を四半期毎にモニタリングを行い、効率的な執行に努める。 

⑤ 事業ごとに厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その結果を事業選択や業務運

営の効率化に反映させること等により見直しの実効性を確保するとともに、財務内容等の

一層の透明性を確保する観点から、内部監査の充実、決算情報、セグメント情報の公表の

充実等を図る。 

 

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべ

き措置 

 

１ 総合的事項 

 

（１）自主性・自立性の確保という趣旨を十分に踏まえ、大学関係者及び学識経験者等の参

画を得て次の組織を設置し、業務運営を行う。なお、次の組織における外部有識者（大

学関係者及び有識者）の割合は、合計で 80%以上とする。 

また、評価事業及び学位授与事業の実施に当たっては、引き続き大学関係者及び学識

経験者等について負担の軽減を図りつつ、計画的な確保を行う。 

① 評議員会 

② 運営委員会 

③ 大学機関別認証評価委員会 

④ 高等専門学校機関別認証評価委員会 

⑤ 法科大学院認証評価委員会 

⑥ 国立大学教育研究評価委員会 

⑦ 学位審査会 

⑧ 大学ポートレート運営会議 

⑨ 国立大学施設支援センター審議委員会 

 

（２）自己点検・評価委員会を３回開催し、次のことを実施する。 

① 平成 29 年度における業務の実績及び中期目標期間終了時に見込まれる本中期目標

期間における業務の実績の自己点検・評価を実施し、それぞれ業務実績等報告書を文

部科学大臣に提出し、公表する。 

② 平成 30 年度におけるすべての業務・事業に対して定期的に自己点検・評価を実施し、

業務の適切な進行管理を行う。 

③ 調査研究については、その結果及び成果について高等教育関係者による評価を受け

る。 

④ 平成 29 年度に実施した外部検証の結果等に基づき、次期中期目標期間における業務

の見直し・改善を図る。 

 

２ 教育研究活動等の評価 
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（１）大学等の教育研究活動等の状況に関する評価 

① 大学等の個性の伸長及び特色の明確化に一層資するための評価等 

ア 研究活動の状況、地域貢献活動の状況、教育の国際化の状況等について、それぞ

れ機構が定める基準に従って選択評価等の先導的な評価を行い、評価結果を当該大

学等に通知するとともに公表する。 

イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価体制等を適宜見直すとともに、評

価担当者の研修を実施する。 

ウ 機構が行った評価の有効性、適切性について多面的な調査を行うことにより検証

する。また、その検証結果を踏まえ評価システムの改善につなげる。 

エ 先導的役割を強化する観点から、評価の国際通用性や高等教育政策上の要請を踏

まえた評価システムを構築するため、評価に関する調査研究を実施するとともに、

その成果を活用し、必要に応じ評価基準等の検討を行う。 

 

② 大学、高等専門学校及び法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価 

ア 機構が定める評価基準に従って大学等の教育研究活動等の状況について評価を行

い、評価結果を当該大学等に通知するとともに公表する。 

イ 効率的かつ効果的に評価を実施できるよう評価体制等を適宜見直すとともに、評

価担当者の研修を実施する。 

ウ 機構が行った評価の有効性、適切性について多面的な調査を行うことにより検証

する。その検証内容や認証評価機関として行う自己点検・評価の結果を踏まえ評価

システムの改善につなげる。また、説明会を実施するなど平成 31年度より実施予定

の３巡目の評価業務を円滑に行うよう準備を進める。 

エ 民間認証評価機関が評価を実施することが可能な教育機関の数や評価を受ける教

育機関への影響を考慮しつつ、認証評価実施校数の段階的な削減や、将来的な廃止

を含めた在り方について、検討を継続する。 

オ 認証評価制度全体の改善に資するための先導的な取組に関する部分を除き、原則

として手数料収入で必要な経費を賄うよう、合理化・効率化を図る。 

カ 法科大学院の教育研究活動等の状況に関する評価については、政府における法曹

養成制度の動向を踏まえ、第３期中期目標期間中における運営費交付金の削減目標

に向けて取り組む。 

 

（２）国立大学法人及び大学共同利用機関法人の教育研究の状況に関する評価 

国立大学法人及び大学共同利用機関法人の第３期中期目標期間における教育研究の状

況の評価について、パブリックコメントの意見を踏まえて「評価実施要項」を決定する

とともに、法人に対して説明会を実施する。 

また、「実績報告書作成要領」、「評価作業マニュアル」の作成・公表に向け検討を行う。 

さらに、評価の実施に向けた体制の整備やデータベースの活用方法等について検討を

行う。 
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３ 施設費貸付事業及び施設費交付事業 

（１）施設費貸付事業 

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人に対し、大学附属病

院の施設整備等に必要な資金として貸付けを行う。 

② 貸付事業に必要となる財源として、長期借入れ及び債券発行により資金の調達を行

う。 

その際、国立大学法人の財務及び経営の改善に資するよう、公募等による効率的な

資金の調達に努める。 

③ 貸付けの審査に当たって、個々の国立大学法人等の収支状況に即した精度の高い審

査を実施することにより償還確実性の確保に努める。 

また、大学附属病院の審査の際には、教育、研究及び診療に係る各機能の達成状況

とそのバランス等を確認する。 

なお、これらが確実に実施できる審査体制の構築に努める。 

④ 貸付事業に係る債権について、貸付先に払込通知書を発行するなど長期借入金債務

等の償還を確実に行う。 

また、年間５箇所以上の貸付先訪問調査を実施する。 

⑤ 民間資金の調達に当たり、ＩＲ（インベスター・リレーションズ）活動として年間

５箇所以上の投資家を訪問し、説明及び情報発信を行う。 

⑥ 機構が蓄積してきた成果を活用しつつ、貸付事業を効果的・効率的に行うため、国

立大学の財務に係る調査、分析を行う。 

（２）施設費交付事業 

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人等に対し、施設整備

等に必要な資金として交付を行う。 

② 施設費交付事業の実施に当たっては、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和 30年法律第 179 号）」に準じ、交付対象事業の適正な実施の確保を図る。 

  また、そのために年間５箇所以上の交付先訪問調査を実施する。 

③ 交付事業財源の確保等について、「施設費交付事業財源の確保等に関する検討会」に

おける検討結果に基づき、一定の結論を取りまとめる。 

  また、文部科学省及び国立大学法人等の関係機関と連携し、外部有識者、専門家を

講師とする「資産活用に関する勉強会」を開催する。 

４ 国から承継した財産等の処理 

（１）旧特定学校財産の管理処分等 

① 国から承継した旧特定学校財産である東京大学生産技術研究所跡地については、施

設費交付事業等の財源に充てるため、独立行政法人国立美術館に対し、国立新美術館

用地として、同法人に措置される予算の範囲内で分割して売却する。未売却の土地に
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ついては、国立新美術館用地として貸付を継続する。 

② 処分後の財産の利用状況について、適切に把握する。 

 

（２）承継債務償還 

国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金からの債務について、関係する 43

国立大学法人から債権及びその利息を確実に回収し、承継債務（旧国立学校特別会計法

に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負債）の償還及び当該債務に係る利子

の支払いを確実に行う。 

 

５ 学位授与 

 

（１）単位積み上げ型による学士の学位授与 

① 単位積み上げ型による学士の学位授与については、４月期と 10月期の年２回の申請

を受け付け、学位審査会による審査を行い、各専攻分野の学士の水準を有しているか

どうかを総合的に判定し、申請者に対して６月以内に判定結果を通知し、合格者に対

し学位を授与する。 

  また、引き続き、インターネットを利用した電子申請の推進、不合格者に対する個

別理由の通知など、利便性向上の取組を推進するとともに、必要に応じて、専攻の区

分や修得単位の審査の基準等について見直しを行う。 

② 学校教育法第 104 条第４項第１号に規定する文部科学大臣の定める学習として、短

期大学及び高等専門学校の専攻科のうち本機構が定める要件を満たすものの認定に当

たっては、短期大学及び高等専門学校に設置する専攻科からの認定申出に基づき、教

育課程、教員組織、施設設備等が大学教育に相当する水準を有しているかについて学

位審査会において審査を行い、可とされた専攻科について認定する。 

  また、認定を受けている専攻科に対しては、一定期間ごとに当該専攻科の教育水準

が大学教育に相当する水準を維持しているか学位審査会において適否の審査を行い、

必要に応じ審査結果に基づく所要の改善等を求める。 

③ 機構の認定を受けた短期大学及び高等専門学校の専攻科の修了見込み者に対する特

例の適用を希望する専攻科からの申出を受け付け、学位審査会による審査を行い、適

用の可否を決定する。 

  また、特例の適用認定を受けている専攻科に対しては、一定期間ごとに認定専攻科

における教育の水準の維持に加え、特例の適用を受けるための水準が維持されている

か、学位審査会において適否の審査を行い、必要に応じ審査結果に基づく所要の改善

等を求める。 

  適用を可とされた専攻科の修了見込み者からの、特例適用による学位授与申請を４

月期と 10月期の年２回受け付け、学位審査会による審査を行い、６月以内に、合格者

に対し学位を授与する。 

④ 学位授与事業の実施に当たっては、事業全体について効率化及び合理化を図り、運

営費交付金の負担割合を引き下げる。 
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⑤ 学位授与業務の改善及び学位授与事業の検証等に資することを目的に、調査研究事

業との連携・協力を図りながら、機構の学位を取得した者に対するアンケート調査を

実施する。 

 

（２）省庁大学校修了者に対する学位授与 

① 学校教育法第 104 条第４項第２号に規定する学校以外の教育施設の課程で大学又は

大学院に相当する教育を行うものの認定に当たっては、省庁大学校からの認定の申出

に基づき、教育課程、教員組織、施設設備等が大学の学部、大学院の修士課程又は博

士課程の水準を有しているかについて学位審査会による審査を行い、可とされた課程

について認定する。 

  また、認定された課程については、一定期間ごとに当該課程の教育水準が大学又は

大学院と同等の水準を維持しているか学位審査会において適否の審査を行い、必要に

応じ審査結果に基づく所要の改善等を求める。 

② 認定された省庁大学校の課程修了者に対する学位授与については、学士は、学位審

査会による単位修得状況及び課程修了証明書に基づき学位審査会による審査を行い、

申請後１月以内に、学士としての水準を有していると認められる者に学位を授与する。 

  修士及び博士は、学位審査会による単位修得状況の審査、論文及び口頭試問による

審査を行い、原則として申請後６月以内に、修士又は博士としての水準を有している

と認められる者にそれぞれの学位を授与する。 

③ 学位授与事業の実施に当たっては、事業全体について効率化及び合理化を図るとと

もに、省庁大学校修了者に対する学位授与については、引き続き運営費交付金を充当

せずに収支均衡させる。 

 

（３）学位授与事業についての広報 

単位積み上げ型の学位授与に申請を希望する潜在的な学習者に対する支援のため、ま

た、学位授与事業に関する情報を積極的に発信し、社会における理解の増進や申請者の

拡大に資するために、ウェブサイトを通じた情報発信や学位授与制度を紹介するパンフ

レット等の関係機関等への配布を行うほか、学位授与事業に関する説明会を３回開催す

る。 

 

６ 質保証連携 

 

（１）大学等と連携した高等教育の質保証に係る取組 

① 大学等に関する情報の収集、整理及び提供 

ア 大学等における評価活動や教育研究活動等の改善に資するため、教育研究活動等

の状況に関する情報、大学等の自己点検・評価等の情報、及び国内の評価に関する

情報等を収集・整理し、提供する。 

イ 諸外国の質保証に関する概要資料について、当該国の制度改正・変更を踏まえて

情報を提供する。質保証の最新動向や国際的な連携に基づく教育の質保証にかかる
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国内外の取組について、機構の国際連携ウェブサイト等で発信する。また、学習履

歴の国際的な認証（recognition）促進のため、日本の教育制度及び高等教育機関に

関する情報の整理を行う。 

ウ 高等教育の段階における学習機会の多様化や生涯学習への展開に対応するため、

大学における学位授与の状況や大学等における学習機会等に関する情報を収集・整

理し、提供する。 

エ 大学ポートレートを、日本私立学校振興・共済事業団と連携して運用する。その

際、参加大学数やウェブサイトへのアクセス状況等の把握に努める。また、国際発

信、教育改善のための情報の活用等に向けて、必要な取組を進める。 

② 質保証人材育成 

大学及び評価機関等の質保証に係る活動を実効性のあるものとするため、大学等の

担当者に対する研修を実施するなど、自己点検・評価、ＩＲ（インスティチューショ

ナル・リサーチ）、大学評価等の質保証に関わる人材に対して、大学等と連携し、能力

向上のための取組を行う。 

③ 複数の国立大学法人と教育研究情報・財務情報連携による大学経営手法モデルの開

発に向けた共同プロジェクトを実施し、国立大学法人の大学経営力強化に向けた取組

を行う。 

 

（２）国内外の質保証機関等との連携による質の向上への取組 

① 我が国の大学等の評価の効果的かつ効率的な実施のため、認証評価機関連絡協議会

等を通じて、認証評価の改善・充実、認証評価の社会的認知度の向上等に資する取組

を行い、認証評価機関連絡協議会のウェブサイトの充実を図る。また、国内の評価機

関等に対して、調査研究の成果等の専門的知見を提供する。 

② 国際的な質保証ネットワークに参画するとともに、諸外国の質保証機関と評価に係

る相互信頼を高めるための交流を促進する。 

  また、日中韓質保証機関協議会における活動等、覚書締結機関と共同で行う取組を

推進する。 

 

７ 調査研究 

 

（１）大学等の教育研究及び学位の質保証に関する調査研究 

 

次の調査研究を行う。 

 

① 大学等の教育研究活動等の状況の評価に関する調査研究 

ア 大学等の教育研究の評価の在り方に関する研究 

我が国における大学等の教育研究活動等の評価の適切性や効果の検証を通じて、

今後の我が国の大学等の評価の在り方を追究するとともに、評価の国際通用性を企

図した教育研究活動等の評価の在り方及び高等教育政策の進展に伴う要請に対応し
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た評価システムに関する研究を行う。 

イ 機構の実施する教育研究活動等の評価の有効性に関する調査研究 

機構の実施する大学等の教育研究活動等の評価実施の結果を分析し、評価が大学

等において有効に機能しているかどうかを検証するとともに、効果的で効率的な評

価の在り方を実証的に研究する。 

 

② 学位の授与に必要な学習の成果の評価に関する調査研究 

ア 学位の要件となる学習の体系性に関する研究 

学位授与の要件となる学習の体系的な構成と学位の構造・機能について、学位・

単位制度に関する理論的基底及び学位授与業務を通じて蓄積された知見と実績を踏

まえて研究する。 

イ 機構の実施する学位授与の教育的・社会的機能に関する調査研究 

高等教育レベルの多様な学習の成果を、学位につながる単位として認定する方法

を研究するとともに、機構の学位授与の現状及び社会的要請を把握し、実施状況を

検討して、今後の学位授与の在り方を実証的に研究する。 

 

③ 高等教育の質保証の確立に資する調査研究 

ア 高等教育の質保証に係る情報の活用に関する研究 

質保証を確立するための評価において必要とされる情報の収集・整理・分析・公

表等の検討及び教育研究活動に関する指標の開発等、大学等における自己評価及び

評価機関等による評価の活用に関する研究を行う。 

イ 大学等における教育研究の質保証及び質保証システムの構築に関する研究 

我が国の大学等における教育研究の質保証に資するため、学位授与に至る教育課

程の編成及び学習成果の評価手法等の在り方に関する調査研究を行うとともに、自

律的な質保証活動を機能させるための多様な自己評価手法等に関する参照指針とそ

れに基づく人材育成及び能力開発のためのプログラムの研究開発を進める。また、

大学等と連携して、質保証に係る教育研究情報及び財務情報の活用による大学のマ

ネジメント機能向上の支援に資する調査研究を進める。 

ウ 高等教育の国際的な質保証と学位・単位の国際通用性に関する研究 

質保証を伴う国際的な教育プログラムの在り方及び国内外で取得された学位及び

単位の相互認証のための情報提供の在り方について調査研究を行い、大学等の支援

のための仕組みを検討する。 

 

（２）調査研究の成果の活用及び評価 

 

（１）で行った調査研究の成果について、次のとおり、機構の事業の改善に活用すると

ともに、社会に成果を提供する。 

 

① 機構の事業への調査研究の成果の活用 
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大学評価及び学位授与の各事業の実施結果に対する実証的研究の成果を報告として

とりまとめて、事業の改善に活用する。また、その状況を、調査研究と事業を一体的

に捉えた成果の活用状況として公表する。 

② 社会への調査研究の成果の提供

質保証のための評価システムに関する研究成果、学位授与の要件等の学位システム

に関する研究成果及び国際通用性のある質保証に係る研究成果等を、社会及び高等教

育関係者へ参照情報として提供する。また、定期的に開催する大学質保証フォーラム

等を通じて、これらの成果の普及を図る。 

③ 調査研究の成果と実績の評価

基盤的研究及び実証的研究の研究成果を関連学協会等の学術論文誌及び機構で発行

する学術誌『大学評価・学位研究』に査読を受けて公表する。また、各年度の各事業

実施の検証等の結果及び事業によっては区切りとなる年度に当該期間の総括的な検証

等の結果を高等教育関係者に報告する。さらに、各年度にシンポジウムを１回以上、

研究会を３回以上開催し、調査研究の成果について議論を行う。これらを通じて、調

査研究の実績を適切に評価して研究の質を確保するとともに、高等教育政策の動向に

対応した調査研究の課題を不断に見直す。 

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１ 予算  別紙１のとおり 

２ 収支計画  別紙２のとおり 

３ 資金計画  別紙３のとおり 

４ 人件費の効率化 

総人件費については、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをする。 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し検証を行い、給与水準の適正化

に速やかに取り組むとともに、その検証結果や取組状況については公表する。 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額  82 億円 

２ 短期借入金を必要とする事態としては、運営費交付金の受入れに遅延が生じた場合、予定

していない退職手当の支出、承継債務償還及び施設費貸付事業に係る関係国立大学法人の債

務償還遅延（この場合の借換えは行わない。）などにより緊急に資金が必要となる場合等が想

定される。 

Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画 

小平第二住宅については、入居者が５割を下回り、その改善の見込みがない場合には、国の

資産債務改革の趣旨を踏まえ、売却等の措置を検討する。 
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Ⅵ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合には、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法に定

める業務の充実及び組織運営の改善のために充てる。 

 

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

１ 人事に関する計画 

（１）方針 

① 業務運営の効率化を推進し、業務量の変動に応じた柔軟な組織体制を構築するととも

に、人事交流により幅広い人材の確保を図り、職員の計画的かつ適正な配置を行う。 

② 特に事務系職員には、専門的な能力の向上を図るため、実践的研修を実施するととも

に専門的研修事業の活用を行い、各種研修へ延べ 200 名以上の職員を参加させる。 

 

（２）人員に係る指標 

常勤職員数（期限付職員を除く。）については、適宜適切に、業務等を精査し、職員数の

適正化に努める。 
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別紙１－１

（総括表） （単位：百万円）

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

収入

運営費交付金 0 76 110 176 135 595 262 300 1,653

大学等認証評価手数料 46 52 0 0 0 0 0 0 98

学位授与審査手数料 0 0 0 0 120 0 0 0 120

長期借入金等 0 0 0 54,900 0 0 0 0 54,900

長期貸付金等回収金 0 0 0 69,260 0 0 0 0 69,260

長期貸付金等受取利息 0 0 0 6,205 0 0 0 0 6,205

財産処分収入 0 0 0 1,810 0 0 0 0 1,810

財産賃貸収入 0 0 0 99 0 0 0 0 99

財産処分収入納付金 0 0 0 30 0 0 0 0 30

有価証券利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 11 11

46 128 110 132,481 255 595 262 311 134,186

支出

業務等経費 0 76 110 176 135 595 262 0 1,353

うち　人件費（退職手当を除く） 0 76 69 113 121 216 197 0 793

　　　 物件費 0 0 41 63 14 379 64 0 560

　　　 退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大学等評価経費 46 52 0 0 0 0 0 0 98

学位授与審査経費 0 0 0 0 120 0 0 0 120

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 311 311

うち　人件費（退職手当を除く） 0 0 0 0 0 0 0 155 155

　　　 物件費 0 0 0 0 0 0 0 156 156

 　　　退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

施設費貸付事業費 0 0 0 54,204 0 0 0 0 54,204

施設費交付事業費 0 0 0 4,000 0 0 0 0 4,000

長期借入金等償還 0 0 0 69,956 0 0 0 0 69,956

長期借入金等支払利息 0 0 0 6,137 0 0 0 0 6,137

公租公課等 0 0 0 29 0 0 0 0 29

債券発行諸費 0 0 0 14 0 0 0 0 14

債券利息 0 0 0 55 0 0 0 0 55

46 128 110 134,570 255 595 262 311 136,276

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

金　額

計

計

平成30年度　予算

区　分
教育研究活動等評価 国立大学

施設支援
学位授与 質保証連携 調査研究 法人共通
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別紙１－２

（一般勘定） （単位：百万円）

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

収入

　運営費交付金 0 76 110 176 135 595 262 300 1,653

　大学等認証評価手数料 46 52 0 0 0 0 0 0 98

　学位授与審査手数料 0 0 0 0 120 0 0 0 120

　その他 0 0 0 0 0 0 0 11 11

計 46 128 110 176 255 595 262 311 1,882

支出

　業務等経費 0 76 110 176 135 595 262 0 1,353

　　うち　人件費（退職手当を除く） 0 76 69 113 121 216 197 0 793

　　　　　物件費 0 0 41 63 14 379 64 0 560

　　　　　退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　大学等評価経費 46 52 0 0 0 0 0 0 98

　学位授与審査経費 0 0 0 0 120 0 0 0 120

　一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 311 311

　　うち　人件費（退職手当を除く） 0 0 0 0 0 0 0 155 155

　　　　　物件費 0 0 0 0 0 0 0 156 156

　　　　　退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 46 128 110 176 255 595 262 311 1,882

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成30年度　予算

区　分
教育研究活動等評価 国立大学

施設支援
学位授与 質保証連携 調査研究 法人共通 金　額
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別紙１－３

（施設整備勘定） （単位：百万円）

国立大学施設支援 金　額

収入

長期借入金等 54,900 54,900

長期貸付金等回収金 69,260 69,260

長期貸付金等受取利息 6,205 6,205

財産処分収入 1,810 1,810

財産賃貸収入 99 99

財産処分収入納付金 30 30

有価証券利息 0 0

その他 0 0

132,305 132,305

支出

施設費貸付事業費 54,204 54,204

施設費交付事業費 4,000 4,000

長期借入金等償還 69,956 69,956

長期借入金等支払利息 6,137 6,137

公租公課等 29 29

債券発行諸費 14 14

債券利息 55 55

134,394 134,394

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成30年度　予算

計

計

区　分
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別紙２－１

（総括表） （単位：百万円）

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

費用の部 46 128 112 10,830 259 693 262 324 12,656

経常費用 46 128 112 10,830 259 693 262 324 12,656

業務等経費 0 76 110 176 135 595 262 0 1,353

大学等評価経費 46 52 0 0 0 0 0 0 98

学位授与審査等経費 0 0 0 0 119 0 0 0 119

施設費交付事業費 0 0 0 4,000 0 0 0 0 4,000

支払利息 0 0 0 6,055 0 0 0 0 6,055

処分用資産売却原価 0 0 0 540 0 0 0 0 540

その他の業務経費 0 0 0 29 0 0 0 0 29

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 311 311

減価償却費 0 0 2 17 5 99 0 14 138

財務費用 0 0 0 14 0 0 0 0 14

収益の部 46 128 112 8,200 259 693 262 324 10,026

　運営費交付金収益運営費交付金収益 0 76 110 176 135 595 262 300 1,653

　大学等認証評価手数料大学等認証評価手数料 46 52 0 0 0 0 0 0 98

　学位授与審査手数料学位授与審査手数料 0 0 0 0 120 0 0 0 120

処分用資産賃貸収入 0 0 0 99 0 0 0 0 99

処分用資産売却収入 0 0 0 1,810 0 0 0 0 1,810

施設費交付金収益 0 0 0 30 0 0 0 0 30

受取利息 0 0 0 6,068 0 0 0 0 6,068

財務収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　資産見返物品受贈額戻入資産見返物品受贈額戻入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　資産見返運営費交付金戻入資産見返運営費交付金戻入 0 0 2 17 5 99 0 14 137

　雑収入雑収入 0 0 0 0 0 0 0 11 11

純損失 0 0 0 2,630 0 0 0 0 2,630

0 0 0 2,630 0 0 0 0 2,630

総利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

大学改革支援・学位授与機構法第１８条積立金取崩額

平成30年度　収支計画

区　分
教育研究活動等評価 国立大学

施設支援
学位授与 質保証連携 調査研究 法人共通 金　額
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別紙２－２

（一般勘定） （単位：百万円）

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

費用の部 46 128 112 193 259 693 262 324 2,019

　経常費用 46 128 112 193 259 693 262 324 2,019

　　業務等経費 0 76 110 176 135 595 262 0 1,353

　　大学等評価経費 46 52 0 0 0 0 0 0 98

　　学位授与審査経費 0 0 0 0 119 0 0 0 119

　　一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 311 311

　　減価償却費 0 0 2 17 5 99 0 14 138

　  財務費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収益の部 46 128 112 193 259 693 262 324 2,019

　運営費交付金収益 0 76 110 176 135 595 262 300 1,653

　大学等認証評価手数料 46 52 0 0 0 0 0 0 98

　学位授与審査手数料 0 0 0 0 120 0 0 0 120

　資産見返物品受贈額戻入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　資産見返運営費交付金戻入 0 0 2 17 5 99 0 14 137

　雑収入 0 0 0 0 0 0 0 11 11

純利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成30年度　収支計画

区　分
教育研究活動等評価 国立大学

施設支援
学位授与 質保証連携 調査研究 法人共通 金　額
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別紙２－３

（施設整備勘定） （単位：百万円）

国立大学施設支援 金　額

費用の部 10,637 10,637

経常費用 10,637 10,637

施設費交付事業費 4,000 4,000

支払利息 6,055 6,055

処分用資産売却原価 540 540

その他の業務経費 29 29

財務費用 14 14

　

収益の部 8,007 8,007

処分用資産賃貸収入 99 99

処分用資産売却収入 1,810 1,810

施設費交付金収益 30 30

受取利息 6,068 6,068

財務収益 0 0

純損失 2,630 2,630

大学改革支援・学位授与機構法第１８条積立金取崩額 2,630 2,630

総利益 0 0

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成30年度　収支計画

区　分
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別紙３－１

（総括表） （単位：百万円）

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

資金支出 46 128 110 134,556 255 595 262 311 136,262

　業務活動による支出業務活動による支出 46 128 110 64,600 255 595 262 311 66,306

　投資活動による支出投資活動による支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　財務活動による支出財務活動による支出 0 0 0 69,956 0 0 0 0 69,956

　翌年度へ繰越 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金収入 46 128 110 137,767 255 595 262 311 139,473

業務活動による収入 46 128 110 77,581 255 595 262 311 79,286

運営費交付金による収入 0 76 110 176 135 595 262 300 1,653

承継債務負担金債権の回収による収入 0 0 0 33,038 0 0 0 0 33,038

承継債務負担金債権に係る利息の受取額 0 0 0 2,391 0 0 0 0 2,391

施設費貸付金の回収による収入 0 0 0 36,222 0 0 0 0 36,222

施設費貸付金に係る利息の受取額 0 0 0 3,814 0 0 0 0 3,814

処分用資産の売却による収入 0 0 0 1,810 0 0 0 0 1,810

処分用資産の貸付による収入 0 0 0 99 0 0 0 0 99

施設費交付金の納付による収入 0 0 0 30 0 0 0 0 30

利息及び配当金の受取額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の収入 46 52 0 0 120 0 0 11 229

投資活動による収入 0 0 0 5,300 0 0 0 0 5,300

財務活動による収入 0 0 0 54,886 0 0 0 0 54,886

　前年度より繰越 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成30年度　資金計画

区　分
教育研究活動等評価 国立大学

施設支援
学位授与 質保証連携 調査研究 法人共通 金　額
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別紙３－２

（一般勘定） （単位：百万円）

機関別認証評価 分野別認証評価 国立大学法人評価等

資金支出 46 128 110 176 255 595 262 311 1,882

　業務活動による支出 46 128 110 176 255 595 262 311 1,882

　投資活動による支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　財務活動による支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　翌年度へ繰越 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金収入 46 128 110 176 255 595 262 311 1,882

　業務活動による収入 46 128 110 176 255 595 262 311 1,882

　　運営費交付金による収入 0 76 110 176 135 595 262 300 1,653

　　その他の収入 46 52 0 0 120 0 0 11 229

　投資活動による収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　財務活動による収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

　前年度より繰越 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成30年度　資金計画

区　分
教育研究活動等評価 国立大学

施設支援
学位授与 質保証連携 調査研究 法人共通 金　額
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別紙３－３

（施設整備勘定） （単位：百万円）

国立大学施設支援 金　額

資金支出 134,380 134,380

業務活動による支出 64,424 64,424

投資活動による支出 0 0

財務活動による支出 69,956 69,956

資金収入 137,591 137,591

業務活動による収入 77,405 77,405

承継債務負担金債権の回収による収入 33,038 33,038

承継債務負担金債権に係る利息の受取額 2,391 2,391

施設費貸付金の回収による収入 36,222 36,222

施設費貸付金に係る利息の受取額 3,814 3,814

処分用資産の売却による収入 1,810 1,810

処分用資産の貸付による収入 99 99

施設費交付金の納付による収入 30 30

利息及び配当金の受取額 0 0

投資活動による収入 5,300 5,300

財務活動による収入 54,886 54,886

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成30年度　資金計画

区　分
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主な関係法令ウェブページアドレス  

１．独立行政法人通則法（平成十一年七月十六日法律第百三号） 

http://elaws.e-

gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=411AC0000000103 

に掲載されておりますので、 ご参照ください。  

２．独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法（平成十五年七月十六日法律第百十四号） 

http://elaws.e- 

gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=415AC0000000114 

に掲載されておりますので、 ご参照ください。  

３．国立大学法人法（平成十五年七月十六日法律第百十二号） 

http://elaws.e-

gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=415AC0000000112 

に掲載されておりますので、 ご参照ください。
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